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論文要旨 

 

本研究は政策を終了するとはいかなる営為なのか、および終了するにあたっての民主的

なプロセスはいかなるものかを解明することを目指す。政治家や官僚の大きな職務の１つ

は、新たな政策を立案し、形成し、執行することであるとこれまでは考えられてきた。政

策終了はこういった一連の営為のいわば逆方向に進行するものであり、これまで大きな称

賛を浴びることではなく、そもそも想定も十分にされていなかっただろう。本研究では誰

がどのような目的でいかなる経路を経て政策終了を行うのかを明らかにしていく。 

本研究は観察対象を都道府県営ダム事業の終了とした。ダム事業は行政活動において河

川法に基づいた計画として位置づけられるもので、終了という営為を可視化しやすい。地

方政府の事業を観察対象とした理由は、他の地方政府の事例との比較が可能であることに

加え、終了のプロセスを中央政府との関係で観察することが可能になるためである。 

終了に至るまでの過程は前向きな政策立案とは異なり、地方政府にとってある種の撤退

戦と考えられる。地方政府はなぜ撤退戦を引き受け、どのように展開するのか、そしてそ

こにはいかなる形の民主主義が存在するのかを解明することを目指す。 

本研究に取り組む学問上の意義は大きくは２点存在すると考えている。１点目は、政策

終了という研究領域における貢献である。政策や事業終了をテーマにした研究は非常に少

ない。その少ない中でも中心に取り組まれたのは、終了を促進あるいは阻害する要因は何

かという問いで、それ以外をテーマにした研究はさらに少ない。本研究の目的は終了に至

るプロセスの解明であり、このほとんど空白とも言える領域への研究の蓄積を目指す。 

筆者は政策の終了過程を明らかにすることは、政策の形成過程を明らかにすることと同

様に重要なことと考えている。政策の形成過程についての豊富な研究は、政策形成過程は

実は十分合理的なものではないことも明らかにしてきた。一方、終了過程がいかなるもの

かは解明されておらず、合理的なものかどうかもわかってはいない。これまでほとんど手

がつけられてこなかった終了のプロセスを解明することで、終了過程は合理的であるか否

かを検討するきっかけにもなるだろう。形成過程と同様に終了過程が合理的ではない可能

性が明らかになれば、意義のあることだと考える。 

２点目の意義は、地方政治研究への貢献である。これまでの地方政治研究は主に中央政

府との関係において政治家や官僚らの比較が行われ、また、二元代表制において知事と議

会の関係も着目されてきた。加えて、地方政府の政策選択の理由を問う研究も登場してき

た。これらの研究は選択の理由を、二元代表制や党派的要因に焦点をあて、政治変動と政

策選択が連動していることを定量的に明らかにしたことに特徴があった。筆者も地方政府

における政策終了およびそのプロセスを政策選択の結果と位置づける。本研究では政策選

択の結果としての政策終了について、これまで指摘されてきた二元代表制や党派的要因以

外から説明する方法も残されていると考え、それを試みる。具体的には二元代表制や党派

的要因以外の要因による事例も存在しうるのではないかという観点から複数の要因間の関



係性を探り、要因の組み合わせから選択の理由を検討することとする。 

筆者の問題意識として本研究が解明しようとしている内容は、現在の日本社会が直面す

る縮小社会における政策をめぐる議論への貢献につながることになると考えている。 

今後、人口減少と財源縮減の観点から中央・地方政府ともに政策を終了しなくてはなら

ない状況に直面すると考えられるが、終了についての議論はまだ十分に行われてはいない。

事例も少ないため過去を参照することも容易ではない。現状では、仮に誰かが終了を検討

した場合でも、いかなる方法で議論を進めればいいのか、社会で合意された形はなく、ほ

とんどの人がよくわからない状態にある。今後、政策終了については一定の議論が必要で

あり、本研究で明らかにしたことはそこに寄与できると考えている。 

本研究における問いは３つある。問い１は「終了を主導したのは誰か」、問い２は「終了

のプロセスはどのようなものか」、問い３は「終了のプロセスに影響を与えたものは何か」

である。問い１は知事や地方政府の官僚、地方議会、住民など想定されるアクターを幅広

く検討する。 

問い２を明らかにするために本稿では、「アクターの広がり」と「時間」という２本の軸

を設定した。「アクターの広がり」では、終了のプロセスには限定されたアクターしか参加

しておらず閉じられた環境の中で終了検討は進んでいくのか、あるいは終了のプロセスに

は多くのアクターが参加し、開放された環境の中で終了検討は進んでいくのか、を観察す

る。一方、「時間」では、地方政府が終了検討を開始し、終了決定を経て、ダム建設予定地

の住民と事業終了への合意調達が完了するまでの期間を捉え、それが１年以内であったか、

あるいは１年以上を要したのか、を観察する。２本の軸からは終了プロセスの類型は「内

部・揉めない」「内部・揉める」「外部・揉めない」「外部・揉める」の４つが考えられる。

しかし、参加アクターが増えると地方政府は参加アクターの合意調達に時間を要すること

が想定されるため、この２本の軸は関係があるものと考えた。その上で実際に起こりうる

類型を「内部・揉めない」「外部・揉める」の２つのいずれかであると想定し、仮説を導出

した。 

問い３については本稿では、政策終了研究や地方政治研究における先行研究などから「終

了主導者」「国からの影響」「反対アクター」「進捗」「終了検討開始時期」「相互参照」の計

６つの要因を終了プロセスに影響を与える可能性があるものとして抽出し、それぞれの仮

説を導出した。ここまでを第１章で検討する。 

次に第２章では、これら３つの問いを念頭に置きつつ、日本の河川政策とダム事業をめ

ぐる歴史と構造を検討した。ここでは本研究の３つの問いが河川政策の実態においていか

なる位置づけにあるのかを確認した。その結果、河川政策に大きな変化が起きたのは 1990

年代後半以降であり、この時期、地方政治に起きた政治変動の影響を河川政策も受けてい

たことを明らかにした。また、河川政策は分立制が高いという政策的な特徴を持ち、政策

形成過程も集権的で地方政府から見て中央政府からの独立性が低いものであることを示す。

さらに官僚、特に技術官僚が政策形成過程に大きな影響力を持ってきたことも示し、それ



に伴い、河川政策は住民参加の範囲が狭いという特徴を持つことも明らかにした。政策形

成過程への参加の範囲の狭さに住民らは反発し、中央政府はそれらの批判に対応するため

にこれまで政治主導で制度の変更や改革を実施してきた。しかし、中央政府による改革は

地方政府に対して全国一律の基準を示したにとどまり、改革の実施に伴う具体的なプロセ

スや検討方法などは地方政府に一任されていたことを見出した。 

続く第３章では、本研究の議論の進め方を述べ、本研究は事例調査と比較分析を組み合

わせた定性的手法をとることを提示する。定性的手法は複数の要因の組み合わせから結果

がなぜこうなったのかの理由を説明するのに適しているとされている。問い１と問い２へ

の解答は事例調査による事実の叙述を用い、問い３への解答は、問い１と問い２の解答で

明らかになった事実の比較分析による説明を用いることを提示した。 

第４章と第５章は事例調査の結果を叙述した。青森、岩手、新潟、滋賀、鳥取、の計５

県 22のダム事業の終了事例を取り上げ、各事例の終了までの経緯を観察した。終了主導者

が同一の場合、地方政府が異なっていても共通する特徴があることを明らかにする。第４

章は知事が主導した事例で、第５章は地方政府の官僚が主導した事例とした。知事が主導

したのは鳥取、滋賀であり、地方政府の官僚が主導したのは岩手、青森、新潟、であった。

政策終了の先行研究では終了促進要因として政治的要因をあげる考察が多かったが、本研

究ではその事例調査の中で、官僚主導事例の存在を見出した。 

知事が終了を主導した理由は政策選好によるものであり、知事は終了のプロセスにも直

接関与し、人事、財源、組織編成に変更を加えたケースもあった。一方、官僚が主導した

事例は、いずれの知事もダム事業終了に強い政策選好を持っていたわけではなかったが、

財政規律の保持を指向していた。その指向が官僚たちに十分浸透したことで醸成された「庁

内の雰囲気」というものが終了促進要因になった。また官僚主導の場合は、最初の終了事

例はいずれも地方政府の財政状況の悪化に伴う政策転換を機に起きていた。政策転換の時

期はおおむね地方政府における政権交代の時期と一致していた。河川政策の変動が地方政

治の変動に影響を受けていることを導いた第２章の見解が、ここでは具体的な終了事例の

観察でも裏付けられていることを示す。 

第６章は、22 事例の比較分析を行い、３つの問いへの解答を試みた。問い１への解答は

終了を主導するのは知事か官僚で、それ以外のアクターが主導した事例はなかった。知事

や官僚以外のアクターがなぜ主導しえなかった理由の考察を行った。 

問い２への解答は終了のプロセスはヴァリエーションに富んでいて、おおむね「内部・

揉めない」「外部・揉める」の２類型に属したものの、「内部・揉める」「外部・揉めない」

に属した事例もあった。 

最後に問い３への解答は、当初想定していた６つの要因のうち、「主導者」「終了検討開

始時期」「相互参照」の計３つの要因がおおむね終了プロセスに影響を与えていたことを明

らかにした。地方政府間の「相互参照」が確認されたのは鳥取―滋賀のみであったが、政

策形成過程と同様に終了過程でも「相互参照」が起きていることがわかった。「相互参照」



が起きれば、終了のプロセスへ影響を与えることもわかった。一方、「国からの影響」「反

対アクター」「進捗」要因については、終了の促進や阻害には影響を与えていたものの終了

プロセスには強い影響を与えてはいなかった。要因間の交互作用の検討を行った後でもこ

の結果は変わらなかった。 

また「内部・揉めない」という結果に至る因果的経路はほぼ１つであるのに対し、「外部・

揉める」という結果に至る因果的経路は複数存在することわかり、「原因の非対称」が存在

することを導いた。 

一方、「内部・揉める」「外部・揉めない」という類型に属したいわば例外事例の多くで、

「国からの影響」への地方政府の多様な対応が発生しており、これが終了プロセスに大き

な影響を与えていたことがわかった。本研究では先述の６つの要因をもとに事例調査と比

較分析を行ってきたが、検討の結果、地方政府の多様な対応も要因の１つとして影響を与

えていることを示した。また本研究での検討の結果、終了プロセスでは、当初想定してい

たほど「アクターの広がり」と「時間」は強く関係していないこともわかった。 

終章では、地方政府が撤退戦を引き受ける理由と、そこにおける民主主義とは何かとい

う冒頭の疑問への本研究の答えを示した。地方政府が撤退戦を引き受ける理由は、終了主

導者によって異なっていた。終了を主導したのが知事の場合は 1990 年代後半以降、政治的

領域が拡大していた地方政府において、自らの政策選好の反映を目的としていた。一方、

官僚主導の場合、中央政府から地方政府の政策や事業への介入を防ぐための防御策の１つ

であったことが明らかになった。 

ここまでの分析を総合すると、地方政府が撤退戦で守りたかったのは、中央政府からの

自律性であったというのが本研究の示す見解である。撤退戦の特徴は、終了対象が河川政

策という中央政府からの独立性が低く集権的な政策決定が行われる領域に属する事業であ

ったことで、より特徴が際立つことになった。また撤退戦における民主主義とは、終了主

導者が誰であれ、終了という自らの政策選択の結果に正統性と代表性を与えるために住民

参加を受けいれる手法を取ったことにあると筆者は考える。ここから言えることは、新規

政策の形成以上に地方政府にとって合意調達が難しい終了という撤退戦においてもそこで

必要とされる合意調達に地方政府が向き合うようになっているのであれば、そしてそれに

よって中央政府からの自律性を保とうと努力しているのであれば、地方自治は現実のもの

となってきている可能性が高いということである。その意味ではこれまで地方政府が行っ

てきた撤退戦は「地方自治の試金石」であったと言えよう。 

 終了に至るまでのプロセスは時代を経て、近年では参加するアクターが増え、合意調達

までの時間も要する事例が増えてきつつある。つまるところ、地方政府にとって難易度は

あがっている。今後、政策終了への社会的要請が高まってくることが予想されるにもかか

わらず、終了は難易度があがっているため、パラドックスの関係に陥ることも示唆された。 
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序章 

 

第１節 私たちは政策終了について何を知っているのか 

 

 本研究のテーマは政策の終了である。すなわち、政策はいかにして終了するかを明らか

にすることが、本稿の目的である。もちろん、政策が終了するのはその政策が一定の目的

を達成し、不要になった場合もある。しかし実際には、目的を達成はしていないにもかか

わらず、終了する場合もある。コストや時間が当初の想定より増えたり、政治的に不要だ

と判断されたりして終了するケースもある。これらを全て含めて本稿においては政策終了

と考える。 

 「いったん始まった政策は終わらない」といわれることは多い。現代の日本においても、

政策や事業の終了として思い浮かぶ事例はそう多くはない。しかし、すべての公共政策が

終了しないわけではない。たとえば一つの例として、1996 年に廃止されたらい予防法があ

げられる。ハンセン病患者の強制隔離を含んだ一連の医療・福祉政策は、1960 年以降は違

法なものであったと司法から認定された1。誤った政策によって患者が受けた大きな被害お

よびそれを実施した政府の責任が問題となった2。特に深刻な問題となったのは、本来であ

れば 1960 年以降は行うべきではなかった患者の強制隔離政策が、1996 年の廃止に至るま

で継続されたという点であった。なぜ終わらなかったのかという問題についてその後、検

証が行われた [大谷, 1996] [熊本日日新聞社編, 2004]。 

 他にも最近では、民主党政権が発足した際、国は八ツ場ダム事業3の中止を表明した4。こ

の表明をめぐっては建設予定地のみならず、共同事業者であった流域の６都県からも中止

反対の声があがった5。一方、複数の団体が建設反対の意見を発表するなど、事業の継続か

終了をめぐって事態は混乱した。最終的には、2011 年に事業再開が決定した6。大型建造物

を建設途中で終了することの難しさが顕在化する事態となった。 

これらに見られるように、ある政策や事業7が実施されれば、必ず事業の対象者や利害関

係者が生まれる。終了するにはこういった関係者の合意調達が必要となるので、終了する

                                                   
1 朝日新聞、2001 年 5 月 11 日（夕刊）※以下、本稿において特記のない限り全て朝刊 
2 朝日新聞、2001 年 5 月 24 日 
3 1947 年のカスリーン台風で利根川が決壊し、死者約 1000 人の被害が出たことを契機に

群馬県長野原町に計画された。総事業費はダム事業で国内最高の約 4600 億円。 
4 朝日新聞、2009 年 9 月 17 日 
5 朝日新聞、2009 年 10 月 19 日（夕刊） 
6 朝日新聞、2011 年 12 月 23 日 
7 本研究では Deleon の定義に依拠し、「事業」を「政策」という上位概念の下位に位置す

るプロジェクトと位置付ける [Deleon, 1978]。Deleon は、終了の概念を機能、組織、政策、

プログラムの順に分けて検討した。本研究の場合、「政策」を治水や利水を目的とした河川

政策、「プログラム」を河川政策の構成要素の１つとしての事業（本研究ではダム事業）に

該当すると考えた。 
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のは容易ではないだろう。加えて、政策の継続性の面からも、中断と再開を繰り返すのは

難しいため、終了には慎重にならざるをえない。仮に終了するとしても、終了後、政策の

対象者や関係者に何らかのケアが必要になる場合もあり、継続した時のコストや効果と比

較することも必要になる。また、終了する場合は、その政策を立案した担当者の先見の明

が不十分だったという批判が起きるかもしれない。 

こういったことを考えると、次のような姿が浮かぶだろう。政策の終了がいったんアジ

ェンダに乗ると、それに反対したり賛成したりする様々なアクターが終了決定までのプロ

セスに関与する。その結果、終了主導者らと対立や紛争が起きて騒動になり、盛んに報道

されるのである。 

しかしそれが政策終了の全てだろうか。報道された内容は政策終了の一面をものがたり

はするが、全体像を詳らかにしていないのではないか。氷山のいわば水面下の部分、つま

り、政治的なアジェンダに乗ることもなく、揉めずに終了する場合もあるだろう。一般的

に言われる「終了＝揉める」という印象は盛んに報道されることなどによって、いわば作

られたものではないだろうか。 

つまり、終了をめぐる問題はいったんアジェンダに乗ると終了するしないにかかわらず

社会の大きな関心を集める。具体的には、政策を終えるための条件は何か、終えるという

行為はどのように進行していくのか、終了は何をもたらすのかなどは十分明らかになって

いない。政策終了というプロセスを進める仕組みや構造は十分解明されていない。それゆ

え、「いったん始まった公共政策は終わらない」というようなシンブルな言葉でくくられ、

議論が終わってしまう可能性がある。人々が終了という営為を適切に捉えることができな

いことは、行政や政治への不信にもつながっていくかもしれない。こういった疑問を少し

でも解消するため、本研究では終了という営為の全体像を可能な限り明らかにしたい。 

日本社会は人口減少において縮小基調にある。この縮小基調はこれからも加速して進む

可能性が高い。一方、中央政府・地方政府とも財政資源の厳しい制約に直面している。こ

ういった環境の中、中央地方政府ともにこれまでと同じ内容の政策や事業を今後も形成し

執行していくことが出来るとは想定しにくい。政策領域によっては、政策や事業の対象者、

サービスの受給者は削減されるだろう。政策や事業を形成、執行していくための予算も減

少していくだろう。また、これまで続いてきた政策を止めて、新しい政策をスタートさせ

なくてはならないかもしれない。止めた事業で浮いた予算を別の事業に振り向ける必要が

あるかもしれない。 

最近では縮小する社会や都市をめぐっての取り組みを考察する研究も出てきている。例

えば、一方では、都市が縮小社会の環境条件に対していかなる政策対応を行っているかを

明らかにした研究や今後への提案がある[加茂・徳久, 2016] [矢作, 2014] [饗庭, 2015]。他

方で、農山村を対象に行われている実践の分析や今後への提案もある  [小田切 , 

2014][林・渡辺, 2010] [相川, 2015]。こういった研究や調査、提案には共通する特徴が

ある。それは、縮小社会において必要な政策は何か、そして今、行われている取り組みは
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何か、を明らかにするものである。本研究が目的とする終了のメカニズムの解明は、縮小

社会における政策をめぐる議論に必要なものを提起することにつながると考えている。 

仮に中央政府や地方政府が政策を終了しなくてはならない状況に直面した時、これまで

政策が終了した事例が少ないために、過去を参照することはそう容易ではない。現状では、

仮に誰かが終了を検討した場合でも、いかなる方法で議論を進めればいいのか、社会で合

意された形はなく、ほとんどの人がよくわからない状態にある。こういった漠然とした状

況では、終了をやみくもに回避したり、逆に力づくで終了したりすることも招きかねない。

終了に際しては、終わり方も含めて一定の議論が必要である。これが政策終了の重要性に

筆者が着目した大きな理由となる。 

本研究はタイトルを「撤退戦の民主主義：ダム事業終了に見る地方政府の政治過程」と

した。タイトルに沿って言えば、本研究では、政策終了を撤退戦と考えている。限られた

時間とコストでいかに民主的に終了させ、地域社会に与えるダメージを小さくし、やや矛

盾する言い方になるが、終了が積極的に将来に寄与する形にするかが撤退戦の焦点になる。

撤退とは、軍隊では戦を勝算なきものと見て、ある部隊が特定の陣地などを捨てて、後退

することを指し、企業では不採算などを理由に特定の事業を止めることを指す。政治や行

政の領域では撤退とは何か、撤退の民主的なプロセスはいかなるものかは十分明らかにな

っておらず、これを議論することは終了という営為を決める過程においていかなる民主主

義が存在するかを検討することにつながると考えている。 

 

第２節 何を明らかにするのか 

 

改めて課題を確認すると、本研究では政策を終了するとはいかなる営為なのか。終了す

るにあたっての民主的なプロセスはいかなるものかを解明することを目指す。 

近代以降、政治家や官僚が果たすべきと考えられてきた大きな職務の１つは、新たな政

策を立案し、形成し、執行することにあった。政策終了はこういった一連の営為のいわば

逆方向に進行するものであり、大きな称賛を浴びることではなく、想定も十分にされてい

なかった。そんな中、誰がどのような目的でいかなる経路を経て政策終了を行うのか。つ

まりなぜ撤退戦を行うのかという点は明らかにされていない。「政策を終了するのは財政難

だから」「事業を終了するのは反対者が多いから」という答えのみでは十分ではない。仮に

財政難であったとしても、反対者が多かったとしても、それらがいかなる経路をもって政

策終了に結びつくのかの解明が必要なのである。これらを解明していくことが本研究の目

指すところである。 

もう一つ重要だと考えることは、逆説的ではあるが、撤退戦とは撤退することを通じて、

政府は何かを逃がしたり守ったりしているのではないかということである。政策終了を撤

退戦と考えると、終了という営為は何を守っているのだろうか。この守っているものが何

かを明らかにすることも本研究のもう１つの目指すところである。 
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 これらの問いに対して本研究が出した答えは、次のようになる。まず、終了への経路は

それぞれの事業や地方政府ごとにヴァリエーションに富んでいた。次に撤退戦を行う理由

は、終了主導者によって異なる。知事が主導した終了であれば、目的は自らの政策選好の

実現であり、官僚が主導した終了であれば、地方政府が行う政策への中央政府からの介入

や批判をあらかじめ避けるための防御策の１つであった。つまり、撤退戦を通じて地方政

府の政策や事業の自律性を守ろうとしていた。官僚制は政権党が組織や人事制度へ介入す

ることが予測される場合には予め予防策を取ることで自律性8を保とうとすることは、すで

に明らかにされている[曽我, 2016]  [戸矢, 2003]。このことは官僚制含めて地方政府全体を

見ても終了のプロセスにおいても該当した。 

 本研究のサブタイトルは「ダム事業終了に見る地方政府の政治過程」である。本研究で

は撤退戦のメカニズムを解明する対象として都道府県営ダム事業の終了を選んだ。その理

由は、ダム事業は終了という営為を可視化しやすく、把握が容易であるという特徴がある

ためである。終了の概念はあいまいである。既存の政策がある時期をもって完全に消滅す

るケースは極めて稀である。例えば、終了の対象となる政策を治水や利水政策と広く捉え

た場合は、終了はほとんど事例がない。治水・利水政策は終了しない。また例えば、ある

政策がいかなる段階に至った場合を終了と考えることは難しい。ある日をもって予算がゼ

ロになった時点を終了と考えるのは容易ではあるが、例えば予算 100 万円の事業が減額さ

れて１万円の事業になった場合を終了と捉えることについて意見は分かれるだろう。縮小

されても細々と事業は継続され、わずかな効果しか生み出していないような場合も終了と

言えるかどうかは議論の余地がある。 

 これに対してダム事業の終了は、量と質双方の観点から把握が容易である。量はこの場

合、事例数で、質は事業内容である。ダム事業は行政の「計画」9に基づいて行われる。具

体的にはダム事業は河川法に基づいた「河川整備計画」を河川管理者が立案した際に計画

に盛り込まれる。そのため、事業が終了した場合、「計画」から当該事業についての記載は

消滅する。さらにダム事業は国土交通省10の事業評価の対象となるため、事業採択後一定期

間が経過された段階でほぼ必ず必要性が議論される11。この議論を受けて政府は「継続」ま

たは「中止」を決める。終了に至るまでの手続きも明確化されている。終了した事例数の

カウントも事業内容も消滅したかどうかも把握しやすい。ダム事業は終了という概念の難

しさを乗り越えることが可能な観察対象である。 

                                                   
8 「自律」という意味について、曽我は「官僚制の意思決定」を対象とし自律性が高い状態

を「（政治的コントロールを受けていても）自身の選好に沿った選択を行う」こととし、組

織のあり方を捉えようとする「独立性」や官僚制の政策選好や選択した政策の位置に関す

る概念と位置づける[曽我, 2016, p.18]。 
9 計画は「政策形成過程に頻繁に登場する規範形式」 [西尾, 1990]と位置付けられている。 
10 以下、本原稿では国交省と記載する。 
11 国交省、「再評価の概要」 

http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/09_public_01c.html（2017 年 4 月 30 日確認）  
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次に都道府県営事業を選択した理由は、地方政治に着目したいためである。本研究では

事業終了を終了へのプロセスを含めて地方政府の政策選択の１つと考える。複数の地方政

府を観察し、比較することは、各地方政府の政策選択の共通点と相違点を見出すことにつ

ながると考える。中央政府の事業終了を観察した場合は、中央政府は１つしかないため、

共通点と相違点を見出すことは難しいだろう。そのため終了のプロセスを幅広く観察し、

比較するためには地方政府の事業を対象にした方が適していると考える。本研究では政策

終了と地方政治を包括的に捉えたい。政策終了をテーマにした研究群は個別事例を着目し

た内容が多く、中央―地方政府の関係性を問うものは多くはない。しかし、都道府県営の

ダム事業のほとんどは、財源の面から見ると、費用の約半分を中央政府からの補助金で賄

っており12。人材の面から見ても、建設省の時代から中央官僚が都道府県の河川政策を担当

する部署に継続的に出向していた歴史的経緯がある [藤田, 2008] [稲継, 2000]。都道府県営

ダム事業は財源と人材双方で中央政府との結びつきが密接にある政策領域にあり、中央政

府からの独立性13が低い。 

 

第３節 本研究の意義 

 

 本研究の課題は、地方政治で説明される特徴に着目しながら、終了のメカニズムを解明

していくことである。本研究に取り組む意義は大きくは２点存在すると考えている。１点

目は、政策終了という研究領域における貢献である。政策や事業終了をテーマにした研究

は非常に数が少ない。海外では 1970 年代ぐらいから論文が発表され出したものの、国内で

は 1990 年代以降に限られ、依然として絶対数はかなり少ない。研究の数が少なかったのは

対象となる終了事例が少なかったことが要因の１つである [Deleon, 1978]。その中でも中

心に取り組まれたのは、終了を促進あるいは阻害する要因は何かという問いであった。本

研究の目的は終了プロセスの解明であり、これを明らかにした研究は更に数が少ない。こ

のほぼ空白といってよい領域での研究蓄積を目指す。 

２点目は 1990 年代以降進む日本の地方政治の研究領域への貢献である。地方政治研究は

これまで中央政府との比較において大きくは「政策決定に影響力を持つのは誰か」「政策決

定のプロセスはどのようなものか」をテーマに中央政府と地方政府間の比較、中央官僚と

地方官僚の比較、中央の政治家と地方の政治家の比較に加えて、二元代表制に伴う知事と

議会の比較研究が進展してきた。最近では「地方政府はなぜこの政策を選ぶのか」という

結果の理由を問うテーマも発展してきていて、多くの研究がその答えとして党派的な要因

と制度的な要因を論じた。本研究は政策終了のプロセスを地方政府の政策選択の結果と捉

                                                   
12 国交省、「附属編 交付対象事業及び国費の算定方法」pp. 11-14.  

https://www.mlit.go.jp/common/000208342.pdf (2017 年 4 月 30 日確認） 
13 ここでの独立性は「行政組織の資源である権限、金銭、組織編成や人員、情報を自分た

ち自身の判断で調達できるかどうかを見る」[曽我, 2016, p.18]とする。 
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え、これまで地方政治研究で着目されてきたいくつかの要因の組み合わせで説明すること

を試みる。これまでの地方政治研究は政策選択の結果の理由を明らかにするにあたり、独

立変数となる要因を絞り、定量的な方法で解明するものが多かった。個々の独立変数の関

係性と政策選択のプロセスに着目してきた研究は多くはない。しかし、そこではこれまで

に全ての要因が検討されたのだろうか。また、要因間の関係性は着目されたのだろうか。

本稿は、これらの課題に取り組むものである。 

これら全体を通じ、本稿は政策終了研究と地方政治研究という２つの分野の架橋を目指

したい。政策終了研究と地方政治研究のおける本研究の位置づけを示す。 

 

図 0-1 政策終了研究と地方政治研究における本研究の位置づけ 

 

筆者作成 

 

第４節 本稿の構成 

 

 本節では本研究の主な流れを説明する。まず第１章は先行研究の検討と整理を行い、本

研究の分析枠組みについて述べる。本研究は地方政府における事業の終了を地方政治と関

連づけて議論することが目的であるため、政策終了の分野での先行研究と地方政治および

政治学全体の先行研究のいずれをも検討した。 

まず、政策終了の定義を検討した研究を概観する。次に、終了を従属変数にした研究と、

終了を独立変数にした研究に大きく分けて検討する。終了を従属変数とした研究では、終

了を促進し或いは逆に阻害する要因は何かを解明しようとしたものが、全体の数は少ない

終了促進
要因

政策終了研究 地方政治研究

終了の
プロセス

終了阻害
要因

政策選択
の理由

知事と議
会の比較

政治家間
比較

政府間
比較

官僚間
比較

本研究

中央政府
との比較



7 

 

 

ながらも大きな比率を占めていた。一方で、終了を独立変数として、その帰結を検討した

研究はほとんどなく、終了のプロセスに着目した研究もこれまでほとんどなかったことを

示す。ここでは終了の帰結や終了のプロセスに着目した研究がほとんど確認されなかった

理由も考察した。 

次に地方政治に関する先行研究を検討した。政策終了を検討するに際し、地方政治を観

察することは複数の地方政府間の比較が可能であり、共通する点や相違点を見出すことが

できるのではないかと考えるためである。そのため地方政治のこれまでの流れを検討し、

そこで着目されてきた大きな議論が、中央政府―地方政府間の政府間比較、中央官僚―地

方官僚間の官僚間比較14、中央政治家―地方政治家間との政治家間比較、二元代表制におけ

る知事―議会の比較、に加えて、地方政府の政策選択の理由、であったことを示す。議論

の内容を要約すると「政策決定に影響力を持つのは誰か」「政策決定のプロセスはどのよう

なものか」「なぜこの政策は選択されたのか」の３つが主たるテーマであり、地方政府の中

央政府からの自律性を前提に現在も研究が発展中であることを示す。 

つづいて、地方政治において議論されてきたこれら主たる３つのテーマが政治学全体で

どのように議論されてきたかを検討する。政治学全体を検討したのは、政策終了と地方政

治を関連づけた研究は少ないため、テーマの見落としがないか確認するためである。その

上で、地方政治研究の主たる３つのテーマは、政治学全体でも重要なテーマとして捉えら

れていることを示す。 

先行研究を検討した結果、本研究は地方政府における政策終了を「なぜこの政策は選択

されたのか」というテーマを前提に考え、政策選択の結果を位置づけることを提示する。

これまで政策選択の理由を問う研究は選択の理由を制度や党派的要因に焦点をあて政治変

動と政策選択の関係において定量的に明らかにしてきたが、本研究では制度や党派的要因

以外から説明しうる事例も存在するとの観点から複数の要因の関係性を探り、要因の組み

合わせから選択の理由を検討する。 

ここから本研究において３つの問いを示す。問いの第１は、「終了を主導したのは誰か」、

第２の問いは、「終了のプロセスはどのようなものか」、第３の問いは、「終了のプロセスに

影響を与えたものは何か」と設定する。 

問い１は政治学および地方政治研究ともにこれまで長く問われてきた「影響力を持つの

は誰か」という問いから導いた。政策終了においては、「現状維持」からの変更と考えると

[砂原, 2011]と「主導するのは誰か」という問いに置き換えられる。問い２は政策形成過

程の先行研究の検討から明らかになるが、形成プロセスは多様であり、十分に合理的なも

のではなかったという議論から導いた。政策終了過程を検討する際、そのプロセスを明ら

かにした研究はほとんど確認されず、明らかにされていない。そのため、本研究が試みる

                                                   
14 本研究では、官僚組織を「政府部門における公選によらない公務員集団およびその組織」

[曽我, 2016, p.16]と考える。本研究は地方政府を対象にした研究であり、官僚という語句を

記載する際は、今後、特に注記のない限り、地方公務員を指すこととする。 
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ように明らかにされていないことを明らかにすることには一定の意義があると考えた。問

い３は、終了へ至るまでいかなるプロセスを辿ったかを地方政府の政策選択の結果と考え

ると、その理由を問うことにつながる。 

問い１はＷＨＯを問い、問い２はＨＯＷを問う。問い３はＷＨＹを問う。また問い１と

問い２は事実がどうなっているのかを明らかにするためのもので、問い３は、問い１と問

い２で明らかになった事実はいかなる要因によって生じているのかを比較し説明するため

のものである。 

本研究では問い１の終了主導者を検討する際、知事、官僚を中心に議会、住民など想定

されるアクターを幅広く検討する。次に問い２では終了のプロセスを検討する際に「アク

ターの広がり」と「時間」という２本の軸を用いて説明を試みることを先行研究から示す。

ここでの「アクターの広がり」には、問い１で検討される終了主導者は内包されることに

なるが、問い２では独立した終了主導者というよりは、その主導者を取り囲む関連アクタ

ーのネットワーク全体を検討する。終了のプロセスに参画するアクターのネットワークが

地方政府から見て開放されたものか（本研究では「外部型」とする）、或いは閉じたものか

（本研究では「内部型」とする）を観察することを示す。もう１本の軸である「時間」に

ついては、本研究では終了の検討開始から、終了決定後、住民との合意調達が完了するま

でに要した「時間」が１年以上のものは「揉めた」、１年以内のものは「揉めなかった」と

する。整理すると終了検討過程の類型は、「内部・揉める」、「外部・揉める」、「内部・揉め

ない」、「外部・揉めない」の４類型があるとした。しかし、実際には参加アクターが増え

ると地方政府が参加アクターの合意調達に時間を要することが想定されるため、この２本

の軸は関係があるものと考えた。その上で起こりうる類型を「内部・揉めない」「外部・揉

める」の２つのいずれかに終了事例は該当すると想定し、仮説を導出した。 

次に問い３のプロセスに影響を与えた要因の候補として「終了主導者」、「国からの影響」、

「終了反対アクター」、「進捗状況」、「終了検討開始時期」、「相互参照」の計６つを提示し、

検証を行うことを示す。いずれの要因も政策終了や地方政治、政治学全体の研究において

これまで政策選択の理由として指摘されてきたものから抽出した。これらの要因のうち「終

了主導者」は事例ごとの問い１の答えに該当し、「国からの影響」と「終了反対アクター」

は問い２の「アクターの広がり」と関連し、「進捗状況」、「終了検討開始時期」、「相互参照」

については問い２の「時間」とも関連する。６つの要因からそれぞれの仮説を導出した。

ここまでを第１章で検討する。 

第２章では、日本のダム事業を含んだ河川政策の歴史と構造について述べる。本章の目

的は本研究の３つの問いが実際の河川政策の中でいかなる位置づけにあるかを確認するこ

とである。ここでは河川政策に大きな変化が起きた 1990 年代後半以降という時期が、地方

政治に変動が起きた時期とほぼ合致し、その影響を受けたことを示す。また、河川政策は

分立制が高い性質を持ち、決定過程も集権的で地方政府から見て中央政府からの独立性が

低いことを論じる。一方、官僚、特に技術官僚が大きな影響力を持ってきたことも示す。
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その結果として政策決定過程における住民参加の範疇が狭いという特徴を持つものである

ことを確認する。こういった課題を克服するために行われた国の制度変更や公共事業改革

はいずれも政治主導で実施されていた。政治家が官僚主導の河川政策に対して、主導権を

取り戻そうとした帰結であった。しかし、国による改革はいずれもダム事業の終了促進要

因にはなったものの、地方政府に全国一律の基準を示した段階までにとどまり、実際の終

了プロセスの選定や検討の内容などについては地方政府に任されたことを示す。 

第３章では、本研究の議論の進め方を述べる。本研究は事例調査と比較分析を組み合わ

せた定性的手法をとることを示す。定性的手法は複数の要因の組み合わせから結果がなぜ

こうなったのかの理由を説明するのに適している[Goertz and Mahoney, 2012]とされてき

たためである。問い１と問い２への解答は事例調査による事実の叙述を用い、問い３への

解答は、問い１と問い２の解答で明らかになった事実の比較分析による説明を用いる。 

観察対象は個別のダム事業の終了であるが、終了事例を都道府県ごとに抽出して、時期

や主導者によっても共通点と相違点があるか比較を行う。事例選択については、まず、全

国の都道府県で終了したダム事業全体を概観し、本研究の３つの問いに沿って、事例を選

択する。事例は、青森、岩手、新潟、滋賀、鳥取、の５県の全終了事例計 22 事例を検討す

る。 

第４章と第５章は事例調査である。第２章で述べた改革を中央政府から一任されて以降、

地方政府が実際に何を行ったかを論じる。それぞれの都道府県が公開した資料、事業評価

委員会での議事録などを参考にした上で、各都道府県の担当者らにヒアリングを行った。

章は明らかになった終了主導者ごとに分けた。理由は問い１の解答で明らかになる「終了

主導者」が、問い２の「終了のプロセスはどのようなものか」と問い３の「終了のプロセ

スに影響を与えたものは何か」という答えに関連してくる可能性があると考えたためで、

主導者ごとに終了のプロセスに共通点と相違点があると想定したためである。 

第４章は知事が主導した事例、第５章は官僚が主導した事例を扱った。終了主導者が同

一の場合、地方政府が異なっていても共通する特徴があった。結果的には同一地方政府内

で複数の終了事例があった場合でも、事例ごとに主導者が異なった場合はなかったため、

地方政府ごとに節を分けた。知事が主導したのは滋賀、鳥取であり、官僚が主導したのは

新潟、岩手、青森であった。これまでの政策終了研究では、終了促進要因として政治的要

因が多くあげられていたが、本研究では事例調査の中で官僚主導事例の存在を見出した。 

知事が主導した理由は政策選好によるもので、知事は終了のプロセスにも直接関与し、

人事、財源、組織編成に変更を加えた事例も存在した。一方、官僚が主導した事例は、い

ずれも知事はダム事業終了に強い政策選好を持っていたわけではなかったが、財政再建を

指向し、官僚たちにそれが十分浸透したことで醸成された「庁内の雰囲気」が終了促進要

因になったことを示す。また官僚主導の場合は、最初の終了事例はいずれも地方政府の財

政状況の悪化に伴う政策転換を機にセットで起きていたこともわかった。政策転換の時期

はおおむね地方政府の政権交代の時期とも一致していた。河川政策の変動が地方政治の変
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動に影響を受けていることを導いた第２章の見解が、ここでは具体的な終了事例の観察で

も裏付けられていることを示す。 

６章は、本研究の３つの問いへ解答する形を取った。１番目の問いへの解答は終了を主

導するのは知事か官僚で、それ以外のアクターが主導した事例はなかった。なぜ知事や官

僚以外のアクターが主導しえなかったのかの理由の考察も行った。２番目の問いへの解答

は終了のプロセスはヴァリエーションに富んでいて、おおむね「内部・揉めない」「外部・

揉める」の２類型に属したものの、「内部・揉める」「外部・揉めない」に属した事例も複

数存在した。この結果からは終了のプロセスは十分合理的でなかったと推察できる。最後

に３番目の問いへの解答は、当初候補にあげた６つの要因のうち、「主導者」「時期」「相互

参照」の計３点がおおむね影響を与えていたことがわかった。地方政府間の「相互参照」

が確認されたのは鳥取―滋賀のみであったが、政策形成過程と同様に終了過程でも「相互

参照」が起きていることがわかり、「相互参照」が発生すれば終了プロセスにも影響を与え

ることがわかった。また、「国からの影響」「反対アクター」「進捗」要因については、終了

の促進や阻害には影響を与えていたものの終了プロセスには強い影響を与えてはいなかっ

た。要因間の交互作用の検討を行った後でもこの結果は変わらなかった。一方、「内部・揉

める」「外部・揉めない」という類型に属したいわゆる例外事例の多くで、「国からの影響」

に対して地方政府の多様な対応が発生していて、これが終了プロセスに大きな影響を与え

ていたことがわかった。本研究では、先述の 6 つの要因をもとに事例調査と比較分析を行

ってきたが、その検討過程の中で、地方政府の多様な対応も要因の一つとして影響を与え

ていることを示した。また、終了プロセスでは、当初想定していたほど「アクターの広が

り」と「時間」は関係がないこともわかった。 

終章では、地方政府が撤退戦を引き受ける理由と、終了プロセスに存在する民主主義と

はいかなるものかという冒頭の疑問への本研究の解答を示す。地方政府が撤退戦を引き受

ける理由は、終了主導者によって異なっていた。終了を主導したのが知事であれば、自ら

の政策選好の反映を目的とし、官僚主導の場合、中央政府から地方政府の政策や事業への

介入を防ぐための防御策の１つであった。地方政府が撤退戦で守りたかったのは、中央政

府からの自律性であったと示す。地方政府が行った撤退戦の特徴は、終了対象が河川政策

という人材、財源面などで中央政府からの独立性が低い集権的な政策決定が行われる領域

に属する事業であったことで際立つことになった。独立性が低い政策や事業は独立性が高

い政策や事業よりも中央政府からの介入を招きやすく、地方政府は自律性を守るために戦

略を要することが想定され、それが撤退戦の特徴となって表れたと考えている。 

撤退戦における民主主義の形は、撤退戦のプロセスに住民などこれまで十分に参画でき

なかった外部アクターを参画させることであった。2000 年代前半までは地方政府内部の閉

じられた環境の中で進んでいった終了のプロセスは、2000 年代後半以降、主導者が知事で

あれ官僚であれ、戦略的に終了のプロセスを外へと開いたことが明らかになった。知事が

主導した場合は、住民という外部アクターを参画させたことで、自らの政策選択の代表性
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と正統性を高めた。官僚が主導した場合も、分権の進展を背景に外部アクターを参加させ

ることで政策選択の代表性と正統性を高め、中央政府が政策や事業へ介入することを防い

だと論じる。主導者によってプロセスを外へ開いた理由は異なったが、それぞれにおける

民主主義の一つのありようであったと示す。 

本稿の進め方を図示しておくと、以下の通りである。 

 

図 0-2 本原稿の構成 

                         

（筆者作成） 

  

先行研究

・政策終了
・地方政治
・政治学
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・国の改革
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進め方

事例群

知事主導

事例群
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１章
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６章 終章

５章
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したいこと
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第１章 本研究の分析枠組み 

 

 本研究の目的は、１つの事業が終わる際、いかなるプロセスを経るのかを明らかにする

ことである。本章ではこの目的を達成するために、政策終了、地方政治、政治学全般、の

それぞれの分野においてこれまで何が問われてきたのかを、先行研究を検討することで確

認する。その上で、本研究の分析枠組みを検討していく。 

第１節では、これまでの政策や事業終了に関する先行研究を検討する。まずは終了の定

義に関する研究を確認した上で、終了を従属変数に置いたものを検討する。政策終了をテ

ーマにした研究は海外において先行したため、まずは海外の研究を概観し、次に国内の研

究について検討する。先行研究をもとにこれまで明らかになったこと、十分に明らかにな

っていないことを整理しつつ、本研究の位置づけを提示する。ここで明らかになるのは、

これまでの政策終了に関する先行研究で主に問われてきたのは「政策が終了するかしない

か」「終了を促す（あるいは阻害する）要因はなにか」という問いであったということであ

る。検討の結果、「終了」という従属変数を規定する要因を探求するものが多いことがわか

った一方、「終了」を独立変数に置き、その帰結を明らかにする研究はほとんど見られなか

った。また、終了する際のプロセスについての分析もほとんど行われてこなかったことも

示す。 

第２節では、主に地方政治に関する先行研究を検討した。本研究は政策終了を地方政府

の政策選択の結果と考え、地方政治の領域に位置付け直すことを目指しているため、地方

政治の研究についても押さえておく。これまで地方政治研究で論じられてきた論点を５つ

確認し、これら５つの論点はさらに大きくは３つのテーマにかかわるものであることを示

す。それは「政策決定に影響力を持つのは誰か」「政策決定のプロセスはどのようなものか」

「なぜこの政策は選択されたのか」という３つであった。 

第３節では、これら３つのテーマが政治学全体ではこれまでどのように議論されてきた

かを示す。政策終了と地方政治を関連させた先行研究は数が少なく、テーマや論点に見落

としがないか改めて政治学全般を検討し確認した。 

第４節では、地方政治で問われてきたこれら３つのテーマを本研究の領域である政策終

了に置き直し、３つの問いを提示する。問い１は「終了を主導したのは誰か」、問い２は「終

了のプロセスはどのようなものか」、問い３は「プロセスに影響を与えたものは何か」であ

る。問い１と問い２は、事実はいかなるものであったかを明らかにすることを目的とし、

問い３は、問い１と問い２で明らかになった事実を受けて、このような事実がなぜ生じた

のかを説明することを目的とする。問い１はＷＨＯを、問い２はＨＯＷを、問い３はＷＨ

Ｙを探求する問いになる。 
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第１節 政策・事業終了に関する先行研究 

 

ここでは、政策終了に関する先行研究を検討する。政策終了に関する検討が始まったの

は、1970 年代のアメリカであった。そこでは、終了という概念の定義が論じられ、終了促

進や終了阻害要因が探求されていった。2000 年代になると、政策終了を政策過程の１つの

段階として位置付ける研究も登場した。一方、国内では 1990 年代ごろから本格的に行われ

るようになり、ここでも終了の促進阻害要因の探求が行われる。詳細を見てみよう。 

 

１、 政策・事業終了の定義 

 

まず、政策・事業終了に関する研究は絶対数が多くないことを論じておきたい。政策・

事業終了に関する研究は 1970 年代から主にアメリカなどで登場し、それまで「不当に無視

されてきた研究課題」(Wrongly Underattended Issue)15 [Biller, 1976]と指摘された。研

究の数が増えていない理由について、Deleon は主に３つの理由をあげている[Deleon, 1978]。

１つ目は、終了という言葉には否定的な意味があるというものである。Deleon はこの否定

的な意味について、終了という言葉は政策の失敗と関連させられやすいためと指摘してい

る。２つ目は、一般化するには事例が十分ではないと論じた。３つ目は、政策が少しずつ

終了していく場合や部分的に終了する場合については、分析が難しいと指摘した。この点

について、Bardach は、いくつかの段階を経て少しずつ政策が終了していく場合(very long 

whimper)と、あるタイミングですべて終了してしまう場合(bang)があるとした [Bardach, 

1976]。 

このいわゆるわかりにくさは、政策終了とはそもそも何かという定義の問題と関連する。

定義をめぐってはこれまで複数の研究が答えを出そうと試みてきた。Brewer は、政策終了

を政策過程の１つと定義した [Brewer, 1974]。Brewer は、時間の経過とともに、問題が確

認され(Initiation/Invention)、解決へのコストや利益の比較が行われ(Estimation)、そ

の後、政策が選択(Selection)、実施され(Implementation)、評価が行われる(Evaluation)

とした。評価の後、一部の政策は終了となる(Termination)と位置づけ、政策終了は政策過

程の最終段階だと論じた。 

これに対して Deleon は、政策終了をある政府の機能(Functions)、組織(Organizations)、

政策(Policies)、プログラム(Programs)が廃止されることと定義した[Deleon, 1978]。さ

らに Hogwood は、代替となる政策などが用意されることなく、既存の政策やプログラム、

組織が廃止されることであるとした [Hogwood, 1982]。 

 

２、政策・事業終了を従属変数として捉えたもの 

 

                                                   
15 本節における海外の先行研究の内容の翻訳の多くは[岡本, 2003]に依拠した。 
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１） 海外の主な先行研究から 

 

ここでは終了を従属変数として捉えたもの、終了を独立変数として捉えたもの、の２種

類に分けてみると、前者は終了が起きる要因などを探る研究で、後者は終了の帰結として

起きた事象などを明らかにする研究が該当する。後者については存在を確認することがで

きなかった。したがって、ここでは前者について検討を進め、まずは研究が早く進んだ海

外の研究を確認する。 

終了を従属変数として捉えた研究の中では、終了を阻害する要因、促進する要因は何か

を明らかにしようとした研究が大半を占めた。阻害要因の探求はつまり、「終了はなぜ起こ

りにくいのか」を問うことである。 

Deleon は、終了の阻害要因として次の６つをあげている。すなわち、１、心理的な抵抗

(Psychological Reluctance) ２、制度の永続性(Institutional Permanence) ３、動的

保守主義(Dynamic Conservation) ４、反政策終了連合(Antitermination Coalitions) ５、

法的な阻害(Legal Obstacles) ６、政策開始に要したコストである(High Start-Up Costs)

とした[Deleon, 1978]。「心理的抵抗」とは官僚など政策形成等にかかわったいわゆる政

策のプロが自らの仕事が有効でなくなったことを認めたがらない傾向があることを指す。

「制度の永続性」とは、制度はサービスの受給者との関係において、安定性を持って永く

続く特徴を持つため、終わりにくいものだということである。「動的保守主義」とは組織

が当初持っていたある目的を達成した後にも、別の目的を作り出し、引き続き組織を存続

させようとする特徴があるとした。「反政策終了連合」とは、政策のサービスの受給者な

どが終了に反対することである。また政策の多くは法律に依拠していて、法律が存続して

いる限り、終了は難しいとされたのが「法的阻害」である。最後の「政策開始に要したコ

スト」とはいわゆるサンクコスト問題である。仮に今ある事業を終了させたとしても、こ

れまでに費やした費用を回収できず無駄になってしまう状況が、政策の終了を阻んでしま

うと論じた。また、Bardach は、阻害要因として、１、事業実施のための資源は、継続のた

めに使われる ２、終了賛成アクターと反対アクターとの対立が起き、政治家はその対立

を避ける ３、政治家は過去の過ちを認めたがらない ４、終了で失業者が発生すること

を政治家は恐れる ５、政治的インセンティブの欠如 の計５つを指摘した [Bardach, 

1976]。これに対して、政策終了を促す要因について Bardach は「執行部の交代」(A change 

in administration)などをあげた。 

また、Lambright と Sapolsky も、政治的要因に着目し、アメリカの超音速旅客機を導入

する政策を対象に、政治的アクターの関係性が時間とともに変容したことが、結果的に航

空機導入政策を終了させたと説明した[Lambright and Sapolsky, 1976]。Deleon は、終了

促進要因として政治的なイデオロギー以外にも、予算の制約や政府の効率性が課題になる

場合、終了が促されるとした[Deleon, 1978]。また、Deleon は、終了が難しい順番として

機能、組織、政策、プログラム、であるとした。政策が具体的になるほど終了しやすく、
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概念に近づくほど終了が難しいことを指摘している。ここまでは主に 1970 年代～1980 年代

までに発表された政策終了を主なテーマとした研究を確認した。 

1990 年代以降も、終了促進や阻害要因を着目する研究は続いたが、一方で政策終了を政

策形成段階で用いられるモデルで説明しようとする新たな潮流も生まれた。 

Geva-May は「政策の窓」(Policy windows)モデルを政策終了事例への援用を試みた 

[Geva-May, 2004]。「政策の窓」モデルでは、問題の流れ、政策案の流れ、政治の流れとい

う３つの要素が揃った時に「政策の窓」が開き、政策変更の好機であるとされている 

[Kingdom, 1995]。Geva-May は政策終了の際も政策形成の場合と同様に複数の要素が揃った

時に「政策の窓」が開き、終了を促進すると考えた。また、終了促進要因として、外部の

人間を採用する必要性を指摘しているが、ここでの外部の人間とは「政策の窓」モデルの

中で登場する「政策事業家」(Policy entrepreneurs)にあたると論じた [Geva-May, 2004]。

Frantz は、ハンセン病患者の隔離政策を政府が必要以上に長く続けてきた理由について、

Deleon が指摘した終了阻害要因を援用し説明している [Frantz, 2002]。Frantz はこの研

究で政策終了には共通するパターンがあることを解明しようとした。 

一方で終了促進要因を探求する研究は発展し、Lewis は、アメリカの連邦政府の大統領制

が組織廃止の意思決定に影響を与え、政権交代時に統一政府（議会が与党）であれば、廃

止される可能性が高いと論じた [Lewis, 2002]。Kirkpatrick と Lester と Peteron は個々

の政策が保有する時間(Longevity)、不可視性(Invisibitity)、問題の複雑さ(Complexity)

等を政策が持つ不安定性さと考え、それらが終了を促進すると説明した[Kirkpatrick and 

Lester and Peterson, 1999]。Kirkpatrick らは、新しい政策や市民からよく見える政策、

市民が理解しやすい政策ほど終了しやすいと論じた。理由は、新しい政策ほど支持基盤が

十分でないためで、これは Deleon らが指摘した制度の永続性や政策の耐久性が終了阻害要

因であると共通する考え方である。また政策終了の分野ではないが、Deleon と共通する指

摘として Pierson は「いったん社会の仕組みが出来ると、その仕組みは支持が拡大するこ

とで、長期に存続する傾向がある」として仕組みの終了が難しいことも指摘している

[Pierson, 2004]。 Pierson は、政治システムにおける自己強化過程と正のフィードバッ

ク過程の力学を主張し、ひとたび、特定の経路が決まれば、自己強化過程から方向転換を

することは非常に難しくなると説明した。 

 

２）国内の主な先行研究から 

 

次に日本における政策・事業終了の先行研究を検討する。日本でも海外と同様に終了を

従属変数として捉えた研究に限定されていた。終了促進阻害要因について探る研究が多く、

海外の研究とほぼ同じ特徴を持つことが確認された。具体的に見ていく。 

日本で政策終了の研究が本格的に始まったのは、1990 年代以降のことであった（例えば

[岡本, 1996]）。岡本は一連の論考の中で、これまでの主な海外での先行研究を検討しつつ、
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終了の概念、要因、今後の課題を考察した。これらの論考は「政策終了」という概念を系

統立てて論じた国内初の本格的な内容であった。岡本は、「政策終了は困難」という前提に

立ち、政策終了の重要性を次の２点から指摘した[岡本, 2003]。１点目は、社会状況の変

容という点からで、国と地方の財政状況の悪化に伴い、事業の見直しが今後進むであろう

ということと、分権が進展すると、地方政府への権限移譲が起きて、中央政府において終

了を促す可能性があるとした。２点目は、研究への貢献の点からで、政策終了の研究はこ

れまで「あまり手がつけられておらず」「重要性の高まりが期待される領域」であると論じ

た。岡本は今後の課題を「規則性の発見と因果関係の究明」であるとした。具体的には政

策が終了する場合には、何らかのパターンが見いだせるのか、あるいはそれぞれが「特異」

パターンなのかは議論に決着がついていないと指摘した。 

これに対して山谷は、政策終了の定義について海外の先行研究とは異なる見解を示した 

[山谷, 2012]。山谷は政策評価から終了に至るメカニズムは見当たらないとした。その理

由として政策評価は官僚内部で行われるため、組織バイアスに影響され、終了を検討する

場ではなく、教訓を得ることが主な目的であるためと論じた。日本で起きた終了事例は、

政策終了ではなく、政治家によってアドホックに行われたプロジェクト終了であると山谷

は指摘した。 

岡本が指摘した「規則性の発見と因果関係の究明」に挑んだ研究はその後、複数出てき

た。そこで問われたのはやはり終了促進要因であった。例えば三田は、公共事業を対象に、

終了を政治家の利益から説明した [三田, 2010]。三田は事業終了を含んだ公共事業改革が

起きた要因として、政治家が再選を図るという自らの利益に基づいたものと論じた。三田

の議論では、与党は総選挙での敗北要因を都市部の有権者からの公共事業批判と解釈し、

支持を回復させるため主導的に事業終了を促したと説明された。帯谷は、宮城県の県営ダ

ム事業を対象に、終了促進要因を、住民による反対運動の広がりと都道府県との関係性か

ら説明した [帯谷, 2004] 

さらに、砂原は全国の都道府県ダム事業を対象に量的調査を行い、終了促進要因を二元

代表制から見た知事と議会との関係、知事の支持基盤、時間などから説明した [砂原, 2011]。

具体的には、砂原は「議会で知事を支持しない勢力が大きいほど、ダム事業が廃止される

確率が低くなる」、「政権交代で、あるダム事業を開始した時の知事と異なる支持基盤を持

つ知事はそのダム事業を廃止する確率は高くなる」、「事業の開始から時間がたつにつれ、

事業が廃止される確率は高まるが、ある時点を超えて存続する事業は逆に廃止される確率

が低くなる」と指摘した。砂原も終了は政治的要因に規定される可能性が高いとしてこれ

までの先行研究の議論を計量的に裏付けた。また事業規模や地方政府の財政力は廃止に影

響を与えにくいと論じた。最近の岡本の論考でも、国と地方の議員年金制度の廃止を事例

に、財政的要因は政策終了を促すとは必ずしも言えないとされている[岡本, 2012]。 

政治的要因以外の要因も指摘されはじめている。柳は長野県を事例として観察し、仮に

知事などが自らの政策選好に従ってダム事業を廃止したいと考えたとしても、有権者が納
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得するように裏付けられなかった場合は、自らの政策選好に沿わない政策的帰結（存続）

を選択する場合もあるとした [柳, 2014]。嘉田は滋賀県知事として「流域治水」というア

イディアを庁内外に展開し、その結果としてダム事業の終了があったと自らの知事として

の経験から論じた [嘉田, 2010]。 

他方で、終了のプロセスに注目する研究も数は少ないながらも確認された。宗前の研究

は従属変数に着目していることには他の研究と同じであるが、終了促進要因だけではなく、

終了のプロセスにも着目した[宗前, 2008]。宗前は地域住民の反発が必至だった病院売却

という選択肢を地方政府がなぜ採用したのかに着目し、決着するまでのプロセスが福岡、

沖縄、福島の３県を事例にそれぞれ異なることを明らかにした。 

 

小括 

 

 ここまで、国内外の政策終了をめぐる研究を確認してきた。要約すると、研究の絶対数

は少ないながらも、国内外問わず、終了を従属変数として捉えた研究の比率が高く、その

中でも終了促進阻害要因を探求する内容が多かった。多様な要因が提示され、議論はまだ

決着していないが、政治的要因を指摘するものが多かった。終了のプロセスを明らかにす

る研究は少なかった。 

また終了を独立変数として捉え、その帰結を探る研究はほとんど見当たらなかった。な

ぜなかったのか。いくつかの理由が考えられるが、いったんは射程には入ったものの「終

了」の帰結にインパクトがなかったため観察されなかったのか、或いはそもそもどの研究

の射程にも入っていなかった可能性もある。これらは終了事例が少ないこととも関連して

くるが、終了の帰結にインパクトがあるかどうか、例えば、影響力を持つアクターや政策

の決め方が変化したことがまだ十分顕在化していない事例が多かったからではないかと推

測される16。  

  

                                                   
16 帰結を解明するという視点から検討すると、例えば、政治学全体では詳細は後述にまわ

すが、戦前戦後を連続しているか否かを論じた辻や村松の研究がある。[辻, 1969][村松, 

1981] 
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第２節 地方政治はこれまで何を主要テーマとして検討してきたか 

 

次に地方政治を中心とした研究に視点を広げて、先行研究を検討する。曽我・待鳥は地

方政治の研究を次の４つの論点に分けられると指摘した[曽我・待鳥, 2007]。４つとは、

１、制度的に地方政府に与えられている権限や財源は小さい。２、地方政府の行政部門は

中央官僚の強い影響下にある。３、地方政治家は中央の政治家との系列関係にある。４、

首長と地方議会という２つの公選代表のうち、議会の影響力は極めて小さい、であった。

そして、それぞれのカテゴリーで通説を乗り越える研究がされてきたことが確認された。 

曽我・待鳥の指摘をもとに個別カテゴリーを見ていくと、１、については、例えば村松

は、自治体は国への影響力を強めており、公選首長のもとで独自の立場を主張し、地元選

出国会議員などの政治ルートも使うことで、独自の政策意図も実現していると分析した[村

松, 1998]。伊藤は都道府県の政策形成過程が国や他の都道府県との参照の中で策定される

ことを定量的に明らかにした[伊藤, 2002, 2006]。２、については、例えば稲継は中央政

府からの地方政府への官僚の出向を事例に、地方政府はただ言われるがまま出向官僚を受

け入れるということではなく、戦略的判断を行った上で出向官僚を活用していると指摘し

た[稲継, 2000]。３、４、に該当するものとして、辻は 47都道府県を対象に、知事と議会

のそれぞれの党派性に着目しながら、地方議会の時代ごとの変化を明らかにし、都道府県

間に見られる共通点と相違点を示した[辻, 2015]。辻は戦後の日本政治において、国政与

党の政治的影響力が地方レベルに浸透したのは、1955 年体制発足以降で、特に保守的なイ

デオロギーが強い県では、知事選での勝利や議会における過半数支配を通して、自民党が

政策展開を図ることに成功したと論じた。また、1990 年代は国レベルで政界再編が起こり、

自民党の推薦を受けずに知事が当選した県では国政政党の影響力が浸透しない例が多く見

られるようになったと分析した。馬渡が、55 年体制以降の地方議会を対象に、都道府県議

会議員の政策的影響力を知事提出議案への修正・否決事例の分析を通じて明らかにした研

究もこのカテゴリーに分類される [馬渡, 2010]。馬渡は国会議員と大臣との関係に比べて

地方議員は首長の意向に反した行動を取ることが可能な環境にあり、地方議会で政策的に

影響力を及ぼしたケースは存在すると論じた。 

これらに加えて、曽我・待鳥は新たな論点として、地方政府の政治的要素の多様性と政

策選択の関係性も考察した。曽我・待鳥は、二元代表制にある地方政治を政治過程と政策

選択という観点から、戦後日本の地方自治に関する通時的分析を行い、1990 年代までを中

心に戦後日本の地方政治の時期区分は約 15年を１つの区切りとするもので、それは政治変

動と政策変化の両方に該当することと論じた[曽我・待鳥, 2007]。また政治変動と政策変

化の間に因果連関が存在することを明らかにした。1990 年代以降の分析は砂原が引き継い

だ。砂原は厳しい財政資源の制約の中で、地方政府が既存事業の廃止・縮減や増税を含め

て政策選択をどのように行っているのか分析した [砂原, 2011]。砂原は地方政府の選択は、

国レベルの競争や国と地方政府の関係からの説明ではなく、首長と地方議会の二元代表の
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政治的競争から説明しようとした。 

ここまで見てくると、地方政治研究では、１つめの論点では中央政府―地方政府の比較

で、政策決定に影響力を持つのは誰か、を問うている。２つめは中央官僚―地方官僚の比

較、これも政策決定に影響力を持つのは誰か、を問うている。それに加えて、地方政府に

おける政策過程がいかなるものかも問うている。３つめは中央政治家―地方政治家の比較

で、これも政策決定に影響力を持つのは誰か、を問うている。４つめは二元代表制の比較

で知事か議会か、これも政策決定に影響力を持つのは誰か、を問うている。ここまでは「政

策決定に影響力を持つのは誰か」と「政策決定のプロセスはどのようなものか」が主たる

テーマであり、現在も引き継がれて研究が続いている。 

５番目の論点は「地方政府はなぜこの政策を選ぶのか」という問いが大きなもので、多

くの研究が党派的な要因と二元代表制に基づく制度的な要因を論じた。 

ここまでの確認では、地方政治研究のテーマは大きくは３つであったことがわかる。１、

２、３、４、は「政策決定に影響力を持つのは誰か」をテーマとし、２、は「政策決定の

プロセスはどのようなものか」をテーマとし、５、は「なぜこの政策は選択されたのか」

をテーマとしてきた。これら３つのテーマは地方政治研究で今も発展し続けている。 

本研究では事業終了および終了プロセスを地方政府の政策選択と考えるため、地方政治

研究において、本研究は特に「なぜこの政策が選択されたのか」に新たな説明を加えるこ

とが可能になると考えている。次はこれら３つのテーマが政治学全体としてどう捉えられ

てきたのか検討の範囲を広げて論じる。 
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第３節 地方政治の主要テーマを政治学はどう捉えてきたか 

 

ここでは、第２節で検討した地方政府研究でこれまで論じられてきた３つのテーマにつ

いて、地方政治を越えた政治学全体の領域でどのように検討されてきたかを順に確認する。

地方政治において終了を観察した研究は少ないため、テーマや論点の見逃しがないかを政

治学全体でも確認したい。 

 

１、政策決定に影響力を持つのは誰か 

  

「政策決定に影響力を持つのは誰か」という問いはもちろん地方政治の領域以外でも長

く議論されていて、「政策決定に関して、政治家と官僚のいずれがより強い影響力を持って

いるかという問いは、政治過程論における重要な論点の１つであった」とされてきた [伊

藤, 田中, 真渕, 2000]。曽我も政治と行政の関係を考える上で、委任を軸と捉え、「民主

的統制が実現されているのか」という問いが「政策形成において影響力を持つのは誰か」

という問いに変換されてきたと指摘する[曽我, 2013]。 

豊富な研究蓄積を俯瞰すれば、例えば、辻が戦前戦後通じて政治との関係において官僚

は優位であるとする「官僚優位論」[辻, 1969]、続いては村松の「官僚優位は 55 年体制の

もとでは当てはまらない」とする「政党優位論」があった[村松, 1981]。村松は自民党の

長期政権が続いたことで与党政治家の政策形成能力が向上したと考察した。その後村松は

与党政治家と省庁官僚がスクラムを組み、均衡を維持してきたが、1990 年代にそのスクラ

ムは崩壊したと論じた[村松, 2010]。村松はそれを「政官スクラム型リーダーシップの崩

壊」と呼び、長期に存続し政治支配の核となった両者の関係も、都合が悪い条件が発生し

重なると衰退し崩壊すると論じた。 

「政策決定に影響力を持つのは誰か」というテーマを探るために個別政策を対象とした

研究も進んだ。山口は 1960 年代後半の大蔵省の政策過程を検証することで、戦後日本の政

官関係が「官僚優位」から「政党優位」に変化した過程を明らかにし、山口はその帰結を

「大蔵官僚支配の終焉」と呼んだ [山口, 1987]。山口は「政治家か官僚か」という以外の

論点も提供し、両者の機能的な分担関係をも明らかにした。加藤は、大蔵省の税制改革の

政治過程を政党組織と官僚組織との対比で明らかにした [加藤, 1997]。加藤は官僚が政策

に関する情報を与党内の一部政治家と共有することで効果的に政策的帰結に影響を及ぼし

たと論じた。牧原は 1950 年代の大蔵省の政策過程を対象に、官僚が政治に対して一枚岩で

なかったと捉え、官僚が当時何を考えていたのかを描いた [牧原, 2003]。 

利益団体や住民が持つ政策決定への影響力に着目する研究もある。例えば、辻中の利益

集団が与党や行政機関へ及ぼす影響を明らかにした研究[辻中, 1993]や、久米の労働組合

が 1980 年代の「小さな政府」時代も生き残り、政策的成果を達成したことや 1990 年代の

政治的再編成の過程でも重要なアクターとなったことを明らかにした研究 [久米, 1998]な
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どがある。市民が政治過程に参画していく過程を描いた研究も豊富である。代表的なもの

では例えば、西尾はアメリカで「住民参加」が政治的課題になっていた歴史的な様相を論

じ、ブラック・パワー、貧困、都市再開発などの課題に対し、実験を重ねた 1960 年代アメ

リカの都市行政を観察し、住民参加の意義を探った。村松は、地方自治のガバナンスとい

う側面からも「住民参加の拡大」の重要性を指摘し、1970 年代前半の公害対策や福祉政策

促進のために果たした役割が大きかったと分析した[村松, 1997]。そこで見られる住民運

動は「行政当局の政策と異なる主張をする抗議型の参加」であったが、その後、行政の「パ

ートナーとしての参加」の面も表れ、ガバナンスに欠かせないものとなったと考察した。

また、中谷は住民投票等を事例に、首長や市民が参画のスタイルをどのように拡大してい

くかを「ニュー・ポリティクス・カルチャー」という概念を用いて、論じた [中谷, 2005] 

 

２、政策決定のプロセスはどのようなものか 

 

次は地方政治研究で論じられてきた「政策決定のプロセスはどのようなものか」という

テーマは政治学においてどのような蓄積があるのかを確認する。主に政策過程の研究が該

当する。 

海外の研究では、政策形成にあたってはある課題を即解決することは難しいという前提

から出発し、政策採用の際には合理的な選択は十分には行われず、既存の政策の修正や一

部変更が少しずつ行われ、その時点で最適なものが選択されるとした Dahl と Lindblom と

の考察[Dahl and Lindblom, 1953]や、政策形成は課題、解決策、参加者などの諸要素が偶

発的に結びついて決定される「ごみ箱」に似た状況だと提示する研究がなされた。「ごみ箱」

に似た状況では、見逃しや先送りが頻繁に行われ、極めて流動的で状況に左右されやすい

ことが示された[March and Olsen, 1986]。これらの研究では政策形成過程はこれまで考え

られてきたような合理的なものではないことも導いた。 

一方、国内では、個別事例に基づき、政策形成過程の検証を行う研究が蓄積された。寄

本は政治が法律に与える影響を観察し、法律ができあがるまでのプロセスはいかなるもの

であったかを容器包装リサイクル法の制定過程を事例に検証した [寄本, 1998]。寄本は制

定過程を省庁、市民、企業、自治体、労組といったアクター間の関係から捉えた。飯尾は

第二臨調における民営化政策のプロセスを辿ることで、政策の変容を検証した [飯尾, 

1993]。武藤は道路行政を法律、歴史、管理、評価、政治からアプローチし議論した[武藤, 

2008]。武藤はいわゆる「鉄のトライアングル」と呼ばれる関係性を検証したもので、飯尾

と同様、政策の変容を観察したものである。秋吉は日米両国で航空産業の改革が行われた

にもかかわらず、両国の政策帰結になぜ差異が生じたかをアイディアから説明した [秋吉, 

2007]。また、京は政治家が明確な政策選好を持っていないとされる「ローセイリアンス」

の分野において、政策の変容と帰結を、官庁、利益集団、政治家らの利益とアクターの相

互作用から説明した [京, 2011]。京はローセイリアンスの分野においても、利益集団によ
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る「火災報知器」型監視を通じて、政治家は政策過程に影響力を持つと論じた。また、官

僚は前例からの学習を重ねることで、予測的対応が効果を出す確率をあげてきていると指

摘した。斎藤も政策過程を利益から説明した [斉藤, 2010]。斎藤は交通インフラを対象に

利益誘導型の政治が導く政策過程を論じた。政策を実行に移すことで、現職政治家が不利

になるような場合、その政策は採用されないという問いを立て、自民党がいかにして政権

を維持してきたのかを「逆説明責任」という概念を使って明らかにした17。手塚は戦後日本

の予防接種行政を素材として、不確実性下の行政活動が抱える構造的問題を考察し、これ

らを隠すために非難回避戦略を取ったことで政策が変容した過程を説明した [手塚, 2010]。

これまでの政策過程研究では、アクター間の関係性、政治、利益、アイディアなどから政

策過程を説明しようとした研究が多かった。 

また、政策過程を官僚組織の機能的な面から検証した研究も多い。代表的なものとして、

城山・鈴木・細野は各省庁における政策形成過程はいかなるものかを省庁ごとに分類して

検証した[城山・鈴木・細野, 1999]。城山らは、例えば「査定型」「現場型」など各省庁が

持つ特徴で、政策過程のパターンが異なることを明らかにした。村松・久米らは 1970 年代

以降ほぼ 10 年間隔で国会議員、官僚、利益団体リーダーに対して行ってきたサーベイデー

タを利用し、戦後日本の政治過程の実態と変容を明らかにした[村松・久米, 2006]。曽我

は情報流通経路に着目し、1970 年代以降の政策形成時のリソースのありかたを解明した上

で、中央省庁の政策形成スタイルの違いやその要因を探った。一方、政策過程研究におい

ても先述の「政策決定に影響力を持つのは誰か」というテーマは強い関心が示され、多く

の研究がなされてきた。影響力を持つのは誰かを解明することで、政策がいかにして決ま

るのかを明らかにしようとした。Dahl は、政策は一部のエリートらが決めているのではな

く、エリートらへの対抗の中で多様な関係から生まれ，発展させてきた[Dahl, 1961]とし、

Bachrach は、Dahl の権力観が、目に見える争点を巡る権力構造にのみ着目したものである

と批判し、争点を議題から排除する権力（非決定権力）が存在すると反論した[Bachrach, 

1962]。また、Lukes は「三次元的権力観」を指摘し、権力の行使には観察可能な活動より

も、無意識に行使される集団や制度などの集合体が存在すると論じた [Lukes, 1995]。 

 

３、なぜこの政策は選択されたのか 

 

                                                   
17 斎藤は、著書の中で、ダム事業を高速道路と比較し、高速道路は着工までは、集票活動

の運動体として利害団体を機能させることが出来るが、いったん開通してしまえば、誰が

どの政党を支持したとしても、高速道路による経済効果は消えてなくなることはないとし、

逆にダム事業や干拓事業など目に見える経済効果を伴わず、事業予算の消化を自己目的化

した土木事業は、票田を維持することが可能な利益誘導政策であるとした。経済効果の高

いインフラ事業を推進した場合、支持基盤は弱体化し、経済効果の低いインフラ事業を推

進した場合、財政基盤が弱体化する、というディレンマを持っていたと説明した [斉藤, 

2010]。 
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最後に「なぜこの政策は選択されたのか」というテーマは政策選択の理由を探求する内

容で政治学全体の領域でも重要なテーマとして豊富な研究蓄積があることを確認する。 

大嶽は、日本の三木内閣や福田経済企画庁長官のもとでの「日本型所得政策」が最も左

に傾斜した時期で、以降揺り戻しが起きた現象を「経済的自由主義の復権」が起きたと説

明した[大嶽, 1994]。大嶽は経済的自由主義とは大蔵省の財政自由主義を補強し、通産・

農水省などの保護政策、厚生・労働の福祉政策に対抗するものであったとした。佐々田は

日本の政策決定者らが、計画経済と自由経済の両方をあわせもつ開発型国家システムを戦

時期から戦後に至るまでの長期間選択できた理由を、人材の連続性とアイディアの連続性

から説明した [佐々田, 2011]。上川は 1970 年代後半から 1990 年代前半にかけての日本銀

行の金融政策と 1990 年代における金融行政をめぐる政治行政過程を、関連する政治アクタ

ーの認識と行動を通じて、なぜ政府・金融当局がバブルや金融危機を発生させてしまった

のかを明らかにした [上川, 2005]。Calder は、戦後日本の補助金を使った強力な利益分配

型の政治は、政権の危機を回避するためであったと説明した [Calder, 1988]。戸矢は大蔵

省の金融ビッグバンという政策選択を、公衆の重要性の高まりと組織存続を目的とする自

民党と大蔵省の戦略的互恵関係から説明した[戸矢, 2003]。 

地方政治研究で大きな論点となっていたのは「政府間比較」「官僚間比較」「政治間比

較」「知事と議員の比較」「政策選択の理由」の５つであった。これは「政策決定に影響

力を持つのは誰か」と「政策決定のプロセスはどのようなものか」「なぜこの政策を選ぶの

か」の３つのテーマに大きくは集約された。これらのテーマは地方政治研究のみならず、

政治学全般でも重要なテーマとして長く議論が続き、豊富な蓄積があることがここでは確

認された。次はこれら３つのテーマを政策終了の領域にあてはめ、本研究の問いを設定す

ることとする。考え方を以下の図に整理した。 

 

図 1-1 地方政治研究と政治学全般における本研究の位置づけ 

 

                           筆者作成  
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第４節 残されている課題は何か 

 

 本節では残されている課題を改めて整理する。政策終了研究の分野では、研究の絶対数

が少ないながらも、その中で終了を従属変数に置き、終了促進あるいは阻害要因を探求す

るものが大半を占めていた。促進要因は政治的理由を指摘した研究が多かったが、議論は

決着していない。終了のプロセスなどを明らかにする研究はほとんど見られなかった。ま

た終了を独立変数として終了の帰結などを探る研究も見当たらなかった。その理由として

は、まず政策終了をめぐる研究では、終了促進阻害要因を明らかにする研究に議論が重ね

られており、終了のプロセスにまで議論が到達していないのではないかと考えられる。終

了の帰結を探る研究が見当たらないのは、終了後に何かの決め方やあり方が変化したとい

う現象は、そもそも終了事例が少ないこともあって、顕在化しておらず着目されていない

可能性があると考えた。 

地方政治研究の分野においては、これまでの通説を越える研究が進み、制度的に地方政

府に与えられている権限や財源は一定の大きさがあり、地方官僚は中央官僚から自律的で、

地方政治家も知事や地方議員ともに中央の政治家から自律的で、首長と地方議会という２

つの公選代表のうち、地方議会の影響力も一定の大きさがあることが明らかになってきた。

そして、政策選択の理由を探求する研究も発展してきた。大きくは「政策決定に影響力が

持つのは誰か」、「政策決定のプロセスはどのようなものか」、「なぜこの政策は選択された

のか」の３つのテーマに分類されていて、これらはいずれも政治学全体においても豊富な

研究蓄積があり、重要なテーマに変わりはないことが確認された。 

地方政治研究では政策選択の理由を、これまで制度的要因や党派的要因など要因を１つ

に絞って定量的な手法を使って解明するものが多かった。しかし要因は１つだろうか。複

数あるとしたら全て検討されたのだろうか。要因間の関係性も全て検討されたのだろうか。

残された課題のうち一つは、地方政府の政策選択におけるプロセスの解明である。また、

これまで地方政治研究で重要なテーマとなってきた例えば、中央政府との関係や政策決定

に影響力を持つアクターなど複数の要因を組み合わせての説明はあまり試みられてこなか

った。要因間の関係にも大きな注目は払われてこなかった。これはこれまでの地方政治研

究は一般的な傾向に強い関心を示してきて、地方政治で起きた個別の現象にはまだ十分な

関心が払われてこなかったこともある。しかし、最近では個別事例に着目した研究も出て

きている[例えば辻, 2006a, 2006b, 2007, 2013 など]。政策選択の理由を説明するにはま

だいくつかの方法が残されていると考えている。本研究は個別事例の終了プロセスに着目

するものの、大きくは地方政府の政策選択の理由を複数の要因から説明することを目指す。 
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第５節 本研究における分析枠組み 

 

１、本研究の問い 

 

 本節では前節の先行研究の検討結果を踏まえて、本研究の問いを提示し、分析枠組みを

検討する。地方政治研究でも政治学全体の研究領域でも論じられてきた３つの重要なテー

マ「政策決定に影響力を持つのは誰か」「政策決定のプロセスはどのようなものか」「なぜ

この政策は選択されたのか」を、本研究で解明を目的としている終了という営為にあては

めて検討する。 

まず１番目の「政策決定に影響力を持つのは誰か」は政策終了に置き換えると「終了を

主導したのは誰か」という問いになる。 

 

１） 問い１：終了を主導したのは誰か 

 

 問い１は本研究の目的である終了のプロセスを明らかにするうえでも欠かせないもので

ある。誰が終了を主導するのかが明らかにならない限り、プロセスを解明することは難し

い。政策終了の分野ではアクターは終了促進要因として指摘されてきたが [砂原, 2011]、

多くの研究はアクターを「政治的要因」と大きくとらえ、アクターが実際に終了のプロセ

スにおいて何を行ったかまでを具体的に明示した研究は少ない。地方政治研究でも政治学

全体を俯瞰しても「影響力を持つのは誰か」、「決めるのは誰か」という問いへの解答は豊

富な蓄積がある。政策終了の分野では「影響力を持つのは誰か」、「決めるのは誰か」とい

う問いをどう捉えればいいのだろうか。また「終了に影響力を持つのは誰か」「終了を決め

るのは誰か」という問いは政策終了の分野において妥当なのだろうか。砂原は既存事業の

廃止や政策分野間の資源配分の変更が行われず、以前に行われた決定が持続する状態を「現

状維持」であると指摘する[砂原,2011]。砂原の指摘に依拠して、終了という政策選択を「現

状維持点」からの変更と考えると、問いは「終了に影響力を持つのは誰か」ではなく、「終

了を主導したのは誰か」となると考える。終了は誰かによって主導されること、つまり「現

状維持点」からの変更を主導したアクターが誰かを特定することに意味があると考えた。

整理すると、政策形成においては「「影響力を持つのは誰か」、「決めるのは誰か」という問

いは、終了においては「主導するのは誰か」という問いに置き換えられる。本研究の観察

対象である都道府県のダム事業は、河川管理者が都道府県であり、影響を持つのは「政治

家か官僚か」という議論が中心にはなるが、地方議会、住民など他のアクターが主導した

可能性も含めて幅広く検討する。問い１の目的は、事実を明らかにすることになる。解答

は以下の３つが想定される。 

 

・終了を主導したのは知事である 
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・終了を主導したのは官僚である 

・終了を主導したのは知事でもなく官僚でもないアクターである 

（地方議会、住民など） 

 

地方政治研究の大きな２番目のテーマである「政策決定のプロセスはどのようなものか」

を政策終了に置き換えると「終了のプロセスはどのようなものか」に該当する。本研究の

２番目の問いは「終了のプロセスはどのようなものか」に設定する。２番目の問いの目的

も１番目の問いと同じく事実はどうなっているのかを解明することを目的とする。 

 

２）問い２：終了のプロセスはどのようなものか。 

 

政策が形成される過程は地方政治研究でも政治学全体を見ても多くの研究蓄積があった。

逆方向の過程である政策終了でもプロセスを明らかにすることは重要と考えている。本研

究での問い２は「終了のプロセスはどのようなものか」となる。先述のように政策形成過

程を明らかにする研究は、政策を形成するプロセスにおいて何らかの規則性や因果関係を

解明することを目標にしてきた。解明することで一定のモデルを構築することが試みられ

てきた。その結果、さまざまなモデルが提示され、多くの議論が行われた。一方、当初想

定されていたほど形成プロセスは十分に合理的なものではなかったことも明らかになった。

では政策終了過程ではどうか。政策終了過程を明らかにする意義は大きくは２点あると考

えている。１点目はそもそも政策終了の過程を明らかにした研究はほとんど確認できなか

った。明らかにされていないことを本研究が試みるように明らかにすることには一定の意

義があると考えられる。２点目は終了のプロセスについても政策形成過程と同様十分合理

的ではないのか、あるいは合理的なのか検討し、明らかにすることにも意義があると考え

ている 

本研究ではこのプロセスを検討する際に基準となる軸を２本設定する。１本目は「アク

ターの広がり」でもう１本は「時間」とする。理由は次の通りである。 

  

（１）アクターの広がり 

 

まず「アクター」そのものについては、先の問い１と関連して、重要な問いであること

も確認している。終了主導者を明らかにすることはプロセスの解明に必要である。次にプ

ロセスを解明する上で検討する「アクターの広がり」という軸は「知事か官僚か他の誰か

か」のみならず、広くとらえて複数のアクターの組み合わせで検討する。終了主導者を中

心とした関連アクターのネットワークに着目する。例えば、仮に知事が事業の終了に積極

的であったとしても、知事単独で終了を検討し決定していくことはかなり困難である。終

了を決定する過程において、登場してくるアクターが「どこまで限定されているか」、ある
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いは「どこまで開放されているか」によって、プロセスを分類する。問い１で検討する「終

了主導者」という視点に加えて問い２では「主導者を中心としたアクターの広がり」を検

討する。 

政策決定過程においても、参画するアクターの広がりに着目する研究は豊富であり、政

策ネットワークの重要性を指摘した議論は多い。伊藤・田中・真渕は政策ネットワークの

概要を「参加者の関係の粗密、開放性もしくは閉鎖性、規模など、ネットワーク研究者は

多様な基準を提供してきた」と指摘している[伊藤・田中・真渕, 2000]。例えば、Rhodes

らは政策ネットワークを分類、定義していて、中でも「政策共同体」と「イシューネット

ワーク」の重要性を論じた [Rhodes, 1992]。Rhodes らによると、「政策共同体」は参加者

の数は少なく、「閉鎖的」で、構成も安定している。「イシューネットワーク」は参加者の

数は多く、「開放的」で構成は常に変化しているという。Waarden も、７つの基準をもとに

11 のネットワーク類型を提示した [Waarden, 1992]。辻中は官僚が形成するネットワーク

を検討する際、参加するアクターを媒介するものが何かによって、ネットワークの形態は

異なるとした。そして、「情報」「資金」「権限」を媒介にした場合を基準に、中央省庁を分

類した [辻中, 2000]。また、1990 年代には多くの省庁においてそのネットワークの形態も

変容したと考察した。 

以上を踏まえ、本研究では、アクターの広がりと終了プロセスの関係について、次の２

類型で考える。まず１つ目の類型は、終了プロセスに参画したアクターが「限定されてい

る」場合である。限定されたアクターとは本研究の場合、終了主導者が終了に向けて最低

限合意を調達しなくてはならないアクター群と考える。都道府県営ダム事業の場合、具体

的には、終了主導者が知事であった場合、官僚、（その逆もあり、終了主導者が官僚であっ

た場合、知事）、地方議会、ダム建設予定地の首長、事業評価委員会、の計 4アクターが該

当する。終了主導者が知事の場合と官僚の場合で合意調達の相手が相互で異なると考えた。

地方議会をミニマムアクターとしたのは、ダム事業は計画として位置づけられ、予算措置

がなされているため、終了には議会の承認が必要であろう。またダム建設に合意し、建設

されるものと考えてきた予定地の地元首長の合意も調達しなくてはならないであろう。最

後のミニマムアクターは各都道府県に設置されている事業評価委員会である。ダム事業は

公共事業であり、事業評価が義務付けられているため、終了に関しては事業評価委員会の

合意を調達しなくてはならないだろう。以上４アクターを、地方政府が事業を終了するた

めに合意を調達しなくてはならないミニマムアクターと考える。これら４アクターのみで

終了の検討が進んだ場合、地方政府からみて、終了のプロセスは「閉じた」ものと考え、

本研究では「内部型」と定義する。 

もう１つの類型は、参画するアクターが「開かれた」場合である。上記ミニマム４アク

ター以外のアクターも巻き込んだ形で終了の検討が進むケースである。例えば、ダム建設

予定地の住民、予定地の市町村議会、農業漁業団体や NPO など地域の団体などが何らかの

形で終了のプロセスに参画し、検討が進む場合である。この類型を本研究では「外部型」
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と定義する。 

政策ネットワークの類型を参加するアクターの広がりによって、閉じられた「政策共同

体」に相当する「内部型」と、開かれた「イシューネットネットワーク」に相当する「外

部型」の２つの類型があると考える。以下に考え方を整理した。 

 

表 1-4 終了のプロセスの類型１（アクターの広がり） 

 終了のプロセスに参画するアクターの広がり 

内部型 （終了主導者が知事の場合）官僚、（終了主導者が官僚の場合）知事、建設

予定地の首長、地方議会、事業評価委員会 

外部型 内部型アクターに加えて、建設予定地の住民、建設予定地の市長村議会、地

域団体、NPO など 

                                （筆者作成） 

 

行政への市民参加を検討するには２つの観点がある[曽我, 2013]。曽我によると１点目

は「市民のどの部分が参加するのか」という観点と、２点目は「公共政策の形成から実施

に至るどの段階で参加するのか」という観点から整理できるとされた。この２つの観点を

本研究のテーマにあてはめると、１点目は、終了のプロセスに参加する市民は「ワークシ

ョップ」「住民集会」など不特定多数として自由に参加できるのか、それとも「審議会」「委

員会」などへ何らかの方法で選ばれた市民が代表として参加するのか、などがある。２点

目は、ダム事業終了の検討が開始された時点から参加しているのか、あるいは、事業終了

が決定した後、地域振興策が検討された時点で参加するのか、などがある。本研究ではこ

れらを包括して考え、市民のどの部分が参加しても、どの段階から参加してもまとめて「外

部型」と定義する。 

 

（２）時間 

 

本研究の目的である政策終了のプロセスを明らかにするためのもう１本の軸は「時間」

と考えた。プロセスに要した時間は長期間であったか短期間であったかを観察することで

「アクターの広がり」という観点以外からもプロセスは明らかになるものと考える。序章

で述べたように仮に終了のプロセスに紛争や対立がつきものであると想定すれば、紛争や

対立の調整には一定の「時間」を要するだろう。紛争や対立が全ての終了事例で起きてい

るのか、あるいは起きているとすればいかなる形で起きているかを解明する必要があり、

そのためには、「時間」という軸で考えれば一定明らかになると考えられる。またアクター

が増えれば増えるほど、対立や紛争も起きやすくなるだろうから、地方政府が合意調達に

要する時間も膨大になることも想定される。「アクターの広がり」と「時間」という２つの

指標は全くの無関係ではない。本研究で明らかにしたいことは終了のプロセスはいかなる
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ものかであるため、この軸は適していると考えた。 

政策終了の先行研究では「時間」が終了の促進要因にも阻害要因にもなることは Bardach, 

Deleon,砂原らによって明らかにされてきた [Bardach, 1976][Deleon, 1978] [砂原, 2011]。 

知事、官僚、他のアクターが終了を主導し、ダム建設予定地の住民との合意調達が完了

するまでの期間が 1年を超えたものを「揉める」と考える。加えて 2017 年 4 月時点で合意

調達が完了していない事例も「揉める」に含まれる。1年という時間で区切ったのは、年度

内に地方政府が関連アクターからの合意調達を完了することが可能だったかどうかを重視

したためである。事業の継続か終了かは予算に大きな影響を与え、予算は単年度ごとに決

定される。事業計画の機能について西尾は「順位付けにあり、実効性は予算措置にかかっ

ている」と指摘した[西尾, 1990]。西尾は事業計画を「概算要求の根拠」とし、足りてい

ない行政の必要量を棚卸しした上で、充足させるための事業量を一定期限内に年度別に順

位づけるものと指摘した。また、事業評価委員会での議論のサイクルも年度ごとで決めら

れ、委員会のメンバーの多くも１年ごとに交代する18。地方政府から見れば、検討を開始し

た年度内で議論を終えて結論を出す方向で進めたいと考えるのが妥当で、こういった点か

らも１年という区切りが適切だと考えた。 

整理すると、「１年以内で関係者の合意調達が完了する」のが「揉めない」、「１年以上か

かっても関係者の合意調達が完了しない」のが「揉めた」とし、２類型と定義する。 

 

表 1-5 終了のプロセスの類型２（時間） 

 時間 

揉めない 終了検討開始から予定地の住民の合意調達まで１年以内で決着した場合 

揉める 終了検討開始から予定地の住民の合意調達まで１年以上を要した場合 

                               （筆者作成） 

 

（３）終了のプロセスの類型の整理 

 

終了のプロセスを観察する際の分析枠組みを整理すると以下の通りである。 

表 1-6 終了のプロセスの４類型 

 アクターの広がりが

閉じられた場合 

アクターの広がりが

開かれた場合 

合意調達に要した時間が１年以内 内部・揉めない 外部・揉めない 

合意調達に要した時間が１年以上 内部・揉める 外部・揉める 

 

① －１【終了のプロセスが主導者を中心に「閉じた」ものとして進んだ場合】 

                                                   
18 ここでも西尾は、審議会が地域利益の発現の場であり、社会の諸利益の統合を利益集団

間の直接的な調整に委ねたと指摘している[西尾, 1990]。 
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（地方政府から見てアクターが限定される。（終了主導者が知事の場合）官僚、（終了主導

者が官僚の場合）知事、地方議会、ダム建設予定地の首長、事業評価委員会、の 4 アクタ

ーのみ） 

 

＝「内部型」とする。 

（県が終了決定までに合意を調達しなくてはならないミニマムアクターのみで検討が進む

場合） 

 

① －２【終了のプロセスが主導者から見て、外に「開いた」ものとして進んだ場合】 

 

（アクターが事業の予定地の住民や地方議会、地域団体（例：町内会長、漁協、自然保護

団体）などを巻きこんだものになっている） 

 

＝「外部型」とする 

（県が終了決定までに合意を調達しなくてはならないミニマムアクター以外のアクターも

終了プロセスに参画した場合） 

 

②－１【終了検討開始から地方政府の終了決定を経て、地方政府が地域住民と合意調達が

完了するまで時間がかかる場合】 

 

＝1 年以上を要した場合は「揉めた」と定義 

 

②－２【終了検討開始から地方政府の終了決定を経て、地方政府が地域住民と合意調達が

完了するまで時間がかからない場合】 

 

＝１年以内で決着した場合は「揉めなかった」と定義 

 

 以上を整理すると、【内部―揉めない】、【内部―揉める】、【外部―揉めない】、 

【外部―揉める】の 4類型があると考えられる。 

しかし、終了のプロセスにおいてこれら４類型は本当に全て存在するのだろうか。アク

ターが増えるとその分、合意調達に時間を要することが想定される。加えて「現状維持点」

からの変更に反対するアクターも出てくるだろう。また一般的には官僚は閉鎖的で、政策

過程を開放することには消極的であろうことが考えられる。 

「アクターの広がり」と「時間」は関係していると想定される。であれば終了事例は「内

部・揉めない」か「外部・揉める」のいずれかに属し、終了のプロセスは２類型しか存在

しないのではないか。仮に「内部・揉める」「外部・揉めない」類型が存在することが本研
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究で明らかになったとすれば、これも政策形成過程と同様に終了過程も十分に合理的では

ないことが導き出されるだろう。それは政策形成過程が明らかになったことと共通する意

義を本研究も終了過程において見出すことができると考える。以上の検討から以下の仮説

が得られる。 

 

【仮説１】 

 

終了のプロセスに関与するアクターが増えるほど、合意調達に時間を要することが想定

されるため、終了プロセスの類型は「内部・揉めない」「外部・揉める」の２類型である。 

 

次に本研究における３番目の問いを提示する。地方政治研究において主要なテーマであ

った「なぜこの政策は選択されたのか」を政策終了の分野に置き換えると「なぜこのプロ

セスになったのか」という内容になる。問い３は「終了のプロセスに影響を与えたものは

何か」と設定する。問い３は問い１と問い２で解明した事実がなぜそうなったかを説明す

ることを目的とする。問い３に解答するために本研究では観察した事例の比較分析を行う

こととする。 

 

３）問い３：終了のプロセスに影響を与えたものは何か 

 

プロセスに影響を与えた要因を探ることは終了のプロセスを従属変数とした場合の独立

変数を探ることになる。ここでは独立変数の候補を、政策終了研究と地方政治を中心とし

ながらも政治学全般にも目を配りつつ検討し、次の６つの独立変数候補を抽出した。「終了

主導者」、「国からの影響」、「終了反対アクター」、「進捗状況」、「終了検討開始時期」、「相

互参照」である。それぞれ要因の候補として選択した理由と本研究における仮説は以下の

通りである。 

 

（１） 終了主導者 

 

「終了主導者」が政策終了領域でも政治学全般領域でも重要なテーマであることは先述

の通りである。本研究でも終了主導者が終了プロセスに与える影響を検討する。知事が主

導する場合は、知事は県域全体を選挙区とする小選挙区制で選出されるため、一般利益を

指向するとされる。であればなるべく広い範囲のアクターに支持を求めることが想定され

る。一方、官僚主導の場合は反対アクターを抑えるためにアクターの数を減らし、終了検

討を進めることが想定される。以下の仮説が得られる 

 

【仮説２－１】 



32 

 

 

知事主導の場合は、「外部・揉める」類型となり、官僚主導の場合は、「内部・揉めない」

類型となる。 

 

（２）国からの影響 

 

これまでの地方政治研究の流れの中で、中央政府からの自律は重要なテーマであったた

め、本研究でも問いたい。曽我は、中央地方関係を「融合と分離」という関係で捉え、「量」

と「質」の２つの観点からの検討が可能とした[曽我, 2013]。「量」は地方政府が抱える資

源の大小を指し、「質」は地方政府それ自体で意思決定を行っているのか、それとも中央政

府の意向に影響を受けながら意思決定を行っているのかと捉えられている。本研究におけ

る「国からの影響」は、曽我のいう「質」、つまり地方政府が自律的に意思決定を行ってい

るかどうかと捉え観察する。政策終了の領域では砂原は中央政府が積極的にダム事業の見

直しを行うという政策を選択した時期でも、最終的にダム事業が廃止されるかどうかにつ

いては、知事や議会という政治的アクターの特徴によって都道府県ごとの違いが現れると

示している[砂原, 2011]。砂原は終了という営為については、地方政府は中央政府から自

律していると論じ、国からの影響を受けるかどうかは都道府県ごとの知事や議会の特徴に

依拠すると分析した。では国からの影響は終了のプロセスを左右しているのか。この部分

は課題としては残されている。 

本研究では独立変数を検討する手順として、まず個別のダム事業の終了が国からの影響

を受けたかどうかを確認する。具体的には地方政府が終了したダム事業が国の公共事業改

革の中で事業名として挙がったものか否かで考える。次に名前が挙がった事業についても、

その影響を地方政府がどの程度認識していたのかを確認していく。例えば、地方政府が自

律的に終了の検討を進めていて、その後、国の改革で名挙げされた場合、地方政府は終了

に際し国からの影響が「あった」と考えたケースもあれば、「なかった」と考えたケースも

あるだろう。国からの影響が「あった」と地方政府が認識した事業について、影響が「な

かった」とされる事業と比較し、終了のプロセスが同じか相違しているかを比較する。 

地方政府は終了に際して国からの影響があると認識した場合、終了促進要因の１つであ

ると考えるため、関連するアクターらへの合意調達もスムースに進む可能性がある。逆に

国からの影響がないと地方政府は独自に終了のプロセスを進めなくてはならず、関連する

アクターへの合意調達に手間取る可能性がある。以下の仮説が得られる。 

 

【仮説２－２】 

 

 国からの影響があると「内部・揉めない」類型になり、国からの影響がないと「外部・

揉める」類型になる。 
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 （３）終了反対アクター 

 

 終了のプロセスに影響を与える可能性がある要因として終了反対アクターの強弱も検討

する。政策終了領域では、終了の阻害要因として「反政策終了連合」や「政策専門家の抵

抗」が先行研究で指摘されている [Bardach, 1976][Deleon, 1978]。阻害要因は終了する

かしないかのみならず、終了プロセスにも影響を与えている可能性がある。また反対アク

ターは政治学全体を見ても、その強弱が政策過程に影響を与えていると論じた研究は多い。

ここまで反対アクターについての先行研究は検討してこなかったため、ここで確認してお

く。Tsebelis は、政策を変更するためには集合となったアクター（「拒否権プレイヤー」

と呼ばれる）が変更に同意しなくてはならず、集合が小さい時は現状からの重大な逸脱は

不可能であると論じた [Tsebelis, 2004]。この逸脱不可能な状態を Tsebelis は「政策安

定性」と呼んだ。新川らは日本の年金改革の政治過程を、Pierson の考え方19を援用して説

明した。新川らは福祉政策の拡充と縮減を観察し、拒否権プレイヤーの存在から「非難回

避の政治」20が確認されたとした[新川・ボノーリ, 2010]。新川らは、福祉政策の拡充を「手

柄争いの政治」、逆の縮減を「非難回避の政治」と位置づけ、反対アクターが政策過程に

影響を及ぼすことを明らかにした。また、眞柄らは拒否権プレイヤーが何を選好するのか、

規制緩和政策や大統領制、連邦制などにいかなる影響を与えるのかを比較した[眞柄・井戸, 

2007]。Aldrich は、ダム、原発、空港の立地をめぐる紛争を事例に、主に反対アクターと

地方政府の関係性に焦点を当てた [Aldrich, 2008]。Aldrich は、脆弱な市民社会しかない

地域に対しては、国は強制的な手段に頼り、紛争を決着させようとすると論じた。長期的

な反対運動が弱い場合は、土地収用や警察力などで強制的な社会統制の手法に頼る傾向が

あると主張した。市民社会の特徴が、政策課題に対する国の戦略をいかに条件づけている

かを示した Putnam の研究 [Putnam, 1994]を補完するものであった。終了反対アクターが

強いという状況は大勢のアクターがプロセスに参画している状態であることが想定され、

合意調達に時間を要し、終了反対アクターが弱いと閉じられた状況で検討が進んでいる状

態であり、合意調達には時間を要しないことが想定される。以下の仮説が得られる。 

 

 【仮説２－３】 

  

終了反対アクターが強いと「外部・揉める」類型になり、終了反対アクターが弱いと「内

部・揉めない」類型になる21。 

                                                   
19 Pierson は、福祉国家の形成においては経済的枠組みや党派性などが重視されるのに対し、

縮減期では非難回避の戦略が重要になると主張した。 
20 「非難回避の政治」は Weaver によって、①アジェンダの制限 ②争点の再定式化（代

償政策、積極的な意義付け） ③可視性の低下（政策決定者の不透明化、政策効果の低減

＝分割） ④仲間割れ ⑤超党派 などと定義された[Weaver, 1986]。 
21 本研究ではダム事業の終了を扱うため、以降、特に断りがない限り、本文中では「終了
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 （４）進捗状況 

 

次に本研究では「進捗状況」が終了プロセスに影響を与えるかも検証する。「進捗状況」

は、本研究の課題であるプロセスの類型を検討する際の軸である「時間」とも関連してい

る。先行研究の多くは、時間がたてばたつほど終了は困難になると指摘していて、時間は

終了のみならず、終了のプロセスにも影響を与える可能性があると考える[Deleon, 1978] 

[Bardach, 1976] [Kirkpatrick, 1999][砂原, 2011]22。時間がたつほど事業は進捗してい

くと考えると、時間の経過とともに、終了の難易度はあがり、関連するアクターも増えて

いくため、終了プロセスにも影響する可能性があるとして検討する。一方、時間がたって

も事業が進捗していない場合でも、事業が進まないとみなされ、事業の遅れが終了の促進

要因につながることも想定される。本研究の問いを当てはめると以下の仮説が得られる。 

 

【仮説２－４】 

 

進捗が進んでいると「外部・揉める」類型となり、進捗が進んでいないと「内部・揉め

ない」類型になる。 

 

（５）終了検討開始時期 

 

最後にプロセスに影響を与える要因として「終了検討開始時期」を検討する。「時期」は

政策終了の分野では大きな注目はされていない。しかし政治学全体を見ると、政策選択の

帰結を「時期」から考察した研究も豊富にある。北山は中央―地方関係を福祉国家の発展

の流れと時期の文脈の中から説明している [北山, 2011]。北山は地方政府が社会福祉政策

の形成・実施の過程に携わることで、福祉国家は独自の発展を遂げ、そのプロセスは時期

を経ることで「正のフィードバック」で補強され、のちの発展経路を決めていったと分析

している。 

本研究では「終了検討開始時期」を検討する際、終了検討開始が 2001 年前後で「前期」

「後期」と分類した。岡本は「地方政府への権限移譲が中央政府の政策終了を促す可能性

がある」[岡本, 1996]と指摘しているが、2000 年の地方分権一括法23の施行以降、地方政府

の中央政府からの自律性が実際の政策終了において高まったかどうかを観察したいためで

ある。地方分権一括法に結実した権限面での改革は、権限移譲と補助金削減をセットにし

                                                                                                                                                     

反対アクター」を「反対アクター」と記載する。しかし、事業の推進について叙述する際

に出てくる反対アクターはもちろん、この限りではない。 
22 砂原は時間がたつにつれ、事業が廃止される可能性は高くなるが、ある時点を越えて存

続される事業は逆に廃止される可能性が低くなるとした。 
23 地方自治法など 475 本の法律について必要な改正を行うことを定めた法律。地方分権を

推進することを目的とする。 
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て地方政府の裁量を拡大させる方向で進められてきたと指摘されている[砂原, 2011]。政

治の変動が政策変動につながるには一定のタイムラグが想定されるため、施行年の 2000 年

4 月ではなく、2001 年 4月 1 日を区切りとした。「後期」は分権が進み、政策過程へのアク

ターの参画が多様化したと考えられ、合意調達にも時間を要すると想定される。以下の仮

説が得られる。 

 

【仮説２－５】 

 

「前期」に終了検討が開始されると、「内部・揉めない」類型となり、「後期」に終了検

討が開始されると「外部・揉める」類型となる。 

 

（６）相互参照 

 

最後に事業終了の際の相互参照の有無についても検討したい。先行研究では、自治体が

ある政策を導入する際、先にその政策を導入した他の自治体の状況を参照することが明ら

かになっているためである[伊藤, 2002, 2006]。伊藤は都道府県の４つの条例を対象にそ

の制定過程などを事例に自治体間の相互参照メカニズムを明らかにした。この相互参照は

形成とは逆方向である終了の場合にも起こりうるのだろうか。終了は形成より事例が少な

く、難易度も高いことが想定されるため、相互参照のインセンティブが働くことが予想さ

れる。考え方を以下に整理した。 

図 1-2 本研究における相互参照の考え方 

                          

（筆者作成） 

政策形成 政策終了（本研究）

地方政府

中央政府

地方政府 地方政府 地方政府

参照

参照参照

参照
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相互参照があると、参照を行った地方政府は、参照された地方政府の終了事例のプロセ

スを踏襲することが想定され、同じプロセスをたどることが予想される。そのため以下の

仮説が得られる。 

 

【仮説２－６】 

 

相互参照があれば、参照した地方政府の終了プロセスは参照された地方政府の終了プロ

セスと同じものになる。 

 

尚、これらの【仮説２―１】から【仮説２－６】はいずれも排他的なものではない。つ

まり、【仮説２－１】と【仮説２－２】が同時に成立することがありうる。例えば、【仮説

２－１】の“「知事主導の場合は、「外部・揉める」類型となり、官僚主導の場合は、「内部・

揉めない」類型となる」”と【仮説２－２】の“国からの影響があると「内部・揉めない」

類型になり、国からの影響がないと「外部・揉める」類型になる”はいずれも成立する場

合がある。その場合、どちらの仮説がより強いのだろうか。これはどちらの要因がより優

先されるのかを検討することにつながる。影響の強さを考える要因の比較をするとすれば、

「主導者」、「国からの影響」、「反対アクター」、「進捗」、「時期」、「相互参照」の計６要因

を比較することになるが、この段階では要因ごとの強さは定かではない。事例観察および

検証の結果をもって追って改めて検討する。 

ここで改めて、本研究の３つの問いを整理し図示した。 

図 1-3 地方政治と政治学全般における本研究の問いの位置づけ 

 

                           （筆者作成） 

政策決定に
影響力を持つのは誰か

政策決定のプロセスは
どのようなものか

なぜこの政策を
選ぶのか

地方政治と政治学全般で
問われてきたテーマ

終了を主導したのは誰か

プロセスに影響を
与えているものは何か

終了のプロセスは
どのようなものか

本研究の問い
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2、本研究の観察対象 

 

１）観察対象 

 

本研究の観察対象は都道府県営のダム事業で、地方政治研究に政策終了を位置づけるこ

とを目指している24。県営ダム事業の終了は、Hogwood の定義による機能、組織、政策、プ

ログラムの終了 [Hogwood, 1982]のうち、最後のプログラムの終了に該当すると位置づけ

る。プログラムは、「最も終了が容易」とされ、先の「終了事例が少ない」[Deleon, 1978]

という課題を克服できるのではないかと考えた。Deleon の考え方を本研究にあてはめると

「政策」とは治水・利水政策が該当し、「機能」とは生命や財産、安全な生活を守るとい

う政策目標に近い概念を指すと位置づける。以下の図に整理した。 

図 1-4 本研究の観察対象の考え方１（機能、組織、政策、事業） 

 

                           （筆者作成） 

２）観察期間 

 

 観察対象とする期間は 1997 年～2016 年までとした。始点を 1997 年とした理由は次の２

点からである。１点目は国の本格的な公共事業改革が初めて実施されたのが 1997 年の「ダ

ム事業の総点検」であったためである。問い３の「終了のプロセスに影響を与えたものは

何か」において「国からの影響」という要因を観察するためには、国の改革が行われた時

期を対象とするのが適切であろう。２点目はこの時期に事業評価制度が多くの地方政府で

                                                   
24 市町村営ダムの終了事例は確認されなかった。 
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も導入されたためである。後述するがこの事業評価制度は終了促進要因となったことが推

測される。 

また、本研究が観察対象とするプロセスの期間は、終了検討が開始されてから地方政府

の終了決定を経由して、地方政府がダムの建設予定地の住民との合意調達が完了するまで

とした。この期間を本研究では終了のプロセスとする。ダム事業を終了した場合でも、ダ

ム事業が目的とした治水利水政策の必要性は残っているはずで、地方政府は代替策を実施

することが想定される。代替策は終了の帰結になり、代替策を観察することは、終了を独

立変数として捉え、その影響も観察することになる。代替策がない場合、或いは代替策の

内容の合意が終了決定と同時であった場合は、いずれも終了決定に抱合する。代替策の調

整が終了決定以降にまでかかった場合はその代替策の内容をめぐって地元との調整が完了

した時点までとする。考え方を以下の図に整理した。 

 

図 1-5 本研究の観察対象の考え方２（時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（筆者作成） 

 

３）射程の範囲と語句の定義 

 

本研究の射程は終了のプロセスを追跡することで、終了の検討開始から終了決定後の関

係アクターとの調整などを包括的に捉えようとするものである。終了決定のみに注目をし

て、終了したか否かという問いのみに答えようとするものではない。また、事業終了の政

策的妥当性を問うことも射程外とする。 

本研究では「終了」の定義を地方政府が１つのダム事業を「中止」と発表した時点で終

了したと考える。また本研究ではこの「中止」という語句を「終了」と言い換える。理由

は本研究が観察対象としたダム事業のうち、地方政府が「中止」としたあと、「復活」や「継
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続」となった例はなかったためで、「中止」＝「終了」25と考える26。また、本研究は終了の

定義を Hogwood が提示した「代替となる政策などが用意されることなく、既存の政策、プ

ログラム、あるいは組織が廃止されること」 [Hogwood, 1982]には依拠しない。理由は先

述の通り、治水利水などの政策は残っているはずで、ダム事業の代替策を地方政府が準備

していることが想定されるためである。また、本研究は、終了のプロセスを観察すること

が目的であるため、政策終了を Brewer の定義に基づき政策過程の１つとして考える。 

尚、先述の通り、本稿における官僚とは特に注記がない限り、地方公務員を指す。 

本章では、本研究のテーマをめぐる主な先行研究の流れとそこから明らかになったこと、

まだ明らかにされていないことを検討してきた。その上で、本研究の分析視角も提示した。

次章は本研究の観察対象であるダム事業をめぐる河川政策の歴史と構造を確認する。次章

の目的は歴史と構造を確認することで、本研究の３つの問いを河川政策における位置づけ

を捉えなおし、事例へのアプローチを容易にするためである。 

  

                                                   
25 本研究では基本的には「中止」を「終了」と記載するが、再評価委員会の答申をはじめ

として何らかの引用に近い記述を行った場合は、原文をそのまま生かし、「中止」と記載す

る。 
26 本研究の観察対象以外では、中止後復活した事例は長野県営浅川ダム事業が確認された。

当時の田中康夫知事が凍結した 9 河川のダム計画のうち、後任の村井仁知事が浅川ダム事

業の建設を復活させた。2017 年 3 月に水を貯める試験を行った。 

長野県、「浅川改良事務所」 

https://www.pref.nagano.lg.jp/asakawa/dam/tansuijyoukyou.html（2017 年 4 月 30 日確

認） 
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第 2 章 日本のダム事業をめぐる政策の流れと改革 

 

 本章では、まず、本研究が対象とする都道府県のダム事業及び河川政策をめぐるこれま

での大きな流れを、関連するアクターを中心に検討する。次にダム事業をめぐる改革の内

容を検討し、最後にダム事業及び河川政策の決定過程の構造を論じる27。本章は一連の概要

を把握することで、本研究の３つの問いが実際の河川政策の中でどのような位置づけにあ

るのか、および何を解明しようとしているのかを確認することを目的とする。 

 第１節と第２節では歴史を叙述する。第１節では日本の河川政策の大きな流れで、第２

節ではその中でも特に本研究が観察対象とする 1990 年代後半に注目し、河川政策をめぐる

改革を叙述する。第３節は河川政策とダム事業の政策決定の構造がテーマである。第１節

と第２節で叙述した歴史部分を踏まえて構造を示す。 

 具体的には第１節では、明治初期から現在に至るまでを３つの時期に区分し、主にダム

事業に焦点をあてながら、治水・利水を中心とした河川政策の概要と変遷、課題を検討す

る。検討の結果、政策決定においては国の力が大きく、1970 年代前半頃までは大きなコン

フリクトは起きなかったが、それ以降は住民が政策の決定過程や政策の効果をめぐって強

く反発し、対応として中央や地方政府の政治家が改革を進め、住民の参画が進展したこと

を示す。住民の反発の内容は行政の対応が不十分であるとするものから 1990 年代後半以降

は建設のとりやめなどに変容したことを確認する。本研究が対象とする都道府県営ダム事

業の終了は、この中で３つ目の時期区分である 1990 年代後半以降に起きており、同時期に

起きていた地方政治の変動と関連があったことも示す。 

第２節では、1990 年代後半の河川政策をめぐる中央政府が行ってきた改革に更に焦点を

絞る。大きくは２点ある。１点目は制度変更で、２点目は公共事業改革である。１点目の

具体例は、公共事業評価制度の導入と河川法の改正、の２つがあげられる。２点目の具体

例は、国が行った３度の公共事業改革である。これらの改革は全て政治主導で実施された

ものであった。また国はいずれの改革でも地方政府に方向性を示しただけで実際の運用は

地方政府に任されたことを示し、なぜそのようになったかを検討する。 

第３節では、河川政策の構造を示す。具体的には河川政策とその事業の１つと位置づけ

られるダム事業をめぐる政策決定過程がいかなるものかを検討する。ここでは河川政策が

政策の分立―総合の観点から見ると分立性の高いものであることを示す。分立性の要因の

１つとして技術官僚の存在があり、彼らの存在が結果として住民参加の範疇を狭めてきた

ことを示す。これらが住民からの批判を招いてきたことも確認する。また河川政策は中央

政府からの補助金と出向官僚の存在で、中央政府からの独立性の低いものであることも示

す。 

本章を通じて、河川政策の決定に影響を与えてきたのは誰か、政策形成過程はどのよう

な特徴を持つのか、またこの特徴は何に起因し、何をもたらしたのかを示す。本章での検

                                                   
27 以下、本稿における肩書や組織名は特記のない限り、当時のものとする。 
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討を踏まえ、本研究の議論の進め方と後述の事例叙述へとつなげる。 

 

第１節 日本の河川政策の流れ 

 

 本節では、日本の河川政策の流れを３つの時期に分けて概観する。第１期を明治初期～

1960 年代後半ごろまでで、国主導による河川整備の時期、第２期を 1970 年代前半～1990

年代前半ごろまでで、国・都道府県と住民の対立の時期、第３期を 1990 年代後半以降で、

改革の時期、とした。この分け方は後述するが、日本における河川政策が変容したタイミ

ングで地方政治の変容とも合致していたため、この分類で叙述する。 

  

１、明治初期～1960 年代後半ごろまで：国主導による河川整備の時期 

 

 第１期は近代治水の黎明期から、1960 年代後半ごろまでと考える。日本は世界的に見れ

ば雨が多い気候にあるが、山岳地帯が多くを占め、地形が急峻であるところが多く、雨は

速い速度で川を流れ下って海に流れ込む [蔵治, 2007]。そのため、雨が多いにもかかわらず、

水を貯めておくことが難しく、水を資源として利用するには治水利水の面からも課題を多

く抱えてきた。 

明治以降、日本の河川政策は主に治水を目的として、1896 年に施行された河川法28に基

づき進められてきた。河川法は「国家権力による統制的色彩が強い」29とされ、制定以来、

1964 年までの約 70 年間適用された。 

1950 年代～1960 年代にかけて推進された日本の河川政策を代表するダム事業の多くは

この時期に完成した。ここでは特に社会に大きな影響を与えた２つのダム事業について叙

述する。１つは主に水力発電を目的として国と電源開発が天竜川流域の静岡県と愛知県に

またがる地域に計画した佐久間ダムである30。1956 年に完成した佐久間ダムは技術的にも

大きな成功と捉えられ、のちに建設される大型ダムの技術的基盤となった。この時期のダ

ム事業は構造物としてのみ捉えられるものではなかった。町村は、「「開発の 20 世紀」とい

うスケールの大きな変動史のなかで、佐久間ダムは独特な位置を占めていた」[町村, 2006]

と指摘し、アメリカの TVA や旧ソ連の国土開発、ナチス・ドイツの国土計画などと佐久間

ダムを比較し、これらは全て開発という営みを国家体制統合の中心に捉えていく点で共通

性を持っていたと考察した。町村は佐久間ダムを地域社会がなぜ大きな抵抗なく建設を受

                                                   
28 1964 年まで適用されたこの河川法は「旧河川法」とも呼ばれている。 
29 国交省、「1-1. 我が国の河川制度の歴史」

https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/past_shinngikai/shinngikai/shingi/to9612-

1.html（2017 年 4 月 30 日確認） 
30 静岡県佐久間村（当時）を主な予定地として建設された。 

JPOWER、「佐久間ダム完成から 60 年」 

http://www.jpower.co.jp/damcard/sakuma60th/（2017 年 4 月 30 日確認） 
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け入れたかを、戦前の国家による植民地政策の考え方が戦後の地域開発にまで連続してい

ると説明した。 

２つめは、1961 年に完成した黒部ダムである31。黒部ダムは関西電力が主に発電を目的

として富山県の黒部川流域に建設したものである。ダムの堤高（ていこう）は日本一で、

513 億円の費用をかけて建設された。佐久間ダムと同様にその規模の大きさから社会の注目

を集め、日本のダム建設における「金字塔」[一般社団法人ダム工学会近畿・中部ワーキン

ググループ, 2012]とされた。建設時における困難とそれを克服した日本の技術力の高さが

注目され、日本の高度成長を支える大型プロジェクトという文脈で映画が作成され32、記念

切手も発行された33。２つのダムに共通する特徴はまず、建設期間が佐久間ダム３年、黒部

ダム７年と比較的短期間であったことがある。これは関連アクターの合意調達が容易であ

ったことが一因で、ダム建設へ社会全体の後押しがあったことが推測される。この時期の

ダム事業は、規模の大きさがまず賞賛され、完成に至る経緯が技術への高い評価のみなら

ず、戦後から高度成長時代にかけて日本人の精神性、例えば不屈の努力、忍耐、などとい

うキーワードをもって語られたことにある。いずれの事業も完成までに多くの殉職者を出

したにもかかわらず、社会の強い批判を招くこともなく、むしろ事業達成のためのいわば

尊い犠牲であったというストーリーの中に位置づけられていた34。 

一方、高度成長を背景に電力だけではなく、都市部では生活・工業用水など利水の需要

も高まった。1961 年、国は水資源開発促進法を制定し、最初に淀川と利根川を対象とした35。

また、国は、アメリカの「テネシー川流域開発公社」36（TVA）37から、利水、治水ともに

同時に目的とする“多目的ダム”の概念を導入し、特定多目的ダム法も制定した。1964 年

に河川法が改正され、利水も本格的な制度の整備が進んだ。 

TVA が河川政策に与えた影響は大きく、研究も多く発表された。国内では町村が、アメ

リカの TVA が地域社会にもたらした「発展と成功の物語」が佐久間ダムを含むこの時期の

                                                   
31 黒部ダム、「黒部ダムを知る」http://www.kurobe-dam.com/whatis/index.html（2017 年

4 月 30 日確認） 
32 映画「黒部の太陽」、記録映画「佐久間ダム」。 
33 1956 年に佐久間ダムの完成を記念して 10 円の記念切手が発行された。切手には「佐久

間ダム竣工記念」と印刷されている。 
34 例えば、記録映画「佐久間ダム」で描かれたストーリーがあげられる。 
35 独立行政法人水資源機構オフィシャルサイトより「水資源公団の歴史

http://www.water.go.jp/honsya/honsya/outline/enkaku/koudansokuseki.html（2017 年 3

月２日確認）」 
36 1933 年にアメリカで創設された連邦の公社で、テネシー川流域の洪水防御、航行、地域

経済開発、電力の供給等を行っている。テネシー川及びその支流にまたがる 29 の水力発電

用ダムを管理し、南東部７州の約 730 万人に電力を供給している。（国交省、平成 10 年 3

月 9 日、「２、河川・下水道」p. 47 

https://www.mlit.go.jpri/houkoku/gaiyou/pdf/H10.3.9_2.pdf（2017 年 4 月 30 日確認）、TVA

ウェブサイト https://www.tva.gov/ 
37 本稿では以下、TVA と記載する。 
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大型開発を正当化した過程を明らかにした [町村, 2010]。Jacobs は、都市が外部に与える

影響力を明らかにする中で、TVA を事例として取り上げた [Jacobs, 1984]。Jacobs はダム

が発電以外には役に立たず自然を破壊したのみであると批判し、TVA が地域にもたらした

のは、都市経済の振興ではなく、補助金や交付金がもたらした単なる贈与であると指摘し

た。Selznick は、組織論の観点から TVA を捉え、本来、組織の下位部局には組織の目的に

反する価値と行動様式を発展させるメカニズムがあるものだが、TVA にはこういったこと

にはならないようにする機能があると指摘した [Selznick, 1949]。やはりここでも、TVA

を通じて、文化や歴史、開発が語られていた。この時代のダム事業はそのスケールの巨大

さと膨大な人的資源やコストのために、機能のみならず、大きな社会的文脈の中で精神性

を持ったストーリーとして語られ続けたのである。 

さて、1964 年に河川法38が改正され、これまで「区間」によって国や都道府県で管理され

てきた河川を、「水系」で一括して管理することとされた39。この改正では、それまで都道

府県が持っていた河川管理権を国が大幅に吸収することとされ、知事会は「地方自治の精

神に逆行するものだ」として改正前から反対の態度を表明し40、「提出を見合わせるよう」

要望することを決議した41。知事会はこの改正を「行政民主化に逆行」するものとし、知事

の河川管理権が国に引き上げられることに強く抵抗した42。しかし、激しい議論ののち河川

法は改正され、水系での一括した管理は「水系一貫主義」と呼ばれ、現在にまで引き継が

れている43。国が管理する河川は一級水系44と呼ばれ、河川法で、「国土保全上又は国民経済

上特に重要な水系で、政令で指定したものに係る河川で、建設大臣が指定したもの」45とさ

れている。都道府県をまたがって流れる河川のほとんどが一級水系で、現在は 109 の一級

水系があり、都道府県が管理するのは二級水系で 2718 ある46。二級水系は、一級水系以外

の水系で「公共の利害に重要な関係があるものに係る河川で、都道府県知事が指定したも

                                                   
38 「新河川法」とも呼ばれている。 
39 国交省、「河川法第４条第１項の一級河川の指定等について」 

https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/shaseishin/kasenbunkakai/bunkakai/dai52

kai/siryou1-2.pdf p. 1（2017 年 4 月 30 日確認） 
40 朝日新聞、1963 年 3 月 12 日 
41 朝日新聞、1963 年 3 月 13 日 
42 朝日新聞、1963 年 4 月 25 日 
43 国交省、「河川法第４条第１項の一級河川の指定等について」 

https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/shaseishin/kasenbunkakai/bunkakai/dai52

kai/siryou1-2.pdf p. 1（2017 年 4 月 30 日確認） 
44 同じ流域内にある本川、支川などを総称して水系と呼ぶ。 

国交省、「水管理・国土保全」、「河川に関する用語」

http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/jiten/yougo/01.htm （2017 年 4 月 30 日

確認） 
45 河川法第九条第十一項 
46 国交省、「水管理・国土保全」、「河川に関する用語」、 

http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/jiten/yougo/02.htm（2017 年 4 月 30 日

確認） 
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の」47とされている。都道府県は、一級水系のうち一部国が指定した部分も管理している。

それ以外のものは単独水系と呼ばれ、市町村などが管理している。それぞれの水系は支流

となる河川が存在する。整理すると次のようになる。 

表 2-1 河川の種類とそれぞれの管理者 

 

 管理者 水系数（河川数） 

一級河川 国土交通大臣（一部は都道府県知事48） 109（13935） 

二級河川 都道府県知事 2713（7029） 

準用河川 市町村長 2509（14113） 

普通河川49 市町村長 ― 

                 （国交省オフィシャルウェブサイト50を参考に筆者作成） 

 

第１期は国主導で「管理」という概念をもとに河川整備が進んだ時代であった。1000 人

以上が死亡する河川氾濫に伴う大水害は第１期でほぼ消滅した。この時期に完成した近代

治水は「一定の成果をあげた」 [古市, 立川, 宝, 2007]。「近代治水は中央集権政府の樹立

と近代的技術手段の導入で、常習的水害を克服し、水防における直接的な地域間対立を吸

収・解消してきた」 [大熊, 2007]と指摘された。 

また、少数の例外を除いて51、この時期のダム事業は大きなコンフリクトを招かなかった。

ダム事業をいわゆる「迷惑施設」と捉え、国家と市民社会の関係を考察してきた Aldrich は

日本のこの時期を「表面的な平穏」 [Aldrich, 2008]と捉えた。Aldrich は日本でのこの時

期のダム反対運動は通常小規模で地域に限定されたもので、全国的な広がりを見せず、短

期間で終わったと論じた。 

 

２、1970 年代前半～1990 年代前半ごろまで：国・都道府県と住民対立の時期 

 

 第１期では、大きなコンフリクトが発生せず、開発の成功という文脈で語られていたダ

ム事業は第２期になると、一転して、国・都道府県と住民の対立の争点となった。 

河川政策をめぐるこの時期の大きな特徴は公害であった。1960 年代後半以降、河川の水

質や環境に関心が高まり、河川管理者である行政機関だけに頼らず、住民の手で河川を守

                                                   
47 河川法第十条 
48 一級水系のうち国土交通大臣がその管理を都道府県知事に委任しているもの。 
49 普通河川は河川法の適用外とされている。 
50 国交省、「水管理・国土保全」、「統計・調査結果」、「河川」 

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/index.html（2017 年 4 月 30 日確認） 

51 1953 年に当時の建設省が大分・熊本両県にまたがる地域に計画した松原・下筌
したうけ

ダムに対

して、建設予定地の所有者である室原
むろはら

知
とも

幸
ゆき

氏が主導し、大規模な反対運動が起き、「蜂の巣

城と呼ばれる砦を築き、法廷闘争を行った [蔵治, 2007] 
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ろうとする運動が展開された。こういった運動は主に開発を抑制し、環境保全を目的とし

ていた。また、急激な都市化で、流域の保水・遊水機能の低下が進み、降った雨水が一気

に河川からあふれ大きな被害をもたらす「都市型水害」も頻発した52。 

一方、行政が河川政策を形成、執行するにあたり過失があったとしてその責任を問う「水

害訴訟」も起きた。大雨による被害を受けた住民らが、国や都道府県などを対象に「河川

管理に問題があった」として訴訟を相次いで起こした。1972 年の「大東水害訴訟」53、1974

年には、「多摩川水害訴訟」54が起きた。最高裁の判断では、前者は「原告敗訴」、後者は「原

告勝訴」となった。前者は、最高裁判決は大阪高裁の「同種・同規模の河川の一般水準お

よび社会通念に照らして格別不合理なものとは認められないなら瑕疵なしと解すべき」「河

川の完全な安全性の保証は不可能であり、過渡的な安全性しか求められない」とした判断

を踏襲した55。この判断について大熊は、「大東水害訴訟判決以降、行政側の河川管理責任

は限定的に解釈されるようになった」 [大熊, 2007]とその影響の大きさを指摘した56。いず

れの訴訟も住民が河川政策の瑕疵を問題とした象徴的なもので57、大東水害訴訟以降、多摩

川水害訴訟を除いて多くの水害訴訟で住民敗訴が続いた。またこの時期、ダムの管理をめ

ぐって水害が起きたとして国に落ち度があったとする訴訟も起きた58。 

                                                   
52 国交省、「第Ⅱ部 国土交通行政の動向」、「２、都市の防災性の向上」、

http://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/h14/H14/html/E2023210.html 

（2016 年 4 月 30 日確認） 
53 大阪府大東市を流れる寝屋川水系谷田川が 1972 年の豪雨で氾濫した。床上浸水の被害を

受けた住民らは、「河川の未改修が原因」として管理者の国や大阪府などに対して損害賠償

を求めた。大きな争点は水が溢れた未改修部分を行政側が放置していたかどうかであった。

一審の大阪地裁、二審の大阪高裁は行政側の責任を認めたが、1984 年１月の最高裁小法廷

は「治水事業を完備するには相当の期間が必要なので、未改修の河川は過渡的な安全性で

足りる。改修工事の遅れが管理の手落ちとされるには特別の理由が必要」との判断を示し、

大阪高裁に審理のやり直しを命じた。1990 年の差し戻し後の最高裁判決は住民側の上告を

棄却し、住民側の敗訴が確定した。最高裁は差し戻し後の高裁判決の内容を踏襲した。高

裁の判決内容は「寝屋川水系の河川改修事業費は同様の規模の河川に関する投資額として

当時、全国一で、水が溢れた未改修部分について、他の箇所に先駆けて改修を行う特段の

事情はなかった」というものであった。（朝日新聞、1990 年 6 月 23 日他） 
54 1974 年の台風による豪雨で、多摩川が増水し堤防が決壊した。家屋 19 戸が流出し、被

災した住民らは国家賠償法に基づき、1976 年に国を提訴した。1979 年の東京地裁判決は河

川管理の欠陥を認めたが、1987 年の東京高裁は、大東水害訴訟の判断基準を踏襲する形で

住民側の請求を退けた。住民側は上告し、最高裁は二審を破棄、差し戻し、1992 年に住民

が勝訴した。「未改修河川での溢水型水害」である大東水害訴訟での判例は「改修後河川で

の破堤型水害」である最終的には長良川水害訴訟では踏襲されなかった。（朝日新聞、1992

年 12 月 17 日（夕刊）他） 
55 朝日新聞、1990 年 6 月 23 日 
56 都道府県へのヒアリングでも同様の意見は複数の担当職員からも聞かれた。 

57 1970 年代以降、水害訴訟は頻発した。上記２訴訟以外に、加治
か じ

川、志
し

登
と

茂
も

川、平作
ひらさく

川、

平野川、長良川、玉川、浅野川などで起きた水害も訴訟を引き起こした。（朝日新聞、1992

年 12 月 17 日（夕刊）） 
58 朝日新聞、1992 年 12 月 17 日（夕刊）。1972 年に鹿児島で起きた水害でダムの管理をめ
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水害だけではなく、1970 年代以降は計画中の河川整備事業をめぐっても訴訟が起きた。

代表的なものは長良川河口堰の建設事業に対して、住民らが建設差し止めを求める運動が

1973 年に訴訟に至ったものであった59。この運動の特徴は長良川流域の住民が参加するだ

けではなく、全国的な広がりを見せたことで、開発か環境かという争点を越えて、川は誰

のものかという観点からも大きな論争を呼んだ [蔵治, 2007]。 

ダム事業をめぐっても行政と予定地の住民の間でも対立が続いた。国が北海道沙流
さ る

川
がわ

沿

いに計画を進めていた二風
に ぶ

谷
たに

ダム事業をめぐって、1993 年、ダム建設のために北海道収用

委員会に土地を強制収用されたことを不服としたアイヌ民族らが、この決定の取り消しを

求めて札幌地裁に行政訴訟を起こした60。札幌地裁は「建設予定地である二風谷がアイヌ文

化とは切っても切れない密接な関係にある」として「国は失われるものの研究を怠り、判

断できないにもかかわらず、事業認定した」とし、裁量権を逸脱した違法性を認定した。

しかし、すでにダムは完成していて、「収用裁決を取り消すと著しい障害を生じる」とし、

原告の請求は棄却された61。 

この時期の特徴は、前半は水害訴訟が頻発し、後半はダム事業などへの建設差し止め訴

訟が起きるなど住民の河川政策への批判が変容してきたことにある。つまり住民の批判は、

水害への行政の対応が十分だったかどうかを問うものから、公共事業建設の是非を問う内

容に変容してきた。建設の是非を問うことは、ゼロサムつまり建設するか止めるかを問う

ことである。この変容は大規模水害が減少してきたことに加え、住民がダム事業の費用対

効果や環境保全を重視しだしたことから起きたと考えられる。社会全体でダム事業を通じ

て日本人の精神性や開発の意義を見出していた時代は終わった。以降は河川政策への批判

の大半を建設差し止めや事業への公金支出差し止めを求める内容が占めるようになる。 

村松は主にこの時期の地方政府の役割について「公害反対の住民運動が噴出し、地方自

治体は経済政策のパートナーとしてのみならず、住みよい都市生活を確保するため住民の

                                                                                                                                                     

ぐって国に落ち度があったとする訴訟も、1993 年に最高裁は住民側の上告を棄却した。（朝

日新聞、1993 年 4 月 23 日）、1975 年に徳島で起きた水害でダムの管理をめぐって国と県

に落ち度があったとする訴訟も、1994 年に高松高裁は行政側の過失を否定した。（朝日新聞、

1994 年 8 月 9 日） 
59 国が三重県の長良川に計画し、当時の水資源公団（今の水資源機構）が総事業費約 1840

億円をかけて行った事業。河口から約 5,4 キロ上流に堰を設け、海水の流入を防ぐほか、洪

水対策で上流の浚渫も行った。1995 年に運用が開始された。上流を淡水化し、毎秒 22.5

立方㍍を取水することが主な目的であったが、想定より水需要が伸びなかったため、利用

は一部にとどまった。環境や生態系への影響が懸念されたため、開門しての調査が行われ

た。（朝日新聞、2005 年 4 月 6 日（夕刊）他）長良川河口堰をめぐる訴訟は 1973 年に漁業

関係者らが建設差し止めを求めて岐阜地裁に提訴し、いったん1981年に取り下げたものの、

1982 年に再び提訴、1998 年に名古屋高裁で控訴が棄却されたものの、次は支出差し止め訴

訟が始まった。請求は 2006 年までにいずれも棄却された。（朝日新聞、2006 年 4 月１日） 
60 朝日新聞、1997 年 3 月 27 日（夕刊） 
61 朝日新聞、1999 年 4 月 9 日、1997 年に国は控訴をしないことを決め、この判決内容は

確定した。 
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代表機構として重要な存在として受け取られるようになった」と論じた [村松, 1997]。しか

し、第２期の流れを見てみると、河川政策においては地方政府の存在感はまだ希薄であっ

た。この時期、アメリカ・クリントン政権下で、TVA が治水政策を大きく転換、「ダムの時

代は終わった」と新規ダムの中止を発表した [嶋津, 2007]。 

 

３、1990 年代後半～：改革の時代 

 

 第３期は第２期に頻発した行政と住民との対立からの脱却を目指して、国や都道府県が

改革を試みた時期である。この時期の河川政策は大きく変動した。その変動の内容は３点

ある。１点目は地方政府において知事主導のダム事業見直しの動きが起きたこと、２点目

は、住民らがこれまで試みてきた河川政策の策定過程への参加を行政側が受け入れるよう

になってきたこと、最後の３点目は、河川の管理権限を中央政府から地方政府に取り戻そ

うとする動きが起きたこと、の以上３点である。具体的に順に見ていく。 

まず１点目は、地方政府において、知事主導によるダム事業見直しの動きが起きたこと

である。2001 年に長野県では、田中康夫62知事が基本的にダムの建設を認めない「脱ダム

宣言」63を行った64。2008 年、熊本県では、蒲島郁夫知事65は国が進める川辺川ダム事業に

ついて、地元自治体として「計画を白紙撤回」を表明した66。滋賀県の嘉田由起子知事、京

                                                   
62 2000 年 10 月、政党の支援を受けずに立候補し、前副知事を破って初当選。ダム建設を

めぐって県議会が反発し、知事の不信任案を可決したが、出直し知事選で再選した。2006

年の知事選で前自民党衆院議員の村井仁氏に敗れた（朝日新聞、2000 年 10 月 16 日、2006

年 6 月 23 日、2006 年 8 月 7 日） 
63 2001 年 2 月に長野県の田中康夫知事は「長野県においては出来うる限り、コンクリート

のダムを造るべきではない」とした。その理由として田中知事は環境への負荷、堆砂にか

かる費用などを記載した。 

（長野県、「「脱ダム」宣言」

http://www.pref.nagano.lg.jp/kasen/infra/kasen/keikaku/iinkai/datsudam.html、2017 年

4 月 30 日確認） 
64 「脱ダム」宣言後、田中知事は翌年に県営ダム２事業を中止した。中止をめぐって県議

会が田中知事の不信任案を可決したが、出直し知事選で田中知事は再選した。2006 年の退

任まで県営ダム計 9 事業を中止した。うち 1 事業は田中知事を破った村井仁知事が 2007 年

「脱・脱ダム宣言」を表明し、工事は再開された（朝日新聞、2013 年 6 月 20 日）。田中は

ダムの持つ問題点について、総事業費の 8 割は地元ではない大手ゼネコンに支払われるた

め、地域経済につながるわけではない」とするほか、「ダムという巨大なお金が動く装置を

いくつも計画として計上しておくことが不透明な外郭団体や天下り団体をおき続けるため

に必要だ」としている [田中, 2009]。 
65 元東京大学教授。2008 年、自民党の支援を受けて初当選。当選半年後に反対を表明した。

蒲島知事は、2010 年に県営荒瀬ダムの撤去も表明し、撤去が行われた。（朝日新聞、2008

年 3 月 24 日、2008 年 9 月 11 日（夕刊）、2012 年 8 月 31 日） 
66 朝日新聞、2008 年 9 月 11 日（夕刊）、川辺川ダム事業は、1966 年に建設省が治水専用

ダムとして計画し、のちにかんがいが目的として加わった。2003 年に利水訴訟の控訴審で

国側の敗訴が確定し、国交省が収用申請を取り下げ、2007 年には農水省も利水事業から撤
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都の山田啓二知事、大阪の橋下徹知事67は共同で、国が進める大戸川ダム事業68を「中止」

と表明した69。徳島県でも、国が進める「吉野川可動堰」70建設が知事選の争点になり、反

対する知事が当選し、市長も反対の姿勢を示した71。川辺川ダム事業や大戸川ダム事業では、

知事や住民は中央政府が実施する事業に対して異議を申し立てた。ここからは地方政府は

中央政府が主導する事業の費用を一部負担するのみというこれまでの姿勢はみられない。

河川は水系ごとに管理者が国と地方に分かれていたため、これまで地方が国の事業に対し

て異議を申し立てるケースはほとんど見られなかったが、この時期、そこに変化が起きた

のである。 

 こういった変化は曽我・待鳥が指摘する 1990 年代からの地方政治をめぐる変動の影響を

受けたことが推測される[曽我・待鳥, 2007]。曽我と待鳥は地方政治の変動の特徴を、財政

運営上の困難が大きくなったことと無党派知事の登場にあると指摘する。財政上の理由で、

政府規模に関する選択が地方政治にも課題として登場するようになり、政治化された領域

が著しく拡大したとされた。第３期に顕著となった河川政策をめぐる変動は地方政治の変

動と時期が合致する。河川政策に変動を引き起こした知事らはほとんどが無党派知事であ

った。無党派知事らが一般的に「小さな政府」を志向し、政治的領域が拡大されていると

考えると[曽我・待鳥, 2007]、それがダム事業をめぐる政策転換や国の政策の進め方への異

議申し立てという政策帰結につながっていることが推測される。また、知事らは小選挙区

制で当選してきており、一般利益を指向するものとされる[曽我・待鳥, 2007]ため、住民が

反対する事業をめぐっては住民の政策選好を実現させようとするのは自然な流れと言える。 

                                                                                                                                                     

退を表明した。2009 年に国の「ダム事業の検証要請」の対象となり、中止とされる（朝日

新聞、2013 年 9 月 17 日）。川辺川ダム事業の経緯については [熊本日日新聞取材班, 2010]

に詳しい。 
67 橋下知事は 2011 年 2 月に大阪府和泉市の府営槇尾川ダム事業の終了を決定した。本体工

事着工済みの事業が終了したのは異例のことであった。府は治水目標を見直し、「河川改修

の方が安全・安心につながる」と説明した（朝日新聞、2011 年 2 月 16 日） 
68 国が滋賀県大津市の淀川水系に多目的ダムとして計画した総事業費 1080 億円のダム事

業。予定地の 55 戸が 1998 年までに移転を完了したが、2005 年に国は事業を凍結し、2007

年に治水専用の穴あきダムとして建設する方針に転じた。（朝日新聞、2009 年 3 月 31 日） 
69 対する国交省は 2016 年 2 月に大戸川ダム事業について、淀川水系の治水対策として最

も有利と評価した（朝日新聞、2016 年 2 月 9 日） 
70 約 240 年前に設けられた石積みの第十堰をめぐって、建設省は洪水時に破堤や崩壊の恐

れがあるとして、現在の堰を取り壊し、下流の徳島市に長さ 730ｍの可動堰の建設を計画し

た。総工費約 1000 億円。（朝日新聞、2004 年 3 月 2 日） 
71 第十堰の可動堰化をめぐる住民投票が、2000 年に行われた。建設反対が 90％を超えた

結果を受けて、小池正勝徳島市長は可動堰化反対に転じ、2002 年に可動堰化中止を公約に

掲げた大田正知事（元社民党県議）が当選した。その後、自民党の推薦を受けて当選した

飯泉嘉門知事も告示前に可動堰を建設しないことを表明した。以降、徳島県知事選、徳島

市長選ともに可動堰化を推進する候補は当選していない。一方、2005 年に国が策定した吉

野川の河川整備基本方針は第十堰の撤去が可能とする内容が盛り込まれている（朝日新聞、

2000 年 1 月 24 日、2002 年 8 月 8 日、2003 年 5 月 19 日、2005 年 9 月 27 日他） 

2010 年に当時の前原国交省は中止を表明した。 
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変動の２点目は、住民らがこれまで試みてきた河川政策の策定過程への参加を行政側が

受け入れるようになってきたことである。これまで行政機関や関連する専門家によって定

義されてきた基本高水流量72や計画高水流量73といったデータ算出に関しても、勉強を重ね

た市民らが異議を申したてるケースも出てきた。住民らは専門家と協働することで、専門

知識を学習し、これまで行政主導で進められてきた河川政策やダム事業に対して意思表示

をするようになった74。長野県では、田中知事主導で住民であれば誰でも参加できる「流域

協議会」75という第三者機関が設置され、そこから発展して「高水協議会」76という基本高

水流量の妥当性について住民が専門家らとともに学び議論する場も設置された。兵庫県は

二級河川武庫川の河川管理に住民の意見を反映させる仕組みとして「武庫川流域委員会」

を諮問機関として設置した。公募の住民を含む 25 人で構成され、300 回以上の議論を重ね

た77。傍聴者の意見を聴く機会も設けられた。専門家と住民の協働を帯谷は「流域ネットワ

ーキングの登場に代表される市民セクター側の変化」とし、河川政策の「セカンドステー

ジ」と位置づけている[帯谷, 2014]。 

変動の３点目は、河川の管理権限を中央政府から地方政府に取り戻そうとする動きが起

きたことである。第１期の 1964 年の河川法改正で一部河川の管理者が都道府県から国に移

管したことに逆行する動きとなる。2008 年 5 月に政府の地方分権改革推進委員会は第一次

勧告としてこれまで国が管理していた一級水系のうち１つの都道府県内で完結する水系は

                                                   
72 流域に降った計画規模の降雨がそのまま河川に流れ出た場合の河川流量。 

国交省、「水管理・国土保全」、「河川に関する用語」

http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/jiten/yougo/11.htm(2017 年 4 月 30 日確

認) 
73 河道を設計する場合に基本となる流量で、基本高水を河道と各種洪水調節施設に合理的

に配分した結果として求められる河道を流れる流量。基本高水流量からダムや堰などで調

節可能な水量を差し引いた流量。 

国交省、「水管理・国土保全」、「河川に関する用語」

http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/jiten/yougo/11.htm(2017 年 4 月 30 日確

認) 

74 熊本県球磨
く ま

川
がわ

でも、潮谷知事（当時）が開いた「住民集会」などがある。 
75 長野県、「流域協議会」

http://www.pref.nagano.lg.jp/kasen/infra/kasen/keikaku/ryuiki/index.html（2017 年 4 月

30 日確認） 
76 長野県が管理する県内の 9 河川の流域協議会のメンバーで構成される。基本高水流量の

検討を行うことを目的としていて、2007 年に提言書を提出している。提言書の中には、「プ

ロの世界に素人が口を出しても意味があるとは思えない」と批判されたことも記載されて

いる。 

長野県、「高水協議会」 

http://www.pref.nagano.lg.jp/kasen/infra/kasen/keikaku/takamizu/index.html 

（2017 年 4 月 1 日確認） 
77 朝日新聞、2010 年 10 月 17 日（阪神版）、武庫川流域委員会でも住民らが基本高水流量

について議論している。 
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原則として都道府県に移管したいとする要望を総理に提出した78。国の事務・権限を自治体

へ移譲する動きの中で河川の整備や維持の移管も盛り込まれた。当初は同一都道府県内で

完結する 53 水系の約２割が移管対象となり79、第二次勧告でも河川の移管は引き続き盛り

込まれた80。しかしその後、国と都道府県の個別協議において、財源の移管をどうするかな

どが課題とされ議論は平行線を辿り、2010 年 6 月に閣議決定された「地域主権戦略大綱」

には盛り込まれず81、実質移管は進んでいない。2013 年 12 月に閣議決定された「事務・権

限の移譲等に関する見直し方針について」82でも、移管対象の河川は「国と地方自治体が協

議を行い、協議が整ったものについて移譲を進める」としか記載されなかった。しかし、

地方政府がこれまで中央政府が管理してきた一級河川について、河川管理者の移管を中央

政府に求める動きが起き83、議論となったことは第３期の特徴の１つと言える。 

一方、第３期には大型公共事業への批判も更に高まった。長良川可口堰事業や川辺川ダ

ム事業への建設反対運動は全国的に広がった。批判の大きな理由は、完成するまでの費用

と時間が膨大であること、環境を破壊されることへの懸念などであった。第１期において

は数年で完成することもあった大型ダム事業は完成までに四半世紀以上の時間を要するよ

うになっていた。これは事業推進反対アクターが増えたことも一因であった。2000 年の総

選挙で自民党は大敗し、自民党は都市部での有権者からの支持を失った理由を公共事業批

判にあったと考えた[三田, 2010]。こういった変動を背景に河川法が改正された。本研究が

対象とする都道府県営のダム事業の終了は、ほぼ全てこの第３期に起きているが、それは

これまで述べてきたような地方政治の変動の帰結であったというのが本論文の主張である。

詳細は第３節に譲るが、河川政策の決定過程を見直そうとする動きの中で、官僚以外の外

部アクターを過程に加えようとする流れも加速された。 

河川政策の政策過程に参加するアクターは時期を経るごとに増えている。整理すると以

下の図になる。 

 

                                                   
78 朝日新聞、2008 年 5 月 31 日 
79 朝日新聞、2008 年 12 月 2 日 
80 朝日新聞、2008 年 12 月 9 日 
81 地域主権戦略大綱 

http://www.cao.go.jp/bunken-suishin/ayumi/chiiki-shuken/doc/100622taiko01.pdf（2017

年 4 月 30 日確認） 
82 事務・権限の移譲等に関する見直し方針について 

http://www.cao.go.jp/bunken-suishin/doc/k-minaoshihoushin-honbun.pdf（2017 年 4 月

30 日確認） 
83 神野は１つの河川を中央政府と地方政府で区間を区切って相違する主体が管理すること

は「効率的でないばかりか責任の所在も不明となる」と指摘している[神野, 2014]。大熊も

「技術にも自治がある」と主張している[大熊, 2014]。 
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図 2-1 時期別の主要登場アクター 

 

                        （筆者作成） 

小括 

 

 本節を小括する。第１期では、河川政策を決定している中心アクターは国であり、官僚

であった。都道府県事業の場合でも地方政府は表舞台には登場しない。この時期に完成し

た大型のダム事業はいずれも建設期間が短く、いわば一気呵成に完成されていて、進捗が

早い。これは反対アクターも少なく、社会全体が事業を後押ししていたためであろう。 

第２期では、この構図は変化する。国や官僚主導で決定され、進展してきた河川政策や

ダム事業について、住民が批判を始めた時期である。水害などで顕在化した政策の瑕疵を

めぐって訴訟が頻発する。住民の批判は行政の対応が不十分であることを問うところから

ダムなどの建設差し止めを求める内容に変容した。水害は減少し、住民は環境保全やダム

事業の費用対効果を問題にするようになったのである。一方の地方政府は高度成長時代を

背景に存在感は増したはずだが、それでも河川政策においてはまだ希薄である。 

最後の第３期は、地方政治において大きな変動が起きた時期であり、それに伴い河川政

策にも変動が起きたと考えられる。河川政策に地方政府と知事が登場し、特に無党派知事

らは、自分たちの地域で、たとえ国が所管する事業であっても、住民の批判が強い場合に

は事業に異議を唱えた。知事は小選挙区制で選出され、特に無党派の知事は既成政党から

の支持調達をあてには出来ないため、住民からの支持が政治基盤となる。大型公共事業へ

批判的な目を向ける住民の意向を反映させようとし、一連の行動につながったと考えられ

た。加えて財政資源の制約を理由に地方政府の課題として政府の規模を検討することが知

第１期

第３期

第２期

国

住民国

国 都道府県住民

国の
政治家

知事
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事らには求められ、「小さい政府」を指向する知事らは財政的な面でも国の事業に反対した。

更に、地方政府は河川を管理する権限を中央政府から移管させようとした。繰り返しにな

るが、第３期の河川政策をめぐる多くの変容は、1990 年代に起きた地方政治の変動とそれ

に伴う政策選択の結果によるものだと考える。本研究の観察対象であるダム事業の終了は

地方政治との関係で検討するため、主にこの第３期に着目する。河川政策の流れを通して

検討すると、河川政策は中央政府の影響が大きかったものの、第３期においては、地方政

府の影響力が増してきたと言える。 
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第２節 ダム事業をめぐる改革 

 

 本節では、前節の主に第３期にあたる時期に行われたダム事業に関連した改革の検討を

行う。検討内容は法制度の変更と公共事業改革である。法制度の変更は２点ある。１点目

は事業再評価制度の導入で、２点目は河川法の改正である。いずれも河川政策の形成過程

の変更を促し、本研究のテーマである終了のプロセスにも影響を与えている。 

 公共事業改革は、全て国の政治家主導によるもので、これまでに計３回行われた。年代

順に示すと１回目は 1997 年に実施された「ダム事業の総点検」、２回目は 2000 年に実施さ

れた「与党３党による公共事業の見直し」、３回目は 2010 年の民主党政権下の「ダム事業

の検証要請」である。３回の改革はいずれも事業終了を促した。改革が起きた 1990 年代の

時代背景を改めて振り返る。 

 

１、 改革が起きた時代背景 

 

1990 年代前半以降、本章第１節で論じたように大型公共事業に対する社会からの批判が

強くなった。本研究における区分では第２期から第３期にかけての時期にあたる。1993 年、

金丸信自民党副総裁の脱税事件をきっかけに、国と地方の政治家がゼネコン各社から多額

の現金などを受け取っていたいわゆる「ゼネコン汚職事件」が起きた84。公共事業の発注や

許認可で強い権限を持つ首長らと建設業者の癒着ぶりが浮かび上がり、それへの批判はそ

のまま自民党に向かう形を取った。自民党は政治改革を大きな争点とした 1993 年の選挙で

大敗した85。1990 年代半ばになると、大型公共事業はさらに多くの注目を集めた。長良川可

口堰事業、諫早湾干拓事業86などは「無駄な事業」として特に都市部の有権者を中心として

強い批判を浴びた87。2000 年の総選挙では自民党が大敗したことは先述の通りである。この

選挙結果を受けて、政府・自民党は選挙前に示していた 2000 年度予算に盛り込まれていた

                                                   
84 朝日新聞、2015 年 12 月 30 日 
85 朝日新聞、1993 年 7 月 23 日、蒲島はこの選挙について、自民党の敗因を公共事業への

批判ではなく、選択肢によって有権者の行動が変わった結果であると分析している [蒲島, 

2000]。 
86 農地の確保と洪水被害の解消などを目的に農水省が 1989 年に着工した。有明海の諫早湾

3542ha を閉めきり、干拓地と調整池を設けた。干拓地の 627ha が農地となり、2008 年に

営農が始まった。総工費 2533 億円。この事業に伴い、漁業被害が出たとして漁業者らが堤

防の排水門の開門を要求し、国の開門を命じた福岡高裁の判決が確定した。一方、農業者

らは開門を行うと農業被害が出るとして開門差し止めを求めて提訴し、2017 年 4 月、長崎

地裁は逆に開門を行わないよう命じる判決を示し、福岡高裁の判決をねじれた状態になっ

た（2015 年 12 月 18 日、2017 年 3 月 28 日、2017 年 4 月 18 日他） 
87 野坂浩賢建設大臣（当時）は長良川河口堰事業への反対運動を背景に今後の大規模な公

共事業について「計画の当初からより透明性と客観性のあるシステムをつくる必要がある

とした [政野, 2008]。五十嵐官房長官も事業の妥当性を審議する第三者機関の創設を提案し

た[三田, 2008]。 
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公共事業予算の予備費約 5000 億円の配分先を変更した88。具体的には交通基盤の整備など

の公共事業費を減らし、環境や社会保障費を増額した。こういった時代背景の中で河川政

策をめぐる改革も行われていくことになる。 

 

２、 制度変更 

 

 １）事業評価制度の導入（1998 年） 

 

1997 年 12 月、当時の橋本龍太郎首相が国の公共事業の効率性・透明性を高めるために、

事業評価制度を 1998 年度から実施することを決めた89。事業計画を原則 5 年で見直すとい

う再評価のシステムを盛り込むことを90、関係閣僚会合で指示した91。事業評価制度の大き

な特徴は、事業評価を行う際に「費用対効果」と「時間」という考え方も採用したことで

あった。北海道が先駆けて実施していた「時のアセスメント」92を国の制度として導入した

ものであった93。全国の都道府県への制度導入は都道府県自身の判断に委ねられた。 

事業評価は、事業が採択される前に行われる「新規事業採択時評価」と事業が採択され

た後に行われる「再評価」と事業完了後に行われる「事後評価」の３つに分かれている94。

本研究の観察対象であるダム事業終了の多くは、このうち「再評価」の影響を大きく受け

るため、ここでは「再評価」のみについて検討する。 

「再評価」される事業の対象は 3 種類である95。１つめは、事業採択後、一定期間（国の

事業は３年間、都道府県が実施する国の補助事業は５年間）が経過した時点で未着工の事

業、２つめは、事業採択後、５年間が経過した時点で継続中の事業、３つめは、再評価実

施後一定期間（国の事業は３年間、都道府県が実施する国の補助事業５年間）を経過して

いる事業、が再評価の対象となる。評価後、必要に応じて見直しを行う他、事業の継続が

適当と認められない場合には中止するという制度である96。具体的な評価規準は事業ごとに

                                                   
88 朝日新聞、2000 年 12 月 16 日他 
89 国交省、「事業評価の仕組み」より。

http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/09_public_01.html （2017 年 4 月 30 日確認） 
90 建設省は、1997 年度から試行していて、他の省庁もこの時期から事業評価を行っている。 
91 毎日新聞、1997 年 12 月 5 日他 
92 北海道が道庁の不適正な経理を発端とした道庁改革の一環として、1997 年度から全国に

先駆けて導入したシステム。「アセスメント」とはここでは「事業査定・評価」を指す。 

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/gkk/toki/keika/keika.htm （2017 年 4 月 30 日確認） 
93 事業評価制度は北海道以外にも三重県など都道府県が国に先行して導入した事例が複数

ある。 
94 国交省、「事業評価の仕組み」

http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/09_public_01.html （2017 年 4 月 30 日確認） 
95 国交省、「事業評価の仕組み」

http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/09_public_01.html （2017 年 4 月 30 日確認） 
96 国交省、「再評価の概要」 
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異なるが、事業の必要性や進捗の見込み、コスト縮減や代替案の可能性などを検討する97。

検討の際には学識経験者らをメンバーとする「事業評価監視委員会」を設置することが義

務付けられ、意見具申を経た上で、事業の実施者は、その意見を尊重し、「継続」や「中止」

を決定する。再評価の結果や根拠は公開するとされた。整理すると以下のようになる。 

表 2- 2 事業評価の種類と内容 

評価の種類 評価の内容 

新規事業採択時評価 

（1998 年度から導入） 

新規事業の採択時において、費用対効果の分析を含めた 

事業評価を行うもの 

再評価 

（1998 年度から導入） 

事業採択後一定期間（国の事業は３年、国の補助事業は５

年）が経過した時点で未着工の事業、 

事業採択後長期間（５年）が経過した時点で継続中の事業、

について、再評価を行い、必要に応じて見直しを行う他、

事業の継続が適当と認められない場合には事業を中止す

る。 

事後評価 

（2003 年度から導入） 

事業完了後に事業の効果、環境への影響の確認を行い、 

必要に応じて改善措置を行ったり、同種の事業の計画や 

調査のありかたを検討したりする。 

（国交省オフィシャルサイト98を参考に筆者作成）  

 都道府県が再評価を行う際の主な流れは、以下の図 2-2 のようになる。 

図 2-2 都道府県における再評価の流れ 

  

（筆者作成）  

                                                                                                                                                     

http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/09_public_01c.html （2016 年 4 月 30 日確認） 
97 同上 
98 国交省、「事業評価の仕組み」

http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/09_public_01.html （2017 年 4 月 30 日確認） 
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 しかし、評価制度発足以降も、再評価結果はほとんどの事業で「継続」とされ、「休止」

や「中止」と判断された事業は少なかった[三田, 2010]。三田はこの制度を「お墨付きを各

事業に与え、事業の必要性を示す」ものであると論じた。なお、実施初年度である 1998 年

度では、建設省は所管する事業 5724 事業のうち、中止・休止と判断したのは計 34 事業で

あった99。 

しかし、それでも再評価制度の導入は終了推進要因になったと本研究では考える。制度

導入前は、終了の妥当性をめぐって一定の基準を踏まえての議論はほとんど行われておら

ず、事例ごとに個別に検討が進められていた。また制度導入前に終了したダム事業はほと

んど確認できなかった。これに対して制度導入後は、国や都道府県が一定期間ごとに事業

を継続するか終了するか議論する場が与えられ、導入後に制度を則らずに事業を終了した

例は皆無である。 

尚、制度導入に伴い、事業実施者は「事業評価監視委員会」100の設置が義務付けられた。

国の基準によると、事業評価監視委員会は、大学教授や経済界、法曹界等で構成され、人

数は８～１２名程度、地方整備局や独立法人、地方公共団体等ごとに設置され、評価の際

に意見具申を行うとされた101。再評価を実施する主体は審議の様子を公開するなどして議

論の透明性を確保し、委員会の意見を尊重した上で「継続」か「中止」かを決定するもの

とされた。事業評価監視委員会は事業実施者が終了を決定する際、終了への合意調達を行

わなくてはならない必須アクターになった。事業評価監視委員会での意見具申の内容が「中

止が望ましい」とされれば、委員会の意見は終了推進要因と本研究では考える。 

  

  ２）河川法の改正（1997 年） 

 

 次にもう１つの制度変更、河川法改正について検討する。1996 年 12 月、「河川審議会」

102が「21 世紀の社会を展望した今後の河川整備の基本的方向について」という提言を亀井

静香建設大臣に手渡した。提言の主な内容は、河川法の改正に向けたもので103、河川行政

の転換を求める内容であった [建設省河川法研究会, 1998]。建設省は答申を踏まえて、1997

年 3 月に「河川法の一部を改正する法律案」を国会に提出し、同年 6 月に公布された。  

改正の特徴は２点あった。１点目は、第１条に「河川環境の整備や保全」が河川法の目的

                                                   
99 34 事業のうち中止が決定したのは、既に中止を公表していたダム事業など計 9 事業であ

った。（朝日新聞、1999 年 3 月 20 日） 
100 名称は各都道府県によって異なる場合がある。 
101 国交省、「再評価の概要」 

http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/09_public_01c.html （2017 年 4 月 30 日確認） 
102 建設省の諮問機関、高橋弘篤会長 
103 内容は河川行政の目的に環境を明記することや、河川整備計画への自治体や住民の声の

反映の義務付けなどを求めた内容。提言はこれまで利水と治水を中心に進められてきた明

治以来の河川行政の在り方が時代にあっていないと指摘した。（朝日新聞、1996 年 12 月 5

日） 
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として位置づけられた104。改正以前の河川法は「河川環境は事実上無視されている」と批

判されてきた[今本, 2009]が、「環境や自然の保護」という概念が改正後、初めて河川法に記

載された。「長良川洗堰などダムや堰などの事業が河川環境を悪化させているとの批判が強

いため」とその理由は報道された105。 

2 点目の特徴は、「住民参加」の概念も盛り込まれたことであった。改正以前、河川は水

系ごとに「工事実施基本計画」を策定しておくこととされ106、その手続きとして、河川管

理者は「河川審議会」の意見を聴くものの、自らの判断で計画を策定するものとされてい

た [建設省河川法研究会, 1998]。しかし、改正後、河川管理者は河川の整備を進める際には、

都道府県知事や市町村長の意見を聴取することを義務付け107、さらに管理者が必要と認め

たときは、関係住民の意見を反映させるための必要な措置を講じなければならないとされ

た。 

 治水を主な目的とし制定された河川法には、その後、利水という概念が盛り込まれ、こ

の改正では、「環境」と「住民参加」の考え方が盛り込まれたことになる。河川法改正にお

ける考え方の変遷を整理すると以下のようになる。 

図 2-3 河川法の考え方の変遷 

 

出典）「改正河川法の解説とこれからの河川行政」（建設省河川法研究会、1997）p. 9 をも

とに筆者作成 

                                                   
104 河川法第一章総則 （目的）第一条 
105 毎日新聞、1997 年 2 月 26 日 
106 国交省、「河川整備基本方針・河川整備計画について」、「１.河川の整備計画制度の見直

し」https://www.mlit.go.jp/river/basic_info/jigyo_keikaku/gaiyou/seibi/about.html（2017

年 4 月 30 日確認） 
107 河川法第十六条２として追加された。 

治水

環境

利水

治水

利水

治水

1986年：河川法施行 1964年：河川法改正 1997年：河川法改正
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「環境保全」と「住民参加」という考え方が河川法に盛り込まれたことは、河川管理者

と流域住民との間に新しい関係を築くことが可能となり、「協働型河川管理」 [新川, 2008]

が実現したと評価され、また「利害関係者の参加の場が広く民主的になった」[若井, 2009]

とされた。しかし、一方、改正後も尚、政策過程への住民参加が不十分であるとの指摘108も

出た。事業実施までの流れを河川法改正前と改正後で比較し、整理したものが図 2-4 である。 

 

図 2-4 事業実施までの主な流れ 

 

出典）「改正河川法の解説とこれからの河川行政」（建設省河川法研究会、1997）p.33 をも

とに筆者作成 

 

「住民参加」という考え方が盛り込まれた結果、多様な住民参加の形が表れた。本章第

１節で論じた長野や兵庫における流域委員会などの取り組みも多様な住民参加の表れの１

つである。他にも住民参加の例としては、一級水系の淀川において河川整備計画を策定す

る際に、学識者や住民らの意見を聴く場として国が設置した「淀川水系流域委員会」があ

げられる。改正河川法の趣旨を盛り込んで「委員会」はスタートし、600 回以上に及ぶ議論

を経て、「ダム原則中止」を提言した109。しかし、「委員会」は国と対立し、2009 年、国は

「委員会」の休止を決定した110。「委員会」の一連の活動をめぐっては新しい河川政策決定

                                                   
108 本章第２節に記述。 
109 河川法改正に基づき、国が淀川の河川整備計画に関する学識者の意見を聴く場として

2001 年に発足した。24 人の委員は外部組織の推薦をもとに国（近畿地方整備局）が選んだ。

2008 年 4 月には淀川流域に計画されていた 4 つのダム計画を「不適切」と指摘した。（朝

日新聞、2009 年 6 月 10 日） 
110 朝日新聞、2009 年 7 月 1 日 

河川法改正前

河川法改正後

工事実施基本計画 工事を実施

計画を実施河川整備計画河川整備基本方針

方針を策定
基本高水の決定

河川工事の内容を決定

河川工事の
内容決定

河川審議会

河川審議会 ・地方政府の首長
・（必要に応じて）
学識者・住民

意見

意見 意見

方針を策定
基本高水の決定
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の枠組みを構築したものとして多くの論考が出た。山下は「行政との距離が慎重に確保さ

れ、委員会の運営を委員会が主体的に担った」とその意義を評価した [山下, 2010]。法制度

的には少しの文言追加で、“淀川モデル”のような参加・協働をすることができ、各地の河

川の違いに着目し、地域ごとの工夫をこらすことが期待されるとされた。また、通常の委

員会は行政が作成した原案に意見を述べ、それを行政が案に反映させるものであるが、淀

川水系流域委員会は原案作成の段階からかかわり、通常は行政が務めていた事務局も外部

の民間機関に委託し、これらが「画期的」であったとの指摘もある [佐藤, 2009]。佐藤は国

が淀川水系流域委員会を休止したことについて、プリンシパル・エージェントの関係から

「エージェントである国交省は住民から選ばれる存在ではなかったため、事前の規律付け

が成功せず、国交省は住民の意見を反映する意思決定を拒否することになった」 [佐藤, 

2009]とした。 

淀川水系流域委員会と同種の委員会は都道府県が管理する全国各地の二級河川にも設置

された。多くは河川整備計画に意見を述べる都道府県の諮問機関と位置付けられた。個別

の流域委員会についても多くの論考が出された[三田, 2008][嘉田, 2008] [大野, 2012] [佐藤, 

2009] [古谷, 2009] [宮本, 2009] [山下, 2010]。それらによると、名称は「流域委員会」「河

川懇談会」「連絡協議会」などさまざまで、メンバー、参加する住民の人数、参加方法、開

催回数、意見のとりまとめ方などは都道府県に任され、ヴァリエーションがあったことが

明らかにされた111。河川法改正は地方政府におけるダム事業の終了にも大きな影響を与え

たと本稿では考える。詳細は第４章で検討するが、政策の形成過程に住民が参加した場合、

終了過程にも参加の必要性があると考える都道府県があらわれ、終了のプロセスにも影響

を与えた。住民参加の範疇が限定されるとの指摘はあるものの、地方政府へ住民参加の多

様性を浸透させたという意味で河川法改正が事業終了において持つ重要性は大きかった。

河川政策の形成過程へ住民の参加が容易になったことで、住民は妥当ではないと考える政

策に意見を述べる場が提供されたことになる。 

 

３、国による公共事業改革  

 

 ここからは、国が行った３つの公共事業改革について検討する。これらの改革は、地方

政府における事業の終了に対して大きな影響を与えたと本稿では考えている。国は改革の

対象を国の事業だけではなく、地方政府の事業についても事業名を挙げて検討するよう地

方政府に要請したためである。いずれの改革も国は終了検討のきっかけを地方政府に与え、

それ以降の部分、例えば具体的な終了検討のプロセスや決定は地方政府に任された。本研

究はこの地方政府に任された部分の終了検討のプロセスの形態がいかなるものであったか

                                                   
111 一級水系を中心に検討した大野によると、委員の数は最も多い委員会で 37 人、最も少

ない委員会で 6 人であった。また委員会の特徴もそれぞれ異なり、「漁協参加型」「研究者

優位型」「環境 NPO 参加型」など地域ごとに７つに分類されるとした [大野, 2012]。 
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を大きな問いとしている。ここでは国がいかにして終了検討のきっかけを与えたかを示し、

地方政府がいかなる対応を示したかを論じる。国による改革の提示と地方政府による応答

の間に起きたことが、次章以下の本研究の観察対象となる。尚、先述の通り、国の資料を

引用または抜粋する形で記載する際はダム事業終了を国の記載内容に準じて、中止と記載

する。 

 

１） ダム事業の総点検（1997 年） 

 

1997 年、国は有識者等による第三者機関として、「ダム等事業審議委員会」112を発足さ

せ、13 のダム事業について審議を行った113。それぞれ委員会が設置され、渡良瀬
わ た ら せ

遊水地第

２期事業114を中断、平取
びらとり

ダム115を一時凍結とする答申を出した[三田, 2010]。残りは「事業

継続が妥当」あるいは「両論併記」と答申した。これら以外の事業が継続的に審議の対象

になることはなかった[三田, 2010]。帯谷は「ダム審」を委員選定方法や審議が非公開であ

ることが問題と指摘している。結果として、「ダム審」は審議の対象となったほとんどが計

画の妥当性を追認する答申を出したため、「お墨付き機関」との指摘がなされた[帯谷, 2014]。 

 

表 2-3 「ダム等事業審議委員会」の結果 

 

                （国交省資料に基づき筆者作成） 

 

これと並行して、1997 年、建設省河川局は予算の圧縮を目的として116、全国で計画が進

行中のダム事業全てについて、計画の必要性、緊急性、コスト、住民の反応などを項目別

に点検し、計画を中止、凍結する具体的な事業名を公表した。この改革は「ダム事業の総

                                                   
112 以下、本稿では「ダム等事業審議委員会」を「ダム審」と記載する。 
113 細川内ダムについては村長が出席を拒否したため、設置と審議は行われなかった 
114 首都圏に水を供給するために国が計画した栃木、茨城、群馬、埼玉の４県にまたがる渡

良瀬遊水地総合開発の第２期事業。第１期事業は 1989 年に完成したが、第 2 期事業は利水

需要がなくなったとして、中止された（朝日新聞、2002 年 8 月 7 日） 
115 1973年、北海道開発局の沙流川総合開発事業の一環で二風谷ダムとともに計画された。

に着手した。総事業費は約 573 億円。付近はアイヌ民族の人口比率が高い。民主党政権下

の「ダム事業の検証要請」の対象にもなり、本体工事が凍結されていたが、2012 年に再開

された。（朝日新聞、2012 年 11 月 10 日） 
116 公共事業費が前年度比で 7％削減される財政事情を反映させたとされた。（朝日新聞、

1997 年 8 月 27 日） 

凍結 中断
国 13 1 1
都道府県 0 0 0

ダム事業

対象事業数
結果
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点検」と呼ばれた。中止とされたのは６事業であった117。また翌年度は予算要求せずに当面

事業休止するとされたのは 12事業、調査のみを継続し、建設工事への着手を凍結するとさ

れたのは 70 事業となった118。中止が決まった 6 事業はいずれも都道府県営ダム事業119であ

った。この点検は建設省主導ではなく、自治体が建設の適否を判断したと報道された120。

うち 3 事業121はダムの貯水量が 100 万トン以下と小規模なことから「生活貯水池」122と呼

ばれている。中止あるいは休止になった事業の進捗はいずれも「調査」段階で、ダムの本

体工事や集落移転などが行われた事業はなかった123、中止の理由の多くが、水需要が予測

を下回ったことや124、事業費が膨らんだことで費用対効果が得られないことであった125。

建設省は中止を受けて補助金等の予算要求をしないことを決めた126。 

表 2-4 「ダム事業の総点検」の結果 

 

（答弁書第１号、内閣参質 141 第 1 号、平成 9 年 11 月 14 日、参議院議員竹村泰子氏への

橋本龍太郎内閣総理大臣の答弁書から筆者作成） 

 

藤田は自らの省の事業が改革の対象になった時の建設省の対応を、中止になった事業が

少なかったこと着目し、自民党主導でいくつかの事業は中止されたが、族議員と建設省が

取り組んだ改革は、公共事業という政策コミュニティに決定的なダメージを与えるものに

はなりえなかったと考察した[藤田, 2006]。 

また、この時期、もう１つ大きな政策転換が行われた。都道府県事業に対して支払われ

る国からの補助金の扱いである。従来は都道府県が途中で事業を終了や中止した場合、補

助金適正化法に基づき国から支出済み補助金に「加算金」を上乗せして返還を求められて

                                                   
117 答弁書第１号、内閣参質 141 第 1 号、平成 9 年 11 月 14 日、参議院議員竹村泰子氏へ

の橋本龍太郎内閣総理大臣の答弁書による。 
118 同上 
119 同上 
120 日本経済新聞、1998 年 8 月 31 日 
121 朝日新聞、1997 年 8 月 27 日。 
122 山間部や島しょ部などの治水、利水対策を目的として、1988 年に創設された小規模ダ

ム。有効貯水容量が約 100 万㎥以下のもの。 

ダム便覧、「ダム事典[用語・解説]（生活貯水池）」 

http://damnet.or.jp/cgi-bin/binranB/JitenKM.cgi?id=425 （2017 年 4 月 30 日確認） 
123 朝日新聞、1997 年 8 月 27 日。 
124 水需要減少の要因の多くは人口減少によるものである。 
125 日本経済新聞、1998 年 8 月 31 日、 
126 日本経済新聞、1998 年 8 月 31 日、朝日新聞、1997 年 8 月 18 日。 

中止 休止
国 105 0 0
都道府県 246 6 12

ダム事業

対象事業数
結果
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いた127。しかし、地方分権改革の進展に伴い、都道府県に返還の必要はないとされた。大

蔵省が「地方分権推進計画」に「（自治体の）中止決定に合理的な理由があれば、補助金は

返還しなくてもよい」とする見解を明記した128ためである129。「事業中止が自治体の過大な

負担とならないため」とされた130。 

1997 年 7 月、「地方分権推進委員会」（諸井虔委員長）が、長期的に補助金を支出してい

る補助事業について「社会情勢の変化に応じて中止した場合は、過去年度分も含めて補助

負担金の返還を要しない仕組みとする」と勧告していた131。当初、この文言は「地域分権推

進計画」に盛り込まれなかったが、1998 年 4 月に追加された。中央政府への補助金返還が

求められないことで、地方政府が自律的に終了を決定する環境は少しずつ整ってきていた

と言える。一連の改革は不十分との批判を受けながらも、終了した事業は一定数存在し、

これまで推進一辺倒であった公共事業をめぐり国が初めて本格的な見直しを検討した取り

組みであった。 

 

２）与党３党の見直し（2000 年） 

 

 次に国が大型公共事業の見直しに着手したのは、2000 年夏であった。自民党は 2001 年

度の予算編成を前に、公共事業のあり方を抜本的に見直すことを目的として、亀井静香政

調会長直属の「公共事業抜本見直し検討会」を設置し、初会合を開いた132。自由民主党、

公明党、保守党の与党３党は、設置にあたり「我が国における公共事業が経済社会の変化

や時代のニーズに必ずしも適応したものになっていないという強い批判を受け」133たとし

た。与党３党は「検討会」での議論を受け、『現在の公共事業の抜本的見直しに関する三党

合意』を発表した134。内容は計画段階にある事業および既に着工している事業として 233

                                                   
127 日本経済新聞、1998 年 8 月 31 日。 
128 同上。 
129 1998 年 5 月に閣議決定された「地方分権推進計画」の第 4 国庫補助負担金の整理合理

化と地方税財源の充実確保、（３）国庫補助負担金の制度・運用の在り方をめぐる国と地方

の新しい関係の確立、イ 長期にわたり実施中の国庫補助事業等の再評価、に次のような

記載がある。「再評価の結果、当該国庫補助事業等を中断する場合、補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律第１０条第１項においては、…略… 事情の変更により特別の

必要が生じたときは、当該交付の決定を事業等の執行が済んでいない部分に限って取り消

すことができるとする趣旨を定めており、…略…既に事業等の執行が済んだ部分について

補助金等の返還を求められることはない」 
130 朝日新聞、1997 年 8 月 18 日。 
131 朝日新聞、1998 年 5 月 12 日。 
132 朝日新聞、2000 年 7 月 27 日（夕刊）。 
133 国交省、「平成 12 年度 河川局関係事業における事業評価について」、「Ⅱ再評価につい

て」、「１.公共事業の見直し」、「１）概要」 

http://www.mlit.go.jp/river/press_blog/past_press/press/200101_06/010328/010328_21.h

tml（2017 年 4 月 30 日確認） 
134 同上 
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事業（建設省 102 事業、運輸省 61 事業、農水省 70 事業）を抜本的に見直すというもので

あった135。対象となった事業の基準は次の通りであった136。１、事業採択後 5 年以上経過

して、未だ着工していない事業、２、完成予定を 20 年以上経過して、完成に至っていない

事業、３、現在、休止（凍結）されている事業、４、実施計画調査に着手後 10 年以上経過

して採択されていない事業、これに加えて、建設省の独自基準である「事業採択後 20 年以

上経過して継続中の事業で当面事業の進捗が見込めないもの等」も対象とされた137。それ

ぞれの事業の主体者に対し、第三者で構成される事業評価監視委員会を開催し審議するよ

う要請した。233 事業のうち 24 事業については、与党 3 党は具体名をあげて中止を勧告し

た138。建設などが対象に追加した事業もあわせて計 279 事業のうち、計 255 事業の中止が

決定した139。この改革でも国は見直しの基準と考え方を示し、事業名を挙げたものの、そ

の後の検討プロセスの選択は都道府県に任せた。 

 中止になった事業のうち、ダム事業に特化してその内訳を確認すると、国の事業は 12 事

業、都道府県営の事業は 34 事業であった。大型のダム事業では徳島県の細川内ダム140など

が終了した。しかし、中止勧告されたにもかかわらず、中止されなかった事業もあった141。 

 見直しの背景は、当時の自民党の危機感があり[井堀, 2001 など]、2000 年の総選挙で「公

共事業見直し」を掲げた民主党が強く批判していた142島根県の中海・宍道湖淡水化事業143と

徳島県の吉野川第十堰改築事業も対象となった144。一方、「抜本的見直し」の対象とされた

                                                   
135 同上 
136 同上 
137 同上 
138 朝日新聞、2000 年 8 月 28 日（夕刊）、24 事業のうちダム事業は 2 事業あった。24 事

業以外の事業については、発表時点では具体名はあげられなかったが、その後、建設省は

追加で 92 事業の事業名を公表した。 
139 朝日新聞、2000 年 11 月 29 日。 

140 徳島県那賀
な か

川に国が計画した多目的ダム。事業費は約 1100 億円。1968 年に予備調査が

始まったが、村は建設に反対し、1994 年に「ダム建設阻止条例」を制定した。1997 年に事

業は一時休止となり、2000 年 11 月に建設省は中止を決定した。（朝日新聞、2000 年 12 月

14 日） 

141 例えば、国交省が愛媛県肘川の支流に計画した山鳥坂
や ま とさ か

ダム。1986 年に着工されたが、

予定地域の住民の反発があり長期化していた。見直しの対象となったが、建設を推進する

愛媛県知事らが計画を見直した上、継続とした。その後、他の自治体が利水の扱いをめぐ

って見直し案に反発し、治水専用ダムに目的が変更された。 
142 朝日新聞、2000 年 8 月 26 日 

143 鳥取県と島根県の県境にある湖「中海
なかうみ

」を干拓、淡水化した上で、農地として造成し、

米を増産することを目的に開始された農水省の事業。米の減反が進み、事業による環境悪

化なども指摘され、1988 年に鳥取、島根両県が国に対して事業の中断を申し入れ、凍結と

なった。2000 年の「与党 3 党の見直し」で、残っていた地区の干拓は中止となった。その

後、淡水化事業も 2002 年に終了した。約 850 億円が費消された（朝日新聞、2012 年 12

月 25 日） 
144 朝日新聞、2000 年 8 月 9 日 
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事業は、すでに休止していたり、事業が進捗していなかったりするものが多く、終了が比

較的容易な事業で、国は改革の成果をアピールしやすいよう事業を選択したのではないか

と批判もされた145。この時点で政府は既に 2001 年度の当初予算案の公共事業費を前年度並

みに据え置く方針を決めていて、見直しで縮減された財源は別の事業に振り向けられるこ

ととなり、公共事業費全体の削減には直接結びつかなかった146。 

三田はこの時の建設省が独自基準で見直しの対象を増やしたことについて、「与党に任せ

きりにしない姿勢」をアピールしたと指摘した[三田, 2010]。三田は当時の官僚は与党３党

の政治家に協力的だったともいえるが、中止対象になった事業が調査段階のものが多かっ

たことから抵抗が少なかったと論じた。１度目の改革でも２度目の改革でも建設省は与党

と同時かあるいは追随する形で独自の基準で中止したり、候補を提示したりした。事業推

進官庁が与党による見直しに同調するような行動をとったのはなぜだろうか。そこでの建

設省のインセンティブを考える上では、戸矢による大蔵省の分析が参考になるだろう。戸

矢は、金融ビッグバンが出現した理由について「国家アクターが公衆の支持を失った時、

国家アクターは組織存続の必要性から、公衆の支持の回復に努める」という仮説を提示し、

大蔵省と自民党がそれぞれの組織の存続に向けた戦略的互恵関係による行動の結果として

説明した [戸矢, 2003]。1990 年代前半から公共事業批判を受けてきた建設省は、与党との

「戦略的互恵関係」の産物として、自ら改革に取り組む姿勢を「公衆の支持を得るために」

に示したことが考察される。建設省河川局所管事業で中止された事業を整理した。 

表 2-5 「与党３党の見直し」の結果 

 

（国交省オフィシャルウェブサイト、平成 13 年度河川局関連予算決定概要、公共事業見直

し等の概要 から筆者作成） 

 

 中止とされた事業数を比較すると２回目の改革は１回目に比べてより大きな効果をあげ

たと考えられる。見直し対象となった事業はほぼ中止が決定された。 

 

３）民主党政権下のダム事業の検証要請（2010 年） 

 

３度目の改革は民主党への政権交代の後、行われた。民主党は 2009 年の選挙の際、公約

                                                   
145 朝日新聞、2000 年 8 月 29 日 
146 朝日新聞、2000 年 8 月 28 日（夕刊） 

対象事業数 中止
河川事業 国 1 1

都道府県 29 28
ダム事業 国 14 12

都道府県 34 34
砂防等事業 都道府県 2 2
海岸事業 都道府県 3 3
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に掲げていた147「できるだけダムに頼らない治水への政策転換」というスローガンを政権

交代直後から実施しようとした。野党時代から民主党には大型公共事業批判を展開してき

た議員が多く所属していて148、これらの議員が中心となって改革は進められた。1990 年代

に争点となった公共事業改革は、2000 年代に再度、政治課題となった。2009 年 12 月に「今

後の治水対策のあり方に関する有識者会議」149が発足した150。ここでの議論で示された「中

間とりまとめ」151の考え方に従い、国や都道府県はダム事業の検証を行った。この「中間

とりまとめ」には別添資料として、「検証の対象とするダム事業」として個別事業名があげ

られた。対象となった国の事業は 25152、水資源機構事業は 5、都道府県事業は 53 で計 83

事業であった153。2010 年 9 月に、国交省河川局長から各都道府県知事宛に「ダム事業の検

証に係る検討を行うよう要請します」と記載された文書が発信された154。 

この検証要請の特徴は、具体的な作業手順と方向性を「有識者会議」が示したことにあ

る。「中間とりまとめ」の内容は 10 章からなり、「はじめに」として、「今後の治水対策の

方向性」を示しており、「『できるだけダムにたよらない治水』への政策転換を進めるとい

う考え方に基づき」と明記された。次に「個別ダム検証の進め方」として、「関係地方都道 

府県からなる検討の場」を設置し、検討の過程では、関係地方公共団体の長や住民の意見

を聴くこととされた。「複数の治水対策の立案」などダム以外の治水対策案も提示すること

を求め、「総合的な評価の考え方」として評価するべきポイントが 10 ページ以上に渡って

記載され、これらに沿って検討を進めるよう要請していた155。 

要請に従い、各都道府県で検証が行われ、2016 年 8 月 25 日時点で、「中止」とされたの

は 19 事業、「継続」とされたのは 31 事業、「検証中」とされたのは 3事業であった156。尚、

                                                   
147 朝日新聞、2010 年 7 月 3 日 
148 例えば、諫早湾干拓事業や長良川可口堰事業に反対していた菅直人氏や吉野川第十堰を

めぐる住民投票実施を支援していた仙谷由人氏などがあげられる。（朝日新聞、1997 年 5

月 12 日（夕刊）、1998 年 11 月 25 日など） 
149 委員は、大学教授など専門家 9 名で構成された。 
150 今後の治水対策のあり方に関する有識者会議「今後の治水対策のあり方について 中間

とりまとめ」(平成 22 年 9 月)p. 1 
151 「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」における 12 回の議論を経て、作成さ

れたもの。 
152 この時の国交省の考え方では、１事業に２つのダムがある場合は１事業とカウントされ

ている。この考え方に該当した事例は北海道開発局が事業主体の幾春別川総合開発で、ダ

ムは２施設あった。今後の治水対策のあり方に関する有識者会議「今後の治水対策のあり

方について 中間とりまとめ」(平成 22 年 9 月)【別添資料１】p. 66 
153 今後の治水対策のあり方に関する有識者会議「今後の治水対策のあり方について 中間

とりまとめ」(平成 22 年 9 月)【別添資料１】pp. 66- 69 
154 国河計調第 7 号、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目の策定につ

いて」 

155 滋賀県担当者へのヒアリングでは「有識者会議が示した検証方法は、滋賀県のダム事業

の評価方法を取り入れたもの」と回答があった。 

156 国交省「個別ダムの検証の状況」（平成 28 年 8 月 25 日時点） 



66 

 

 

国の事業では「中止」は 5事業157、「継続」は 20事業、水資源機構の事業については「中止」

が１事業158、「継続」が 3事業、「検証中」が 1事業、であった159。尚、政権交代時の選挙で

争点化した八ツ場ダムについては、2015 年 1 月、本体工事に着工された。 

 

表 2-6 「民主党政権によるダム事業の検証要請」の結果 

 

（国交省オフィシャルウェブサイト「個別ダムの検証の状況」（平成 28年 8 月 25 日）をも

とに筆者作成） 

 

小括 

 

本節では、本研究の観察対象である終了プロセスの始点と終点を国の制度変更や改革か

ら検討した。始点は終了という営為がおきた要因である制度変更や改革で、いずれも地方

政府にとって終了促進要因となった。国はいずれも基準や考え方を地方政府に示し、地方

政府はそれに基づき、終了の検討に入り、国に対して結果を応答した。その応答が終点に

あたり、終了や継続、というものであった。本研究は地方政府に国からバトンが渡されて

から地方政府が応答するまでの間、いかなるプロセスを経たのかを解明することである。

始点である改革と制度変更はいずれも地方政府にとって終了促進要因になったことがわか

ったが、改革で国に名挙げされなかった事業も地方政府は終了した可能性があるため、検

証が必要である。繰り返しになるが、改革で地方政府は中央政府から終了検討のきっかけ

を与えられながらも、その後の判断とプロセスは地方政府の裁量に任された。河川法改正

など制度変更においても同様で、国は一定の基準を示し、その後の裁量は地方政府に任さ

れたのである。 

 なぜ中央政府の改革は地方政府に裁量の余地を残す形で行われたのか。それでもなぜ地

方政府にとって終了促進要因となったのか。前者については、表向きは中央政府が各事業

を所管する各地方政府の政策選択およびその過程を尊重したためにも見えるが、実際はた

とえ、地方政府に裁量の余地を残したとしても、中央政府は地方政府が中央政府の改革に

そのまま従うと考えたからではないか。なぜなら詳細は次節での検討にまわすが、河川政

                                                   

157 中止とされた国交省のダム事業は、吾妻
あがつま

川上流総合開発、荒川上流ダム総合開発、利根

川両流ダム群再編、三
み

峰
ぶ

川総合開発（戸
と

草
ぐさ

ダム）、七
なな

滝
たき

ダムであった。 

158 丹生
に う

ダム事業。 
159 国交省「個別ダムの検証の状況」（平成 28 年 8 月 25 日時点） 

対象事業数 中止
ダム事業 国 25 5

水資源機構 5 1
都道府県 53 19
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策およびダム事業の政策決定過程は中央―地方関係で捉えると集権的160であるためである。

そのため、中央政府は地方政府が自律的な決定を行うことが難しいと考え、引き続き集権

的な関係を維持したままの状態であれば、地方政府に裁量の余地を残したまま決定を地方

政府に委ねたのではないだろうか。しかし、その結果はどうだったのか。後者への答えは

事例の叙述部分で明らかにしていくが、地方政府は唯々諾々と中央政府に従ったわけでは

なかった。地方政府は事業終了という自らが行った政策選択に正統性を与えるために中央

政府の改革を戦略的に利用した事例がかなりの数、存在した。つまり、地方政府は中央政

府が予想を裏切る形で、政策選択を行い、自らの自律性と多様性を示したのである。本稿

では国交省は地方政府の対応予測を見誤ったと考えている。なぜ見誤ったのかは定かでは

ない。 

  

                                                   
160 曽我の定義では、集権的とは地方政府の権限や財源が少なく、中央政府による統制がか

けられているため、地方政府が自律的に意思決定を行えない状態だとされる[曽我, 2013, p. 

226 ]。 
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第３節 ダムがつくられるまで 

 

 本節では河川政策及びダム事業の構造を観察する。具体的な政策や事業の形成過程を検

討する。第１節では、時期によってダム事業を中心とした河川政策をめぐるアクターの構

図が異なっていたことを示し、第２節では、国が行った改革がいかなるものかを示してき

た。本節では改革後の河川政策の決定過程に着目し、ダムができあがるまでのプロセスを

段階ごとに具体的に見ていく。 

ダム事業は河川政策における１つの事業で、計画の中に位置づけられている。ここでは

主に、本研究の分析枠組みを念頭に「河川政策やダム事業の決定に影響力を持つのは誰か」、

「決め方はいかなるものか」を念頭に置きながら議論を進める。本研究の観察対象は「事

業終了」であるが、ここではダム事業が決定する過程、つまり終了の逆方向とも言える事

業の形成過程を確認し、終了のプロセスを検討する上でのとば口とする。 

 

１、河川政策の決定過程 

 

現在の河川政策は、次のような政策決定の流れになっている。一級河川については管理

者である国が、二級河川については管理者である都道府県が決める。その政策決定過程は

国も地方政府もほぼ共通していて、国が示した過程を地方政府がほぼ準じる形で運用して

いる。まず、国・都道府県ともに河川管理者は、ある河川の整備のビジョンと基本的な方

針を示す「河川整備基本方針」161を策定する。「基本方針」は約 100 年のビジョンを想定し

たもので、河川政策の基本となる河川の基本高水流量、計画高水流量などもここで決めら

れる。 

次に河川管理者は「基本方針」で定められた基本高水流量等をもとに、ダムや河川改修

の場所、内容や方法を定めた「河川整備計画」162を策定する。「基本方針」と「整備計画」

のいずれの策定過程において、専門家や関係自治体の首長の意見を聴くことが義務付けら

れている。住民の意見については、「整備計画」策定の際にのみ河川管理者が「必要に応じ

て」と判断した場合に限り、聴取する。 

河川政策の決定過程をテーマにした研究は多くある。まず「政策決定に影響力を持つの

は誰か」という観点から見ると住民参加が十分でないとの指摘がある [政野, 2008] [若井, 

2009]。住民が河川政策に意見を述べることが可能なのは、「整備計画」策定時に限られて

いるのは不十分であるという指摘である。基本高水流量や計画高水流量など政策設計のも

ととなるデータは「基本方針」策定段階で決められていて、「整備計画」策定段階で住民が

意見を述べても大きな影響を与えることはできないとされた。決定者が誰であるべきかに

ついても、新川は「河川管理者がいつまで行政機関であり続けるのか。この権限を一定程

                                                   
161 以下、本稿では「河川整備基本方針」を「基本方針」と記載する。 
162 以下、本稿では「河川整備計画」を「整備計画」と記載する。 
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度、地域住民が分担してその責任を果たしていくことが出来ないか」と提起した [新川, 

2008]。武藤は河川管理制度を中央集権的な発想で河川の地域的性格を無視した考え方であ

ると論じた[武藤, 1995]。武藤は河川管理を道路管理と比較し、共通する特徴として、次の

４点をあげた。１、幹線から支線へという重要度に応じた階層構造がとられている ２、

階層構造を指定あるいは認定する権限も同様に建設大臣、知事、市町村長の順での階層構

造となっていて、その結果として例外的な委任関係が生じている ３、指定で初めて管理

権限が生じるという指定前提主義を取っている ４、その帰結として指定されない河川に

ついては管理者があいまいになっている、とした。河川政策の形成過程において専門的な

知識を持つ技術官僚の影響力の大きさも指摘されてきた[藤田, 2008] [新藤, 2002]。藤田に

よると、河川官僚を含む土木技官は「権限、予算、情報等の強力な資源を有している」存

在で、「政策形成から事業の決定までを行い、予算配分の調整も行うなど中心的な役割を果

たし、彼らの地位を保障する結果となっている」と考察した。新藤も技術官僚が政策決定

に大きな影響を及ぼしていると指摘している [新藤, 2002]。森は「住民らが費用便益分析な

どの評価結果に対して異議を唱えようとしても、自らそのような社会経済的効果の把握と

評価を行うにはかなりの専門的な知識と学習努力を要することにより困難が大きい」と河

川政策の持つ専門性が住民参加を阻むとした [森, 2008]。また、国交省は多くの技術官僚を

出向の形で都道府県に送り込んでいる[藤田, 2008]  [新藤, 2002]。稲継の指摘によると、

1996 年の資料では中央政府から地方政府への官僚の出向を省庁別に見ると、建設省が最も

人数が多いとされている[稲継, 2000]163。また国は地域ごとに出先機関を設け、都道府県の

担当部署とも関係が深い。更に都道府県の河川事業をめぐって国が支出する補助金が都道

府県の自律性を奪っているという指摘もある164[五十嵐・小川, 1997]  [森, 2008]。 

ここまでの検討の結果、「河川政策やダム事業の決定に影響力を持つのは誰か」という観

点で考えると、国の官僚、特に技術官僚の影響力が強いと言える。河川政策の政策決定過

程の段階別の特徴は整理すると次のようになる。「基本方針」策定は官僚が中心となって進

む。次の「整備計画」策定は、管理者が必要と考えた時のみ住民が参画することが可能と

なり、アクターは増える。「基本方針」で決定された内容が「整備計画」策定時点で住民が

知るケースも多く、住民らが反発するケースも想定される。 

 

２、ダム事業の決定過程 

 

 次にダムとはどのような構造物かを概観し、ダム事業が河川政策に位置づけられるまで

の過程を検討する。ここでも本研究の課題である「決め方はいかなるものか」に着目しつ

つ、ダム事業の終了はどの段階でいかにして起きるのかを示す。 

                                                   
163 稲継の指摘は建設省全体を指していて、河川官僚以外も含まれる。 
164 公共事業における中央―地方関係を財政面からとらえた考察は、例えば [井堀, 2001]な

どがある。 
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 ダムとは河川の水を貯溜することを目的とした高さ 15ｍ以上の構造物を指す165。 

ダムの大きな役割は次の３つとされている。洪水の調節を目的とした治水、水道用水や灌

漑、発電のための利水、渇水時に河川に適切な分量の水を流すための水量の確保や環境保

全である。 

表 2-7 ダムの主な役割 

 

ダムの役割 

治水 

利水 

環境保全 

                      （筆者作成） 

 ダムを造る際の考え方はおおまかに言うと次のようになる。ある河川について、例えば

「200 年に１度」「100 年に１度」の雨が降っても川から水があふれないようにすることを

その河川の治水の目標と定める。次にこの「200 年に１度」「100 年に１度」の雨が降った

際、河川に流れ込む雨水の最大の流量を設定する166。この最大流量は基本高水流量167と呼

ばれる。基本高水流量のうち、堤防や河川改修などで河川から水があふれ出ないよう処理

できる水の分量を算出する168、この水量を基本高水流量からマイナスした残りの分量をダ

ムで全て処理するとする。つまり、河川政策における治水の基本的な考え方は、基本高水

流量を堤防や河川改修で処理する分量については前提としつつ、残余の分量をすべてダム

に担わせる形で対応するというものである。 

図 2-5 治水政策におけるダム事業の考え方 

 

                            （筆者作成） 

                                                   
165 河川法第四十四条、15ｍ以下のものは堰と定義されている。 
166 ここでは 
167 基本高水は洪水を防ぐ計画の基本となる洪水流出の波形のことを指し、基本高水流量は

ある基準点における基本高水のピークの値を指す。基本高水は河道、ダムなどに配分され

る。 
168 計画高水流量と呼ばれる。 

ある規模の洪水で
河川に流れ込む最大の流量

（基本高水流量）

河川改修で処理可能な
流量

（計画高水流量）

ダムで処理可能な流量
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 このいわば引き算でダム事業を決めていく政策過程については先行研究では多くの批判

がされている。その指摘の多くは「超過洪水対策不足」という問題である。まず全体量を

決め、引き算でダム事業を決める考え方では、仮に当初想定していた以上の雨が降った時

には雨水は河川から溢れるが、溢れた場合の政策的対応は十分になされないという指摘で

ある[嘉田, 2010]。大熊は「ダムによる洪水調節には一定の限界があり、河道による洪水処

理計画に対する補助的な役割を担っているに過ぎない」 [大熊, 2007]と論じた。今本は「基

本高水をクリアするのが治水という錯覚に呪縛されている」 [今本, 2009]と批判し、ダムを

治水政策の主役とすることが「治水計画を硬直させている」と論じた。梶原は利根川治水

を対象に基本高水流量の算出方法の科学性に疑問を呈した [梶原, 2014]。梶原は利根川水系

の治水目標は「達成困難」で八ツ場ダムなどの「多目的ダムは非効率」と批判した。また

ダム完成までに要する費用と時間を政策過程から検討し、その非効率性を指摘する意見も

多くある [五十嵐 小川, 1997]、[五十嵐 小川, 2001]。 

次に、本研究はダム事業終了の帰結も観察するため、ダム事業が地域社会や環境に与え

る影響を観察した先行研究にもここで触れておく。社会学者らを中心として研究が進めら

れてきたが、代表的なものは先述の通り、町村らを中心とした佐久間ダムを対象にした一

連の研究がある。また植田は、ダム建設が予定地に「むらの存続か消滅か」という選択を

突然、突き付けた事例を議論した [植田, 2012]。植田は水没予定地の「むら」の存続を願う

人たちがダム工事の「早期着工」という一見矛盾するような態度を表明したことがいかな

る意図を持つものかを論じた。また集団移転にも着目し、移転先で人々が取り組んだ実践

を通じてむらの姿を取り戻そうとする人々の思いを描いた。ダムが環境に与える影響につ

いては多くの論考があるが（たとえば、[小野, 2014]）、漁業へのダメージ以外に最近では、

ダムは常に河川の土砂が流入するという特徴を持つため、ダムは土砂でいずれ満杯になっ

て使い物にならなくなる169恐れを危惧する指摘があり [保屋野, 2007] [角幡, 2006]、この溜

まった土砂を排出する排砂が周囲の環境に大きな影響を与えるという意見もある [角幡, 

2006]。一連の先行研究はダム事業の建設の妥当性や治水政策全般をめぐる世論の喚起に大

きな役割を果たし、社会における公共事業の意義と課題を明らかにしてきた。住民の河川

政策への関心を高め、政策形成過程への住民の参画に影響を与えたと言える。 

 本節の最後にダムが完成するまでのおおまかな手順と内容を検討する。まず河川管理者

はダム建設にあたって必要となる条件を確認するために地質調査などの「予備調査」を行

う。平行して地元への説明や地権者との交渉も開始する。「予備調査」の結果、技術的な問

題がなければ、「実施計画調査」と呼ばれる具体的な調査を行う。実施計画調査開始の段階

で、国庫補助金が交付され、事業は採択されたことになる。水没予定地域の集落移転もこ

の時期に行われる場合もある。「実施計画調査」が完了すると、「建設工事」へと進む。用

地の買収や補償、工事用道路の取り付けが進み、最後にダム本体の建設が着工される。ダ

ムの完成後、試験的にダムに水を満杯まで貯める「試験溜水」が行われ、運用が開始され

                                                   
169 「堆砂問題」と呼ばれている。 
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る。大型ダムの場合「予備調査」だけでも約四半世紀を要する事業もあるが、小規模ダム

の場合「予備調査」から運用まで数年しか要しない事業もある。小規模ダムでは「予備調

査」を行わない場合がある。 

本研究が観察対象とした終了したダム事業は、全て「予備調査」あるいは「実施計画調

査」の段階、あるいは建設工事に入った事業でも用地買収や補償、移転が完了し、工事用

道路の取り付けが行われている段階であった。全国的に見ても最後の本体工事着工後に終

了した事例は１事業しかない170。 

尚、ダム事業は先述の通り、国の事業であっても都道府県が直轄事業負担金として全体

の費用の一部を負担し171、都道府県の事業であっても国からの補助金が全体の費用の約２

分の１を負担する。ダム事業は財源的にも中央政府と地方政府の関係が非常に密接である。 

都道府県営ダムが出来上がるまでの過程を以下に整理した。 

 

図 2-6 ダムができるまで 

 

                            （筆者作成） 

小括 

 

本節では、河川政策の形成過程とその中に位置づけられるダム事業の形成過程を検討し

てきた。そこには専門知識を持つ技術官僚が大きな影響を与えていて、政策形成には専門

                                                   
170 2009 年に大阪府が中止した槇尾川ダム事業のみ、本体工事が着工された後であった。 
171 直轄事業負担金については、神野が「現在では河川管理の直轄事業は、地域住民の意思

とは無関係に決定されるにもかかわらず、その費用は直轄負担金（100 分の 45、３分の１、

10 分の 3）として都道府県も支払わなくてはならない」とし、地方政府から見て「決定権

のない負担」と批判している[神野, 2014]。 

予備調査 建設工事実施計画調査

・地質調査
・地元への説明
・おおまかな設計

・用地調査・買収
・設計

・工事用道路建設
・ダム本体工事

・地質調査
・地元への説明

完成

国庫補助金

事業終了が起きる段階（本体工事着工まで）
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的な知識が要求される場合もあり、それが住民参加の範疇の狭さに長く影響を与えてきた

と言える。曽我は、行政への市民参加を検討する際は「市民のどの部分が参加するのか」

という軸と「公共政策の形成から実施に至るどの段階で参加するのか」という軸から整理

した [曽我, 2013]が、河川政策にあてはめて考えると、1997 年以降も前者の軸を決定する

のは河川管理者であるため、「市民の一部」が審議会に代表として参加するケースが多い。

また、「どの段階から」という点では、「整備計画」策定の段階からしか参加ができないた

め、いわば「途中からの参加」になる。この「途中からの参加」が過程に与える影響は大

きく、「途中参加」した市民が、「隠された情報」があると認識した場合は強い反対運動に

発展してきたと考えられる。本節冒頭の「河川政策やダム事業決定に影響力を持つのは誰

か」という疑問への解答は、官僚、特に技術官僚ということになる。「決め方はいかなるも

のか」という問いについては、集権的で住民参加の範疇の狭いものというのが本稿の解答

となる。また河川政策の政策決定過程は中央―地方関係の枠組みのうち総合―分立の軸で

考えると、分立的172と考えられる。 

 

まとめ 

 

本章では、河川政策とダム事業をめぐる歴史と構造を見てきた。歴史部分では国が主導

してきた部分が多かったことがわかった。またそれに対して住民らが反発してきたが、そ

の反発も当初は行政側の対応が不十分とするものから、事業のとりやめを求める内容に変

容してきた。ダム事業終了はこの変容後に起きた。また本研究が観察対象とするダム事業

の終了は財政規律の制約と無党派知事の登場に代表される1990年代後半以降の地方政治の

変動の帰結の１つであると考えられた。一方、国では住民の反発に対応するための制度変

更や改革が進み、事業評価監視委員会の設置や河川法改正などは終了促進要因になったと

考えられた。中央政府はいずれも一律の基準を地方政府に示しはしたが、地方政府では住

民参加の様態などにおいてヴァリエーションに富んだ運用を行っていた。公共事業改革で

も同様で、中央政府は事業終了に向けて一律の基準や考え方を示し、事業名までも挙げた

ものの、その後のプロセスは地方政府に任せていた。任せた理由は河川政策の決定過程は

集権的で政策領域は分立的でかつ独立性173の低い特徴を持つため、中央政府は地方政府に

任せても自分たちの意向に従うと考えたためと推測される。中央政府からバトンを渡され

た形の地方政府は、このような特徴を持つ河川政策において、撤退戦の戦略を練ることに

なる。 

河川政策の構造はこのように集権的で、地方政府にとっては自前で財源、権限、人員を

                                                   
172 曽我の定義では政策ごとに別個の地方行政組織や財源・人材・情報の経路が存在してい

ることを指す[曽我, 2013, p. 230]。逆は「総合的」とされている。 
173 曽我の定義によれば、「独立性」とは資源の調達から組織のありようを捉える概念とさ

れている[曽我, 2016, p.18]。 
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全て調達することが難しいものであることも明らかになった。また、技術官僚が政策決定

過程に大きな影響力を持ち、住民参加の範疇が狭いという特徴も示された。これらが住民

からの批判を招き、その後の改革に至ったと位置づけた。 

バトンを渡された地方政府はいかなる撤退戦を行ったかは、４章、５章の事例調査で記

述するが、その前に次章で、議論の進め方を提示する。 
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第 3章 本研究の議論の進め方 

 

 本章では本研究の議論の進め方を説明する。本研究では定性的手法で進めることとし、

第１節ではその理由を説明し、調査方法などを述べる。第２節では事例選択の考え方を示

す。事例は都道府県については、青森、岩手、新潟、鳥取、滋賀、の計５県の調査を行う

こととし、各県で終了した個別事業を観察し、本研究の問いに沿って比較を行うことを示

す。 

 

第１節 本研究の手法 

 

１、結果の理由を問う 

 

本研究の課題は、第一に、政策終了研究の領域において、終了のプロセスの解明を行う

ことである。第二に、地方政治研究の領域において、終了のプロセスを地方政府による政

策選択の結果と位置付け、その理由を地方政治に影響を与えてきたとされる多様な要因の

組み合わせから説明することである。地方政治でこれまで問われてきたテーマと終了のプ

ロセスについての研究を連動させることを目標とする。 

終了のプロセスを解明するために、本研究ではこれまで地方政治で問われてきた主要テ

ーマに基づき、３つの問いを設定した。 

 

【問い１】終了を主導したのは誰か 

【問い２】終了のプロセスはどのようなものか 

【問い３】終了のプロセスへ影響を与えたものは何か 

 

本研究はこれらの問いに答えるために定性研究の手法を取る。具体的には、終了事例の

調査を通じて、終了のプロセスへ影響を与えた要因の特定について推論をたてる。これは

複数の要因の組み合わせから結果がなぜこうなったのかの理由を説明しようとするもので、

定性的研究が適しているとされる[Goertz and Mahoney, 2012]。個別の事例で生じた結果

について、包括的な説明を示し、因果関係の解明を目指したい。そのために定性研究を採

用した研究は多くあるが、例えば、Moore は民主主義への経路は変数の組みあわせによって

３つのプロセスがあり、どの国がどの経路をたどるかを８つの国を事例にして解明した 

[Moore, 1966]。また、Acemoglu と Robinson は経済格差が高い水準にある国々ほど軍事政

変が起こりやすいという因果関係を導きだした[Acemoglu and Robinson, 2013]。こういっ

た方法は定性研究において標準的で自然とされている[Goertz and Mahoney, 2012] 。 

本研究では、終了があるプロセスを辿ったことの説明と別のプロセスを辿ったことの説

明が正反対の要因群によるものではない可能性もあると考えている。Goertz と Mahoney は
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このような要因間の組み合わせがもたらす因果効果を分析する上では、定性研究に強みが

あると主張している。そのため、従属変数を Y、独立変数を X と考え、表を作成した場合、

空となったセルの存在にも注目していく。事例がほとんど存在しないセルがあることでそ

こから何かを導きだせないかを試みるが、これも定性研究ならではの強みが生かしやすい

ところである。 

 

２、調査の手法 

 

本研究では質的調査を行い、事例調査と比較分析を組み合わせた形とした。問い１の「終

了を主導したのは誰か」と問い２の「終了のプロセスはどのようなものか」は、事実はど

うであったかの解明を目的とする。そのために個別ダム事業の終了の経緯を調べる必要が

あり、事例調査を行いその内容の叙述と検討を行う。問い３の「プロセスを規定している

ものは何か」は問い１と問い２で解明された事実の説明と因果メカニズムの解明を目的と

している。事例調査の結果を踏まえて、個別ダム事業や都道府県を単位とした比較分析を

行い、その結果の説明を行う。本研究は全体で叙述と説明を組み合わせた形になっている。 

本研究の内容は主に文献資料とインタビューで構成した。文献資料は基礎的なデータと

経緯を把握するために使用し、インタビューは文献資料には記載されていない部分を補完

し、本研究に必要な内容を明らかにするために各都道府県庁に赴いた。インタビューは主

に半構造式でアクティブインタビュー174として行った。インタビューは終了検討開始から住

民との合意調達が完了するまでの間、官僚たちが何を考え、考えた結果として、いかなる

行動をとり、その結果がどのようなものだったのかを明らかにすることを目的とした。ま

た当時の地方政府をめぐる雰囲気や河川政策を担当する部署の庁内での位置づけ、河川官

僚たちと知事をはじめとした庁内・庁外含めた他のアクターとの関係性も知る必要がある

と考えた。こういったことは文献資料には十分記載されておらず、インタビューのみで明

らかになることだと考えた。事例調査の後は比較分析が必要であるため、あらかじめイン

タビュー先に送った質問項目は同一にするよう心掛けたが、事前の文献資料等で明らかに

個別性のある特徴が見出された場合は、その部分も質問項目に加えてインタビューで聞く

ようにした。また現在の担当者らが過去の状況を十分把握していない場合は OBの紹介を依

頼し、必要に応じてインタビューを行った。 

本研究において行った質的調査を記述する際には、なるべく客観的叙述を行うようにし

た。例えば、第３章と第４章の事例調査においては、終了のプロセスを追跡し、そこから

明らかになった事実を記述することを目的としているため、いわゆる「小説」のような記

載を心掛けることも可能であったかもしれないが175、本研究は観察期間が歴史的視点から見

                                                   
174 インタビューの形式については、 [岸, 石岡, 丸山, 2016][谷, 山本, 2010]らの教科書に

依拠した。 
175 「小説」のような記述がみられる研究としては、例えば大嶽や上川があげられる。上川
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ると比較的短く176、特定の人物に焦点をあてた形でプロセスを明らかにするものではないた

め、難しいと考えた。本研究の主たる観察期間はダムの計画から完成までという長期間に

及ぶものではなく、終了検討開始から地域住民との合意調達が完了するまでのもので、短

ければ約４か月、長くても 10年に満たない。また、いずれの事例でもいわゆる「スーパー

官僚」のような人物が終了を引っ張ったようなケースは見当たらなかった。そのためある

特定の人物を主人公にして事例を物語のように記述するのではなく、終了に関連した地方

官僚を集団として捉え、集団としての考えや意思決定を第３者が観察した形で記載し、な

るべく分析的な叙述をするよう心掛けた。インタビュー対象者のいわゆる「語り」部分に

ついてもそのまま記載するのではなく、印象的な部分のみに絞った。 

 次に使用した主な文献資料とインタビューの具体的な方法について記載する。まず主な

文献資料については以下の通りである。 

 

＜国土交通省＞ 

・オフィシャルウェブサイトに掲載されている資料 

http://www.mlit.go.jp/ 

 

＜都道府県＞ 

・オフィシャルウェブサイトに掲載されている資料 

・公共事業再評価調書（都道府県によって名称は異なる場合がある） 

公開されている場合と公開されていない場合があり、公開されていない場合は情報公開請

求を行い、入手した。そもそも存在しない場合は都道府県へのヒアリングで補った。 

・公共事業評価委員会議事録（都道府県によって名称は異なる場合がある）と委員会で配

布された資料。公開されている場合と公開されていない場合があり、公開されていない場

合は情報公開請求を行い、入手した。そもそも存在しない場合は都道府県へのヒアリング

で補った。 

・組織図と職員名簿（都道府県によって名称が異なる場合がある。ヒアリングで補った場

合もある） 

・ダム事業が予定されていた河川の河川整備方針と河川整備計画関連資料 

（策定途中の場合は途中の議論の資料等） 

・各都道府県が作成している治水計画と河川計画（都道府県によって名称は異なる） 

・ダム終了の経緯などをまとめた報告書（存在したのは鳥取県のみ） 

 

                                                                                                                                                     

は４人の総裁を通じて、日本銀行の金融政策決定の軌跡を描き [上川, 2014]、大嶽は日米繊

維交渉をめぐって通産省、財界、業界それぞれを主人公として行動を観察し、その機能的

関係を描いた [大嶽, 1996]。 
176 10 年以上の観察期間を設定し、１つの省庁の官僚の行動を政治との関係から分析したも

のとしては加藤や牧原の大蔵省の研究がある [加藤, 1997] [牧原, 2003]。 
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＜国会＞ 

・国会会議録 

 

＜新聞記事＞ 

・朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、日本経済新聞、京都新聞他 

 

＜ダム事業に関連した資料＞ 

・一般財団法人日本ダム協会『ダム年鑑 2016』 

・ダム便覧 2016 

http://www.damnet.or.jp/Dambinran/binran/TopIndex.html 

 

主な文献資料を以下に整理した。 

 

表 3-1 本研究における文献資料の整理 

 一次資料 二次資料 

記録 ・国や都道府県のオフィシャルウ

ェブサイトに掲載されている資料 

・公共事業再評価調書 

・公共事業評価委員会議事録 

・国会会議録 

一般財団法人日本ダム協会『ダム年鑑

2016』 

・ダム便覧 2016 

 

報告 ・ダム終了の経緯などをまとめた

報告書 

・新聞記事 

 

 [谷・芦田, 2010]p.38 に依拠して筆者作成 

 

次にヒアリングの方法について示す。都道府県に電話して担当部署を特定し、インタビ

ューの趣旨と依頼文書を送る旨を伝えた。謝絶された都道府県はなかった。その後質問項

目を送付し、インタビューの前にあらかじめ解答内容を文書で送付してもらった。公開さ

れていない資料の提供依頼などはこの時点で行った。インタビューに応接する担当者の選

定は質問項目に応じて都道府県が行った。通常は複数の担当者が対応した。こちらから指

定はしなかったものの、全ての都道府県で河川政策を所管する部署の担当者が対応し、そ

れ以外の部署（例えば、事業評価を所管する部署や財政を所管する部署）の担当者が同席

したこともなかった。インタビューは通常平日の午後に県庁内の会議室で行われ、１回の

インタビューを要した時間は数時間であった。１つの都道府県に対してインタビューは数

か月の期間をおいて複数回行った。追加で明らかにしたい事項や改めて確認が必要な事項

が出てくるためである。本研究において事例として記載したのは５県であるが、インタビ
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ューを行ったが原稿内に記載しなかった都道府県もある。記載しなかった理由は都道府県

が所持する本研究に関連する資料等が少なく、十分な事例の過程追跡ができなかったため

である177。各都道府県におけるインタビューの日時とインタビューに対応した担当者の所属

部署名や役職名等は本稿の末尾にまとめて記載する。 

尚、都道府県ごとに取得可能であった文献資料の種類と内容は異なっていた。また、イ

ンタビューで得られた内容についても量と質ともに都道府県ごとに異なっていた。これは

県の公式記録に十分な議論の経緯が残っていない事例があり、県のオフィシャルウェブサ

イトに終了が公開されていない場合もあったためである。その場合、ほとんどをインタビ

ューに依拠した。この理由については、地方政府にとって事業終了は誇るべきことではな

いとする考え方があるからではないかと推測している。「終了というのは否定的な意味を持

ち、それが研究につながりにくかった」[Deleon, 1978]という先行研究の指摘が裏付けら

れていたと考えている。資料の少なさも同様の理由で説明されると考えている。そのため、

各県ごとに記述内容の若干の差異が生じている。具体的にはある県で書かれている事項が

他の県では触れられていない場合もある。しかしそうであっても３つの問いに対する解答

とそこから導出した結果に変わりはない。 

また、本稿の期日についての記載は原則として西暦とした。ただし、引用資料等のタイ

トル等に元号の記載があった場合、引用の趣旨から西暦に変更せず、そのまま記載した。 

  

                                                   
177 熊本県にはヒアリングは行ったものの、本研究には事例として取り上げなかった。熊本

県は計 7 事業を終了していたが、資料が十分に残っておらず、本研究が必要とする個別事

業の終了の経緯を明らかにできなかった。 
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第２節 事例選択の考え方 

 

１、全国の都道府県で終了したダム事業 

 

本研究では、全国の都道府県の中で 1997 年～2017 年までの間で、終了が決定した県営ダ

ム事業を観察対象とした178。2017 年 4 月現在で内容は次の通りであった179。終了した事業

数を見ると、全国で 123 事業であった。最も終了事業数が多かったのは、新潟県の 9 事業

で、続いて長野、富山の 8 事業、熊本の 7 事業であった。終了事例が確認できなかったの

は、東京、神奈川、福井、岐阜、島根、大分、鹿児島、であった。 

 終了決定時期を見ると、時期には大きな波があることがわかる。つまり、1997・1998 年

の両年で 15 事業、2000 年に 40 事業、2010 年以降で 21 事業が終了している。この 3 つの

時期を合計すると 76 事業で全体の約半数を超える。この３つの時期はいずれも国における

公共事業改革があった時期で、それらとの関係が推測される。 

地域別の特徴を見たが、新潟と富山という隣接する県で終了事業数が多い他は大きな傾

向は見られなかった。上記以外、特に全般的な傾向は見られず、それぞれの都道府県で個

別に終了が行われているようにも見える。次に事例を選択するが、これは本研究の３つの

問いに沿って検討する。 

  

                                                   
178 最初に調べたのは 2013 年ごろで、最終確認を 2017 年 4 月に行った。 
179 終了の集計の方法としては、国交省と各都道府県のオフィシャルウェブサイトに中止事

例として記載があったものとした。また、これらに記載はされていないものの、朝日新聞、

読売新聞、日本経済新聞等に中止事例として記事が掲載されていたものは、終了事例とし

てカウントした。また国会会議録も参照した。 
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                 （筆者作成、作成方法は脚注 178、179 に基づいた） 

1997・1998 年を黄、2000 年を青、2010 年以降を紫にしている。 

 

２、事例の抽出 

 

次に、具体的な事例の抽出を行う。本研究の３つの問いに依拠した。まず１番目の問い

「終了を主導したのは誰か」を検討する際、候補となるのは、知事、官僚、地方議会、住

民などであった。知事が主導している場合は、いわゆる「改革派」と呼ばれた知事が該当

しそうである。「改革派」と呼ばれた知事は無党派の場合が多く、財政再建に積極的である

ことが先行研究で明らかになっている[曽我・待鳥, 2007]。こういった知事が率いている地

方政府は財政規律を高めるために事業終了にも積極的である可能性が高い。表 3-2 を参照

終了事業数 ダム名 終了決定年 終了事業数 ダム名 終了決定年 終了事業数 ダム名 終了決定年

トマム 1998 早月 1997 鳥取 1 中部 2000
白老 1999 片貝川 2000 島根 0 ※該当事例なし
松倉 2000 赤江川 2000 佐伏川 1997
磯崎 2003 百瀬 2000 大原川 2002
中村 2005 池川 2000 大谷川 2012
奥戸 2011 黒川 2002 広島 1 関川 2000
大和沢 2011 湯道丸 2002 竹尾 2000
明戸 1997 八代仙 木屋川 2000
日野沢 1997 河内 1998 西万倉 2004
北本内 2000 所司原 1998 相坂 2001
黒沢 2000 伊久留川 黒谷 2001
津付 2014 福井 0 ※該当事例なし 宮川内谷川 2001
丸森 1998 笹子 2000 柴川 2012
新月 2000 芦川 2000 香川 1 多治川
筒砂子 2013 角間 2003 浦山 2002
長木 2000 清川 2005 中山川 2002
真木 2005 下諏訪 2005 仁井田 1997

山形 1 乱川 1997 蓼科 2005 田野
水原 1997 郷士沢 2008 寒田 2000
久慈川 2000 黒沢 2011 山神 2000
外面 2000 駒沢 2011 清瀧 2005
新田川 2003 大仏 2000 佐賀 1 有田川 2013
今出 2008 岐阜 0 ※該当事例なし 梅津 1998
緒川 2000 有無瀬川 2000 轟 2000
大谷原川 2002 桂畑 2000 雪浦第二 2009
東大芦川 2003 北松野 2000 村松 2007
大室 2006 布沢川 2013 七ツ割 1998
雄川 2001 愛知 1 男川 2007 赤木 2000
倉渕 2014 大村川 2000 荒瀬 2002
増田川 2014 桂畑 2000 高浜 2003

大野 2000 片川 2001 釈迦院 2003
小森川 2000 伊勢路川 2002 姫戸 2006
迫原 2000 芹谷 2009 五木 2011
大多喜 2011 北川第一 2012 大分 0 ※該当事例なし

東京 0 ※該当事例なし 北川第二 2012 手洗 2000
神奈川 0 ※該当事例なし 南丹 2002 吹山 2006

芋川 1997 福田川 2004 鹿児島 0 ※該当事例なし
羽茂川 2000 大阪 1 槇尾川 2010 満名 1997
中野川 2000 丹南 2000 アザカ 2000
正善寺 2000 八鹿 2006 渡嘉敷 2000
入川 2002 武庫川 2011 白水 2000
三用川 2003 奈良 1 飛鳥 2000 タイ原 2013

佐梨川 2003 和歌山 1 美里 2001

常浪川 2012
晒川 2012

2
京都 2

新潟 9

沖縄 5兵庫 3

7
群馬 3

三重 4
埼玉 2

千葉 2
滋賀

2
静岡 4

栃木 2

熊本

3

宮崎

2
高知 2

福島 5
福岡 3

長崎 4茨城

4

宮城 3
山梨 2

長野 8

愛媛 2
秋田

3

青森 4

山口 3

岩手 5 石川 3

徳島

北海道 3

富山 8
岡山

･表 3-2 都道府県別ダム事業終了事例一覧 
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すると、観察期間である 1997 年以降 2017 年に至るまでの間、改革派知事が一定期間でも

在任していたのは、増田知事の岩手県、田中知事の長野県、嘉田知事の滋賀県、片山知事

の鳥取県などが該当する180。このうち、「脱ダム宣言」を出して、知事が主導したことが明

らかな長野県は事例から除いた。報道等で槇
まき

尾
お

川ダム事業の終了を橋下知事が主導した可

能性が高いことが想定される大阪府も除いた。既に本研究の問いに対する結果が明らかで

ある事例を選択することをなるべく避けるためである[Goertz and Mahoney, 2012]。官僚

が終了を主導した県は事例選択したこの時点ではよくはわからなかった。しかし、新潟は

終了した事業数が全国で最も多い。最初の終了事例と最後の終了事例の間に知事が平山知

事から泉田知事に交代している。行政の継続性という点からは知事ではなく官僚が主導し

た可能性もある181。 

次に地方議会が終了を主導した可能性があるのは地方議会が知事とは異なる独自の選好

を持っている場合が想定される。砂原は二元代表制である地方政府では「ダム事業廃止の

ような組織化された個別的利益にかかわる政策選択においては、議会が重要な役割を果た

す」 [砂原, 2011]と指摘している。砂原は中央政府が積極的にダム事業の見直しを行うと

いう政策を選択した時期でも、最終的にダム事業が廃止されるかどうかは、知事や議会と

いう政治的アクターの特徴によって都道府県ごとの違いが現れることを示した。知事と地

方議会が異なる政策選好を持っていたのは滋賀と鳥取である。 

住民が主導した可能性があるのは、ダム事業への反対が強かった県であろう。ダム事業

にはおおむね一定の反対アクターが存在することが想定されるが、ダム建設反対アクター

については、新聞報道等では、滋賀、岩手、青森で反対アクターが存在した事例があった。 

次に問い２の「終了のプロセスはどのようなものか」については、以下の仮説を導出し

ている。 

 

【仮説１】 

終了のプロセスに関与するアクターが増えるほど、合意調達に時間を要することが想定

されるため、終了の類型は「内部・揉めない」と「外部・揉める」の２類型である。 

 

仮説１は事例の過程分析を行うことで一定程度、明らかになるはずで、事例の選択には

影響しないと考え、ここでは省いて考えた。 

問い３の「プロセスへ影響を与えるものは何か」は主に政策決定過程をテーマにした先

行研究に基づいて、第１章で以下の要因を想定した。「終了主導者」、「国からの影響」、「終

了反対アクター」、「進捗状況」、「終了検討開始時期」、「相互参照」の計６つである。これ

らを観察するために以下の仮説を導出している。 

                                                   
180 各知事の政治的選好などは選択した事例については次章以降に叙述する。 
181 先述の通り、当初は終了した事業数が多いことと期間中知事が交代していたこと新潟県

と同様の理由で熊本県も事例に加えていた。 



83 

 

 

【仮説２－１】 

知事主導の場合は、「外部・揉める」類型となり、官僚主導の場合は、「内部・揉めない」

類型となる。 

【仮説２－２】 

 国からの影響があると「内部・揉めない」類型になり、国からの影響がないと「外部・

揉める」類型になる。 

【仮説２－３】 

終了反対アクターが強いと「外部・揉める」類型になり、終了反対アクターが弱いと「内

部・揉めない」類型になる。 

【仮説２－４】 

進捗が進んでいると「外部・揉める」類型となり、進捗が進んでいないと「内部・揉め

ない」類型になる。 

【仮説２－５】 

「前期」に終了検討が開始されると、「内部・揉めない」類型となり、「後期」に終了検

討が開始されると「外部・揉める」類型となる。 

【仮説２－６】 

相互参照があれば、参照した地方政府の終了プロセスは参照された地方政府の終了プロ

セスと同じものになる。 

 

上記、仮説を検討すると、【仮説２－１】については、問い１に重なるため、滋賀と鳥取

が該当する。しかし、知事のみに限らず、官僚、地方議会、住民などが果たした役割も幅

広く検討を行う。 

【仮説２－２】については、国からの影響を受けたことが想定される事業と受けていな

いことが想定される事業を比較する必要がある。まず、前者については、青森県が終了し

た全事業が国の公共事業改革で名前があがっている。一方、影響を受けていないことが想

定される後者については、滋賀、岩手については、県が終了したダム群の中には、終了し

たタイミングに近い時期での国の公共事業改革に名前があがっていないダムが含まれてい

た。これらは県が自律的に判断し、終了したことが想定される。これらを比較することで

国からの影響の有無がプロセスに影響を与えたかどうかの観察が可能であると考える。 

【仮説２－３】については、住民が終了に強い反対したかどうかはよくわからなかった

ため、建設予定地の首長らが事業終了に強い反対をした都道府県を対象に検討した。ダム

建設予定地の地元首長や地元議会が終了のプロセスで強い反対をしたダムは滋賀、岩手、

新潟にあったことがわかっている。尚、青森と鳥取ではこれまでの報道等で、終了プロセ

スにおいて強い反対をしたダムがあることはこの時点ではわからなかった。これら５県を

比較することで、終了反対アクターの強弱がプロセスに影響を与えたかどうかの観察が可

能であると考える。 
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【仮説２－４】については、進捗が進んでいる事業と進んでいない事業を比較する必要

がある。鳥取で終了した事業は進捗していなかった。滋賀、岩手、新潟、青森において、

終了した事業は進捗していなかった事業と進捗していた事業のいずれをも含んでいる。こ

れら５県を比較することで、進捗の相違がプロセスに影響を与えたかどうかの観察が可能

であると考える。 

【仮説２－５】については、終了検討開始時期が異なる事業を比較する必要がある。先

述のように「前期」（～2001 年 4月まで）と「後期」（2001 年 4月以降）に分けて検討する。

終了検討が前期だったのは鳥取、終了検討が後期だったのは青森と滋賀、前期と後期が混

在しているのが岩手と新潟であった。これらの５県を比較することで時期の相違がプロセ

スに影響を与えたかどうかを観察することが可能と考える。尚、終了検討開始時期につい

てはどの都道府県も公表はしていなかったため、これはインタビューで確認することとし

た。 

【仮説２－６】については、岩手で複数のダム事業が終了した数年後に青森では終了が

始まっていた。岩手・青森・秋田は北東北３県で技術系職員を含む人事交流が行われてい

た182。知事同士も交流があり「北東北知事サミット」という知事同士の情報交換の場も設け

られている183。知事も職員もそれぞれに交流と情報交換が行われていて、終了のプロセスに

ついて岩手のケースを青森が参照していた可能性がある。また、鳥取と滋賀もいずれも改

革派知事同士であるため、交流があったことも想定され、終了をめぐるプロセスが報道さ

れたことを鑑みると、鳥取のケースを滋賀が参照した可能性があると考えた。 

尚、岩手、新潟については 1990 年代後半に終了した事業が複数あることは県のオフィシ

ャルウェブサイトや新聞記事等からわかったが、事例選択の時点では経緯はほとんどよく

わからなかった。これらの事業についてはインタビューと情報公開請求で可能な限り補う

こととした。 

 本研究の観察の単位は個別ダム事業であるが、３つの問いを通じて、都道府県ごとの比

較、時期の比較なども行う。事例を終了主導者ごとに分類して比較の構図を以下に示す。 

 

                                                   
182 2001 年度から開始され、2007 年度までで 3 県の合計で 113 人が交流した（朝日新聞、

2008 年 2 月 19 日） 
183 1997 年にスタートし、2001 年に北海道も参加し、「北海道・北東北知事サミット」と

改称され、2016 年度で 20 回目を迎えた（朝日新聞、2015 年 11 月 19 日） 
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図 3-1 本研究における比較の構図 

 

                             （筆者作成） 

 

 続いて第４章、第５章では事例の観察を行う。 
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第４章 知事主導による終了事例の叙述 

 

本章では、鳥取県と滋賀県といういずれも「改革派」とされる知事が地方政府を率いて

いた時期にダム事業の終了が起きていた事例を叙述する。終了の時系列に沿って、鳥取、

滋賀の順に観察した。結論を先に簡単に述べると、まず鳥取県の場合、終了を主導したの

は知事であった。片山善博知事184の政策選好は財政再建にあり、就任直後から公共事業全般

の見直しを行い、ダム事業終了もその一環として進められた。知事は終了プロセスに直接

関与し、知事自らが官僚たちに指示をしていたことがわかった。滋賀県の場合も終了を主

導したのは知事であった。嘉田由紀子知事185はダム事業終了を明確な政策選好として有して

おり、就任直後から「流域治水」という自らのアイディアをもとに終了プロセスを主導し

た。知事の政策選好を実現するため、官僚たちは「2段階整備」というアイディアを提示し、

この両者のアイディアの相互作用の中で終了検討は進んだ。また組織編成と予算と人事の

面でも事業終了を促進できるよう変更が行われた。これらの変更のうち組織編成と人事は

知事主導で進められ、予算は知事の政策選好に応えるために官僚たちが進めた。 

両県で共通して認められた特徴は、知事からの直接の指示で終了への合意調達が進めら

れたことである。知事が自らの政策選好を官僚たちに示し、官僚側も知事の政策選好を実

現する形で提案を行っていた。 

また知事が終了を主導したいずれの事業でも、終了プロセスに住民が参加した。尚、終

了検討開始から終了決定までに要した時間と比べて終了決定から予定地からの合意を調達

するまでの方が時間を要した。これは終了の代替策として県が提示した地域振興計画の内

容をめぐって、住民からの合意調達に時間を要したためである。知事が主導した場合は全

ての事例で「外部・揉める」類型となった。 

  

                                                   
184 元自治省課長、1999 年に鳥取県知事に初当選した（自民党が擁立し、民主、公明、自

由、社民が相乗りで推薦や支持を表明した）2003 年、無投票で再選し、2007 年まで 2 期

務める。2010 年 9 月から 2011 年 9 月まで総務大臣を務める。（朝日新聞、1999 年 4 月 12

日、朝日新聞、2003 年 3 月 28 日他） 
185 環境社会学者、2006 年に自民、民主、公明の推薦を受けた現職知事を破って初当選し

た。東海道新幹線の新駅中止を公約に掲げ、無党派層の支持を集めた。2014 年まで 2 期務

める。（朝日新聞、2006 年 7 月 3 日他） 
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第１節 鳥取県 

 

本節では、鳥取県におけるダム事業の終了プロセスを叙述する。鳥取県は 2000 年 4月に

中部ダムの終了を決定した。中部ダム事業の終了のプロセスを観察し、そこから見いださ

れた特徴を抽出して明らかにする。鳥取県が終了したダム事業は中部ダムのみである。 

本研究の問いに対して、鳥取県の事例で得た解答を簡単に述べると、問い１の終了主導

者は知事であり、終了のプロセスは「外部・揉める」類型であった。知事からの直接の指

示で終了検討は進み、終了決定までは１年以内と短期間で進んだ。しかし決定後、事業終

了に伴い県と予定地の自治体が共同で策定した地域への振興策の内容をめぐって、県と地

元住民との間で意見が食い違い、合意調達が完了するまでは１年以上を要し、あわせると 2

年 1カ月を要した。問い２への答えは「外部・揉める」類型となった。 

終了したダム事業の基礎データを以下に示した。 

 

表 4-1-1 鳥取県で終了したダム事業 

ダム名 事業採択 終了決定 総貯水量 

中部 1993 年 2000 年 4月 620 万㎥ 

                        （鳥取県提供資料等から筆者作成） 

 

 鳥取県は、県を東部、中央部、西部に分け、それぞれの流域の安全性を調査し、治水対

策をまとめている186。特に中部ダムが計画されていた中央部では、1934 年の室戸台風によ

る大水害を契機として河川の改修工事を県が行っている。また、東部西部でも、過去何度

も洪水被害が発生していたため、県は堤防の強化や国道の架け替え、河道の掘削などの対

策を行っている。県の河川事業予算は、財政面での制約が大きく、1998 年以降では、1999

年の 65 億円をピークに減少を続け、2016 年度予算は約 5億円にとどまっている187。 

中部ダムは、一級河川天神川水系の支流の治水とその下流に位置する倉吉市などへの利

水を目的として、県が三朝町188内に建設を計画したダムである [鳥取県・三朝町, 2006]。

位置を以下に示す。 

                                                   
186 中国地方整備局鳥取河川国道事務所、倉吉河川国道事務所、日野川河川事務所、出雲河

川事務所、鳥取県、平成 24 年 9 月、「安心していきいきと暮らせるとっとりを目指して～

鳥取の総合的な水害・土砂災害対策の当面の進め方」 
187 鳥取県、「予算編成過程の公開」、「平成 28 年度予算」、「県土整備部公共」、「河川維持管

理費」 

http://db.pref.tottori.jp/yosan/28Yosan_Koukai.nsf/7c3b4a640e79370a492574810037425

7/4258095fd278d00749257f5300425cfb?OpenDocument（2017 年 4 月 30 日確認） 
188 鳥取県中央部の山間地にあり、人口は約 7500 人。 

三朝町、「三朝町の様子」、「三朝町の概要」 

http://www.town.misasa.tottori.jp/362/317/（2017 年 4 月 30 日確認） 
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図 4-1-1 鳥取県で終了したダムの場所 

 

                    （筆者作成） 

１、 終了決定まで 

 

県は 1973 年に事業の予備調査に先立つ地質調査を開始した。しかし、予定地に反対運動

があったため、地元の三朝町と予備調査の覚書を締結するのに 15 年以上を要した189。建設

予定地に 13 あった集落のうち当時、ダム建設に賛成した集落はなかった [鳥取県・三朝町, 

2006]。1993 年に県は実施計画調査を開始したが、1996 年に北条町190が、事業への費用負担

が多額であり他に水源が確保できたこと理由に、利水事業から撤退した191。翌年に国の「ダ

ム事業の総点検」で中部ダム事業は対象となったが192、この時点では県は「継続」の判断

を行った。 

この年に、倉吉市と羽合町193も利水需要の下方修正を県に報告した。1998 年 9 月、県は

「公共事業再評価委員会」194に中部ダム事業を諮問した。この年は鳥取県に事業評価制度が

                                                   
189 鳥取県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月）。以下本稿における各県担当者へのヒアリ

ングは、それぞれの節において県担当者へのヒアリングと記載する。 
190 北条町は、2005 年 10 月に大栄町と合併し、北栄町となった。 

鳥取県、「県内の市町村」 

http://www.pref.tottori.lg.jp/9577.htm（2017 年 4 月 30 日確認） 
191 県提供資料、「中部ダムの概要」p. 2。 
192 同上 
193 羽合町は、2004 年 10 月に泊村、東郷町と合併し、湯梨浜町となった。 

鳥取県、「県内の市町村」 

http://www.pref.tottori.lg.jp/9577.htm（2017 年 4 月 30 日確認） 
194 この「公共事業再評価委員会」においては、同時に検討された中部ダム事業以外の 60

事業は「継続」とされた。 

中部ダム
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導入され、「再評価委員会」の１回目の審議で 61 事業が対象となった [鳥取県・三朝町, 

2006]。県は中部ダムを「継続」の方向で委員会に諮問し、委員会の場で「ダムと代替案を

比較した結果、ダムが最も経済的」と示していた195。しかし、委員らは「（ダムの）代替案

についての資料が不足しているため、ダムが最適であると判断しがたい」196、「委員会の下

に、大学の先生やコンサルタントのエンジニア等からなるワーキングのようなものをつく

り、県とは異なった観点から調査を行う必要がある」197とし、議論は県が示した方向性と異

なる方向に進んでいた。 

その翌年の 1999 年 4 月に知事が交代した。任期満了を迎えた前知事の後継として、元自

治省課長の片山善博氏が、無所属で立候補し自民、民主、公明、自由、社民の推薦や支持

を受け、初当選した198。片山知事は行財政改革に力を入れる。歳入面では文化会館や運動公

園のネーミングライツの募集を行い、県の保有する未利用施設の売却を進めた199。歳出面で

は職員の期末手当や月額給与の引き下げや定数削減を行い200、企業などで行われていたトヨ

タ方式の「カイゼン」を取り入れ、全庁で事務事業の見直しも行った。大規模プロジェク

トの見直しも行われた。砂丘博物館の建設（想定事業費約 50 億円）をとりやめ、かに博物

館（想定事業費 30～40 億円）を規模縮小（約 9億円）、県立美術館（想定事業費約 80 億円）

の計画を再検討、議会棟建替え（想定事業費 42～55 億円）とりやめ等、大型公共事業が次々

と終了や縮小とされた201。片山知事の政策選好が財政再建にあることは官僚たちにすぐ浸透

した。県職員の話では「知事は公共事業のあり方そのものを見直すというスタンスだった。

知事就任以降、庁内の雰囲気は一気に変わった。予算についての考え方が厳しくなったの

がすぐわかった。知事就任までは事業の必要性についてはいわば無頓着であったがそうで

はなくなった」という202。「いろんな事業の中止は当たり前」203と庁内では捉えられるよう

になった。中部ダム事業の終了は一連の大型公共事業の終了の一つと位置づけられた204。 

                                                   
195 鳥取県「第 5 回鳥取県公共事業再評価委員会会議録」(平成 10 年 12 月 4 日) p. 5 
196 同上 
197 同上、p. 6 
198 朝日新聞、1999 年 4 月 12 日 
199 鳥取県、「財政課」、「大規模プロジェクトの見直し」

http://www.pref.tottori.lg.jp/88862.htm（2017 年 4 月 30 日確認） 
200 鳥取県、「業務効率推進課」、「給与制度の見直し」 

http://www.pref.tottori.lg.jp/105306.htm（2017 年 4 月 30 日確認） 
201 鳥取県、「業務効率推進課」、「大規模プロジェクトの着手見直し」

http://www.pref.tottori.lg.jp/105304.htm（2017 年 4 月 30 日確認） 
202 県担当者へのヒアリング（2014 年 6 月） 
203 同上 
204 鳥取県、「鳥取県の財政改革」、「大規模プロジェクトの見直し」

http://www.pref.tottori.lg.jp/88862.htm（2017 年 4 月 30 日確認） 

中部ダム事業の終了は、「カニミュージアム」「砂丘博物館」「農業公園」「美術館」「青少年

社会教育施設」など終了・縮小された大型施設と並列に記載されている。 
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片山知事就任の翌月、中部ダム事業については、「専門部会」205が設置され、ダムと河川

改修の２案を検討することになった206。「専門部会」での議論ではダム周辺の地形・地質や

構造については「全く問題がないとは言えない」「事業費を相当高額化させるのは必至」と

指摘された207。 

当初、ダム建設の事業費は 140 億円、河川改修 147 億円と「ダムの方が河川改修より安

上がり」と試算されていた208。しかし、片山知事は就任直後に「今、正直に言えば、過去は

問わない」と担当部長を呼び出しささやいたという209。職員らは費用を精査し、2000 年 3

月に県は見直し結果を公表し「ダム建設 230 億円、河川改修 78 億円」とした210。ダム事業

費増加の理由には、1998 年の台風 20 号の影響によるダムの規模増大、地質調査の結果によ

る工事費の増大、用地補償費の見直しなどがあげられた211。「専門部会」の意見は「ダム建

設案が必ずしも有利であるとは言えない」とされた212。 

「専門部会」のメンバーらは利水予定者の倉吉市、羽合町、ダム建設予定地の三朝町加

茂川周辺の住民への聞き取りやアンケートを行った213。聞き取りやアンケートの報告書では

住民の動向については「当初、当然、家屋、田畑が水没することから反対の立場であった214。

しかし、鳥取県や…中略…の説得に応じて、事実上ダム建設賛成の立場になった」「ダム建

設予定地ということで、公共事業が行われる、将来設計は立たず、若い世代は流出し、残

された者の高齢化は一層進んだ」215とされた。また、住民の 57％が着工を望んでいるが、

10.5％はダム建設の理不尽さを主張していて、住民間で亀裂が生じていると指摘された。

一方、下流域ではダム建設の再考や反対の立場が約半数を占めているとされた216。「どちら

でも早く結論を」という意見が全流域住民の 30％を占めていた217。専門部会の報告には「ダ

ムを建設した場合は当然だが、中止した場合も、この失われた 20 数年の空白を埋める十分

な行政の対応が求められる。…中略…計画は長い年月の間、住民の生活を混乱させ、住民

の間に深い傷跡を残してきた」218と長引く事業への批判が盛り込まれた。 

                                                   
205 正式名称は「中部ダム事業調査専門部会」。鳥取大学の河川工学、地質学、岩盤工学、

水文学などの専門家計 11 名で構成された。「鳥取県公共事業再評価委員会 中部ダム事業

調査専門部会報告書（要訳版）」p. 1。 
206 鳥取県「第 7 回鳥取県公共事業再評価委員会会議録」（平成 11 年 2 月 9 日）p. 1 
207 「鳥取県公共事業再評価委員会、中部ダム事業調査専門部会報告書（要訳版）」p. 3 
208 朝日新聞、2002 年 8 月 23 日 
209 同上 
210 同上 
211 「鳥取県公共事業再評価委員会、中部ダム事業調査専門部会報告書（要訳版）」p.8 
212 同上 
213 同上 pp. 6-7 
214 同上 
215 同上 
216 同上 
217 同上 
218 同上 
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委員会での審議の様子は県からの申し入れで、途中から公開された219。委員会は、「治水

の方式は必ずしもダム建設案が有利とは言えない」「水道用水についても、人口は下がり気

味で、緊急を要さない」「住民はダム賛成と反対がほぼ拮抗している」として、事業終了と

する答申を示した。県担当者は「答申は継続で出るものと思っていた。イレギュラーケー

スだった」220という。 

片山知事は三朝町長と協議を行い、事業の終了で一致した [鳥取県・三朝町, 2006]。県

は三朝町長とも答申が出るまでは終了について事前協議を行っておらず221、この時点で県は

関連する市町村長にも答申結果を説明した222。「倉吉市長は（終了に）絶対反対というもの

ではなく、適切な判断をお願いしますという意見だった」という223。「三朝町長は当初は推

進の立場だったが、これ以上時間がかかった場合は、地元に更に苦痛を与えるのでやりた

くないという意見だった」という224。県議会、市町村議会らにもこの時点で県は終了の意向

を伝えていて、大きな反対はなかったという225。2000 年 4 月に知事が記者会見で中部ダム

事業の終了を発表した226。この時点での進捗は以下の通りであった。 

 

表 4-1-2 中部ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費 費消額 

中部 調査（実施計画調査） 230 億円 3 億円 

 （鳥取県提供資料等により筆者作成） 

中部ダム事業は 1997 年の国の「ダム事業の総点検」で名挙げされたことが終了検討時点

で終了に影響したかどうかについては、県の担当者は「影響していない」と解答した。2000

年の「与党３党の見直し」では対象とならず、民主党政権による「ダム事業の検証要請」

の時点ではすでに事業は終了していた。 

 

２、 終了決定から住民との合意調達が完了するまで 

 

中部ダム事業の終了を発表した翌月に知事は三朝町長とともに、水没が予定されていた

                                                   
219 朝日新聞、2002 年 8 月 23 日、1999 年 12 月開催の第 9 回鳥取県公共事業再評価委員会

から原則公開とされた。「第９回鳥取県公共事業再評価委員会会議録」（平成 11 年 12 月 2

日）、pp. 1-2. 
220 県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月）。 
221 同上 
222 同上、この時点で県が説明した市町村は倉吉市、羽合町、北条町、関金町、東条町であ

った。 
223 同上 
224 同上 
225 同上 
226 朝日新聞、2000 年 4 月 4 日 
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２つの集落227を訪問し、30 年にもわたり事業が長期化したために、地元振興策が停滞した

ことを謝罪した228。ダム終了を聞いた住民からは「不信と憤り」の声があがったという [鳥

取県・三朝町, 2006]。水没予定地では、「どうせダムに沈むのだから」「移転補償目当てと

思われたくない」などの理由から、老朽化した住宅の改修が進まず、生活や生産の基盤整

備も十分に行われてこなかった [鳥取県・三朝町, 2006]。同じ集落に暮らす住民間でもダ

ム賛成派と反対派に分かれることになり、行事や会合の開催にも影響を及ぼしていたとい

う。「中途半端な状態が続いて来たことに地元は怒っていた」 [鳥取県・三朝町, 2006]と

いう。終了決定は地元に更なる混乱を与え、行政への「不信と憤り」につながり、一部の

住民は終了への強い反対アクターとなった。一部住民が終了に強く反対したことは、県に

とって終了決定後の地域振興計画策定の際の合意調達における大きな困難の１つとなった。 

県の担当者は「（終了は）知事が意思をもって決断したことであったため、庁内調整は不

要だった」「庁内には（終了を実施する際のハードルは）なかった」という229。終了決定を

前に県が合意調達したのは、三朝町長をはじめとする関連する地元市町村、県議会、市議

会などで、いずれも強い反対はなかったという。 

県は事業終了後の地域振興計画について「行政が勝手に考えるのではなく、地元に地域

再生計画を策定していただき…中略…意見交換を行い、県として評価基準を定め、妥当か

総合的に判断」 [鳥取県・三朝町, 2006]するとした。県と町は「旧中部ダム予定地域振興

協議会」を設置し、県は事務局として県庁内に「旧中部ダム予定地域振興課」を新設し、

三朝町からの派遣職員１名を含んだ計 5 名の職員を配属した。県は地元に近い出先機関で

ある県中部総合事務所の中にも「旧中部ダム予定振興倉吉事務所」を設置し、三朝町も総

務課に「旧中部ダム地域振興係」を設置した。水没が予定されていた集落の住民らからは

振興策について、計 86 項目の要望が出された。その中には「27 年間たなざらしされたこと

で精神的不安の中で大きな苦痛を受けた」 [鳥取県・三朝町, 2006]として各戸一律 2700

万円の補償要求が盛り込まれていた。これに対して、県は 86 項目のうち公民館の建設や圃

場や農業用水堰堤の整備など 49 項目を「実施する」とし230、総額 163 億円を見込んだ。 

最も慎重な検討が続いたのは、「精神的苦痛」に対する“個人への金銭的補償” [鳥取県・

三朝町, 2006]であった。当初、吉田町長は補償に前向きであったのに対し、片山知事は「気

持ちは受け止めるが、地域振興のために何が効果的なのかよく検討したい」 [鳥取県・三

朝町, 2006]と消極的であった。議論は平行線を辿ったが、最終的には、“個人の金銭的補

償”に代わるものとして、新たに「住宅の新改築費用の助成」など 5 項目からなる「地域

活性化事業」が追加された。「住宅の新改築費用の助成」については、一戸 300 万円を上限

                                                   
227 福田、下谷の２つの集落 
228 朝日新聞、2001 年 10 月 6 日（佐賀県版） 
229 県担当者へのヒアリング（2014 年 6 月） 
230 振興策としては 37 を数えた。 
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に支給することとした231。 

終了決定から１年 2ヶ月後に振興計画の内容は地域住民からの合意を得た上で確定した。

振興策の着手は 5 年以内とされ、実施にあたっては、県は月に１度「月例説明会」と呼ば

れる会合を開き、住民らに進捗状況を説明した。「説明会」は住民から「必要がなくなった」

と言われる 2005 年 3 月末まで、約 40 回開催された [鳥取県・三朝町, 2006]。2005 年 11

月に、最後の事業が着手され、祝賀会には知事も出席した232。「中止は集落にとってプラス

だった」「5年前と比べると全く違う風景になった」と住民が振興策の実施状況に一定程度、

満足した様子であることが報道された233。集落には「和」と書かれた記念碑が建てられ、そ

れはダム賛成派反対派に分かれていた住民の融和が終了と振興計画の実施によって進展し

たことを象徴しているという234。 

終了のプロセスをめぐるここまでの議論は知事の意向で全て公開された。知事の「公開」

という手法は、ダム事業終了以外の分野にも現れていた。「知事主導で何でもオープンにな

った」235という。中部ダム終了後の 2000 年 12 月、県は全国の都道府県で初めて県警の予算

文書を公開した236。議員の「口利き」防止のため、議員らからの県への要望を文書化し公開

することを決め237、内部告発制度も創設し238、透明化を図った。また片山知事は県議会を「事

前に根回しが完了し与党がつっこんだ質問もせず、執行部も答弁書を読み上げるだけ」と

して「学芸会」と呼び、のちに謝罪したこともあった239。2000 年 10 月には片山知事提案の

職員倫理保持条例は議会で否決された240。与党推薦で就任したにもかかわらず、議会とは一

定の緊張関係にあったため、こういった政策過程における透明性の確保は政策選択への住

民からの直接信託を得る手段であっただけではなく、代表性と正統性を担保するための方

法であったと考えられる。 

公共事業については、県は中部ダム事業終了後「一件審査」の実施を開始した。これま

で全事業をまとめて総額での議論しかなされていなかったが、2001 年度から県は１事業ご

とにその箇所の必要性や緊急性を審査することとした。その結果、県の公共事業の 2016 年

度当初予算は 1997 年度と比べて 32,7％にまで減少した241。 

鳥取県の場合、ダム事業終了後の振興策に盛り込まれた「住宅の新改築費用の助成」は、

                                                   
231 朝日新聞、2001 年 3 月 21 日（夕刊） 
232 朝日新聞、2005 年 11 月 28 日（鳥取県版） 
233 同上 
234 同上 
235 県担当者へのヒアリング（2014 年 6 月） 
236 朝日新聞、2000 年 12 月 15 日（夕刊） 
237 朝日新聞、2002 年 7 月 3 日 
238 朝日新聞、2003 年 1 月 16 日 
239 朝日新聞、1999 年 9 月 23 日（鳥取県版） 
240 朝日新聞、2003 年 3 月 6 日 
241 鳥取県、「公共事業の一件審査の実施」 

http://www.pref.tottori.lg.jp/88861.htm（2017 年 4 月 30 日確認） 
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それより前に発生した鳥取県西部地震242の被災者への住宅再建支援制度243と共通の考え方

が根底にあったという244。この災害支援制度は、被災住宅の再建に対して公費での補助を行

った全国初の試みであった。中部ダム事業終了の際、知事は「住宅の新改築費用の助成」

は、同様の考えで臨んだとされる245。この考え方は県内の別の災害対応にも継承されていく

246。 

県担当者によると、終了の経緯については他の都道府県や地方議会からの問い合わせや

視察が相次いだという247。主な問い合わせ内容は地域振興策の内容で、視察関連資料だけで

ファイルが計３冊にもなった。他の都道府県からの関心が高かったことが伺える。 

終了検討開始から地元と地域振興計画を合意するまで約 2 年 1 か月を要した。終了検討

開始を 1999 年 5 月と考えた。理由は、1998 年 4 月に「委員会」に中部ダム事業が諮問さ

れた時点では県は「継続」と考えていたことが県担当者へのヒアリングで明らかになって

いるためである。であれば、検討開始時期は知事就任後で、「専門部会」が設置されたあた

りと考えると、知事が終了決定を発表するまでは 11 ヶ月であった。以降、地域振興計画を

めぐって地元と合意するのに 1 年 2 ヶ月と時間を要している。県は終了決定までよりも終

了決定以降地元との合意を調達するまでの方が時間を要していた。中部ダムの終了のプロ

セスの流れを整理した。 

表 4-1-3 中部ダムの終了の経緯 

1973 年 予備調査を開始 

1993 年 実施計画調査を開始（事業採択） 

1997 年 3月 北条町が上水を辞退 

1997 年 4月 倉吉市と羽合町が利水容量を下方修正 

 国の「ダム事業の総点検」の対象となる。県は「継続」を決定 

1998 年 9月 「公共事業再評価委員会」へ諮問 

                                                   
242 2000 年 10 月 6 日、鳥取県日野町、境港市などで震度 6 強を記録し、重傷 31 人、全壊

家屋 394 戸、半壊 2494 戸の被害を出した。 

鳥取県、「鳥取県西部地震の概要」 

http://www.pref.tottori.lg.jp/29135.htm（2017 年 4 月 30 日確認） 
243 2000 年鳥取県西部地震の被災者で住宅金融公庫等の融資を受けた個人へ当初 6 年間、

無利子になるよう県が上乗せ融資を行ったり、2.1％以内の利子補給を行ったりした。 

鳥取県、「鳥取県西部地震被災者向け住宅関連施策」 

http://www.pref.tottori.lg.jp/12722.htm（2017 年 4 月 30 日確認） 
244 県担当者へのヒアリング（2014 年 6 月） 
245 朝日新聞、2001 年 3 月 22 日（鳥取県版） 
246 2015 年 3 月に倉吉市で発生した火災で被災した中小企業者らに対して、県は 2 億 8000

万円を限度として、運転資金の融資を行った。 

鳥取県、「倉吉市大正町火災により被害を受けた中小企業者向け融資枠の新設」

http://db.pref.tottori.jpressrelease.nsf/webview/EE4BE2F2ADE371C449257E05003A1B

94?OpenDocument（2017 年 4 月 30 日確認） 
247 県担当者へのヒアリング（2014 年 6 月） 
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1999 年 4月 片山善博知事、就任 

1999 年 5月 「公共事業再評価委員会」に中部ダムを審議する「専門部会」を設置 

2000 年 3月 「専門部会」と「公共事業再評価委員会」は「中止」の答申を示す248 

2000 年 4月 知事が記者会見で終了を発表 

2001 年 6月 県、町、地域住民らが振興計画に合意調印 

2003 年 3月 片山知事、再選 

2005 年 11 月 振興計画の全事業着手 

2011 年 3月 振興計画のほぼ全ての事業完了 

                    （鳥取県提供資料等に基づき筆者作成） 

終了時、県の担当者は「国からは（終了への）議論の推移について情報提供を求められ

た」249という。中部ダム事業は、国の１回目の改革の際には対象となったが、県は継続と判

断し、その後、２回目の改革では対象にならなかった。時間が経過し、県はその後、終了

と判断し、終了に際し、「国からの影響は受けていない」と解答した。終了は県の自律的な

判断だったと言える。中部ダム事業の終了をめぐって、国の３度の改革において対象であ

ったかなかったか、また、それが県の終了決定に影響したかしなかったかを整理した。 

 

表 4-1-4 国の改革における対象の有無と地方政府の受け止め方 

 

（筆者作成、国の改革の時点で既に事業が終了していた場合、－と記載した。以下、本

稿において同様の表については同じ記載とした） 

 

中部ダムは実施計画調査段階であったため、事業は進捗していなかった。集落の移転な

ども行われていなかった。しかし長期間進捗しない事業をめぐって、地域住民は県への強

い反発を募らせていて、それが一部住民による終了への強い反対を促した。 

中部ダムは終了のプロセスに知事が直接関与したため、終了決定までは比較的短期間で

進んだ。しかしその後、一部住民が終了に反発したため、県は合意調達を完了するのに時

間を要した。中部ダムの終了のプロセスは「外部・揉める」になった。 

                                                   
248 本研究では先述の通り、基本的には「中止」を「終了」と記載しているが、再評価委員

会等の答申や公的文書を引用に近い形で記載する場合は、原文をそのまま生かし、「中止」

と記載する。 
249 県担当者へのヒアリング（2014 年 6 月） 

対象 対象ではない

ダム事業の総点検 ○

与党３党の見直し ○
ダム事業の検証要請 ー

国の影響有 国の影響無

○

中部

地方政府の

受け止め方
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表 4-1-5 鳥取県における終了プロセスの類型 

 

                               （筆者作成） 

地域住民は「進捗しない事業のために地域振興策が遅れていることへ怒っていた」250とい

う。プロセスに影響を与える可能性がある要因５つの状況を以下に整理した。６つめの要

因の「相互参照」については、後述の滋賀県の事例であわせて記載する。 

 

表 4-1-6 鳥取県における終了プロセスに影響を与えそうな要因の状況 

 

          （筆者作成） 

 

小括 

 

鳥取県の場合、終了を主導したのは知事であった。知事の政策選好は財政再建であり、

その一環としてダム事業の終了も主導したことが観察された。知事は自らの政策選好を明

確に官僚たちに示し、官僚たちも知事の政策選好に呼応する形で終了を進めた。具体的に

は知事は終了プロセスにも直接関与し、事業に必要なデータの提示を求めるなどして、議

論の方向性を示した。専門部会での審議や住民との協議も知事の意向で全て公開された。

与党推薦を得て就任した片山知事であったが、県議会とは一定の緊張関係にあったため、

住民を参画させ、終了プロセスを公開することで、自らの政策選択の正統性と代表性を確

保しようとしたと考えられる。 

終了プロセスには、建設予定地の住民が参画したため、「外部」であった。終了決定まで

は知事から直接の指示があったため、１年以内で進んだが、それ以降の住民らが参画した

上での予定地との調整に時間を要した。事業の長期化で行政への不信を募らせていた住民

は当初、県が示したダム事業終了に伴う地域振興計画の内容に反発し、調整は難航した。

終了決定から住民の合意調達完了までには１年以上を要し「揉める」類型となった。鳥取

県の終了事例は「外部・揉める」類型であった。 

  

                                                   
250 同上 

ダム名 揉めない 揉める 揉めない 揉める

鳥取 中部（ちゅうぶ） ○

内部 外部

中部

主導者 知事

国の影響 無
反対アクター 強
進捗 調査
時期 前期
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第２節 滋賀県 

 

本節では、滋賀県におけるダム事業の終了のプロセスを検討する。滋賀県は 2009 年に芹

谷ダムを終了し、2012 年に北川第 1 ダム、北川第 2 ダム、の計 3 事業を終了した。終了主

導者は知事であり、終了プロセスにはいずれも住民が参加したため、類型は「外部型」で

あった。終了に伴い県が策定した地域振興計画への住民の合意調達や下流域の首長が終了

に反対し続けるなどしたため、芹谷ダムは終了のプロセスに 5年 8カ月を要し、北川第１・

第２ダムは 4年半かかり、いずれも「外部・揉める」類型となった。 

終了した 3事業の基礎データと位置を以下に示す。 

 

表 4-2-1 滋賀県で終了したダム事業 

ダム名 事業採択 終了決定 総貯水量 

芹谷 1985 年 2009 年 1月 560 万㎥ 

北川第１ 1986 年 2012 年 1月 1040 万㎥ 

北川第２ 1986 年 2012 年 1月 994 万㎥ 

                  （滋賀県提供資料等により筆者作成） 

 

図 4-2-1 滋賀県で終了したダムの場所 

 
                      （筆者作成） 

滋賀県では降った雨はほとんど琵琶湖に注ぎ、瀬田川、淀川を通じて大阪湾に流出して

芹谷ダム

北川第１・第２ダム
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いる251。琵琶湖を中心として、平地が広がり、その外側を山が取り囲んでいる252。河川の多

くは短く急峻で、洪水や土砂流出が起こりやすい特徴があり253、天井川254も多く形成されて

いる。  

県は管理する全河川について「10 年確率降雨」255を目標として整備してきた256。しかし、

財政面での制約が大きく、河川整備が完了した割合は、2011 年時点で半分を超えた程度で、

全河川で同程度の安全を確保するには、今後 100 年の期間を要するとしている257。また、近

年、水害リスクの高い箇所での無防備な都市開発もあるとされ258、森林や水田の貯槽機能お

よび地域社会の伝統的な水防施設の機能も落ちている259。また行政職員への訓練の限界、避

難勧告の精度の欠如、行政組織の縮小や市町村合併による所管の拡大などが原因で、県が

行う治水政策の限界を県自らが認める状況となっている260。 

 

１、 芹谷ダム 

 

芹谷ダムは一級河川芹川に、県が計画したダムで、県は 1963 年から予備調査に着手し、

1985 年に事業を採択した261。1998 年に県の「公共事業評価監視委員会」で審査の対象とな

るが、答申は「継続」と示され、県は継続とした262。2001 年、地元多賀町の利水需要が減

少したこと等を理由に県は治水専用ダムに転換し、町内で建設場所も変更した263。2003 年、

芹谷ダムは再び「監視委員会」で審議対象となり、答申は引き続き「継続」と示され、県

も継続とした264。 

                                                   
251 「滋賀県流域治水基本方針」（2012）p. 4、「滋賀県の河川整備方針」（2010）、2 滋賀

県の河川概要 p. 7 
252 「滋賀県の河川整備方針」（2010）、2 滋賀県の河川概要 p. 7 
253 同上 
254 川底が周辺の土地より高くなっている川。 

国土交通省、最上川電子大辞典 

http://www.thr.mlit.go.jp/yamagata/river/enc/words/04ta/ta-039.html（2017 年 4 月 30 日

確認） 
255 時間雨量 50ｍｍ相当（県担当者へのヒアリングによる） 
256 「滋賀県流域治水基本方針」（2012）、第 2 章 治水上の課題、３ 行政対応の現状と問

題点 pp. 6-9. 
257 同上 
258 同上 
259 同上 
260 同上 
261 「平成 20 年度第 6 回滋賀県公共事業評価監視委員会」「資料―２－２（説明資料）芹谷

治水ダム建設事業」（平成 21 年 1 月 9 日）、p. 5 
262 同上 
263 同上 
264 同上 
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2006 年 7 月、嘉田由紀子氏が初当選した265。環境社会学者である嘉田知事は「もったい

ない」をキャッチフレーズに、栗東市266に予定されていた新幹線新駅の建設凍結や、計画中

のダム事業の凍結や見直しを公約に掲げ267、自民、民主、公明党が相乗りで推薦した現職の

國松善次氏を破って当選した。嘉田知事は、社民党の支持は受けたものの政党推薦を受け

ず「無党派知事」と呼ばれた268。就任前から嘉田知事は「流域治水」という考え方を主張し

ていた。「流域治水」とは、治水対策を河川だけではなく、流域全体で取りくむ治水を指し、

国交省では 2000 年の河川審議会の中間答申で示された269。答申によると、洪水を防ぐため

に宅地のかさあげや土地利用の方策をたて、河川と下水道との連携を強化し、河川整備の

他に雨水の貯留、危険地域での建築制限やハザードマップ作成や公表などを組み合わせて

行うこととされた270。これまでの治水対策の主たる考え方であった“雨水を河川だけで処理

し、下流に安全に流すことによる治水”ではなく、“河川の外も視野に入れて、流域全体で

雨水を受け止めることによる治水”を目指し、治水の主軸にダム事業を据えていない。 

嘉田知事の当選直後から、庁内では流域治水をめぐって２つのグループが形成されたと

いう271。県職員によると２つのグループとは「ダム計画を見直すべき派」と「ダム計画を見

直すことは必要ない派」であった272。前者は「河川法改正や財政状況などからダム計画を見

直すべき」273とし、後者は「国からのダム計画見直しの指示もない中、今見直すことはでき

ないし、必要もない」とする考え方を主張し、両者は平行線を辿っていた274。また、嘉田知

事当選直後からマニフェストを読み、「この内容を実現するのは難しい」ことを示す書類を

作成するよう上司から指示を受けた職員もいたという275。 

2008 年、嘉田知事の主導で県は菅理する全ての河川を対象に洪水・氾濫の危険度を調べ

る「滋賀県中長期実施河川の検討」を行った。河川整備の緊急性のランク分けを行うため

であった276。ランク分けは、財政状況の悪化に伴い、河川整備予算が減少していること277と

                                                   
265 朝日新聞、2006 年 7 月 3 日 
266 滋賀県南部地域の市。 
267 選挙の際、嘉田知事は「かだ由紀子マニフェスト」として「新幹線新駅凍結」や「ダム

見直し」を公約として掲げていた。朝日新聞、2006 年 7 月 3 日。 
268 朝日新聞、2006 年 7 月 3 日 
269 国交省、河川審議会中間答申、「流域での対応を含む効果的な治水の在り方について」、 

http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/past_shinngikai/shinngikai/shingi/001219in

dex.html（2016 年 4 月 30 日確認） 
270 同上 
271 県担当者へのヒアリング（2013 年 10 月） 
272 同上（2015 年 3 月） 
273 同上 
274 同上 
275 同上 
276 目的は「ハード対策」の順位付けをすることで、河川はＡ～Ｄまでの４ランクに分けら

れ、「緊急性の観点から整備実施を必要とする河川」とされたＡランクには約 30 の河川が

該当した。 

「滋賀県中長期整備実施河川の検討結果」（平成 20 年 10 月）p. 9 他 
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県内で集中豪雨が頻発していることの２点が理由とされた。同様の検討は、前任の國松善

次知事278が、道路整備で既に行っていた。道路建設に優先順位をつけ、政策決定過程の可視

化を図ることを目的としたプログラムを策定していて279。嘉田知事は「道路で出来ているの

なら、次は川」と主張し280、河川の調査とランク付けを行うことで今後の整備の方針を示し

たいと考えていた281。検討の結果、芹川は「最優先して整備すべき」河川とされる「Ａラン

ク」に位置づけられた282。 

一連の検討を並行して、県は芹川の河川整備計画も策定していた。策定過程で県は「芹

川川づくり会議」283を設置し、芹川の治水政策全般について地域住民を交えた議論を行って

いて、2007 年 6 月には、知事と住民との意見交換会を開いた284。そこで住民からは「ダム

建設費を上流だけに投資するのではなく、下流の住宅周辺の河川にも投資できないか」285な

どの意見が出された。2008 年 10 月の第 10 回「芹川川づくり会議」において、県は「芹川

の治水対策基本方針（案）」を提示した286。ダムと河川改修を組み合わせる方法はダムが完

成するまでに多額の費用がかかり、それよりも堆積した土砂を除去する方が早く安く、治

水安全目標の達成が可能とする方向性が提示された287。 

一方、この年に、芹谷ダムは「監視委員会」で 3度目の審議対象となった。「監視委員会」

の議論は県と終始対決姿勢で進んだ。県が「芹川川づくり会議」で既にダム事業終了を提

示していたため、委員会は面子を潰されたと反発していた。「委員長が審議開始冒頭で「委

員会での審議の前に知事が芹川の治水事業を決定したという形で我々の耳に入ってきてい

るため、…中略…第三者委員会としての運営自身を難しくし、支障をきたすように考えら

                                                                                                                                                     
277 1998 年と 2008 年を比較すると、単独および補助河川改良事業費が 24.8％に減少して

いることがあげられた。（「滋賀県中長期整備実施河川の検討結果」（平成 20 年 10 月）p. 6。 
278 1998 年 7 月～2006 年 7 月まで滋賀県知事に在任。 
279 「どこに、どんな道路が、いつまでに必要か」をモットーに道路整備の優先順位を決め

た。10 年を時限としたもので、5 年ごとに進捗状況が公表され、それに応じて計画の見直

しが図られている。「滋賀県道路整備マスタープラン[概要版]」（平成 15 年 4 月） 
280 県担当者へのヒアリング（2013 年 10 月） 
281 「河川の選定結果」（平成 20 年 10 月） 
282 平成 20 年 10 月「滋賀県中長期実施河川の検討結果」 
283 滋賀県は芹川の河川整備計画を策定するにあたり、芹川の治水や自然環境について住民

の意見を聞く場として「芹川川づくり会議」を設置した。2001 年から 2002 年までに 6 回

開催され、いったん中断したが、2007 年に再開された。目的はダム建設の賛否を住民に問

うものではなく、河川整備計画に地域の住民の意見を反映するものである。 

「第１回 芹川川づくり会議プログラム」pp. 1-3 

http://www.pref.shiga.lg.jp/h/h-doboku/files/01kawadukurihaihushiryou-1.pdf 

（2017 年 4 月 30 日確認） 
284「『嘉田知事との意見交換会～芹川の川づくり～』のまとめ」（平成 19 年 6 月 3 日）。約

120 名が参加した。 
285 同上 
286「第 10 回芹川川づくり会議」（平成 20 年 10 月 5 日）資料-3、p. 13 
287 同上、p. 10 
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れ、極めて遺憾」とする発言を行った288。委員長は審議が始まる前に「芹川の治水対策基本

方針（案）」にダム事業の終了が盛り込まれたことに強い不満を示した。「行政の姿勢とし

て、建設推進する時は推進のための都合のよい理論構築をし、中止する時は前言を翻して

中止に都合のよい理論に基づいて資料を作り説得する」289など強い批判が出された。県事務

局も「46 年間放ったらかしにしてきたダム建設予定地の方々への対応を緊急にしていかな

いと、ダムを中止するだけでは済まない。そちらの方の対策も考えていきたい」290と応じて

いる。県が述べた「対策」は、のちに事業終了に伴う地域への影響緩和策の実施につなが

っていく。「監視委員会」は議論の結果、2009 年 1月に県の方針を追認する形で「中止」の

答申を示し、2009 年 1月に県は終了を決定した291。尚、県の事務局は 2009 年 1 月の「監視

委員会」の議論で、あらかじめ鳥取県の中部ダム事業の終了を参考にし、その際、鳥取県

の終了に伴う地域振興策を取り寄せて庁内で議論を行っていたと委員らに説明した292。 

芹谷ダムは、1997 年の「ダム事業の総点検」の対象となっていたが、県は事業費の内訳

や想定氾濫区域内氾濫面積など資料計 10 点を提示した上で「継続」と解答している293。2000

年の「与党 3 党の見直し」では対象にはならなかった。県は終了に際し「国からの影響は

なかった」とした。 

1985 年の事業採択から 24 年、全体事業費は、398 億円で、約 33 億円を費消していた。

本体工事には着工しておらず、実施計画調査段階であった。家屋移転の補償や用地買収は

行われていなかった294。進捗状況を以下に示した。 

 

表 4-2-2 芹谷ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費 費消額 

芹谷 実施計画調査 398 億円 33 億円 

                      （滋賀県提供資料等により筆者作成） 

終了への強い反対アクターは多く存在した。代表的な反対アクターはダムの下流域の彦

根市の市長295であった296。芹谷ダム終了を表明した滋賀県に対して、「公開質問状」を提出

し、「市民への説明手続きが十分でない」297とした。芹谷ダムを必要とする内容が市のホー

                                                   
288 「平成 20 年度第 6 回公共事業評価監視委員会議事要旨１」（11 月 21 日） 
289 同上 
290 「平成 20 年度第 7 回公共事業評価監視委員会議事要旨１」（1 月 9 日） 
291 滋賀県、芹谷ダム 

http://www.pref.shiga.lg.jp/h/kasen/dam/seritani.html、2017 年 530 日確認 
292 同上 
293 県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月） 
294 県提供資料による（2015 年１月） 
295 獅山向洋市長、彦根市議を経て、1989 年に市長選に出馬し初当選。その後、落選した

が、2005 年に 2 度目の当選を果たし、2013 年まで市長を務める。 
296 県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月） 
297 同上（2014 年 11 月） 
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ムページに公開された298。彦根市は市長が選挙で落選するまではダム終了反対を貫いたとい

う299。一方、建設予定地である多賀町は終了には反対せず、「芹川川づくり会議」開催期間

中に町長は嘉田知事と協議し、県の方針に同意した。地元住民の中にも終了反対アクター

はいて「もともとは建設反対だった。県の説得に応じたのに今更何を」と県の政策変更を

批判した300。また、県土木職 OB も事業終了へ強く反対し、県担当者の話では「県庁へ怒鳴

り込みに来られたことが何度もあった」301という。県の出先機関である現場の建設事務所も

「終了になったらどのツラ下げて翌日から地元に行けというのか。そんな仕事は出来ない」

という職員もいたという302。ダム建設を所管する河川開発課の一部職員も終了に反対であっ

た。「河川開発課はダム事業を推進することが職務であり、見直したり精査したりすること

は職務ではない」と主張する職員もいたという303。事業終了のプロセスは、先述の「ダム計

画を見直すべき派」と「ダム計画を見直すことは必要ない派」の２つのグループの相克の

中で進められていたが、終了への流れが決定的になったのは、「川づくり会議」などで住民

の意見が「終了」とされた時であった。「ダム計画を見直すべき派」が大勢を占めるように

なり304。「徹底抗戦」305を主張していたグループも、事業終了に必要な作業を行い始めたと

いう。 

強い反対アクターが多くいる中、県の官僚たちは嘉田知事の政策選好を実現するために、

「２段階整備」というアイディアを提示した。「２段階整備」とは治水目標達成までの河川

整備を「当面目標」と「将来目標」の２段階に分けるという考え方で、その特徴は時間を

重視したことにある。県は芹川の治水対策について、「将来目標（１/100）」の安全度を達

成するためには、「ダム+河川改修」が有効な計画案の１つと位置づけていた。しかし、先

行してダム建設に着手した場合、「ダムが完成すれば、一定の治水安全度（1/40）までを確

保することができるが、完成するまでにあと 365 億円という多額の事業費がかかる」と算

出した306。一方、「（河川の）堆積土砂除去を先行した場合、今後 20年の「当面目標（１/30）」

の安全度を達成するのは格段に早く安く（約 15 億円）、当面の整備目標を達成することが

可能」307とした。そして、「当面の整備目標（１/30）をまず達成し、その後、将来目標（１

                                                   
298 彦根市、「芹川の洪水に関する資料館」、「集中豪雨に芹川はどのくらいまで耐えられる

か？」http://www.city.hikone.shiga.jp/cmsfiles/contents/0000000/749/shuchugou.pdf

（2017 年 4 月 30 日確認） 
299 県担当者へのヒアリング（2014 年 11 月） 
300 同上（2013 年 10 月、2014 年 4 月） 
301 同上（2013 年 10 月） 
302 同上（2013 年 10 月） 
303 同上（2015 年 3 月） 
304 同上（2013 年 10 月、2014 年 4 月） 
305 同上（2015 年 3 月） 
306 「平成 20 年度第 6 回滋賀県公共事業評価監視委員会」「資料―２－２（説明資料）芹谷

治水ダム建設事業」（平成 21 年 1 月 9 日）、p. 18 
307 同上、p. 19 
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/100）を将来的には目指す」という「２段階整備」308を行うとした。「当面目標」に早く達

成するためには、河川改修を先行させて整備した方が早くかつ費用も安くあがるという考

え方に基づき、ダム事業は終了とされた。芹川は「最優先して整備すべき河川」だからこ

そ、芹谷ダムは終了されたということになる。滋賀県はこの考え方を以下の図で提示し、

終了への関連アクターの合意調達を試みた。 

 

図 4-2-2 滋賀県が示した芹谷ダムの治水安全度の考え方（ダムを先行させた場合） 

 

                                                   
308 県担当者へのヒアリング（2013 年 10 月） 
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図 4-2-3 滋賀県が示した芹谷ダムの治水安全度の考え方（河川改修を先行させた場合） 

 

（図 4-2-2,4-2-3 いずれも「平成 20 年度第 6回公共事業評価監視委員会 資料 2-2 （説

明資料）芹谷治水ダム建設事業（平成 20 年 11 月 21 日）、芹川の治水対策方針の検討」か

ら抜粋） 

 

県は終了に伴う地域振興計画を実施するための協議を多賀町と開始した。ダム建設に伴

う損失補償が確定しておらず、水没移転の補償が行われていなかったため、地域振興計画

を県は「ダムの代替策ではなく、終了に伴う影響緩和策」309と位置づけた。立ち退きが予定

されていた 24 世帯は家屋の修繕が先送りされ、老朽化が進んでいたため310、計画の内容は

生活再建のための社会資本整備とされた。県は家屋の改修等を盛り込んだ計画を策定し、

住民に同意を求めていたが、住民らは使途制限のない補償金を求め、議論は平行線を辿っ

た311。しかしその後、県は家屋の調査を実施し、老朽化に応じた修繕費を算出し補償すると

した。県は家屋改修支援事業費 3000 万円を盛り込んだ一般会計補正予算案を議会に提案し、

可決された312。、知事は予定地を訪問し、住民に事業を終了したことを謝罪した313。2011 年

1 月、県と多賀町は「芹谷地域振興計画基本方針」の合意書に調印した314。県は計約 4億 8000

万円を 2013 年度予算に計上した。内訳は合併浄化槽を含めた家屋補修に 3億円、道路整備

                                                   
309 県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月） 
310 朝日新聞、2010 年 11 月 18 日（滋賀県版） 
311 同上、2010 年 8 月 26 日（滋賀県版） 
312 同上、2010 年 11 月 18 日、2010 年 12 月 1 日（滋賀県版） 
313 同上、2010 年 12 月 27 日（滋賀県版） 
314 同上、2011 年 1 月 19 日（滋賀県版） 
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や土砂崩れ対策などに１億 8000 万円であった315。2014 年度から着手され、事業はほぼ完了

した。嘉田知事は地域を視察し、県が整備を完了した集会所で住民と意見交換を行った316。 

知事町長双方ともに地域住民との合意調達には「時間がかかった」「ダム推進の立場の住

民が残っていた」と終了への困難があったとした317。尚、県と多賀町が振興計画で合意した

後も、下流域にあたる彦根市は市長が選挙で敗れる 2014 年まで終了に反対し続け、ダム事

業終了を彦根市が応諾したのは市長交代後であった318。 

芹谷ダムの終了検討開始を県担当者は「2007 年秋ごろの「中長期整備計画実施河川の検

討」の実施を考え始めたころ」と解答しているため319その時点と考え、終了合意は彦根市長

が交代した 2013 年 5 月と考える。県が終了検討から決定までに要した時間は約 1年半でそ

の後、地域振興計画をめぐって地元の合意調達を得ることに加えて下流域の彦根市が終了

を受け入れるまでに要した時間は 4 年以上であった。終了を決定するまでよりも、終了決

定以降の方が合意調達に時間を要した。検討開始から合意調達完了までは約 5 年 8 カ月で

あった。芹谷ダムの終了のプロセスをまとめると以下のようになる。 

 

表 4-2-3 芹谷ダムの終了の経緯 

1963 年 予備調査開始 

1985 年 実施計画調査開始（事業採択） 

1998 年 ・県の公共事業評価監視委員会で審議対象となる。県は「継続」とす

る 

・国の「ダム事業の総点検」で点検対象になる。県は「継続」とする。 

2001 年 河川整備計画策定に伴う「芹川川づくり会議」第１回開催 

2002 年 多賀町の利水事業からの撤退で治水専用ダムに用途変更 

2003 年 県の公共事業評価監視委員会で審議対象になる。県は「継続」とする。 

2006 年 7月 

2006 年 9月 

・嘉田知事就任 

・流域治水政策室新設される。 

2007 年 「芹川川づくり会議」再開、6月に知事と住民の意見交換会開催 

2008 年 10 月 

 

2008 年 11 月 

・県の「中長期整備計画実施河川の検討」開始する。芹川はＡランク

と分類される。 

・「第 10 回芹川川づくり会議」で県が「河川改修の方がダムより妥当」

とする治水対策方針（案）を発表 

                                                   
315 毎日新聞、2011 年 1 月 19 日 
316 読売新聞（滋賀県版）、京都新聞、産経新聞（滋賀版）、2013 年 3 月 21 日他 
317 中日新聞、2011 年 1 月 19 日 
318 県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月） 
319 県担当者へのヒアリング（2013 年 10 月） 
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・県の「公共事業評価監視委員会」で審議対象になる。 

2009 年 1月 ・「監視委員会」で「中止」の答申が示される 

・県は事業終了決定 

2011 年 1月 「芹谷地域振興計画基本方針」で県と多賀町が合意 

2013 年 5月 市長交代に伴い彦根市は終了に合意 

       （滋賀県提供資料等に基づき筆者作成） 

  

２、北川第 1ダム、第 2ダム 

 

 次に、北川第 1ダム、第 2ダム事業の終了のプロセスを検討する。2基のダムはセットで、

県が安曇川320の洪水対策を目的とし高島市に計画した。1953 年、台風による安曇川の氾濫

で死者 13 名の被害が出たことが発端となった321。県は 1973 年から予備調査を 13 年かけて

行い、1986 年から実施計画調査を行った322。1988 年には、県は第 1 ダム、第 2 ダムあわせ

て事業費を計 430 億円と算定した323。当初、多目的ダムとされた北川第 1・第 2ダムは、水

需要の減少に伴い、県は 2002 年に治水のみを目的とするダムに変更したが、2007 年に予定

地付近にイヌワシやクマタカの営巣が確認されたため、いったん事業を中断し、生態系の

調査を行った324。 

一方、県は 2008 年に安曇川についても「中長期実施河川の検討」を実施し、「最優先し

て整備すべき」とされる「Ａランク」に位置づけた。一方、国では 2009 年、民主党への政

権交代が起き、都道府県へのダム事業の「検証要請」で北川第１、第２ダムともに対象と

なった325。県は以前から「北川ダムを見直し対象として意識はしていた」326としていて、国

の要請を受けて検証を開始し、前に終了した芹谷ダムと同様に、「流域治水」「２段階整備」

というアイディアに基づいた検討を行った。県が決めた安曇川の治水安全度の目標は「当

面目標」は１/30、「将来目標」は１/100 であった327。検討の結果、安曇川の場合、「当面目

標が達成できれば、1954 年に起きた洪水を除けば、全てカバーできる」という見解を示し

                                                   
320 高島市などを流域とする流域面積約 300 平方 km、流路は約 58km。「平成 23 年度第１

回滋賀県公共事業評価監視委員会説明資料[北川治水ダム建設事業]（平成 24 年度 1 月 24

日） p. 4 
321 同上、p. 7. 
322 滋賀県、「北川ダムの経緯」

http://www.pref.shiga.lg.jp/h/kasen/dam/kitagawadata/kitagawanenpyou.html(2017年 4

月 30 日確認) 
323 同上 
324 同上 
325 同上 
326 県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月） 
327 「滋賀県公共事業評価監視委員会」(平成 24 年 1 月 24 日)「平成 23 年度事業評価監視

委員会説明資料[北川治水ダム建設事業] 北川ダム建設事業ダム検証に係る検討結果資料

2-1①」p. 16 
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た328。当面目標を達成することを前提に、ダム、河川改修、遊水池、放水路等どれを組み合

わせて採用するのが妥当かについて、国が示した安全度、コスト、実現可能性、持続性、

柔軟性、地域社会への影響の 7つの評価軸に沿って検討した329。その結果、ダムよりは河川

改修をまずは行った方が目標に早く達成でき、事業費もあと 51億円で済むとする意見をま

とめた330。 

一連の検討を行うにあたっては、県は 2011 年に計３回に渡って「検討の場」と呼ばれる

地元住民との対話の場を設けた331。知事、予定地の高島市長をはじめとして県、市の関係者

など 39 名が住民らと車座となり、のべ 87 名がその議論を傍聴した332。県はダム事業の概要

や経緯を説明し、住民と意見交換を行った。住民からは「下流の生命財産を守るために建

設に協力して欲しいとの県の要請で協力したが、国の政策変更や県の財政状況でダムをや

めても反対はしない」「知事訪問で状況はわかった。これからは地域整備のことを考えてい

く」「ダム事業で使った 114 億円は無駄にならないのか」「まず 1/30 を確保し、1日も早く

1/50, 1/100 を目指してほしい」などの意見が出された333。流域の７箇所においても個別の

地元への説明と意見交換会が行われた334。「早く 1/30 にしようとするのは間違いないと思う」

「ダム計画は残しておいて欲しい」「ダムには基本的に反対」などの意見が出された335。 

2011 年 12 月に河川の専門家による「淡海の川づくり検討委員会」が開催され、「河道改

修を先行する案が最も優位とする県の提案は妥当」とする意見が示された336。2012 年 1 月

に「監視委員会」が開催され、「低コストで最も早く効果が出る河道改修を先行することは

妥当とし、早期の河道改修の実現を求める」「ダムを一旦終了することで、ダム事業に協力

してきた建設予定地域が不利益を被ることのないよう対策を求める」「下流で当面の整備目

標（1/30）を達成した後、更に治水安全度 1/50、1/100 へと段階的向上を目指すにあたっ

て、流域自治体や住民と十分注意して進めること」などの意見が県へ示された337。北川第 1

ダム、第 2ダムは 2012 年 1 月に終了が決定した。県が北川ダムの２段階整備の考え方を説

明する際に使用した図を以下に示した。 

 

 

                                                   
328 同上、p. 17 
329 同上、pp. 28-30 
330 県は当面の整備目標（1/30）を達成するためには、2 ダムを先行させるとあと約 405 億

円必要、１ダムのみ先行させるとあと 196 億円必要、河川改修を先行させるとあと 51 億円

が必要として、河川改修を先行させる方が、効率的であり効果的であるとした。同上、p. 39 
331 「北川ダム建設事業ダム検証に係る検討結果【住民等の意見】」pp. 2-3 
332 同上 
333 同上  
334 同上、pp. 8-10 
335 同上 
336 「淡海の川づくり検討委員会 議事概要」（2011 年 12 月 21 日） 
337 滋賀県公共事業評価監視委員会「対応方針（案）に対する意見」（平成 24 年 1 月 24 日） 
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図 4-2-4 滋賀県が示した北川第１・第２ダムの治水安全度の考え方 

 

（県オフィシャルウェブサイト、北川ダム建設事業「県の対応方針」から抜粋） 

1986 年の事業採択から 26 年、第 1第 2ダムあわせた全体事業費は、430 億円で、事業費

ペースでの進捗率は 26％で 114 億円を執行済みであった338。第 1ダムは 1999 年に取り付け

道路の工事に着手していて建設段階にあり、第 2ダムは、調査段階であった。 

 

表 4-2-4  北川第１・第２ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費 費消額 

北川第１ 

北川第２ 

建設工事（取付用道路工事） 

実施計画調査 
430 億円 114 億円 

（滋賀県提供資料等により筆者作成） 

ダム終了決定後、県は地域振興計画の作成に着手した。芹谷ダムに比べて北川ダムは事

業が進捗していて、「損失補償の基準も締結され、水没移転補償も完了し、ダム建設に伴う

周辺地域整備事業計画も策定済み」339であった。集落移転も完了していたため、計画の内容

も事業着手時に策定済みの周辺地域整備事業を終了に伴う内容に変更した。2013 年 2 月、

計画の内容に県と市双方が合意し、知事は地元の高島市朽木支所を訪れ、協定を締結した340。

協定に盛り込まれた事業の内容は、県道の補修や地区の集会所の設置や耐震化などで事業

費は約 11億円341で、着手は 2013 年に行われた。県と地元市町村や住民らと協議を開始して

                                                   
338 「滋賀県公共事業評価監視委員会」(平成 24 年 1 月 24 日)「平成 23 年度事業評価監視

委員会説明資料[北川治水ダム建設事業] 北川ダム建設事業ダム検証に係る検討結果資料

2-1①」p. 10 
339 県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月） 
340 朝日新聞、2013 年 3 月 28 日（滋賀県版） 
341 読売新聞、2013 年 3 月 28 日、京都新聞、2013 年 3 月 27 日他 
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から合意に至るまでは１年 2ヶ月を要していた。 

北川第１・第 2ダムについては、終了検討開始を県担当者は「2008 年 10 月の中長期整備

計画実施河川の検討で北川が「Ａランク」となった時点」342と解答したためその時点と考え、

終了合意調達を地元との協定への調印式が行われた 2013 年 3 月と考えた。終了決定までは

3年 3カ月かかり、地元住民との合意調達が得られるまではそれから１年 2カ月かかり、計

4年 5カ月を要した。「外部・揉めた」類型となった。 

北川第 1、第 2 ダムは、芹谷ダムと同様、「ダム事業の総点検」の対象になったものの、

県は「継続」と解答した343。2000 年の「与党 3 党の見直し」では、北川ダムは対象にはな

らなかった344。2010 年の「検証要請」については、北川ダムは対象となっていた。国から

の影響を受けたかどうかについては、県は「受けた」345と解答した。 

県は芹谷ダムの終了を検討した時点で、「北川ダムの終了も意識していた」という346。し

かし、北川ダムは芹谷ダムと同じ 2009 年の「監視委員会」で審議対象となり、芹谷ダムは

「中止」の答申であったが、北川ダムは「継続」となった。県はこの時点での北川ダムの

終了を先に延ばすという決定をしたという347。県の担当者は「同時複数ダム終了」というイ

ンパクトを避けたとする348。県は北川ダムの終了決定時期を後にずらした349。県が北川ダム

の「検討の場」を設置したのは、国の「検証要請」の翌年で、設置の理由を「国において

もできるだけダムに頼らない治水政策を検討するため『ダム建設事業の検証』を行うこと

とされました。北川ダムにつきましては、国から示された評価手法と県の考え方を併せて

検証を進めて参ります」350とし、検討開始のきっかけに国の姿勢を根拠として示した。県職

員らは、県議会や県議らへの説明の際にも「国からの検証要請に基づいて」とたびたび述

べた351。県職員は「北川ダムは県独自で終了への検討を進めてはいたが、国の力も借りた」

352としている。 

北川第 1 第 2ダムの終了プロセスで終了に強く反対したアクターはいなかったという353。

当初、予定地の高島市長が反対していたが、最終的には県の「2段階整備」のアイディアに

同意し、終了に賛成した354。地域の住民からは、ダム推進を望む声もあがったが355、それ自

                                                   
342 県担当者へのヒアリング（2013 年 10 月） 
343 県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月） 
344 2000 年の「与党 3 党の見直し」では滋賀県内で計画中のダムは対象とならなかった。 
345 県担当者へのヒアリング（2013 年 10 月） 
346 同上 
347 同上 
348 同上 
349 同上 
350 「北川ダム建設事業「検討の場」」「第 1 回開催案内」（平成 23 年 2 月 12 日） 
351 県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月） 
352 同上 
353 同上 
354 高島市長は、2011 年 9 月 11 日の「第 3 回検討の場」で「時代の流れの中で、ダムに頼

らない方向、或いは河道改修が必要という方向はやむを得ないと考えている。ダム計画は
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体では終了のプロセスに影響を与えるような強い終了反対にはならなかった。現在、滋賀

県には計画中の県営ダム事業はない。 

 

表 4-2-5 北川第 1・第 2 ダムの終了の経緯 

1973 年 予備調査着手 

1986 年 実施計画調査開始（事業採択） 

1995 年 北川第 1 ダム建設に関する基本協定を地元と締結 

1997 年 ・北川第 1ダム損失補償基準に関する協定を地元と締結 

・「ダム事業の総点検」で対象になる。県は「継続」とする 

1998 年 県の「公共事業評価監視委員会」で審議対象となり、「継続」と答申が示

され、県は「継続」とする。 

1999 年 北川第 1 ダム取付道路工事開始 

2002 年 治水専用ダムに用途変更 

2006 年 7月 

2006 年 9月 

・嘉田知事就任 

・流域治水政策室新設される。 

2007 年 生態系調査のため、事業中断 

2008 年 10 月 県の「中長期整備計画実施河川の検討」で北川は「Ａランク」とされる。 

2009 年 1月 芹谷ダム終了決定 

2010 年 9月 国の「検証要請」の対象となる 

2011 年 ・「検討の場」を３回開催（2月～9月） 

・「地域別意見交換会」を 7箇所で開催（11 月～12 月） 

・専門家による「淡海の川づくり検討委員会」（12 月）を開催 

2012 年 1月 

 

・「監視委員会」で審議対象となる。「中止」の答申が示される。 

・北川第１、第２ダム終了 

2013 年 3月 「地域振興計画」で地元関係者との協定調印式 

2014 年 振興計画に伴う事業はほぼ完了。 

  （滋賀県提供資料等に基づき筆者作成） 

 

滋賀県のダム事業終了の経緯は以上である。ここで事業終了の帰結について叙述する。

                                                                                                                                                     

見通しが甘かったと言われたが、私はそのように思っていない」という趣旨の発言をして

いる。滋賀県、「北川ダム建設事業ダム検証に係る検討結果（関係者の意見等）」から。そ

の後、2012 年 1 月 22 日開催の「報告の場」では「ダムは 100 年に１度の災害を防ぐため

にも必要かと思いますが、それよりも 30 年に１度の災害を防ぐということもやはり近々の

大きな課題、問題として考えていく必要がある」としている。滋賀県、「平成 23 年度第１

回滋賀県公共事業評価監視委員会説明資料」高島市長コメント要旨より。 
355 平成 24 年 1 月 24 日、滋賀県公共事業評価監視委員会資料 2-3、「北川ダム建設事業ダ

ム検証に係る検討結果（関係者の意見等）」 
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2014 年 3 月に滋賀県では「流域治水基本条例」が施行された356。ダムに頼らない治水の必

要性を訴える嘉田知事の看板政策が実を結んだと報道された357。条例には水害の危険性が高

い地域358での建築規制が盛り込まれ、河川整備や避難計画の整備などの県の複数の部署を横

断する内容となった。また、条例の施行を受けて、関西アーバン銀行359は浸水警戒区域内で

対策を施した住宅の購入や増改築を対象に、住宅ローンに優遇金利を適用する商品「県流

域治水推進住宅ローン」の取り扱いを始めた360。 

滋賀県のダム事業終了は全て知事主導によるものであった。知事は直接、自らの政策選

好を官僚たちに伝達し、組織編成、人材、財源の面でいずれもダム事業終了を促進できる

よう変更を行った。組織編成では知事は当選２ヶ月後に、「流域治水政策室」361を設置した362。

「流域治水政策室」は、知事がマニフェストに掲げた「流域治水」を検討および実践する

ことを目的とする部署であった。「土木交通部」の下部に設置され、これまで、ダム事業を

計画および推進してきた河川開発課や、河川や港を菅理してきた河港課と並列する形で新

設された363。「流域治水推進室」は室であったが、課とほぼ同等に位置づけられた364。流域

治水政策室発足当時、職員数は５人であった365。知事再選後の 2011 年、流域治水政策室の

上部には「流域政策局」366が新設された。かつての河港課や河川開発課が行っていた職務を

担当する部署も、流域治水政策局に内包され、その下部に属する組織編成となった。流域

治水政策室の職員は９人増員されて、計 15 人になっていた367。知事は自らのアイディアを

実現すべく、庁内の組織を改編していったことが伺える。 

 

                                                   
356 朝日新聞、2014 年 3 月 25 日（滋賀県版） 
357 同上 
358 2017 年 6 月に滋賀県米原市内の約 13ha が初めて浸水警戒区域として住宅を新築、増改

築する際は敷地をかさあげするなどして大雨の際に想定される水位より高い位置に住宅を

設けるよう義務付けられた。県が費用の２分の１を助成する（朝日新聞、2017 年 6 月 16

日（滋賀県版）） 
359 本店大阪市 
360 朝日新聞、2017 年 6 月 16 日（滋賀県版） 
361 流域治水政策に関する調査・企画および調整の業務のほか、河川整備計画の策定につい

ての業務、公共土木施設の災害普及に関する業務を行うとされている。 

滋賀県、「流域治水政策室」、「仕事と役割」 

http://www.pref.shiga.lg.jp/h/ryuiki/（2017 年 4 月 30 日確認） 
362 県提供資料（2014 年 4 月） 
363 同上 
364 県提供資料、県担当者へのヒアリング（2014 年 4 月） 
365 同上 
366 流域治水政策を河川の維持管理や改修と一体的に取り組むとともに、琵琶湖・淀川水系

における下流域と連携した広域的な視点での河川政策を推進するとされている。 

滋賀県、「流域政策局」、「仕事と役割」

http://www.pref.shiga.lg.jp/h/kako/ryuuikiseisakukyoku_top.html（2017 年 4 月 30 日確

認） 
367 県担当者へのヒアリング（2013 年 10 月、2014 年 4 月） 
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次に予算の状況を検討する。他の多くの都道府県と同様、滋賀県も財政状況の悪化を課

題としていて、県の河川整備事業に充当する予算は、1998 年以降、減少の一途をたどって

きた368。しかし、2011年に流域政策局が設置されると局の予算は新規で77億円が計上され、

うち、河川事業予算も 50億円と前年の 47 億円に比べて増加に転じる369。以降、流域政策局

の予算は増え続け、2014 年度は 102 億円と発足当初と比べて約 1,5 倍に増えた。それに伴

い、河川整備事業予算も増え続け、2014 年度は 64億円となった370。県全体の財政は緊縮状

態であるにもかかわらず、「流域治水」という知事のアイディアの進展に伴い、流域治水政

策局および河川整備事業の予算は増加傾向にある。全国の都道府県が軒並み、河川整備事

業予算を減少させていく中、滋賀県では異例の対応となった。 

 最後に人事の状況を検討する。治水政策にかかわる部署の人事について、国から県への

出向人事と県庁内人事を順に検討する。国からの出向人事を見ると、滋賀県の「河港課長」

というポストは、戦後まもない時期から歴代、国からの出向官僚である技官の「指定席」

であったという371。河港課長は琵琶湖にかかわる河川や港を管轄し、治水計画を統括するポ

ストの長で県職員によると「とりわけ重要なポジション」であったとされる372。県の技官は

入庁当時「君は知事にはなれるかもしれんが、河港課長になることだけは無理だ」と言わ

れたことを覚えている373。しかし、嘉田知事就任翌年には河港課長への国からの出向人事は

終了した374。２年後、河港課長の上長にあたる土木交通部長への国からの出向人事も終了し

                                                   
368 県提供資料、県担当者へのヒアリング（2014 年 4 月） 
369 同上 
370 同上（2013 年 10 月、2014 年 4 月） 
371 同上 
372 同上 
373 同上 
374 2007 年度で終了。県担当者へのヒアリングによる（2013 年 10 月、2014 年 4 月） 

図 4-2-5 滋賀県の組織図（流域治水政策室） 

 

図 4-2-6 滋賀県の組織図 2（流域治水政策局） 
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た375。知事がこの前後に「県の政策に反対ばかりする国の人は追い返しました」と公的な場

所で発言したのを県職員は聞いている376。知事の発言からは県が独立的に377琵琶湖や河川に

かかわる治水政策を形成および執行しようとしていたことが伺える。 

次に庁内の人事を見ると芹谷ダム終了に庁内で強く反対したのは先述の建設事務所長で、

2008 年 10 月に終了の方向性が提示されて以降、更に半年（2009 年春の人事異動まで）間、

同一人物が務める状況となった。その間「（ダム事業を推進してきた）建設事務所所長や職

員らはかなり疲弊することがわかった」という378。次の北川ダム終了の際は、「検討の場」

の会議の開催期間中に定期の人事異動があったため、県は建設事務所長をこのタイミング

で交代させたという379。後任は「１回目の芹谷ダム終了の過程を熟知し、流域治水の考え方

も理解していた人物」380を据えた。「（終了に向かう）地元交渉の初期の段階で人を交代させ

た」381という。「芹谷の時に苦労したので、2回目（の北川ダムの時）は対策がわかった」382

とする。１回目の終了で、県は学習し、２回目の終了までの間に県は人事面でも課題への

対策を行った383。組織、財源、人事のいずれにも知事の政策選好が大きく影響した。特に組

織と人事については、「知事から担当職員に直接リクエストがおろされた」384といい、それ

を受けて「担当職員が必要な組織案と人事案をまとめあげ、知事が自分の意向を入れて決

めた」とされ、財源については担当職員が「知事の意向を汲み取り、政策に必要な予算を

見積もった」という。 

嘉田知事はいわゆる無党派知事で県議会とは異なる政策選好にあった。新幹線新駅の見

直しや一般会計予算案の編成でも県議会最大会派の自民党とはしばしば対立してきた。

2007 年の統一地方選では、知事を支援する「対話でつなごう滋賀の会」に属する候補が複

数当選を果たしたが、それでも最大会派にはなっていない385。芹谷ダム終了決定後、県議会

は大戸川ダム建設中止を国に求める嘉田知事の意見案をめぐり流会となり、補正予算案な

ど 39 件が廃案となった386。県議会との緊張関係の中、知事はダム事業の終了において県議

                                                   
375 土木交通部長への国からの出向が終了する一方、都市計画を担当する部署には次長級の

職員が国から出向した。その 5 年後には、道路建設を担当する部署にも次長級の職員が国

から出向した。県担当者へのヒアリング（2013 年 10 月、2014 年 4 月） 

376 県担当者へのヒアリング（2013 年 10 月、2014 年 4 月） 

377 この場合の「独立的」とは「行政組織の資源である権限、金銭、組織編成や人員、情報

を自分たちの判断で調達できるかどうか」[曽我, 2016, p.18]と定義する。 
378 県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月） 
379 同上 
380 同上 
381 同上 
382 同上 

383 同上（2013 年 10 月、2014 年 4 月） 

384 県担当者へのヒアリング（2017 年 4 月） 
385 朝日新聞、2007 年 4 月 9 日 
386 京都新聞、2010 年 7 月 20 日 
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会から終了への合意調達が容易に得られるとは考えておらず、直接指示を出す形で組織や

財源や人事面での対応を行い、住民からの直接信託を得る形で終了を主導しようとしたこ

とが考察される。 

最後にプロセスに影響を与えると想定していた要因の状況について検討する。芹谷ダム

については、国の改革で名挙げはあったものの、県は終了への「影響はなかった」とし中

央政府からの自律的な終了と捉えていた。北川第１・第２ダムについては、「影響があった」

とした。国の改革で名挙げされたが、県はそれより以前から自律的に終了を検討していて、

国の名挙げを終了促進要因に転換し、関連アクターへの合意調達に戦略的に利用した。一

方、河川政策に携わる国からの出向官僚のポストを２つ減らし、自律的な政策選択を行え

る環境を整えた。滋賀県が終了した 3 事業について、国の３度の改革において対象であっ

たかなかったか、また、それが県の終了決定に影響したかしなかったかを整理した。 

表 4-2-6 国の改革における対象の有無と地方政府の受け止め方 

 

（筆者作成） 

終了反対アクターは芹谷ダムの時は強く、北川第１第２ダムの時は弱かった。これは官

僚たちが１回目の終了時の課題を「学習」し、登場が予想される反対アクターらへの対応

をあらかじめ行っていたことが効果をあげた。この「学習」は、住民の意見の聴取方法に

も表れ、１回目の時より遥かに多い回数で住民の意見交換の場が設定された。先行研究で

は、官僚は、情報を収集する時間があれば、予測的対応の確率を高くし、政策の帰結に影

響を与えることが明らかになっているが[京, 2011]、「学習」は事業終了の際にも援用され、

効果をあげていたことがわかった。 

 

表 4-2-7 滋賀県における終了プロセスの類型 

 

                               （筆者作成） 

プロセスに影響を与えそうな５つの要因の状況を以下に整理した。 

対象 対象ではない 対象 対象ではない 対象 対象ではない

ダム事業の総点検 ○ ○ ○

与党３党の見直し ○ ○ ○
ダム事業の検証要請 ー ○ ○

国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無

○ ○ ○

芹谷 北川第１ 北川第２

地方政府の

受け止め方

ダム名 揉めない 揉める 揉めない 揉める

滋賀 芹谷（せりたに） ○
北川第一（きたがわ） ○
北川第二（きたがわ） ○

内部 外部
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表 4-2-8 滋賀県における終了プロセスに影響を与えそうな要因の状況 

 

（筆者作成） 

最後に相互参照について検討する。滋賀県は鳥取県に対して参照を行っていた。滋賀県

は芹谷ダムの地域振興計画を策定する前に、鳥取県へ中部ダム事業の地域振興計画の内容

について 2008 年に照会を行った387。滋賀県の担当者は、「当時、片山知事の中部ダムへの取

り組みは新聞、テレビ等で取り上げられていたので、知っていた」「（中部ダム建設予定地

への）現地調査は行っていないが、資料を取り寄せたとの記録がある」という388。鳥取県の

担当者の話によると、2008 年時点で、滋賀県の担当者とメールのやりとりが行われていた389。

鳥取県担当者は、地域振興計画に盛り込まれていた水没予定地域の住民に対する生活再建

のための補助金の交付要綱や計画の実施内容の一覧表を提供したという。参照が政策形成

の時だけでなく、終了の際にも行われていたことがわかった。 

 

小括 

 

 滋賀県におけるダム事業終了は 3 事業とも知事が主導した。ダム事業の終了は嘉田知事

の知事就任以前からの政策選好の１つであり、実現のために「流域治水」というアイディ

アを掲げ、河川政策を支える大きな柱とした。知事が持つアイディアを政策に反映するた

め、官僚たちは「２段階整備」というアイディアを提示し、終了への道筋をつけた。終了

へのプロセスはアイディアを媒介にした知事と官僚の相互作用の中で進んだ。知事はダム

事業終了を進めるために、組織編成と財源と人事のいずれの面からも終了を促進できるよ

う環境を整え、直接指示を出していた。知事が主導し官僚たちも住民との意見聴取に積極

的であった。無党派知事であった嘉田知事は県議会からの合意調達が容易ではなかったた

め、庁内の環境を整え、住民からの直接信託を取って終了という政策選択に正統性を与え

ようとしたと考えられる。 

 終了のプロセスは 3 事業ともに終了に伴い、県が提示した地域振興計画をめぐって住民

からの合意調達に時間を要し、「外部・揉める」類型となった。 

  

                                                   
387 滋賀県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月）、鳥取県担当者へのヒアリング（2015 年 3

月） 
388 滋賀県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月） 
389 鳥取県担当者へのヒアリング（2015 年 3 月） 

芹谷 北川第１ 北川第２

主導者 知事 知事 知事

国の影響 無 有 有
反対アクター 強 弱 弱
進捗 調査 建設 調査
時期 後期 後期 後期



116 

 

 

第３節 知事主導の終了事例で明らかになかったこと 

 

 本節では、鳥取県と滋賀県の終了事例を観察した結果、明らかになったことを示す。両

県にはいくつか共通する特徴があった。終了はいずれも知事主導で、知事の政策選好が終

了促進要因になっていた。1990 年代以降、知事は歳出歳入面において個別政策分野の歳出

にも影響を及ぼす[曽我・待鳥, 2007]と指摘されていたが、本章では歳出面において事例

でもこの指摘が裏付けられていたことがわかった。 

知事らは直接指示を出して官僚たちに政策選好を伝え、それを実現するために官僚たち

はアイディアや方法を提示した。片山知事の政策選好は財政規律を高めることにあり、大

型公共事業を次々と見直し、中部ダム事業終了はその中の１つであった。政策選好を実現

するための手法は情報公開であった。嘉田知事の場合、ダム事業終了そのものが政策選好

であり、実現するために流域治水というアイディアを展開した。 

片山知事は終了のプロセスに直接関与し、これまでダム建設の根拠となってきたデータ

の再検討を命じた。嘉田知事は組織と財源と人事面で変更を図り、ダム事業終了を支えよ

うとし、官僚たちもそれに応えた形となる。いずれも政策選好の実現のためで、知事主導

での合意調達が行われた。 

住民を終了のプロセスに参画させたのは知事の戦略的なものであったと考えられる。片

山知事は議会とは緊張関係にあり、嘉田知事は「無党派知事」で、県議会与党とは政策選

好が一致していない。いずれの知事も事業終了や振興策を含めた合意調達を県議会からあ

らかじめ容易に得ることが難しいと考え、住民を参画させることで自らの政策選好および

政策選択に代表性と正統性を与えようとしたと考える390。片山知事の終了のプロセスの透明

性へのこだわりも可視化することで住民からの直接信託を受けやすくするための１つの手

法だったと考える。一般的には知事は小選挙区制で選出され一般利益を指向する[曽我・待

鳥, 2007]とされ、本来であれば知事は県全体の世論から合意調達を行うべきところである

が、ダム事業は特定の地域に個別利益をもたらすもので、県全体の世論からの合意調達は

得にくい特徴を持つ。そのため知事は限定された地域ではあるものの建設予定地の住民を

プロセスに参画させたというのが本稿の主張である。終了の対象となるダム事業は先述の

通り、個別利益追求を目的とし、かつ中央政府から独立性の低い政策領域である河川政策

の１事業であるがゆえに、広く一般利益を追求する知事から見ると直接指示を出して合意

調達を行わざるをえなかったと考える。 

知事らは住民からの直接信託を取り付けたようとした結果、信託を得た代わりに地域振

興計画を実施することとなり、今度はそこでの合意調達に長時間を要することとなった。 

                                                   
390 ヒジノは一般的に首長が自らの政策プログラムに反発する議会に直面した時、首長は有

権者に政策を直接訴え、彼らからその政策の正統性を得て、議会を「迂回する」手法があ

るとしている[ヒジノ, 2015, pp. 112-115]。ヒジノはここで住民との対話のリスクと限界に

ついても論じている。 
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整理すると、知事主導で終了した計４事例の終了プロセスはいずれも「外部・揉める」

類型であった。 

図 4-3-1 鳥取と滋賀の終了事例において検討開始から地域の合意調達までに要した時間 

 

                                 （筆者作成） 

次章では、官僚主導の終了事例の叙述を行う。 

  

終了検討開始から終了決定までに要した期間 終了決定から地元と振興計画をめぐって合意するまでに要した期間

鳥取 中部

芹谷
北川第１・第2

４年目 ５年目 ６年目

滋賀

３年目1年目 ２年目

揉める揉めない
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第５章 官僚主導による終了事例の叙述 

 

 本章の目的は、岩手、青森、新潟県で終了したダム事業の終了のプロセスを叙述し、終

了のプロセスはいかなるものかを明らかにすることにある。前章の鳥取と滋賀での終了事

例は、終了を主導したのは知事で、終了のプロセスはいずれも「外部・揉める」であった。 

岩手、青森、新潟の場合は、結論を簡単に先取りすれば、いずれも終了は官僚が主導し

ていた。岩手、青森、新潟については観察前には主導者は知事ではないだろうと予想はし

ていたが、それ以外の誰が主導者であるかはわからなかった。そのため、この３県につい

ては地方議会や住民の可能性も含めて幅広く検討し、結果、官僚が主導していたことがわ

かった。先行研究などでは政治的要因が終了促進要因になることが多く指摘されていたた

め[Bardach, 1976][Deleon, 1978][Lewis, 2002] [砂原, 2011]、官僚が終了を主導した事

例が多くあったことは想定外であった。 

各地方政府を率いる知事らはいずれもダム事業の終了に強い政策選好を示さず、事業終

了過程に直接関与した事例はなかった。しかし、いずれの知事も財政状況の悪化に伴い、

これまでの政策選択を変更し財政再建に舵を切る転換期があった。その転換期は地方政府

によって異なったが、共通していたのはこの転換期に最初のダム事業終了が行われ、その

後一連の終了が続いたことであった。転換期は、３県のうち岩手、青森では知事の交代時

期とほぼ合致していた。新潟は知事の交代から転換期まで５年を要した。官僚たちは財政

状況の悪化と知事の交代に伴い、地方政府が目指す方向性が転換したのを認識し、それに

応える形で事業終了を進めたと考えられる。知事から直接、自らの部署が所管する事業を

見直すよう指示がなくても、官僚たちはあらかじめ事業終了の提案を行う形で終了に向け

て動き出していた。終了のプロセスは事例によってヴァリエーションがあったが、終了の

提案を官僚たちが知事らに行い、合意調達を目指したのはいずれの県でも共通して見られ

た特徴であった。 

官僚主導事例では、終了のプロセスの類型は「内部・揉めない」類型と「外部・揉めな

い」類型が多くを占めたが、「内部・揉める」「外部・揉めない」の各類型に属する事例が

複数存在した。終了のプロセスは４類型存在し、仮説１は支持されていないようにうかが

える。 
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第１節 岩手県 

 

岩手県は 1997 年～2014 年までに計 5つのダム事業を終了した。本節では、これら 5事業

の終了プロセスを観察し、事業終了はいかなる経路を辿って決定されていくのか明らかに

する。結論を簡単に先に述べると、岩手県の終了事例は全て官僚主導であった。岩手県が

事業終了した期間はいわゆる「改革派」とされた知事とその後任の２代に渡ったが、いず

れの事例も終了を主導したのは官僚で、主導者に変化はなかった。終了した 5事例のうち 4

事例のプロセスは「内部・揉めない」で、最後に終了した１事例のプロセスが「外部・揉

める」類型に属した。 

岩手県は、都道府県の中では北海道に次いで 2番目に広い391。北上川水系など一級水系の

うち県管理の河川が 204 本あり、気仙沼水系など二級水系のうち県管理の河川が 106 本あ

る392。県内は山間部が大半を占め、河川は奥羽山脈および北上山地を源流として、他県に流

入するものと直接太平洋に注ぐものに分けられる。 

 2007 年の洪水では北上川でカスリーン台風に次ぐ水位を記録し、死者 2 名を出すなど県

内全域で被害が出た393。2010 年に北上川で洪水が発生し、88 戸の家屋の浸水被害があった。

また 2011 年の東日本大震災で大きく被災し、県は河川を遡上する津波による被害を軽減す

るため下流に水門や堤防の整備も進めている。同年、豪雨で県西部と北部に被害が出て約

100 戸が被災し、2016 年にも水害が発生するなど頻発する災害への備えなどから、住民の

河川政策への関心は高い。県は現在 9基のダムを菅理していて、１基を建設中である。 

5 事業は終了した時期が 1997 年、2000 年、2014 年であった。時系列で整理し、ダムの場

所を示した。 

 

表 5-1-1 岩手県で終了したダム事業 

ダム事業 事業採択 終了決定 総貯水量 

明戸 1990 年 1997 年 8月 70 万㎥ 

日野沢 1990 年 1997 年 8月 796 万㎥ 

黒沢、 1992 年 2000 年 11 月 50､3 万㎥ 

北本内 1980 年 2000 年 11 月 1070 万㎥ 

津付 1981 年 2014 年 7月 560 万㎥ 

                        （岩手県提供資料等により筆者作成） 

 

                                                   
391 『岩手の河川海岸―人と自然との共生を求めて』（平成 25 年 4 月） 
392 同上 
393 同上 
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図 5-1-1 岩手県で終了したダムの場所 

 

 

                  （岩手県提供資料に基づき筆者作成） 

 

１、明戸
あ け ど

、日
ひ

野沢
の さ わ

ダム 

 

 県は 1997 年に二級水系明戸川にある明戸ダム、二級水系久慈川にある日野沢ダムの２事

業の終了を決定した。明戸ダムの終了の経緯を叙述する。明戸ダムは利水、治水を目的に

した多目的ダムで、1988 年に予備調査、1990 年に事業が採択された394。1996 年、県は利水

を希望していた田野畑村と情報交換を行い、明戸ダムを利用して魚の養殖を計画していた

田野畑村漁協組合が利水を取りやめる意向であると報告を受けた395。養殖の需要が減ってき

たことに伴い、水需要も減少してきたのが理由であった。この時点で、県は明戸ダム事業

における利水需要がほぼ消滅したことを把握し、事業の継続か終了かの検討を開始した396。 

                                                   
394 「事業経緯 日野沢ダム明戸ダム北本内ダム」岩手県県土整備部提供資料（2014 年 10

月 17 日提供）、県担当者へのヒアリング。尚、岩手県は明戸、日野沢、北本内ダムの終了

の経緯を公開していない。その理由について県担当者は「かなり以前のことで、（終了は）

あまり褒められたことではないですし」としている（2014 年 10 月 24 日） 

小規模ダムの場合、予備調査が完了すると即事業実施となる。県へのヒアリングでは、明

戸ダムと後述の黒沢ダムはいずれもこのケースにあたり、実施計画調査は行われていなか

ったが、事業そのものは調査段階であったという。 
395 「事業経緯 日野沢ダム明戸ダム北本内ダム」岩手県県土整備部提供資料（2014 年 10

月 27 日提供） 
396 県担当者へのヒアリング（2014 年 10 月 24 日） 
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日野沢ダムは 1978 年に予備調査が開始され、1990 年から実施計画調査が行われた397。日

野沢ダム終了までの経緯は明戸ダムと似ている。1996 年、県は日野沢ダムからの利水を希

望していた山形村398や久慈市と情報交換を行い、利水需要の見込みがない状況を把握した399。

県は事業の継続か終了かの検討を始めた400。 

一方、翌年の 1997 年、国は「ダム事業の総点検」を実施し、県は国から 1998 年度の補

助事業の概算ヒアリングに向け検討を行うよう要請を受けた401。県は、当時計画があった県

営ダム 10 事業について「総点検」を行った402。その 3 ヶ月後の 8 月、国は「終了・凍結選

定の基準」を公表し403、県はこの「基準」に明戸ダム・日野沢ダムが該当することを確認し

た404。同日、県は県議会常任委員会で 2事業を終了する旨、答弁を行った。明戸ダム事業に

ついては、利水が消滅し、残った治水については、過去の災害以降、被害が起きていない

ことから更なる洪水対策をする必要がないとした405。日野沢ダムについては、残った治水は、

久慈
く じ

川で行う方が経済的に有利であるとし406、事業終了の旨を県は山形村と久慈市に説明し

了承を得た。県は終了を県議会で答弁する際、地元の県議にはあらかじめ終了の方向性を

説明し、おおむね了承を得た。「総点検」の対象となった残り 8事業は継続となった。県担

当者の話では「進捗状況が中止の判断に影響した」407という。 

この時期の岩手県政を見ると「明戸、日野沢ダムが終了した 1997 年という時期は県にと

って非常に微妙な時期だった」と技術官僚出身の元副知事は語った408。1995 年 4 月、元建

設省職員の増田寛也氏が新進党と公明党の推薦を受けて、知事選に初当選し、知事に就任

                                                   
397 「事業経緯 日野沢ダム明戸ダム北本内ダム」岩手県県土整備部提供資料（2014 年 10

月 17 日提供） 
398 山形村は 2006 年に久慈市と合併した。 

岩手県、「県内市町村の合併状況」

http://www.pref.iwate.jp/seisaku/bunken/gap.ei/007276.html（2017 年 4 月 30 日確認） 
399 「事業経緯 日野沢ダム明戸ダム北本内ダム」岩手県県土整備部提供資料（2014 年 10

月提供） 
400 県担当者へのヒアリング（2014 年 10 月 24 日） 
401 「事業経緯 日野沢ダム明戸ダム北本内ダム」岩手県県土整備部提供資料（2014 年 10

月 17 日提供） 
402 県担当者へのヒアリング（2014 年 10 月 24 日） 
403 「ダム事業の総点検」でのこの「国の基準」の話がヒアリングで出てきたのは、岩手県

だけであった。他の県は「基準」について「知らない」あるいは「記録に残っていない」

としている。 
404 県担当者へのヒアリング（2014 年 10 月 24 日） 
405 県は 1961 年の災害復旧事業で、河川の安全度が 1/10 程度確保されていて、以降、洪水

被害がないため、これより更に河川の安全度を引き上げる必要がないとされた。「事業経緯 

日野沢ダム明戸ダム北本内ダム」岩手県県土整備部提供資料（2014 年 10 月 17 日提供） 
406 県は日野沢川の治水対策では、安全度 1/50 で、河川改修をしていて、最近は洪水の被

害もないことから、早急に安全度をあげる必要がないとした。「事業経緯 日野沢ダム明戸

ダム北本内ダム」岩手県県土整備部提供資料（2014 年 10 月 17 日提供） 
407 県担当者へのヒアリング（2013 年 11 月 23 日） 
408 技術系の元副知事（1997 年当時県土整備部課長）へのヒアリング（2013 年 11 月 23 日） 



122 

 

 

した409。増田知事は財政規律の確保を県政の大きな柱に掲げた。しかし知事からダム事業終

了の指示はなく、事業終了に強い政策選好はなかったという410。「ダムに厳しいスタンスか

と思っていたが実際は異なっていた」411という。一方、国の「総点検」の動きとは別に、1996

年、県の河川事業予算は 310 億円とピーク412を迎え、1997 年には公共事業予算も 2476 億円

とピークに達していた413。しかし元副知事は「公共事業をやるには最後のチャンスでありな

がら、県の財政はかなり厳しくなっている狭間の時期だった。予算を要求しても金がつか

ないケースが多く、借金が増えていった。庁内の雰囲気も“事業継続”で頑張れない雰囲

気で“そこまで継続してダムをやる必要があるのか”という意見もあった。”ダム中止反対

“を表立って言えない雰囲気だった」414という。「いけいけどんどんでは（事業を）やれな

い状態にあるのが庁内には一般認識としてあった」415という。事業のいわゆる「たな卸し」

が行われていて、県立病院の経営計画の見直しも着手され416、花巻空港の拡張工事や競馬場

経営の見直しも検討されはじめていた417。「県の財政が全国的にみても悪いことを職員は皆

わかっていた」418という。1997 年 10 月、県は増田知事主導で財政規律の確保を目指す「行

財政システム改革指針」を発表した。「指針」には県債への依存の減少や基金の金額確保な

どが盛り込まれた419。翌 1998 年度の県の一般会計予算は 48 年ぶりのマイナス予算で建設事

業費は前年度比較で 17％削減され、14 年ぶりに前年度を下回った420。増田知事は「公共事

業を中心に事業の重点化を進めた」と説明した421。 

こういった状況を踏まえると、迫り来る財政危機と予算削減の兆候を官僚たちが敏感に

感じ取っていた状況が伺われる。結果として、官僚たちは知事からのダム事業終了への特

段の政策選好を示されない中で、緊縮財政へと進む庁内の雰囲気に考慮しながら、「十分に

説明できないものは中止した。財源の先行きが見えていたから中止をめぐる議論は冷静だ

った」という422。 

                                                   
409 朝日新聞、1995 年 4 月 10 日 
410 県担当者へのヒアリング（2013 年 11 月 23 日、2014 年 10 月 24 日）増田知事が「公共

事業の年間 3 割削減」を打ち出すのは、2003 年に実施された 3 選目を目指す知事選の公約

を発表した時である。 
411 県担当者へのヒアリング（2013 年 11 月 23 日） 
412 同上 
413 同上 
414 技術系の元副知事（1997 年当時県土整備部課長）へのヒアリング（2013 年 11 月 23 日） 
415 同上 
416 朝日新聞、2006 年 11 月 23 日（岩手県版）他 
417 技術系の元副知事（1997 年当時県土整備部課長）へのヒアリング（2013 年 11月 23 日）、

朝日新聞、2006 年 11 月 22 日（岩手県版） 
418 同技術系の元副知事（1997 年当時県土整備部課長）へのヒアリング（2013 年 11 月 23

日） 
419 朝日新聞、1998 年 2 月 13 日（岩手県版） 
420 同上 
421 同上 
422 技術系の元副知事（1997 年当時県土整備部課長）へのヒアリング（2013 年 11 月 23 日） 
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2 事業の終了は、岩手県が事業評価制度を導入する以前のことで、再評価委員会などでの

議論は行われていない423。県は 2事業の終了は国からの影響を受けたとしている。進捗はい

ずれも調査段階であった。進捗の状況を以下に示した。 

表 5-1-2 明戸、日野沢ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費（億円） 費消額（億円） 

明戸 事業実施（調査） 35 4 

日野沢 実施計画調査 150 4 

                     （岩手県提供資料等により筆者作成） 

明戸、日野沢ダムの終了のプロセスは検討開始が「利水需要の縮小と消滅の報告を受け

た 1996 年夏」424であったため、いずれも県が自律的に検討を開始していたところに、いず

れもが国の「総点検」の対象となった。「総点検」の対象になったことについて、県担当者

からは「（終了の）きっかけは国から欲しかった」425としていて、国の「総点検」は終了促

進要因になっていた。終了決定までいずれも１年以内で、「揉めない」プロセスであった。

いずれの事業終了の際も県は予定地や関連する市町村の首長らとは事前に合意調達を行っ

ていて、終了反対アクターは存在しなかったという426。住民との協議は行っていない。終了

の検討は「内部型」で進んだと言える。終了の経緯を整理すると以下のようになる。 

 

表 5-1-3  明戸、日野沢ダムの終了の経緯 

1978 年 日野沢ダム予備調査開始 

1988 年 明戸ダム予備調査開始 

1990 年 明戸ダム、日野沢ダムいずれも事業採択 

1995 年 4月 増田寛也知事、就任 

1996 年夏 県は明戸、日野沢ダムのいずれも地元市町村から利水需要の

縮小や消滅の報告を受ける 

1997 年 5月 国の「ダム事業総点検」の対象となる。 

1997 年 7月末日 県は地元市町村に対して終了への合意取り付け完了 

1997 年 8月 1日 県は地元県議へ終了する旨説明 

1997 年 8月 5日 国が「終了・凍結」の基準公表 

県は県議会で「終了する」旨答弁 

1997 年 8月 25 日 県が終了決定 

 （岩手県提供資料等により筆者作成） 

                                                   
423 明戸・日野沢両ダム事業の終了については公開されている資料は存在しなかった。県提

供資料は筆者のヒアリングに対して県が作成したものである。 
424 県担当者へのヒアリング（2014 年 10 月 24 日） 
425 同上（2013 年 11 月 23 日） 
426 同上（2014 年 10 月 24 日） 
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1998 年以降、岩手県では新規のダム事業は計画されていない427。 

 

２、黒沢
くろさわ

ダム、北本内
きたほんない

ダム 

 

 次に 2000 年に終了した 2事業の経緯を叙述する。県は馬淵川水系黒沢川にある黒沢ダム

と北上川水系北本内川にある北本内ダムの 2事業の終了を決定した428。 

いずれのダムも 2000 年の「与党３党の見直し」の対象となり、同年 9月に検討を行うよ

う国から県に要請があった429。2 事業は 1997 年の「総点検」の対象にはなっていたが、県

は黒沢ダムを「継続」430、北本内ダムを予定地の地盤に問題があり費用も増大する上に利水

需要も減少してきたことから「休止」としていた431。黒沢ダムは利水需要があったため、「継

続」、北本内ダムは仮に終了した場合、必要な工業用水が確保できないという理由から「休

止」となった432。 

黒沢ダムは多目的ダムで予備調査を完了し、1992 年に建設工事が開始されていた433。事

業の目的は地元の安代
あ し ろ

町434にある安比高原スキー場への人工降雪を作ること、利水、河川環

境の保全、洪水対策などであった435。2000 年、黒沢ダムは「与党 3 党の見直し」の対象と

なり、同年 9 月に県は国から検討を行うよう要請を受け、安代町やスキー場開発業者らと

調整を行った。その結果、利水需要の見込みはなくなり、スキー客の減少に伴い新たな設

備投資を見送るという内容で調整を完了した436。治水についても県が地質調査を行った結果、

今後、事業費が当初の 65億円から 71 億円に膨らむこともわかり、河川改修の方が「有利」

と判断した437。10 月の「岩手県公共事業評価委員会土木部会」438で「中止」の答申が示さ

                                                   
427 同上 
428 岩手県土木部「事業再評価調書」（平成 12 年 9 月）、「事業再評価調書」（平成 12 年 10

月） 
429 同上 
430 岩手県土木部「事業再評価調書」（平成 10 年 10 月） 

431 同上、「平成 10 年度第 2 回公共事業評価委員会土木部会議事録」（平成 10 年 10 月 23

日）pp. 2-4, 2-5, 2-8, 2-9, 「平成 10 年度第 2 回岩手県公共事業評価委員会議事録」（平成

10 年 11 月 19 日）pp. 3-3 

432 県担当者へのヒアリング（2013 年 11 月 25 日） 
433 同上、黒沢ダムも明戸ダムと同様に小規模ダムに位置づけられていて、実施計画調査は

行われていない。事業の進捗は実質、調査段階であった。 
434 2005 年に西根町、松尾村と合併して八幡平市となる。 

岩手県、「市町村合併の状況」http://www.pref.iwate.jp/seisaku/bunken/gap.ei/007276.html

（2017 年 4 月 30 日確認） 
435 「事業経緯 黒沢ダム」岩手県県土整備部提供資料（2014 年 10 月提供） 
436 同上 
437 「平成 12 年度第 5 回岩手県公共事業評価委員会土木部会」（平成 12 年 9 月 30 日）、「土

木次長挨拶要旨」、「公共事業再評価調書」、「土木部再評価事業および対応方針一覧」、「平

成 12 年度第 5 回岩手県公共事業評価委員会土木部会進行要領」 
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れ、11 月には県は終了を決定した439。 

 次に北本内ダムの終了の経緯について叙述する。北本内ダム事業は、1980 年に事業が採

択された。その後「総点検」の対象となったが、その 4 カ月前に、県は水道用水を利用す

る企業団を構成していた石鳥谷町
いしどりやちょう

、北上市、花巻市、紫波町、のそれぞれの首長に個別に

水需要の確認を行い、ダムの現状説明を行った440。ダムの建設予定地は国有林の中にあった

ため、県は地権者に該当する青森営林局と湯田営林署、取付道路の地権者にも利水需要が

減少している状況を説明した。「総点検」の結果、1999 年、県は休止を決定し公表した。 

その後、利水関係者をメンバーとする「利水調整委員会」が何度か開催され、2000 年 5

月に近くの別のダムから工業用水が転用されることで決着がついた441。県は終了の方針を固

め、2000 年 6月に「土木部会」での審議が開始された442。一方、これと並行して同年 8月、

北本内ダムは「与党３党の見直し」の対象となり443、既に県の「土木部会」審議中であった

事業は、その 2 ヶ月後の 3 回目の会合で中止が答申され、県は 11 月に終了を決定した444。

利水需要の転用が可能となったことと、最近洪水の被害がないこと、地盤の問題で当初 230

億円だった事業費が 606 億円にも増大したこと等が理由であった445。進捗について、県は実

施計画調査を完了していて、もともとあった市道を工事用取付道路へ変更する整備を終え

ていた446。 

尚、岩手県は 1998 年に事業評価制度を導入したため、黒沢・北本内ダムの場合では「公

共事業評価委員会」での議論が行われた。 

黒沢ダムの終了検討開始時期を県の担当者は 2000 年 8 月の「与党３党の見直し」、北本

内ダムについては 2000 年 5 月の「別のダムからの利水の転用が可能となった時期」と解答

した447。終了決定はいずれも 2000 年 11 月であったため、それぞれ 3カ月と 6カ月といずれ

も１年以内で「揉めない」と類型となった。いずれの事業も県が意見聴取を行ったのは利

水関係者や地元の首長などで、住民からの意見聴取などは行っていない448。「地元対応は明

戸・日野沢ダムの時の経験がいきていた。どういうプロセスで地元対応するのか学習して

わかっていた」449という。 

                                                                                                                                                     
438 以下、本文中では「岩手県公共事業評価委員会土木部会」を「土木部会」と記載する。 
439 「事業経緯 黒沢ダム」岩手県県土整備部提供資料（2014 年 10 月提供） 
440 「事業経緯 明戸日野沢北本内ダム」同上 
441 同上 
442 同上 
443 県担当者は「与党３党の見直し」について「たまたまこのタイミングであった」と回答

した（2014 年 10 月） 
444 同上 
445 同上 
446 「事業再評価調書」（平成 12 年 6 月） 
447 県担当者へのヒアリング（2014 年 10 月 24 日） 
448 同上 
449 技術系の元副知事（1997 年当時県土整備部課長）へのヒアリング（2013 年 11 月 23 日） 
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また、いずれの事業も終了への「国からの影響はあった」450と県は解答した。「与党３党

による見直しがあったことで、県にとっては(終了に向けての)外堀が埋まったような状態

になった」451と捉えられていた。県が自律的に終了検討を進めていた北本内ダムについても、

国の改革の対象になったことは終了促進要因となった。北本内ダムについては知事から「中

止の方向で」という意向は示されたものの強い政治姿勢ではなく、終了プロセスには関与

せず、終了を主導したのは官僚であった452。 

終了反対アクターは存在しておらず、進捗は、黒沢ダムは調査段階であったが、北本内

ダムは建設工事に入っていた。北本内ダムは事業が進捗していたにもかかわらず反対アク

ターがいなかったことについて「予定地が国有林の奥であったため、地元の認知度は高く

なかったためではないか」453と県担当者は考えていた。また元副知事は県議会が終了に反対

しなかったことについて「議員がダム事業の意義をどこまできっちり地元に説明できてい

たかは疑問で、県を攻めるパワーも十分でなかった」という。いずれの事業も県は事前に

予定地の首長らとは終了の合意調達を行っていたが、住民らとの協議は行っていなかった。

終了にあたって「担当部署以外からのアクションはなく、財政部局も何も言わなかった。（終

了の）応援もしてくれなかった」454という。終了の検討はいずれも「内部型」で進んだと言

える。両ダム事業の進捗を以下に示した。 

表 5-1-4 黒沢、北本内ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費（億円） 費消額（億円） 

黒沢 事業実施（調査） 71 3 

北本内 取付道路整備完了 420 51 

                        （岩手県提供資料等により筆者作成） 

黒沢ダム、北本内ダムの終了のプロセスは「内部・揉めない」類型であった。終了の経

緯を整理すると以下のようになる。 

表 5-1-5  黒沢ダムの終了の経緯 

1990 年 予備調査開始 

1992 年 事業採択 

1995 年 4月 増田寛也知事、就任 

1997 年 「ダム事業の総点検」の対象となる。県は「継続」と決定 

1998 年 11 月 「公共事業評価委員会土木部会」の審議対象となり、「継続」との

答申を示され、県は「継続」を決定 

1999 年 4月 増田知事、再選 

                                                   
450 県担当者へのヒアリング（2013 年 11 月 23 日、2014 年 10 月 24 日） 
451 技術系の元副知事（1997 年当時県土整備部課長）へのヒアリング（2013 年 11 月 23 日） 
452 同上、県担当者へのヒアリング（2013 年 11 月 23 日、2014 年 10 月 24 日） 
453 県担当者へのヒアリング（2013 年 11 月 23 日、2014 年 10 月 24 日） 
454 技術系の元副知事（1997 年当時県土整備部課長）へのヒアリング（2013 年 11 月 23 日） 
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2000 年 8月 「与党 3 党の見直し」の対象となる 

2000 年 9月 利水事業者と打合せ「ダム終了、利水需要なし」という結果とな

る 

2000 年 10 月 「土木部会」で「中止」との答申を得る 

2000 年 11 月 県が終了決定 

 （岩手県提供等により筆者作成） 

表 5-1-6 北本内ダムの終了の経緯 

1974 年 予備調査開始 

1980 年 事業採択 

1995 年 4月 増田寛也知事、就任 

1997 年 4月 県と利水事業者で需要縮小について対応を協議 

1997 年 8月 「ダム事業の総点検」の対象となる 

1999 年 1月 県は「休止」を決定 

1999 年 4月 増田知事、再選 

2000 年 5月 県の調整で、利水は別のダムからの工業用水の転用が可能となる 

2000 年 8月 「与党 3 党の見直し」の対象となる 

2000 年 10 月 「公共事業再評価委員会土木部会」で「中止」の答申が示される 

2000 年 11 月 県が終了決定 

                       （岩手県提供資料等により筆者作成） 

 ３、津付
つ づ き

ダム 

 

 最後に終了した津付ダム事業の経緯を叙述する。津付ダムは気仙川水系大股
おおまた

川に多目的

ダムとして計画された。県は 1977 年に予備調査を行い、1981 年に実施計画調査を開始した

455。1997 年の「総点検」では県は「継続」とし456、2000 年に建設工事に着手した457。その

後、利水需要が減少したため、2003 年に目的が治水のみと変更された458。2007 年には取付

道路の建設がはじまり459、一部住民の移転も行われた460。2010 年、国の「検証要請」を受

けたが、県の「大規模公共事業評価専門委員会」461は「継続が妥当」と答申し、県も「継続」

としていた462。その後、2011 年、東日本大震災が起き、気仙川下流域の陸前高田市は大き

                                                   
455 「大規模公共事業 再評価調書（付表）」（平成 26 年 6 月） 
456 県担当者へのヒアリング（2013 年 11 月） 
457 「大規模公共事業 再評価調書（付表）」（平成 26 年 6 月） 
458 同上 
459 同上 
460 県担当者へのヒアリング（2013 年 11 月） 
461 「公共事業再評価委員会土木部会」が改称された。以下、本文中では「専門委員会」と

記載する。 
462 「大規模公共事業 再評価調書（付表）」（平成 26 年 6 月） 
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く被災した。県は、陸前高田市の復興計画が市内を流れる気仙川の治水計画と整合性が取

れている必要があると考えた463。具体的には「被災地域で仮に震災前と同様の街づくりを進

めることになれば、これまでと同様にダムは必要になるが、そうでなければダムは不要と

なる可能性があった」464ためであった。そのため、2011 年 3 月、県はいったん「継続」と

した検証結果を国へ報告することは保留した465。 

津付ダム事業をめぐっては、震災前から、事業推進賛成アクターと反対アクターが存在

していた。1998 年、1999 年、2002 年、2007 年と地元は浸水被害を受けていて、住田
す み た

町、

住田町議会、陸前高田市、気仙地区議会議員協議会からダム事業の早期完成を求める要望

があった466。一方、2003 年以降、「めぐみ豊かな気仙川と広田湾を守る住民の会」から「津

付ダム建設事業の見直しおよび中止を求める申し入れ」等ダム事業に反対する趣旨の要望

書も県に提出されていた467。 

震災後、県は陸前高田市の復興計画の進捗状況と内容を確認しつつ、ダム計画の再検討

を行った。2013 年 8 月に県の「専門委員会」での審議が開始された。このタイミングで住

田町と住田町議会が、2014 年 1月にも住田町商工会、津付ダム商工会、「津付ダム地権者会」

および「津付ダム関連流域 8自治公民館」が建設促進を求める要望書を県に提出した468。「専

門委員会」の委員らは 2013 年 10 月に住田町長にヒアリングを行った。住田町長は終了反

対の立場で「地権者の人たちは非常に残念な思い…中略…今まで 40年間ダムで振り回され

た我々の一生は何だったのか…中略…最後には結局ダムはつくらないのだと。我々が今間

で苦しんできた 40 年をどう評価してくれるのですかという話を私は言われて何ともいえな

くて」と意見を述べた469。 

県は 2013 年のこの時期に計 3回、陸前高田市と住田町で地域住民に対して「津付ダム建

設事業に係る住民説明会」を開催した470。「県は地権者の気持ちをどのように斟酌し、ダム

建設を中止したのか。地権者を含む地域住民とどのように向き合っていくつもりなのか」

「洪水において避難所で一晩明かすことになった。…中略…防災をどのように考えている

のか」「時間 100mm の雨が降っている中で堤防のかさ上げで賄えるのか」471など終了に反対

する意見が相次いだ。県はパブリックコメントでも意見の募集を行った472。委員らは、2014

                                                   
463 県担当者へのヒアリング（2013 年 11 月） 
464 同上 
465 「大規模公共事業 再評価調書（付表）」（平成 26 年 6 月） 
466 「大規模公共事業 再評価調書」（平成 26 年 6 月） 
467 同上 
468 「津付ダム建設事業 再評価補足説明資料」（平成 26 年度第２回大規模事業評価専門委

員会）「津付ダム建設事業再評価に係る大規模事業評価専門委員会 再評価調書等の修正」 
469 「平成 25 年度第 3 回岩手県大規模事業評価専門委員会」（平成 25 年 10 月 29 日）pp. 5-7. 
470 9 月下旬から県は住田町と陸前高田市で説明会を行い、計約 50 人が参加した。 
471 「住民説明会における主な意見」2013 年 9 月 24 日、9 月 26 日、9 月 27 日に県は住田

町と陸前高田市で説明会を行い、計約 50 人が参加した。 
472 パブリックコメントで意見を募集した結果、8 件の意見があり、中止賛成４件、反対４
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年 3 月に現地調査を行った。2014 年 5 月と 6 月に県は改めて陸前高田市と住田町で計 7 日

間に渡り、住民との「地域別意見交換会」を行い、事業終了に対して合意調達を試みてい

る。そこでは事業終了について「県はダム中止という説明。住民はまだダムを継続しても

らえると考えている。県と住民との意見がかみあっていない」「ダムは必要という話であっ

たが今となっては中止も仕方がない」「中止するという住民への説明の前に委員会で審議が

始まった。順序が逆である」「県が長年かけて地権者の反対にあいながらも進めてきたのに

今回の判断は残念である」473など終了に反対する意見が多く出された474。 

その結果、「再評価調書」は終了反対者の意見に配慮する形で多数の箇所の修正が行われ

た上で、2014 年 7月、「中止」の答申を県に提示した475。 

津付ダムには事業賛成アクターと事業反対アクターが存在し、終了検討が開始されると、

賛成派と反対派が入れ替わる形となった。こういった終了反対アクターの存在と活動は県

がそれまでに終了した 4 事業では見られず、県は反対アクターへの対応が必要となった。

そのため答申内容も修正され、終了後の治水対策の目標および、住田町、住田町議会、住

田町商工会、津付ダム地権者会、津付ダム関連流域 8 自治公民館からダム建設促進要望書

が提出されたことも答申には加筆された476。代替策では河川改修（事業費 30 億円）で治水

対応可能とされた。 

県は「中止」の答申を得て、終了を決定した477。陸前高田市が 2012 年に策定したまちづ

くり計画では、もとの市街地の住宅は高台への移転が決まり、公園や農地になるため478、ダ

ム建設ではなく河川改修で対応可能とされた。 

終了について県は「国からの影響を受けていない」とした。津付ダムのこの時点での総

事業費は約 141 億円で、事業費ベースで約 50％を既に費消していた。津付ダムはこれ以前

に終了された 4事業と比べると最も事業は進んでいて、取付道路の建設が進み479、集落の一

                                                                                                                                                     

件だった（「大規模事業評価の答申への対応方針について」（平成 26 年 7 月 28 日岩手県政

策地域部推進室）） 
473 「平成 26 年度 第１回岩手県大規模事業評価専門委員会」の配布資料 No. 3-2「気仙川・

大股川の治水対策に係る意見交換会の結果（報告）」のうち「地域との意見交換会における

主な意見と県の回答」pp. 8-17 - 8-26 
474 これ以外に県は地域の代表者への説明会も２回行っている。 
475 「津付ダム建設事業 再評価補足説明資料」（平成 26 年度第２回大規模事業評価専門委

員会）「津付ダム建設事業再評価に係る大規模事業評価専門委員会 再評価調書等の修正」 
476 同上 
477 岩手県大規模公共事業再評価調書、事業名「津付ダム建設事業」 
478 毎日新聞、2013 年 8 月 2 日（岩手版）、 
479 国道 397 号線津付道路。2005 年に事業着手。震災以後「復興支援道路」と位置づけら

れ、事業は継続され、2014 年 10 月に開通した。約 2,7 キロ。 

岩手県、「沿岸広域振興局」、「住田整備事務所」、「お知らせ」、「平成 26 年度」 

http://www.pref.iwate.jp/engan/sumita/oshirase/39441/029840.html（2017 年 4 月 30 日

確認） 
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部移転も行われていた480。津付ダムの進捗状況を以下に示した。 

表 5-1-7 津付ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費（億円） 費消額（億円） 

津付 取付道路工事中 

（集落一部移転済） 
141 70 

                       （岩手県提供資料により筆者作成） 

津付ダムの終了検討開始時期は「国への報告を保留した 2011 年 3 月」と県担当者は解答

したため481、終了決定の 2014 年 7 月まで約 3年 4 か月を要したことになる。この期間のう

ち実質 1年については、県は陸前高田市の復興計画を「待ちの状態」で482、「震災後約 1 年

を経過した時点でダム建設はもはや無理」と県は考え、残り 2 年半で地元市町村との調整

など終了に向けて準備を進め483、2013 年 5 月に地元市町村には終了の意向を説明し、「専門

委員会」での審議を経て 2014 年 7月に終了を決定した。しかし、終了決定後も地元の住田

町副町長はダム建設終了に反対し「引き続き効果的な治水対策と言えるダム建設を県に求

める」とした484。2017 年 4 月現在、県は終了したダム事業の治水面での代替策として河川

改修事業を進め、住田町はこの河川改修事業の早期完了を県に要望している485。 

津付ダム事業の終了も官僚が主導し、知事は大きく関与していない。前の４事業と異な

ったのは、住民の意見を聴取したことと、終了のプロセスの期間は 3 年 4 カ月という長期

に渡ったことであった。東日本大震災の影響で県は事業の継続について、流域の陸前高田

市の復興の進捗を待つ状態が続き、その上で市町村との調整に入った。市町村との調整開

始からは１年以内で終了を決定したが、住田町は強い終了反対アクターとなり、地元の住

民の中にも終了反対アクターが存在した。津付ダム事業の終了のプロセスは「外部・揉め

る」類型であった。終了の経緯を整理すると以下のようになる。 

 

表 5-1-8 津付ダムの終了の経緯 

1997 年 予備調査開始 

1981 年 事業採択 

1995 年 増田寛也知事、就任 

1997 年 「ダム事業の総点検」の対象となり、県は「継続」と判断 

1999 年 増田知事、再選 

2000 年 建設工事に着手 

                                                   
480 河北新報、2013 年 8 月 2 日、 
481 県担当者へのヒアリング（2014 年 10 月） 
482 同上 
483 同上 
484 毎日新聞、2013 年 8 月 2 日（岩手版） 
485 県担当者へのヒアリング（2017 年４月） 
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2003 年 事業の目的が治水のみとなる 

2003 年 4月 増田知事、再選 

2004 年 県の「大規模事業評価専門委員会」で「継続」と示され、県

は「継続」を決定 

2007 年 4月 達増拓也氏、知事に就任 

2007 年 取付道路の工事着手 

2010 年 国からの「検証要請」の対象となり、県は検証の結果、県は

「継続」とした 

2011 年 3月 東日本大震災発生、県は「継続」の国への報告を保留とする 

2013 年 5月 県は地元市町村に終了の意向を説明開始 

2013 年 8月 「専門委員会」で審議開始 

2013 年 9月 陸前高田市と住田町で住民に対して「説明会」を 3回開催 

2014 年 5月、6月 陸前高田市と住田町で住民との「意見交換会」を 7回開催 

2014 年 7月 17 日 「専門委員会」が「中止」の答申を示す 

2014 年 7月 28 日 県が終了決定 

                     （岩手県提供資料等により筆者作成） 

 

岩手県で終了した全 5 事業の終了の経緯は以上である。ここからは 5 事例の特徴を整理

する。まず岩手県の国からの影響の受け止め方は多様であった。国の改革で名挙げされた

ことで県が終了検討を開始した事例、県が自律的に検討を開始していた事業がのちに国の

改革で名挙げされ、名挙げを県を終了促進要因に転換して終了した事例、国の改革で名挙

げされ、いったんは「継続」と決定したものの、のちに状況が変わり、自律的に終了した

事例、などヴァリエーションがあった。国の 3 度の改革において終了事業が対象になった

かどうか、あと対象になったことを県がどう受け止めたかを以下に整理した。 

 

表 5-1-9 国の改革における対象の有無と地方政府の受け止め方 

 

                                 （筆者作成） 

 

 次に終了の類型について述べると、前半に終了した４事業は「内部・揉めない」で、最

後に終了した津付ダム事業のみ「外部・揉める」類型となった。具体的に終了プロセスに

要した時間は、明戸・日野沢ダムが１年以内、黒沢ダムは３カ月、北本内ダムは５カ月、

津付ダムは３年４か月であった。岩手県における終了の類型を以下に整理した。 

対象 対象ではない 対象 対象ではない 対象 対象ではない 対象 対象ではない 対象 対象ではない

ダム事業の総点検 ○ ○ ○ ○ ○

与党３党の見直し ー ー ○ ○ ○
ダム事業の検証要請 ー ー ー ー ○

国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無

○ ○ ○ ○ ○

津付明戸 日野沢 黒沢

地方政府の
受け止め方

北本内
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表 5-1-10 岩手県における終了プロセスの類型 

 

                                （筆者作成） 

 

各事業の終了プロセスに影響を与えそうな要因の状況も多様であった。以下に整理して

示した。相互参照については岩手県だけでは判断できないので、章の末尾に記載する。 

 

表 5-1-11 岩手県における終了プロセスに影響を与えそうな要因の状況 

 

                                 （筆者作成） 

小括 

 

岩手県では終了した 5 事業とも終了主導は官僚が行った。岩手県の一連のダム事業終了

は 1997 年～2014 年で知事は増田知事と達増知事の時代であった。両知事ともダム事業終了

に政策選好はなく、終了のプロセスに直接関与したことはなかった。北本内ダムについて

のみ知事から方向性は示されたもののやはり終了プロセスには関与せず、終了を主導した

のは官僚であった。 

しかし、官僚たちは知事の政策選好が財政再建にあることに影響を受け、その政策選好

が広く庁内に浸透したことを認識していた。１番目の終了事例である明戸ダムを終了した

年は 1997 年で、増田知事就任２年目にあたるその年は岩手県政が知事主導で財政再建に大

きく舵を切る県政の転換期にあたっていた。その年の秋には翌年の予算が半世紀ぶりに減

額予算となる方向性が示され、建設事業費の削減も迫っていた。官僚たちは庁内のこうい

ったいわば「雰囲気」に影響を受け、自らの部署の事業が削減の対象とされる前に能動的

に検討に入ったと考えられる。関係者への合意調達は官僚たちが主導的に行い、終了決定

までに予定地の首長や利水事業者などからの合意調達を行い、そこでは津付ダムを除いて

大きな紛争はなかった。 

ダム名 揉めない 揉める 揉めない 揉める

岩手 明戸（あけど） ○

日野沢（ひのさわ） ○
黒沢（くろさわ） ○
北本内（きたほんない） ○
津付（つづき） ○

内部 外部

明戸 日野沢 黒沢 北本内 津付

主導者 官僚 官僚 官僚 官僚 官僚

国の影響 有 有 有 有 無
反対アクター 弱 弱 弱 弱 強
進捗 調査 調査 調査 建設 建設
時期 前期 前期 前期 前期 後期
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前半に終了した 4 事例は「内部・揉めない」類型に属し、最後に終了した津付ダム事業

のみ「外部・揉める」類型となった。岩手県において、仮説２は支持されているようにう

かがえる。 
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第２節 青森県 

 

青森県は 2004 年から 2011 年までの間に県営ダム計 4事業を終了した。本節ではこれら 4

事業のそれぞれの終了の経緯を観察し、事業の終了はどのような経路を辿って決定されて

いったのか明らかにする。青森県では県の中央部に奥羽山脈が南北に連なっていて、秋田

県との県境では白神山地を形成している。八甲田山の東側は丘陵地、西側は岩木川が流れ

ていて、その流域は津軽平野である486。一級水系は 3 水系 133 河川、二級水系は 78水系 154

河川がある487。現在、県が運用管理中のダムは計 10基あり488、建設中のダムが 1基ある489。

2011 年、2013 年には大規模な水害が起きた490。 

青森県では終了した４事業は岩手県と同様に全て官僚主導であった。最初の終了事例は

知事が交代した 2003 年に起きていた。新しい知事はダム事業終了には政策選好を有してい

なかったが、就任直後から財政規律の保持には強い意欲を持っていて官僚はそれに影響を

受けていた。新知事は前知事が進めてきた大型プロジェクトを次々と見直し、同じ年にダ

ム事業を所管する部署は「ダム建設の見直し基本方針」を作成し、青森県でこの年、初め

てダム事業の終了が決定した。官僚たちが知事の政策選好を受けて終了を主導した特徴は、

岩手県とも共通していた。また政権交代後に就任した知事が県政の転換を図った時期が一

連のダム事業終了の最初の終了が決定された時期と合致したことも岩手県と共通していた。

岩手県と異なったのは終了のプロセスの類型であった。「内部・揉めない」「外部・揉めな

い」「外部・揉める」の３類型があった。仮説１では想定していなかった「外部・揉めない」

類型は２事例あった。 

4 基のダムの終了の経緯について時系列で概観する。青森県では同一年に複数のダムが終

了した事例はない。以下、時系列で整理し、各ダムの場所を示す。 

 

表 5-2-1 青森県で終了したダム事業 

ダム事業 事業採択 終了決定 総貯水量 

磯崎 1992 年 2003 年 10 月 63 万㎥ 

中村 1981 年 2005 年 9月 1800 万㎥ 

大和沢 1993 年 2011 年 5月 780 万㎥ 

                                                   
486「平成 27 年度青森県県土整備行政の概要」、 1. 県土の状況 p. 19 
487 青森県、「主な河川と海岸」 

http://www.pref.aomori.lg.jp/kotsu/build/kasen-kaigan-zu-.html（2017年 4月 30 日確認） 
488 青森県、「河川・砂防・ダム・砂利砕石」、「管理ダム概要」 

http://www.pref.aomori.lg.jp/kotsu/build/kanri_dam_gaiyou.html（2017年4月30日確認） 
489 青森県、「青森県のダム」 

http://www.pref.aomori.lg.jp/kotsu/build/2008-0611-1813-624_00.html（2017 年 4 月 30

日確認） 
490 「平成 27 年度青森県県土整備行政の概要」、 4. あおもりのダム p. 21 



135 

 

 

奥戸 1990 年 2011 年 8月 159 万㎥ 

                     （青森県提供資料等により筆者作成） 

 

図 5-2-1 青森県で終了したダムの場所 

 

（青森県提供資料により筆者作成） 

 

１、磯崎
いそざき

ダム 

 

磯崎ダムは、青森県が最初に終了した県営ダム事業である。県は 1992 年に事業を採択し、

利水と治水を目的として磯崎川に計画した491。1977 年に磯崎川で被害家屋 4 戸、農地３ha

が浸水する洪水被害が起き、1985 年、1988 年にも洪水被害があった等を契機としていた492。 

県は2003年10月に磯崎ダムを終了した。終了の理由は大きくは２点あった493。１点目は、

当初、利水の要望があった地元の深浦町
ふかうらまち

494がその後、水道整備が進んだとして、2003 年 7

月に利水を目的としたダム事業から撤退したこと、2点目は、取付道路用の土地取得が地権

者の反対で困難になり、工事が進まなくなったためであった。完成目標は 2006 年度であっ

たが、2003 年に県の「公共事業再評価等審議委員会」495の審議対象になり、「中止」との答

                                                   
491 青森県「公共事業再評価調書」（整理番号 H15－24） 
492 同上 
493 同上、県担当者へのヒアリング（2014 年１月） 
494 青森県西南部の町。 
495 以下、本文中では「公共事業再評価等審議委員会」を「審議委員会」と記載する。 

磯崎ダム

中村ダム

大和沢ダム

奥戸ダム



136 

 

 

申がまとまり、県は終了を決定した。 

磯崎ダムの終了が決定した 2003 年は青森県政にとって大きな転換となる年であった。こ

の年 6 月に知事が交代した。木村守男知事の辞職に伴う出直し知事選で元衆議院議員の三

村申吾氏が自民、公明、保守党の推薦を受けて初当選した496。三村知事は就任翌月に前知事

が策定した予算編成の際の基本の考え方となる「新県長期総合プラン」の見直しを行い、「財

政状況を踏まえて事業を絞り込む必要がある」とした497。三村知事は大型公共事業の見直し

に強い意欲を示し、前任の知事が進めた津軽海峡大橋の建設計画498を中止499するなど、大型

プロジェクトの見直しを進めた500。三村県政初めての予算となる 2004 年度予算では、一般

会計予算は総額で 6％カット、公共事業も 13％削減された501。以降、青森県は緊縮予算が続

く。三村知事は前政権とは異なる政策選好を打ち出し、財政再建に大きな目標を定め、県

政は緊縮財政に向かおうとしていた時期であった502。 

知事就任した 2003 年に当時県が計画を進めていたダム全 5事業が「審議委員会」の対象

となった。青森県が事業評価を導入したのは 1998 年で、この時点で審議対象になったダム

事業は、全て 2003 年に再び審議対象になった503。2003 年の「審議委員会」のメンバーらは

5ダム事業を審議するにあたり、県に対してダム建設についての「考え方」を示すよう求め

た504。県はこの要望に応えるために三村知事就任翌月の 2003 年 7 月に「青森県ダム建設見

直しの基本方針」505を策定し「審議委員会」に示した。県職員の話では「長野県では「脱ダ

ム宣言」が出され、全国的にもダム事業をめぐる状況は厳しくなっている中、県の基本姿

勢を明らかにする必要があった」という。三村知事はダム事業の終了には強い関心を示さ

なかったとされる506が、就任直後の三村知事は前政権からの方針転換と財政規律の保持を強

                                                   
496 朝日新聞、2003 年 6 月 30 日（青森県版） 
497 同上、2003 年 7 月 4 日（青森県版） 
498 木村知事１期目の 1997 年に「新県長期総合プラン」に盛り込まれた津軽海峡に橋をか

けるなど青森県と北海道と本州を結ぶ計画の１つ。（朝日新聞、2003 年 6 月 15 日、青森県

版） 
499 朝日新聞、2003 年 7 月 24 日（青森県版） 
500 青森県元県土整備部長へのヒアリング（2014 年 1 月） 
501 朝日新聞、2004 年 2 月 20 日（青森県版） 
502 青森県財政改革推進委員会、「青森県の財政再建の目標と道筋―財政改革推進委員会報

告― 平成 15 年 9 月 12 日」 
503 県担当者へのヒアリング（2015 年 6 月） 
504 県担当者へのヒアリング（2014 年１月） 
505 2003 年 7 月 27 日付の文書、青森県河川砂防課が作成した。内容は財政環境の厳しさに

よる公共事業の抑制を前提にしたもので、2001 年に県が制定した「青森県ふるさとの森と

川と川の保全および創造に関する条例」の趣旨を踏まえて、森と川と生態系の維持、保全

等を総合的に勘案し、河川政策ではダムを含むあらゆる比較案の検討を行うことが盛り込

まれた。（「青森県ダム建設の見直し基本方針」から）以下、本文中では「基本方針」と記

載する。 
506 2003 年 7 月 22 日に県土整備部長（当時）がダム事業全般について知事にレクチャーを

行っている。その際、知事は「私は脱ダム論者ではない。どうしても必要なダムは建設す
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くメッセージとして打ち出していて、「基本方針」の策定は知事の意向を意識したものであ

ると推測され、「近年の財政環境の厳しさによる公共事業の抑制」を捉えられた507。「基本方

針」の内容に大きな影響を与えた要因は他にもあった。県、県民、事業者らが一体となっ

て森と川と海を保全し、創造することを目的とする「青森県ふるさとの森と川と海の保全

および創造に関する条例」508である。条例の制定を受けて、県は公共事業を評価する際、自

然保護を強く意識するようになった。「審議委員会」の議論でも、河川砂防課の担当者が「ダ

ムにつきましても…略…青森県ふるさとの森と川と海の保全および創造に関する条例の視

点をこれから１つプラスしていこう」と述べている509。同様の趣旨の発言は審議会の議論で

も述べられていて、環境保全の観点からもダムを精査するとされた。 

県は「審議委員会」での審議中に、深浦町と協議し終了への合意を得て510、2003 年 9 月

に、深浦町において住民に終了の説明を行い、合意を得た511。県が説明を行った対象は、町

内会長、漁協や利水の関係者、地元の歴史家や民俗研究者、自然保護団体のメンバーの計

10 人であった512。また同時に地元の専門家 7 人にもそれぞれ面会し終了についての了承を

得た513。県が地元住民に説明を行ったのは次のような理由からであった。磯崎川をめぐって

県は当時、ダム終了とは別に「河川整備計画」を策定中であった。第 2 章で記載したよう

に河川法では「河川整備計画」を策定する際には、自治体が必要とした場合には、住民か

らの意見聴取することが盛り込まれている。そのため、県は磯崎川の「河川整備計画」を

策定する過程で、1998 年 11 月～1999 年 3 月にかけて、計 4 回に渡って住民に対して「懇

談会」や「流域住民説明会」などを行っていた514。これらは事業推進のためのものであった。

また、一部地権者が土地収用に反対していたため、1996 年、1997 年、1998 年に「地域懇談

                                                                                                                                                     

べき」と述べたことが、2003 年 7 月 27 日開催の「第 4 回青森県公共事業再評価等審議委

員会議事録」に出席した河川砂防課担当者の発言として記載されている。しかし同時にこ

の場では同時に財政再建の必要性も確認されている。「平成 15 年度第 4 回青森県公共事業

再評価審議委員会議事録」（平成 15 年 7 月 27 日）、p. 20,  
507 「平成 15 年度第 4 回青森県公共事業再評価等審議委員会議事録」（平成 15 年 7 月 27

日）、p. 20, 青森県河川砂防課担当者の発言。 
508 県が 2001 年 12 月に制定。森と川と海を県、県民、事業者が一体となって保全し、創造

することを目的とする。対象は青森県の森林、河川、海岸。 

青森県、「青森県ふるさとの森と川と海の保全および創造に関する条例」 

http://www.pref.aomori.lg.jp/nature/kankyo/2008-0612-1123-618morikawaumijyourei.ht

ml（2017 年 4 月 30 日確認） 
509 「平成 15 年度第 4 回青森県公共事業再評価審議委員会議事録」（平成 15 年 7 月 27 日）、

p. 20 
510 県担当者へのヒアリング（2014 年 1 月） 
511 同上（2015 年 6 月） 
512 同上 
513 同上 
514 青森県「公共事業再評価調書」（整理番号 H15－24）、県担当者へのヒアリング（2015

年 6 月） 
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会」を実施した。これらも事業推進のためのものであった515。 

県は事業推進の立場でこういった住民への説明をこれまで繰り返してきたため、2003 年

7 月に「審議委員会」で「中止」の答申が示された段階で、改めて住民への説明が必要にな

ると考えたという516。答申以降、終了決定までに県が合意調達しようとした住民は、これま

で事業推進で説明を行っていた住民とほぼ同じメンバーであった517。 

2003 年に「審議委員会」は計 5回開催され518、うち 4回で 5ダム事業の審議が行われた。

青森県は進行していた全ダム事業をここでいったん「棚卸」を行い、課題を整理したと言

える。県の担当者は「止めるのは勇気がいった」という519。2003 年度に、磯崎ダムと同時

に審議対象となった残り 4事業は継続となった520。継続とされた事業の中には、追って終了

になる中村ダム、大和沢ダム、奥戸ダム事業も含まれていた。「継続」とされた 3事業には

それぞれ附帯意見がついた521。「附帯意見」はその後放置されることなく、「審議委員会」で

再び、審議の対象とする要因となった522。 

磯崎ダムは 1997 年の「ダム事業の総点検」で対象になっており、県は「国から提示され

た様式に沿って検討した」としている523。「庁内の担当部署を中心に検討し、『継続』と国に

報告した。特化した専門委員会などは設置していない」という524。次の「与党 3党の見直し」

の対象になることはなかった。事業は進捗していて取付道路を建設中であった525。当初事業

費は 57 億円で、終了時点では約 10億円を費消していた。進捗状況を以下に示した。 

 

                                                   
515 同上 
516 県担当者へのヒアリング（2015 年 6 月） 
517 同上 
518 青森県、「平成 15 年度公共事業再評価」

http://www.pref.aomori.lg.jp/kensei/seisaku/h15-saihyouka.html（2015 年 130 日確認） 
519 県担当者へのヒアリング（2014 年 1 月） 
520 この時に審議対象となった磯崎ダム以外の県営ダム事業は、駒込、中村、大和沢、奥戸

の 4 事業。（青森県、「平成 15 年度公共事業再評価対象事業に係る委員会意見および県の対

応方針」） 
521 青森県、「平成 15 年度公共事業再評価対象事業に係る委員会意見および県の対応方針」

別紙 
522 中村ダムについては、「現在実施中の地すべり調査および自然環境調査の結果が明らか

になり次第再評価審議委員会に諮ること」、大和沢ダムについては、「環境用水の補給と利

用のための調査・検討、自然環境調査および流域住民の生産環境と生活環境の影響調査な

どを継続し、結果が明らかになり次第再評価審議委員会に諮ること、奥戸ダムについては

「社会経済情勢の変化が明らかになり次第再評価審議委員会に諮ること」とされた。（「平

成 15 年度公共事業再評価対象事業に係る委員会意見および県の対応方針」別紙） 
523 県担当者へのヒアリング（2015 年 6 月） 
524 同上 
525 磯崎ダムは「生活貯水池」に該当し建設にあたり、実施計画調査は必要ない。調査と並

行して、建設工事が実施されていた。 
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表 5-2-2 磯崎ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費（億円） 費消額（億円） 

磯崎 建設（取付道路建設中） 57 10 

                      （青森県提供資料等により筆者作成） 

深浦町は利水からは撤退した後、治水面からダム建設を県に要望することはなかったと

いう。深浦町議会からも 1998 年以降、建設要望は途絶えていた526、終了に強く反対する住

民もいなかったという527。磯崎ダムの終了検討開始時期については、県は「不明（平成 15

年 4 月以前と思われる）」528と解答した。やや微妙ではあるが、終了のプロセスは１年以内

と考えた。県の解答とやや異なるが、県が終了の検討を開始したのは実質、深浦町が利水

撤退を検討した 2003 年春前後の可能性が高いと考えられるためである。その理由は 2013

年 4 月 20 日開催の公共事業再評価審議委員会の議事録529にあり、県はこの時点で委員会に

提示したダム事業の「対応方針」について「空欄としております」と説明している530。その

理由として県は「深浦町では最近になりまして、既存の水源による施設計画に変更して磯

崎ダムから撤退するというような意向を聞いております。その最終判断の決定が 5月 12日

の週に深浦町の水道の再評価委員会が開催されるようです。…中略…県としましても…中

略…これを受けた上で取り扱いを検討して第 3 回の 7 月中旬の委員会に諮りたいと思って

おります」531と述べている。以降、県と「審議委員会」のメンバーらは深浦町の利水対応が

確定するのを待ち、第 4 回目の「審議委員会」で県の河川砂防担当者は磯崎ダムについて

中止とする県の方向の説明を行っている532。こういった流れから考えると、終了のプロセス

が１年を超える 2002 年 10 月以前に終了検討を開始していたとはやや考えにくい。そのた

め終了検討開始は 2003 年春あたりで終了決定は 2003 年 10 月であると想定され、決定まで

は約 6カ月と考えた。 

磯崎ダム事業の終了を主導したのは官僚で、三村知事の就任直後ではあったが、三村知

事はダム事業終了に直接指示を出して主導したわけではなかった。官僚が前政権からの政

策転換を図った新知事の政治選好に影響を受けたものと推測される。建設予定地の深浦町

からの終了への合意調達でも大きな紛争はなく、住民への終了の説明も決定までに複数回

行われていたが、ここでも合意調達に大きな障害はなかった。磯崎ダム事業終了のプロセ

スは「外部・揉めない」であった。ここでは仮説１は支持されていない。 

磯崎ダムの終了の経緯を整理して以下に示した。 

                                                   
526 青森県、「公共事業再評価調書」（整理番号 H15－24） 
527 同上 
528 県提供資料による（2014 年 1 月提供） 
529 「平成 15 年度第１回青森県公共事業再評価委員会議事録」（平成 15 年 4 月 20 日） 
530 同上、p.10 
531 同上、深浦町の利水撤退決定はこれより遅れ、6 月末にずれこんだ。 
532  「平成 15 年度第 4 回青森県公共事業再評価委員会議事録」（平成 15 年 7 月 27 日）p.21 
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表 5-2-3 磯崎ダムの終了の経緯 

1992 年 事業採択 

1997 年 「ダム事業の総点検」の対象となる。県は「継続」とした 

2001 年 県は「青森県ふるさとの森と川と海の保全および創造に関す

る条例」を制定 

2003 年 4月 「公共事業再評価審議委員会」で審議が開始される 

2003 年 6月 三村申吾知事、就任 

2003 年 6月末 深浦町が利水事業から撤退を決定 

2003 年 7月 27 日 ・県が「青森県ダム建設見直しの基本方針」を示す 

・「審議委員会」で「中止」の答申が示される 

2003 年 9月 県は深浦町で住民への説明を行う 

2003 年 10 月 県が終了を決定する 

                     （青森県提供資料等により筆者作成） 

２、 中村ダム 

 

次に県は 2005 年に中村ダム事業を終了した。中村ダムはもともと、東北農政局が「国営

総合かんがい排水事業鯵
あじ

ケ沢
が さ わ

東部地区」として中村川流域に着手したもので、1981 年に県

は治水の面から事業に加わることとなった533。きっかけは、1958 年に流域の鯵ケ沢町534で、

家屋 300 戸が被害にあう洪水があり、以降も、洪水が数回起きたことにある535。しかし県は

事業開始後、国のかんがい事業と県のダム事業を整合させるための調整に時間を要してい

た536。東北農政局の事業は 1998 年に廃止された537。中村ダムは、磯崎ダムが終了した時の

「審議委員会」で「継続」との答申であったが538、附帯意見539が付いたため、2005 年に再

び審議が行われた。中村ダム事業終了の理由は大きくは２点であった540。１点目は、建設予

定地に想定していなかった地すべり対策が必要であることを明らかになり、事業費が当初

の百数十億円から 445 億円と予定の約３倍に膨らんだこと541、２点目は建設予定地の付近に

                                                   
533 青森県、「公共事業再評価調書」（整理番号 H17－28） 
534 青森県西部に位置し、日本海に面する町。 
535 青森県、「公共事業再評価調書」（整理番号 H17－28） 
536 同上 
537 同上 
538 2003 年の審議委員会では県河川砂防担当者は中村ダムについて「継続としてお願いし

たい」と述べている（「平成 15 年度第 4 回青森県公共事業再評価委員会議事録」（平成 15

年 7 月 27 日）p. 21） 
539 「平成 15 年度公共事業再評価対象事業に係る委員会意見および県の対応方針」（別紙の

「附帯意見」より。 
540 青森県、「公共事業再評価調書」（整理番号 H17－28）と県担当者へのヒアリング（2014

年 1 月） 
541 県担当者へのヒアリング（2014 年 1 月） 
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クマタカの営巣が発見されたこと、であった。 

中村ダム事業終了の検討については、庁内と「審議委員会」を中心に進んだが、「審議委

員会」での議論開始より少し前に県河川砂防課は、地元の鯵ケ沢町、岩木町の町長らと協

議し終了への合意調達を行っていた。「審議委員会」では県の河川砂防課担当者が地元との

協議の内容について「町の方からはダムは終了してもしようがないだろうと。ただ河道の

改修を…中略…これを時間が掛かってもよいから何とかやって欲しい」「町と会合を持ちま

して、担当の者から首長さんまで入ってやったわけです」542。県は地元首長らの合意調達を

行っていたが住民には行わなかったという543。その理由について「国のかんがい事業が終了

した時点で、地元ではダム事業もそれに伴い消滅したという認識であったため」としてい

る544  

中村ダムは、磯崎ダムと同時に「ダム事業の総点検」で対象になっていたが、この時点

では県は点検の結果を「継続」で国に報告をしている。「与党３党の見直し」では対象にな

らなかった。進捗状況は「実施計画調査段階」で、強い反対アクターはいなかったという545。

進捗状況を以下に示した。 

表 5-2-4 中村ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費（億円） 費消額（億円） 

中村 実施計画調査 445 10 

               （筆者作成） 

中村ダム事業の終了を主導したのは官僚で、県は住民の意見などを聴取しなかった。中

村ダムの前に終了した磯崎ダムの場合とは異なり、国のかんがい事業が廃止された際に中

村ダム終了について住民からの合意調達が完了したものと県が考えたためである546。終了の

プロセスは「内部」になった。終了検討開始時期について、県は「不明（平成 17 年 4 月以

前と思われる）」547と解答した。2004 年 1 月に 2003 年度の「審議委員会」で「継続」との

答申が示され、県も継続を決めているため、終了の検討開始時期はそれ以降になると考え

られ、2004 年度に入ってからの可能性が高い。終了決定が 2005 年 9月であるため、やや微

妙なところではあるが、終了のプロセスは１年以内と考える。しかし、検討開始が想定さ

れる時期に幅があるため、可能性は低いものの「内部・揉める」類型である可能性も完全

には否定できなかった。中村ダム終了の経緯を以下に整理した。 

 

                                                   
542 「平成 17 年度第 3 回青森県公共事業再評価審議委員会議事録」（平成 17 年 7 月 3 日）

pp. 8-9。 
543 県担当者へのヒアリング（2015 年 6 月） 
544 同上 
545 同上 
546 同上 
547 県提供資料による（2014 年 12 月提供） 
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表 5-2-5 中村ダムの終了の経緯 

1981 年 事業採択 

1997 年 国の「ダム事業の総点検」の対象となる。県は「継続」を決定 

1998 年 東北農政局がかんがい事業を廃止する 

2001 年 県は「青森県ふるさとの森と川と海の保全および創造に関する条

例」を制定 

2003 年 4月 「公共事業再評価審議委員会」で審議が開始される 

2003 年 6月 三村申吾知事、就任 

2003 年 7月 県が「青森県ダム建設見直しの基本方針」を示す 

2004 年 1月 「審議委員会」で「継続」と判断されたが、「地質と自然環境の

調査が明らかになり次第再度、委員会に諮る」とする附帯意見が

つく。県は「継続」を決定する。 

2005 年 4月 「審議委員会」で再度、審議が開始される。 

2005 年 9月 「審議委員会」で「中止」の答申が出され、県は終了を決定 

                     （青森県提供資料等により筆者作成） 

３、大和沢
お お わ さ わ

ダム 

 

大和沢ダム事業は 2011 年 5 月に終了した。事業の目的は大和沢川の水質改善と治水対策

であった548。地元の弘前市を流れる河川では、1960 年代以降の水質の悪化に伴い、魚の酸

欠死やユスリカの大量発生等が問題になっていた549。そのため大和沢川の水量を増やし、弘

前市内への流量も増加させることで環境改善を行うとされ、1993 年に事業採択された550。

1975 年に大和沢川周辺で約 170 戸が浸水する洪水の被害も発生していた。 

大和沢ダムも前に終了した磯崎ダム、中村ダムと同様に 2003 年に「公共事業再評価等審

議委員会」の審議対象となり、現地視察も行われていた551。その際、「地元意見確認の会議」

が開催され、地元からは町会長や小学校校長、自然保護を目的とするボランディア団体の

関係者、大学教授らが出席した552。当時、町会長からは「こういった施設ができれば幸いだ

ということで、町会民の半数以上が安堵している」553とダム建設への期待が語られ、地元の

大学関係者からも「大和沢ダムは是非実施の方向でよろしくお願いしたい」554との発言が出

                                                   
548 「平成 22 年度第 3 回青森県公共事業再評価等審議委員会」での資料７「大和沢ダム建

設中止後の治水対策について」p. 2 
549 同上 
550 青森県、「公共事業再評価調書」（整理番号 H22-12） 
551 「平成 15 年度第 3 回青森県公共事業再評価審議会（現地調査）議事録」（平成 15 年 7

月 6 日） 
552 同上、p. 1 
553 同上、p. 7、地元の町会長の発言。 
554 「平成 15 年度第 3 回青森県公共事業再評価審議会（現地調査）議事録」（平成 15 年 7
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ていた。地元の弘前市の担当部長からは雪対策として「ダムだのみということで弘前市は

県へ重点要望項目として毎年出している状態」555と意見も出された。答申は附帯意見がつき

「継続」とされた。附帯意見の内容は「ダム建設の可否を判断できるように、環境用水の

補給と利用のための調査・検討、絶滅危惧種などを含む自然環境調査および流域住民の生

産環境と生活環境の影響調査などを継続し、それらの結果が明らかになり次第、再評価審

議委員会に諮ること」556とするというものであった。 

その後、2010 年 9月、大和沢ダムは後述の奥戸ダムと別のダム事業の計 3事業が国の「検

証要請」の対象となった557。しかし、県によると、大和沢ダムの終了検討は「検証要請」の

対象となる以前から、自律的に行っていて、2009 年 12 月、三村知事と弘前市長が事業終了

への合意を目的とした会談を行ったという558。2010 年 5 月の「審議委員会」559では、それ

まで汚染されていた大和沢川周囲の河川の水質が改善され、下水道の普及で環境用水の補

給も必要がなくなったことが報告された560。同年 8月には委員らが地元の住民、自然保護団

体の担当者、地元の中学校校長らからの意見を聴取した561。聴取した理由は次のようなもの

であった。もともと 2003 年、大和沢ダムの建設が予定されていた岩木川の「河川整備計画」

を策定する際、県はダム事業推進を前提として自由参加の形で住民からの意見聴取を行っ

ていた562。県は終了に際し、2010 年 5 月、終了を伝える住民説明会を 2 回、弘前市内で行

った。そこでは事業終了への反対意見は出なかった563。また、大和沢川の地域住民約 4000

世帯に終了の方向性を伝える「お知らせ」を配布した564。「審議委員会」も住民の意見を聴

取することを希望し、県が聴取対象の選定を行った。委員らは再度、現地調査を行い、そ

こで住民らは「災害等に強いダムの建設を要望する」「ダムの建設を中止するという県の判

断は理解できる」565とダム終了へ反対賛成両方の意見が出された。「審議委員会」は住民の

意見を聴取した結果、「県から住民へ終了の説明が十分ではない」としたため、それを受け

て県は 2010 年 10 月、弘前市の広報紙とともに市内全世帯約 57000 世帯に「青森県からの

                                                                                                                                                     

月 6 日）、p. 9 地元の大学教授の発言。 
555 同上、p. 12 
556 「平成 15 年度公共事業再評価対象事業に係る委員会意見及び県の対応方針」（別紙） 
557 国河計調第 6 号「ダム事業の検証に係る検討について」（平成 22 年 9 月 28 日） 
558 県担当者へのヒアリング（2015 年 5 月） 
559 県は「審議委員会」とは別に「検証要請」に対応するための「青森県ダム事業検討委員

会」を設置していた。しかし、大和沢ダムは「検証要請」以前から検討が続いていたため、

この「検討委員会」での審議は行われず、通常の「審議委員会」での対応となった。 
560 「平成 22 年度第１回青森県公共事業再評価審議委員会議事録」（平成 22 年 5 月 8 日）、

p. 48 
561 「平成 22 年度第 3 回青森県公共事業再評価審議委員会議事録」（平成 22 年 8 月 29 日） 
562 県担当者へのヒアリング（2015 年 5 月） 
563 「平成 22 年度第 1 回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書」p. 21 
564 「平成 22 年度第 3 回青森県公共事業再評価等審議委員会議事録」（平成 22 年 8 月 29

日）の配布資料「参考」p. 2-3 
565 同上 p.17, p. 21 
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お知らせ」として再度、終了の方向性を説明するチラシを配布した566。 

2010 年 11 月に「審議委員会」は「中止」の答申を示し、県は 2011 年 5 月に終了を決定

した567。進捗状況についてであるが、実施計画調査段階であったため、進捗はしていない。 

 

表 5-2-6 大和沢ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費（億円） 費消額（億円） 

大和沢 実施計画調査 287 9 

                       （青森県提供資料等により筆者作成） 

県の説明では強い反対アクターは存在しなかったという568。県は「審議委員会」での審議

に入る前に、弘前市長とは先述のように面談し、終了への合意調達を実施済みであった。

県議会や市議会などは強く反対はしなかったという569。住民の一部にダム終了反対の意見は

あったものの、県が意見聴取の場を持ったこともあり、強い反対にはならなかった570。大和

沢ダムの終了検討開始は「平成 21 年 12 月以前」571と県は解答した。これはつまり 2009 年

12 月の知事と市長会談の以前である。終了検討開始時期は特定できないが、終了決定は 2011

年 5 月であるため、終了のプロセスは１年以上になる。「揉める」類型であった。 

大和沢ダム事業の終了を主導したのは前の 2 事業に引き続き官僚であった。終了のプロ

セスにおいて住民の意見を聴取していた。強い反対アクターはいなかった。知事と地元市

長と終了を前提にした協議を自律的に行っていたが、検討途中、中央政府で政権交代があ

り、後述の奥戸ダムと他１ダムとあわせて「検証要請」の対象となり、終了決定が奥戸ダ

ムとほぼ同じタイミングとなった。結果的に１年以上の期間を要し、「外部・揉める」類型

となった。ここで確認された特徴は大和沢ダム事業の終了プロセスにおいては大きな紛争

や対立が起きていないことである。にもかかわらず、「揉める」類型に属している。これに

ついては事例観察が全て完了した後、追って検討する。 

終了の経緯を整理すると以下の通りである。 

表 5-2-7 大和沢ダムの終了の経緯 

1993 年 事業採択 

1997 年 「ダム事業の総点検」の対象となる。県は「継続」とする。 

2001 年 「青森県ふるさとの森と川と海の保全および創造に関する条例」

が制定 

                                                   
566 「平成 22 年度第 4 回青森県公共事業再評価等審議委員会議事録」（平成 22 年 10 月 3

日）の配布資料「参考」 
567 「平成 22 年度公共事業再評価対象事業に係る県の対応方針について」（平成 22 年 12

月 2 日） 
568 県担当者へのヒアリング（2014 年 1 月） 
569 同上（2015 年 6 月） 
570 同上 
571 県提供資料による（2014 年 12 月提供） 
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2003 年 4月 県の「公共事業再評価審議委員会」で審議が開始される。 

2003 年 6月 三村申吾知事、就任 

2003 年 7月 県が「青森県ダム建設見直しの基本方針」を示す 

2004 年 1月 「審議委員会」で「継続」と判断されたが、附帯意見がつく。 

2004 年～ 

2009 年 

県は大和沢川、土淵川、腰巻川への維持用水および環境用水の補

給と利用計画の検討、クマタカ等の環境調査、大和沢川の治水検

討を行った。 

2007 年 三村知事、再選 

2009 年 12月 知事と弘前市長が終了を前提として協議 

2010 年 5月 ・「審議委員会」で審議が開始される。 

・弘前市内で 2 度「住民説明会」を行う。 

2010 年 7月 地域住民約 4000 世帯に「中止」を知らせるチラシを配布 

2010 年 8月 「審議委員会」のメンバーらが住民から意見聴取を行う。 

2010 年 9月 国の「検証要請」に奥戸ダム・大和沢ダムを含む計 3ダムが対象

となる 

2010 年 10月 弘前市全世帯に「中止」を知らせるチラシを配布 

2010 年 11月 「審議委員会」から「中止」の答申が示される。 

2011 年 5月 県が終了決定 

                    （青森県提供資料等により筆者作成） 

４、奥戸
おこっぺ

ダム 

 

 青森県が最後に終了したのは奥戸ダム事業である572。2010 年 9 月に国から「検証要請」

があり573、これを受けて、県がこの年の 12月に「青森県ダム事業検討委員会」574を設置し、

検討を開始した575。 

 奥戸ダムは、奥戸川流域で 1958 年、1967 年、1969 年に洪水被害があり、1975 年にも家

屋 11戸が浸水する洪水被害があったことを機に県が大間町
お お まま ち

に計画したもので、1990 年に事

業を採択した576。しかし、ダム建設に伴う漁業への影響を懸念し、建設に反対する住民が多

                                                   
572 奥戸ダムは小規模の生活貯水池に該当した。 
573 国河計調第 6 号「ダム事業の検証に係る検討について」（平成 22 年 9 月 28 日） 
574 「青森県ダム事業検討委員会」のメンバーは県の通常の「公共事業再評価等審議委員会」

の委員と各事業の地元首長も参加した。（「平成 23 年度第 1 回青森県公共事業再評価等審議

委員会議事録」（平成 23 年 5 月 9 日）p. 60）「青森県ダム事業検討委員会」は、「検討後、

対応方針（案）を作成し、青森県公共事業再評価等審議委員会」の意見を聴き、決定する」

としている。（「第１回青森県ダム事業検討委員会」での配布資料 1-2「個別ダム検証の進め

方について」） 
575 「第１回青森県ダム事業検討委員会議事録」（平成 22 年 12 月 11 日） 
576 「公共事業再評価調書」（整理番号 H23-23） 
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くいた上に、大間町も人口減少が進み、利水需要が大幅に縮小することも明らかになって

いた577 

 奥戸ダムも、当時、事業が進行していた全 5事業が対象となった先述の 2003 年の「審議

委員会」で審議されていて、その時点では「継続」とされたが「社会経済情勢の変化が明

らかになり次第、再評価委員会に諮る」とする附帯意見がついていた。2008 年に再び「審

議委員会」で対象となったがこの時も「継続」との答申が示され、県は「継続」を決定し

ていた。 

県は 2001 年 5月以降、住民へ事業の説明会を計７回行っている578。１回目は奥戸
おこっぺ

川
がわ

の「河

川整備計画」の策定過程において開催されたもので、これはダム事業の継続や可否を議題

としたものでなく、河川整備計画の策定過程で自治体が必要と判断すれば地域住民らの意

見を聴取するとされたものであった579。この「懇談会」は、ダム事業推進を前提として行わ

れていた580。次に、2007 年 10 月、2008 年 2 月、2009 年 8 月にも「住民説明会」が行われ

ていて581、これら３回も事業推進を前提とした「進捗の説明」であったという582。 

「検証要請」の対象になったあと、県は 2010 年 12 月に住民への説明を行ったが、これ

は逆に終了する旨を伝えることが目的であったという583。ここでは「山からの栄養が遮断さ

れてしまうため、現在の計画地点で進めるのであれば（建設）反対」「大間原発は（奥戸ダ

ムの）水道水を利用するのか」という意見が出された584 

県とは別に「検討委員会」も 2011 年 1 月に住民の意見を聴取した585。この場では、地元

住民以外にも、大間町長と奥戸漁業協同組合長に加えて、「下北野鳥の会」、「奥戸川蝉会」

など自然保護団体のメンバーからも聴取を行った586。自然保護団体のメンバーらは「計画に

は反対」と述べた587。漁協の組合長は「住民に対してはもうちょっと納得いく説明をしても

らわなければ、海が汚れてどうしようもないのに（県は）説明も十分にしない」と批判し

た588。大間町長は「安全が確保できるならば、治水はダムにこだわることもない」と終了に

容認の姿勢を示した589。また県は 2011 年 2月に一般からの意見募集も行った。そこでは「今

までの工事はダムありきで進められてきた…中略…今後は、住民が納得するまで話し合い

                                                   
577 同上 
578 同上 
579 県担当者へのヒアリング（2015 年 5 月） 
580 同上 
581 「公共事業再評価調書」（整理番号 H23-23） 
582 県担当者へのヒアリング（2015 年 5 月） 
583 同上 
584 「奥戸生活貯水池に係る関係住民説明会での主な意見」（「第２回青森県ダム事業検討委

員会」平成 22 年 12 月 11 日の資料 1-3） 
585 「公共事業再評価調書」（整理番号 H23-23） 
586 「第２回青森県ダム事業検討委員会議事録」(平成 23 年 1 月 22 日」p. 1 
587 同上、p. 55 
588 同上、p. 57 
589 同上、p. 60 
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をし、その上で住民の意思が生かされる計画をどう策定するかが重要ではないか」590などの

意見が出された。 

こういった住民からの意見を聴取して委員長は「町の人たち全員、（ダムを）頼んだ覚え

がないと言いました。ダムは欲しいとは一言も言っていないと言った。あんな馬鹿な話は

ありません。もし、これだけの人口減において、これだけのお金を使ってダムを造るとい

うことも誰も頼んでいないのにやったのだとしたら、その時の責任をどうするのか」「これ

だけ行政に対する不信感をもたれているのは珍しい」とこれまでの県の政策決定過程を厳

しく批判した591。他の委員からも「やはり、これまで地元の方々の意見を今まで聞いてこな

かったというのが第一です」との意見が出た592。委員会からこういった批判を受けた県は

2011 年 2月に改めて更に２回、住民へ終了する旨の説明会を大間町で行った593。計約 30 名

の住民が参加し「漁師とすればダムに頼らない治水が大事」「河道掘削の工事で川が濁るの

ではないか」などの意見が出された594 

最終的に「検討委員会」は「利水対策としては地下水取水を継続し、治水対策としては

河道掘削と引堤案が妥当」とした。「ダム以外の工法で事業を進めることになるので、これ

まで以上に住民の理解を得ることが必要」と県への注文もつけた595。利水需要の減少の背景

には人口減少以外に、大間町に計画がある大間原発596の建設が進捗しておらず、東日本大震

災で工事が休止になったこともあったという597。 

「検討委員会」の意見を受けて、「審議委員会」も「中止」の答申を示し598、県は 2011

年 8 月に終了を決定した。奥戸ダムは実施計画調査が完了し、取付道路の建設が進んでい

た599。奥戸ダムは国の「総点検」でも対象となっていたが、県は「継続」と判断していた600。

「与党 3党の見直し」では対象となっていなかった。県は国の動きとは別に、2003 年と 2008

年の「審議会委員会」でも審議対象としていたが、いずれも「継続」を決めていた。しか

し、国からの「検証要請」の対象となったことがきっかけで、改めて審議が開始され、終

                                                   
590 「第３回青森県ダム事業検討委員会議事録」(平成 23 年 1 月 22 日」p. 23 
591 同上、pp. 25-26 
592 同上、p. 27 
593 県担当者へのヒアリング（2015 年 5 月）、「公共事業再評価調書」（H23-23） 
594 「奥戸生活貯水池に係る関係住民説明会での主な意見及び県の考え方」pp. 1-2 
595 青森県ダム事業検討委員会「駒込ダム建設事業および奥戸生活貯水池建設事業に関する

検討結果」（平成 23 年 3 月 21 日）p. 2 
596 大間原子力発電所。電源開発が 2008 年に原子炉設置許可を得て、着工した。東日本大

震災の発生で本体建設工事は休止されたが、2012 年に再開された。 

JPOWER 電源開発ホームページ「大間原子力発電所の建設計画」

http://www.jpower.co.jp/bs/field/gensiryoku/project/background/index.html （2017 年 4

月 30 日確認） 
597 元県土整備部長へのヒアリング（2014 年 1 月） 
598 「公共事業再評価調書」（H23-23） 
599 県担当者へのヒアリング（2014 年 1 月） 
600 同上（2015 年 5 月） 
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了が決定した。同時に検証対象となった先述の大和沢ダムは終了し、あとの１事業は「継

続」とされた。 

表 5-2-8 奥戸ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費（億円） 費消額（億円） 

奥戸 取付道路建設中 90 21 

                                 （筆者作成） 

 地元の住民は行政に強い不信感を持っていたものの、終了には強く反対していない。ま

た、他に終了に反対する強いアクターはいなかったという601。 

県は終了検討開始を「2010 年 9 月」602と解答したため、これは国の「検証要請」のタイミ

ングで終了決定まで 11カ月で「揉めない」類型であった。 

 奥戸ダムの終了は引き続き官僚が主導していた。終了のプロセスは住民の聴取を行って

いたため、「外部型」で、県は短期間で合意調達を行い「外部・揉めない」類型に属した。

ここでも仮説で想定していない終了のプロセスが生じている。 

奥戸ダムの終了の経緯を整理すると次のようになる。 

 

表 5-2-9 奥戸ダムの終了の経緯 

1990 年 事業採択 

1997 年 国の「総点検」の対象となる。県は「継続」を決定した。 

2001 年 県は「青森県ふるさとの森と川と海の保全および創造に関す

る条例」を制定 

2003 年 4月 「公共事業再評価審議委員会」で審議が開始される。 

2003 年 6月 三村知事、就任 

2003 年 7月 県が「青森県ダム建設見直しの基本方針」を示す 

2004 年 1月 「審議委員会」で「継続」とされたが、附帯意見がつく。 

2006 年 三村知事、再選 

2008 年 「審議委員会」で審議対象となり、「継続」との答申が示され、

県は「継続」を決定。 

2010 年 9月 国の「検証要請」の対象となる 

2010 年 12 月 ・県は「青森県ダム事業検討委員会」を設置し、奥戸ダムの

審議を開始する 

・県は住民説明会を開催 

2011 年 1月 「検討委員会」が地元からの意見聴取 

2011 年 2月 県は住民説明会を 2 回開催 

                                                   
601 同上（2014 年 1 月） 
602 県提供資料による（2014 年 12 月） 
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2011 年 3月 「検討委員会」が「中止」の答申を示す 

2011 年 5月 「審議委員会」が「中止」の答申を示す 

2011 年 8月 県が終了を決定 

                   （青森県提供資料により筆者作成） 

 

最後に相互参照について述べる。青森県のダム終了の数年前に岩手県は一連のダム事業

を終了している。青森、岩手、秋田の北東北 3 県では、職員の人事交流が頻繁に行われて

いた603。1997 年からは「北東北知事サミット」と呼ばれる３県の知事が定期的にトップ会

談を行う試みもスタートした。現場レヴェルでの人事交流が本格化したのは 2003 年からで、

青森県でのダム事業の終了が開始された時期と符号する。技術職同士の交流も行われてい

て、主任から課長級クラスが対象となった604。期間は約２年だった。終了の開始時期は岩手

県が先行していて、青森県は岩手県の終了事例を参照した可能性はあると想定していたが、

青森県は岩手県の終了事例を「隣の県なので担当者レベルでの会話ぐらいはあったかもし

れないが、資料は残っていないので確認できない」と説明した605。岩手県の担当者は「青森

県は岩手県の事例を参照している」としたが、青森県は「確認できない」とした。青森県

担当者は岩手県の事例を参照しなかった可能性が高いことの理由について「ダム事業は個

別状況が異なるためではないか」と答えた。 

尚、本研究の射程の範囲外にはなるが、青森県の「青森県ふるさとの森と川と海の保全

および創造に関する条例」が交付されてから 2 年後に岩手県では「岩手県ふるさとの森と

川と海の保全および創造に関する条例」が交付された。いずれの条例も内容やほぼ同じで

あった。岩手県の条例はダム事業終了に影響を与えたことは確認できなかった。 

青森県で終了した全事業の終了の経緯は以上であった。ここからは青森県で見られた特

徴を整理する。 

終了のプロセスは１事例を除いて全て「外部型」で進んだ。終了の類型は「内部・揉め

ない」「外部・揉める」以外の「外部・揉めない」類型も存在した。具体的に終了プロセス

に要した時間は、磯崎ダムが 6 カ月、中村ダムは１年以内、大和沢ダムは１年以上、奥戸

ダムは 11カ月、であった。 

尚、中村ダムは「内部・揉めない」類型であったが、「内部・揉める」類型であった可能

性は完全に否定はできなかった。この問題については第 6章で検討する。 

                                                   
603 岩手県担当者へのヒアリング、青森県担当者へのヒアリングによる 
604 同上 
605 青森県担当者へのヒアリング（2014 年 1 月、2015 年 6 月） 
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表 5-2-10 青森県における終了プロセスの類型 

 

                                （筆者作成） 

いずれの終了事例でも青森県には強い反対アクターはいなかった。住民に強い反対アク

ターは存在せず、県議会からは終了に絡んで質問はあったものの終了反対アクターではな

かった606。財政部局も中止には関与しなかった607。県はいずれのダム事業においても再評価

委員会での審議に入る前に必ず地元市町からの終了への合意調達を得ていて、委員会での

審議に要した時間は短かった。住民からの合意調達もおおむね事前に得ていた。建設予定

地の地元議会も終了には反対はしなかった608。終了の時期はいずれも「後期」であった。 

磯崎ダムと奥戸ダムについては工事用道路の建設が開始されていて、一部用地取得も行

われていた。中村ダムと大和沢ダムは実施計画調査の最中で、事業は進捗していない。 

各事業の終了プロセスに影響を与えそうな要因の状況を以下に示した。 

表 5-2-11 青森県における終了プロセスに影響を与えそうな要因の状況 

 

                      （筆者作成） 

国との関係では、終了に際し「影響があった」とされた事業は 3 事例あったが、その受

け止め方は一様ではなかった。これも岩手県と共通した特徴であった。国の改革の対象に

なったかどうかと地方政府の受け止め方を整理した。 

表 5-2-12 国の改革における対象の有無と地方政府の受け止め方 

 

 

                                                   
606 同上（2014 年１月） 
607 同上 
608 同上（2015 年 6 月） 

ダム名 揉めない 揉める 揉めない 揉める

青森 磯崎（いそざき） ○

中村（なかむら） ○
大和沢（おおわさわ） ○
奥戸（おこっぺ） ○

内部 外部

磯崎 中村 大和沢 奥戸

主導者 官僚 官僚 官僚 官僚

国の影響 無 有 有 有
反対アクター 弱 弱 弱 弱
進捗 建設 調査 調査 建設
時期 後期 後期 後期 後期

対象 対象ではない 対象 対象ではない 対象 対象ではない 対象 対象ではない

ダム事業の総点検 ○ ○ ○ ○
与党３党の見直し ○ ○ ○ ○
ダム事業の検証要請 ー - ○ ○

国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無

○ ○ ○ ○

磯崎 中村 大和沢 奥戸

地方政府の
受け止め方
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                               （筆者作成） 

小括 

 

青森県のダム事業終了を主導したのは全事業において官僚であった。三村知事はダム事

業終了そのものには強い政策選好はなかったが、就任直後から財政規律の保持には強い意

欲を持っていて、官僚たちはそれに影響を受けた。知事は前知事が進めてきた大型プロジ

ェクトを見直し、県政の転換を行った。この年、ダム事業を所管する部署は「ダム建設の

見直し基本方針」を作成し、県は初めてダム事業の終了を決定した。官僚たちが知事の政

策選好を受けて終了を主導した特徴は、岩手県とも共通している。また政権交代の後就任

した知事が県政の転換を図ったタイミングが一連のダム事業終了の最初の終了が決定され

た時期と合致したことも岩手県と共通していた。 

また、終了のプロセスについては、青森県は１事例を除いて全て「外部型」で進んだ。

仮説で想定していた「内部・揉めない」「外部・揉める」以外の「外部・揉めない」類型に

は磯崎ダムと奥戸ダム事業が該当した。仮説１で示した「終了の類型は「内部・揉めない」

「外部・揉める」の２類型である」という内容に該当しなかった類型が存在した。磯崎ダ

ムは委員会の審議中に住民の意見を聴取しているが、合意調達が完了するまで１年以内で

あり、揉めてはいない。奥戸ダムについても住民の意見を聴取したが、１年以内に合意を

調達していて揉めてはいなかった。 

青森県は終了した 4 事例のうち 3 事例は「外部型」で住民の意見を聴取しながら終了の

検討を進めていたが、「外部・揉める」類型に属した事例が大和沢ダムのみであった。ここ

で推測されるのは、青森県は県独自の特徴としてそもそも住民からの合意調達が容易で、

大きな紛争が起きにくいのではないかということである。青森県だけで見ると、例外事例

は青森県内で唯一「外部・揉める」となった大和沢ダムのみだった可能性がある。大和沢

ダムは、県が自律的に終了を検討していた事業でその後、国の「検証要請」の対象となり、

同時に対象となった奥戸ダムと並行する形で検討を進めていた。そのため、大和沢ダムは

奥戸ダムと終了決定時期をあわせた可能性があり、時間を要したのではないか。後述する

新潟県の例外事例でもそうであったのだが、こういった国からの影響に対する地方政府の

多様な対応は、仮説では想定しておらず、当初検討した６つの要因では例外事例は説明で

きていないことが考えられる。また青森県で確認された特徴として、例えば大和沢ダム事

業の終了プロセスにおいて観察されたように、大きな紛争や対立が起きていない。にもか

かわらず「揉める」、つまり時間を要した事例があったことである。この問題については追

って検討する。尚、中村ダムについては「内部・揉める」類型であった可能性を完全に否

定できない。これについては次章以降で検討する。  
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第３節 新潟県 

 

本節では新潟県で終了したダム事業の終了の経緯を叙述する。新潟県は、1997 年から 2012

年までの間に県営ダムを計 9 事業終了した。県営ダム事業の終了数は都道府県の中では新

潟県が最も多い609。9事業の終了プロセスを時系列で観察し、事業の終了がいかなる経路を

辿って決定されていくのかを明らかにする。 

 新潟県には、信濃川、阿賀野川をはじめとする日本有数の大河があり、県内に豊かな恵

みを育む一方、近年だけでも、1967 年の羽越水害610、1995 年の 7.11 水害611、1998 年の 8.4

水害612など集中豪雨が頻発している。2004 年の 7.13 水害では死者 15 名、被害家屋約 2万 6

千棟613、2011 年の新潟・福島豪雨では、死者 4名、被害家屋約 1万 3300 棟などの被害が出

た614。新潟県では 2017 年 4 月現在、本体建設中のダムが３ダム、本体建設未着工のダムが

２ダムある615。 

９事業は終了した時期が、1997 年、2000 年、2002 年、2003 年、2012 年であった。新潟

県を観察した結果、結論を簡単に先に述べると、新潟県も終了を主導したのは全て官僚で

あった。2004 年に知事は交代したものの全事例で官僚が終了を主導した。この点は岩手県

と共通する。新旧知事いずれの知事もダム事業終了へ強い政策選好を有してはいなかった。

しかし新潟県の場合、42年ぶりに減額予算となった 1997 年が県政の転換期であり、このタ

イミングでの政権交代はなかったものの、ダム事業終了にも影響を与えた。この年はこれ

まで公共投資に積極的であった知事が財政規律の保持に大きく政策の舵を切り、公共事業

も次々と縮小された。最初に県がダム事業を終了したのはこの年であった。こういった県

政の転換に官僚たちは影響を受けたことが推測される。終了の類型はばらつきがあった。

1997 年、2000 年に終了した 4事業は「内部・揉めない」、2002 年、2003 年に終了した 3事

業は「内部・揉める」、2012 年に終了した 2事業は「外部・揉める」類型に属した。「内部・

                                                   
609 2 番目に多いのは長野県と富山県で、いずれも 8 事業を終了した。 

国交省および都道府県のオフィシャルウェブサイト、新聞記事等などから筆者確認 

（2015 年 1 月現在） 
610 集中豪雨で死者 96 人、行方不明者 38 人、負傷者 471 人、全壊・流失家屋 1080 棟の被

害が出た。（朝日新聞、2001 年 10 月 20 日（新潟県版）） 
611 集中豪雨で約 400 棟が床上浸水などの被害が出た。（朝日新聞、1995 年 7 月 20 日（兵

庫県版）） 
612 集中豪雨で１万世帯以上に浸水被害があり、河川の堤防や護岸が 100 か所で決壊した

（朝日新聞、1998 年 8 月 5 日（新潟県版）） 
613 朝日新聞、2004 年７月 21 日（新潟県版） 
614 新潟県豪雨災害対策本部統括調整グループ「平成 23 年 7 月新潟・福島豪雨による被害

状況について（速報第 35 報）」 

新潟県「新潟県ダム事業概要」（県土木部河川管理課・河川整備課）平成 24 年 11 月、新潟

県豪雨災害対策本部統括調整グループ「平成 23 年 7 月新潟・福島豪雨による被害状況につ

いて」 
615 新潟県土木部河川管理課・河川整備課「新潟県ダム事業概要」（平成 29 年 4 月） 
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揉める」事例が 3 事業あり、仮説１はここでも支持されなかったように伺える。９事業の

基礎データを以下に示した。 

表 5-3-1 新潟県で終了したダム事業 

ダム事業 事業採択 終了決定 総貯水量 

芋川 1990 年 1997 年 8月 70,5 万㎥ 

中野川 1989 年 2000年 12月 22,6 万㎥ 

正善寺 1991 年 2000年 12月 6,5 万㎥ 

羽茂川 1990 年 2000年 12月 283 万㎥ 

入川 1993 年 2002年 11月 153 万㎥ 

三用川 1989 年 2003 年 5月 29,6 万㎥ 

佐梨川 1994 年 2003 年 5月 2950 万㎥ 

常浪川 1981 年 2012 年 7月 3330 万㎥ 

晒川 1990 年 2012 年 7月 49 万㎥ 

                          （筆者作成） 

図 5-3-1 新潟県で終了したダムの場所 

 

                      （筆者作成） 

１、芋川ダム 

 

新潟県が最初に終了したのは芋川ダム事業で、1997 年 8月に終了を決定した616。 

                                                   
616 県担当者へのヒアリング（2015 年 1 月）、朝日新聞、1997 年 8 月 22 日（新潟県版） 

常浪川ダム

芋川ダム

佐梨川ダム

三用川ダム晒川ダム中野川ダム

正善寺ダム

羽茂川ダム

入川ダム
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芋川ダムは治水と利水を目的として信濃川水系芋川沿いの山古志村
や ま こ し む ら

617に建設が予定され

ていた。県は 1990 年に事業を採択し、総事業費は約 27億円であった618。しかし、地質調査

を進めたところ、上流が地すべり地区であることがわかり、事業費が想定より膨らむこと

が判明した。県の担当者は「地滑り対策をすれば建設は可能だが、それには工事費が 100

億円近くかかる。小規模の生活ダムだけに投資効果が見込めなくなる」という619、 

県が地質調査を進めていたのと並行して、国は 1997 年に「ダム事業の総点検」を行った。

新潟県内のダム事業では、当時計画中であった計 16 のダム事業が対象となり、県は芋川ダ

ム事業のみを終了とした620。県は芋川ダムの終了について「県は独自に終了の方向で検討を

進めていて、それが国の「総点検」の時期に合致した」という621。県は終了を検討していた

際、「総点検」の対象に芋川ダムが含まれていることも考慮したという622。 

当時の知事は平山征夫氏であった。平山氏は元日本銀行仙台支店長で、東京佐川急便事

件で前知事が辞職したことに伴い行われた出直し知事選に立候補し、自民、社会、公明、

民社の与野党 4党の推薦を受け、1992 年 10 月に当選した623。1996 年 10 月には自民、新進、

社民、公明の与野党 4党の推薦を受け、再選された624。平山知事は１期目には景気刺激策と

して積極的に公共事業への投資を増やし、就任後初めての予算にあたる 1993 年度は県単独

公共事業を前年度より 3割以上増やした。しかし転換期が 1997 年に訪れる。1997 年度の県

の一般会計予算は 42 年ぶりに減額された625。平山知事は「（就任後）５回目（の予算編成）

で最も厳しかった」「財政が相当厳しい状態になっていることを考えると、ブレーキを踏ま

ざるを得なかった」と述べている626。県は県営野球場の建設を先送りにするなどの対応を取

ったが、1997 年度末に県債の発行残高がこの年の当初予算を上回ることも判明し、財政状

況の深刻さが浮き彫りになっていた。公共事業は景気回復にはつながらないと県は削減に

方針を転換し、1997 年度以降、県単独の公共事業費は減り続けることになる。芋川ダム事

業が終了した 1997 年はこういった平山県政の転換期の年にあたる。平山知事はダム事業終

了に特化した政策選好はなく627、「ダムについて強烈な反対も推進もなかった」628という。 

芋川ダム終了検討の際、県が事前に調整したのは、地元の山古志村と長岡市のみで、い

                                                   
617 2005 年 4 月、4 町とともに長岡市に編入した。 

新潟県、「県内の合併状況」 

http://www.pref.niigata.lg.jp/shichouson/1203958856425.html（2017 年 4 月 30 日確認） 
618 県担当者へのヒアリング（2014 年 4 月）、朝日新聞、1997 年 8 月 22 日（新潟県版） 
619 朝日新聞、1997 年 8 月 22 日（新潟県版） 
620 県担当者へのヒアリング（2014 年 4 月） 
621 同上（2014 年 6 月、2015 年 1 月） 
622 同上 
623 朝日新聞、1992 年 10 月 26 日 
624 同上、1996 年 10 月 21 日 
625 同上、1997 年 2 月 20 日（新潟県版） 
626 同上 
627 県担当者へのヒアリング（2014 年 4 月、2015 年 1 月） 
628 同上（2014 年 4 月） 
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ずれも終了には反対しなかったという629。山古志村は水道用水が必要であったが、信濃川水

系の別の場所から水源を確保することとなった630。住民からの意見聴取などは行っていない

631。事業は実施計画調査段階であった。進捗状況を以下に示す。 

表 5-3-2 芋川ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費(億円) 費消額（億円） 

芋川 実施計画調査 27 6 

                           （筆者作成） 

1997 年時点で、新潟県はまだ事業評価制度を導入しておらず、庁内の議論を中心に終了

は進められた。終了検討開始時期について県担当者は「平成 9 年 7月」と解答したため632、

「総点検」のタイミングとなる。終了のプロセスの期間は 1カ月で、「揉めない」類型であ

った633。芋川ダムの終了を主導したのは官僚で、関連する地元市町村への合意調達は終了決

定までに完了していて、住民からの意見聴取は行っていないため「内部・揉めない」類型

となった。終了の経緯を整理すると以下のようになる。 

表 5-3-3 芋川ダムの終了の経緯 

1990 年 事業採択 

1992 年 10 月 平山知事、就任 

1996 年 10 月 平山知事再選 

1997 年 県の一般会計予算が 42 年ぶりの減額となる 

1997 年 7月 国の「ダム事業総点検」の対象となる。 

1997 年 8月 終了決定 

        （新潟県提供資料に基づき筆者作成） 

 

２、中野川
な か の が わ

ダム、正善寺
しょうぜんじ

ダム、羽茂
は も ち

川
がわ

ダム 

 

 ここでは、県が 2000 年に終了を決定した中野川、正善寺、羽茂川ダムの３事業の終了の

経緯を叙述する。これら 3事業は、いずれも多目的ダムで、1989 年～1991 年の間に事業採

択され、いずれも実施計画調査の段階であった。これら 3 事業はいくつかの共通点があっ

た。地質調査の結果、地盤に問題があるため、工事費が当初見込みより増加したこと、ま

た地盤の問題で完成まで相当な期間が見込まれること、現状の治水安全度や渇水発生の状

況から、治水利水ともに緊急性が低いことなどであった634。こういった状況を受け、「公共

                                                   
629 同上 
630 県担当者へのヒアリング（2015 年 5 月）、県提供資料（2014 年 4 月） 
631 同上 
632 県提供資料（2015 年 1 月） 
633 芋川ダムについては、県が公開した文書は存在しなかった。県担当者へのヒアリングと

新聞記事のみに依拠した。 
634 土木部河川開発課「再評価実施事業一覧」（2 枚目） 



156 

 

 

事業再評価委員会」635が「中止」と答申し、県も終了を決定した636。終了のプロセスにおけ

る議論ではいずれも費用対効果の問題が重視されていた。中野川ダムの議論の際、県は 2000

年 12 月 4日の「委員会」で「雪を溜めたり、融雪を制御する技術に要する費用が大きくな

り、費用に見合う効果が得られなくなった」637と述べ、事業目的の１つであった「雪ダム」

638の効果が落ちたとしている639。正善寺ダム640についても地盤の問題について委員からは

「地質の悪さやそれに伴う工事費の増大は今回共通している。地盤の悪さはこの地域全般

に言えることではないか」との質問も出て、県担当者は「これまでは地盤のよいところで

ダムを造ってこられたが、これからのダムは平場に近いところに候補地を求めるものも出

てくる。そのため、地盤が悪く、調査・建設に要する費用が増大する」641と答えている。羽

茂川ダムについても終了の理由として、地盤の悪く付け替えの県道工事費が増加し、完成

までまだ相当な期間を要するとされ、委員からは「ダムに頼るだけでなく代替案による方

法でよいのではないか」という意見が出された642 

これら 3 事業の 2000 年までの経緯について述べる。新潟県は事業評価制度を導入した

1998 年度に 3 事業を審査対象としたが、いずれも「継続」との答申を得て「継続」として

いた643。当時の「委員会」では「358 事業が審議の対象になったが、審議は 5 ヶ月間で約 3

回だけ。全事業を検討するのは難しいため、33 件を抽出して議論した」644と当時の委員長

が後に述べていて、これら 3事業はこれまで個別には「議論はされていない」645という。 

その後、2000 年の「委員会」でも当初、この 3事業を議論の対象ではなかったが、「与党

３党の見直し」の対象になったため、県は急きょ 3 回の予定だった会合を 4 回に増やし、

12 月 4 日に 4回目の会合を開催し、3事業の審議を行った646。その結果、委員会は 3事業を

                                                   
635 新潟県の「公共事業再評価委員会」を以下本文中では「委員会」と記載する。 
636 「平成 12 年度第４回新潟県公共事業再評価委員会」

http://www.pref.niigata.lg.jp/dobokukanri/1195575360330.html（2017 年 4月 30 日確認） 
637 同上、５、議事概要 ○ダム事業関係 
638 道路の除雪や屋根に積もった雪を捨てるための中小河川に安定的に水を供給するため

のダム。（国土交通省北陸地方整備局信濃川河川事務所の「消流雪用水導入事業」から）豪

雪地帯では消流雪用水を目的とするダムがあり、通称「雪ダム」と呼ばれる。雪ダムにつ

いては、小倉・中西（1986）『雪ダム構想とその調査の概要』「雪害研究発表会 11」、pp. 19

－23、に詳しい。 
639 「平成 12 年度第４回新潟県公共事業再評価委員会」５、議事概要 ○ダム事業関係 

http://www.pref.niigata.lg.jp/dobokukanri/1195575360330.html（2017 年 4月 30 日確認） 
640 同じ名前のダムが既に稼働していて、それに加えてもう１基建設が予定されていた事業

であった。（県担当者へのヒアリング） 
641 「平成 12 年度第４回新潟県公共事業再評価委員会」５、議事概要 ○ダム事業関係 

http://www.pref.niigata.lg.jp/dobokukanri/1195575360330.html（2017 年 4月 30 日確認） 
642 同上 
643 朝日新聞、2000 年 12 月 5 日（新潟県版） 
644 同上、2000 年 10 月 3 日（新潟県版） 
645 同上 
646 新潟県「平成 12 年度第 1 回新潟県公共事業再評価委員会議事要旨」で確認 
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「中止」との答申をまとめた。この時の委員長は、「与党 3党の見直し」を受けて終了を決

めたことを「今後は外圧で動くのではなく、自己評価のシステムを確立する必要がある」

と苦言を呈した647。この場合の「外圧」とは国の動きを指すのであろう。2000 年度の新潟

県の再評価においては、当初、対象事業計 139 件のうち、審議されたのは 62 件でうち 2件

が終了した648が、そのあと急きょ「与党 3党の見直し」の対象となったこれら 3事業が追加

で審議された。 

中野川ダム、正善寺ダムの終了に際し、それぞれの事業の予定地である新井
あ ら い

市649、上越市

は「見直し」で 2ダムの名前が挙がった時点から、一貫して終了に強く反対した650。両市は、

「終了は寝耳に水」と「継続」を主張し続け、継続の要望書を県や県議会、自民党新潟県

連などに提出した651。県の説明では「この地域は豪雪地帯で、消雪のための水を貯溜するダ

ム建設の要望が強く、終了に反対したのだろう」という652。新井市は「ダム事業の建設を要

望したばかり」653であった。一方、同時に終了になった羽茂川ダムの地元である羽茂町654は

ダム終了に特に反対はしなかった655。一部に強い反対アクターがいたものの、これら 3事業

の終了のプロセスの期間はいずれも４カ月であった。住民への意見聴取は行っていないと

いう。終了に伴う代替策があったのは、羽茂川ダムのみで治水対策としての河川改修とそ

れにあわせた県道の改良工事が行われた656。強い反対アクターがいた中野川ダム、正善寺ダ

ムについて県は代替策を行わなかった657。3事業とも進捗状況はいずれも計画段階であった。

進捗を以下に示す。  

                                                                                                                                                     

http://www.pref.niigata.lg.jp/dobokukanri/1194884186653.html（2017 年 4月 30 日確認） 
647 朝日新聞（新潟県版）、2000 年 12 月 5 日 
648 「平成 12 年度第 1 回新潟県公共事業再評価委員会」 

http://www.pref.niigata.lg.jp/dobokukanri/1194884186653.html 

「同第 2 回同委員会」 

http://www.pref.niigata.lg.jp/dobokukanri/1194884187476.html 

「同第 3 回同委員会」 

http://www.pref.niigata.lg.jp/dobokukanri/1195575358136.html 

（いずれも 2017 年 4 月 30 日確認） 
649 2005 年 4 月 1 日に新井市は妙高高原町、妙高村への編入を行い、妙高市へ名称変更し

た。（新潟県、「県内の合併状況」

http://www.pref.niigata.lg.jp/shichouson/1203958856425.html、2017 年 4 月 30 日確認） 
650 県担当者へのヒアリング（2015 年 1 月） 
651 同上 
652 同上 
653 朝日新聞、2000 年 12 月 5 日（新潟県版） 
654 2004 年 3 月に 9 市町村と合併し、佐渡市となった。（新潟県、「県内の合併状況」

http://www.pref.niigata.lg.jp/shichouson/1203958856425.html、2017 年 4 月 30 日確認） 
655 県担当者へのヒアリング（2015 年 1 月） 
656 県提供資料（2014 年 4 月） 
657 県担当者へのヒアリング（2015 年 1 月） 
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表 5-3-4 中野川、羽茂川、正善寺ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費(億円) 費消額（億円） 

中野川 実施計画調査 53 12 

羽茂川 実施計画調査 134 10 

正善寺 実施計画調査 25 6 

                      （新潟県提供資料等により筆者作成） 

中野川、羽茂川、正善寺ダムのいずれも終了検討開始は「2000 年 8 月」658で、終了決定

は 2000 年 12 月であったため、終了のプロセスは全て 4 カ月であった。正善寺ダム、中野

川ダムは地元首長が強い終了反対アクターがいたにもかかわらず、短期間で終了が決定し

た。過程においては住民からの意見聴取などは行っておらず659、「内部・揉めない」類型で

終了した。ここで確認された特徴は、中野川、正善寺川ダム事業の終了プロセスで観察さ

れたように、大きな紛争や対立が起きていても、１年以内の短期間で終了したことである。

当初の検討では想定しておらず、追って検討が必要である。終了の経緯を整理すると以下

のようになる。 

表 5-3-5 中野川、正善寺、羽茂川ダムの終了の経緯 

1989 年 中野川ダム事業採択 

1990 年 羽茂川ダム事業採択 

1991 年 正善寺ダム事業採択 

1992 年 10 月 平山知事、就任 

1996 年 10 月 平山知事再選 

1997 年 7月 3 事業とも国のダム事業「総点検」の対象となる。いずれも県

は「継続」とする 

1998 年 4月 県の「公共事業再評価委員会」で 3事業とも審議対象となる 

1999 年 4月 3 事業とも「継続」と答申され、県は「継続」とした 

2000 年 8月 ・「与党３党の見直し」で 3 事業が対象となり、この年の「委

員会」での審議対象に追加される。 

・新井市と上越市が継続を求める要望書を県などに提出 

2000 年 12 月 「公共事業再評価委員会」で 3 事業とも「中止」と答申され、

県が終了決定。 

       （新潟県提供資料に基づき筆者作成） 

 

３、入
にゅう

川
かわ

ダム、三用
み よ う

川
がわ

ダム 

 

                                                   
658 県提供資料（2015 年 1 月） 
659 県担当者へのヒアリング（2015 年 1 月） 
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次に県は入川ダムを 2002 年、三用川ダムを 2003 年に終了した。これら 2事業は、「与党

３党の見直し」の対象にはならなかったものの、「見直し」をきっかけに県が独自で検証作

業を行った上、終了を決定したダムである660。 

 入川ダムは、県が相川
あいかわ

町661に建設を予定していた多目的ダムで、1993 年に事業採択され

た662。終了の理由は県が実施した地質調査の結果であった。予定地にあった旧鉱山跡地の工

事費が増加したため、当初想定されていた事業費約 95億円が約 2倍の 182 億円に膨らむこ

とが明らかになったこと、および利水需要の減少であった663。2002 年の「公共事業再評価

委員会」で県は入川ダムの治水について「改修を必要とする全ての河川について、目標と

する治水安全度を１回の河川改修で達成することは膨大な費用と時間を要することとなり、

一義的には既存施設を生かしながら、段階的に治水安全度を上げて行かざるを得ない」664と

説明した。利水についても予定地の相川町は人口減少から取水量が減少していて、既存の

水道施設でも対応できるとした665。相川町は「計画当初は水道水源として期待していたが時

間がかかりすぎた。現在は他の川で水源を確保できていて、町にとっても中止は妥当」と

し、終了には反対していない666。終了決定時点で約 3 億円を費消していた667。「委員会」の

議事には「町の幹部の人には（治水安全度のリスクがある程度大きくなることを）話して

おりますが、地域住民に直接説明した経緯はありません」668と記載されていて、県は住民へ

の事前の意見聴取などは行っていない669。 

 2003 年に終了した三用川ダム670も終了要因は入川ダムと共通していた。三用川ダムは県

が信濃川水系の大和町
やまとちょう

671に計画を予定していた多目的ダムで、1989 年に事業採択された。

地質調査の結果、ダムの形式や建設場所の変更が必要となり、当初想定されていた事業費

28 億円が 62 億円に増加すること等で終了が決定した672。調査費で約 10 億円が支出され、

                                                   
660 同上 
661 2004 年 3 月に計 9 市町村と合併し、佐渡市となった。 

新潟県、「県内の合併状況」 

http://www.pref.niigata.lg.jp/shichouson/1203958856425.html（2017 年 4 月 30 日確認） 
662 県提供資料（2014 年 4 月） 
663 「平成 14 年度公共事業再評価の概要と今後の実施方針」p. 3、朝日新聞（新潟県版）、

2001 年 8 月 21 日 
664 「平成 14 年度第 1 回新潟県公共事業再評価委員会 議事の概要」 
665 朝日新聞、2002 年 8 月 21 日（新潟県版） 
666 同上 
667 同上 
668 「平成 14 年度第 1 回新潟県公共事業再評価委員会 議事の概要」 
669 県担当者へのヒアリング（2015 年 1 月） 
670 小規模ダムの生活貯水池であった。 
671 2004 年 11 月に六日町と合併し南魚沼市となった。 
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http://www.pref.niigata.lg.jp/shichouson/1203958856425.html（2017 年 4 月 30 日確認） 
672 朝日新聞、2002 年 7 月 3 日（新潟県版）、「平成 15 年度公共事業再評価の概要と今後の

実施方針」 
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通常の調査費の２倍がかかったと 2003 年の「委員会」で当時の県担当者が報告している673。

「委員会」では「地質調査に 13 年かかっているが長すぎる」「そもそも巨額の投資をする

べきだったのか」「ダム計画を見直さなければならない時期になぜ委員会に諮らなかったの

か」と県の見通しや政策判断を批判する意見が相次いだ674。 

この 2事業は「ダム事業の総点検」、1998 年の「委員会」での再評価の審議を経て県は「継

続」としてきた。県は「与党 3 党の見直し」の対象にはならなかったものの、これを契機

に「詳細は不明だがこの時点から検討を開始した」675という。もともと地盤などに問題を抱

えていたダムを、国の改革の動きに呼応する形で独自に検討を進め終了した。検討開始の

きっかけは「見直し」で、終了に際し県は「国からの影響を受けた」としている676。 

県は「見直し」の対象となった 3 事業に加えて入川・三用川ダムも含めて計 5 事業につ

いて、県はほぼ同時期に検討を開始し、まず先に「見直し」の対象となった 3 事業を終了

し、その後独自で検討を進めてきた 2 事業を終了した。2 事業ともに終了への強い反対アク

ターは存在しておらず、事業は実施計画調査段階であった677。 

 この 2ダムについても、県は地元の相川町、大和町、小出町
こ い でま ち

678には「伝達していると思う」
679とはするものの、地元住民への意見聴取を行った形跡は確認することが出来なかった。入

川ダムについては終了に伴う代替策は行われず、三用川ダムは治水対策として県は河川改

修を実施するとした680。２事業の進捗を以下に示す。 

表 5-3-6 入川、三用川ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費(億円) 費消額（億円） 

入川 実施計画調査 182 3 

三用川 実施計画調査 62 11 

                       （新潟県提供資料等により筆者作成） 

入川ダム、三用川ダムの終了決定開始はいずれも「平成 12 年 8 月」と県は解答し681、こ

れは「与党 3党の見直し」タイミングとなる。終了決定については、入川ダムは 2002 年 11

月、三用川ダムは 2003 年 5 月であるため、終了プロセスはそれぞれ 2 年 3 カ月、2 年 9 カ

月でいずれも「揉めた」ことになる。しかしここでも注意すべき特徴が確認された。大き

な紛争や対立が起きていないにもかかわらず、入川、三用川ダムは終了のプロセスにおい

                                                   
673 「平成 15 年度第 1 回新潟県公共事業再評価委員会」６、質疑応答の概要 
674 同上 
675 県担当者へのヒアリング（2015 年 1 月） 
676 同上 
677 県担当者へのヒアリング（2015 年 1 月） 
678 2004 年 11 月に計 5 町村と合併し魚沼市となった。 
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http://www.pref.niigata.lg.jp/shichouson/1203958856425.html（2017 年 230 日確認） 
679 県担当者へのヒアリング（2015 年 1 月） 
680 県提供資料（2014 年 4 月） 
681 同（2015 年 1 月） 
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て、時間を要している。この点は前の中野川、正善寺川ダム事業の場合と同様に追ってま

とめて検討する。 

終了に際して、住民の意見聴取などは行っておらず682、終了反対アクターはいなかった。

県はまずは「見直し」対象となった 3 ダムを終了したため、入川、三用川ダムの終了決定

までに時間を要し、「内部・揉める」類型となった。終了の経緯を整理すると以下のように

なる。 

表 5-3-7 入川、三用川ダムの終了の経緯 

1989 年 三用川ダム事業採択 

1993 年 入川ダム事業採択 

1997 年 7月 両ダムは、国のダム事業「総点検」の対象となる。「継続」となる 

1998 年 4月 両ダムは、県の「公共事業再評価委員会」で審議対象となる 

1999 年 4月 「継続」と答申が出され、県は「継続」とする 

2000 年 8月 「与党３党の見直し」で中野川、羽茂川、正善寺ダムの 3 事業が対象

となる 

2000 年 12 月 「委員会」で中野川、羽茂川、正善寺ダムがいずれも「中止」と答申

され、終了決定 

2002 年 11 月 入川ダムが「委員会」で「中止」と答申され、終了決定 

2003 年 5月 三用川ダムが「委員会」で「中止」と答申され、終了決定。 

（新潟県提供資料等により筆者作成） 

３、佐梨川ダム 

 

2003 年には佐梨川ダム事業も終了した。佐梨川ダムは、県が湯之谷村
ゆ の た に む ら

683に建設を予定し

ていた多目的ダムで、1994 年に事業採択された684。しかし、2001 年 9 月、建設費用の約 6

割を負担予定だった電源開発685が電力需要の縮小を理由にダム事業から撤退した686。県はい

ったんダムの目的を治水のみに絞り、規模を縮小した上での事業継続も検討したが、治水

対策については河川改修の方が有利と判断し、事業を終了した687。終了時点で県は 44 億円

                                                   
682 県担当者へのヒアリング（2015 年 1 月） 
683 2004 年 11 月に計 5 町村と合併し魚沼市となった。 
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http://www.pref.niigata.lg.jp/shichouson/1203958856425.html（2017 年 4 月 30 日確認） 
684 「平成 15 年度公共事業再評価の概要と今後の実施方針」 
685 電力不足を解消するために 1952 年に施行された「電源開発促進法」によって設立され

た国の特殊会社で、佐久間ダムを擁する佐久間発電所の運転を開始するなど電力確保を主

な目的とした。2003 年に同法が廃止されると民営化された。 

ＪPOWER 電源開発「J－POWER の歴史」、

http://www.jpower.co.jp/company_info/history/index.html（2017 年 4 月 30 日確認） 
686 朝日新聞、2003 年 3 月 15 日（新潟県版） 
687 同上 
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を投資していた688。2003 年の「委員会」での議論で県担当者は「既に投資した 40億円689を

代替案の河川改修にはあまり利用できない」と説明し、委員らからは「40 億円かけないと

継続・中止の判断が出来ないことに驚いた」などの批判が出た690。事業の進捗は計画段階で

あった。県は終了を湯之谷村に「事前に伝達したと思う」としたが、地元の住民の意見等

を聴取してはいない691。強い終了反対も特になかったという692。県は終了検討開始を「平成

13 年 9 月」とし、これは電源開発が事業から撤退したタイミングで、終了決定は 2003 年 5

月であるため、終了のプロセスの期間は約 1年 8カ月であり、「揉めた」ことになる。県は

電源開発の事業撤退後、サンクコストを考慮しいったん継続の可能性も検討したため、時

間を要した。佐梨川ダム終了に伴う代替策について県は河川改修を段階的に実施するとし

た。進捗状況を以下に示す。 

 

表 5-3-8 佐梨川ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費(億円) 費消額（億円） 

佐梨川 実施計画調査 420 44 

                     （新潟県提供資料等により筆者作成） 

終了の経緯を整理すると以下の通りである。住民の意見は聴取しておらず、県は電源開

発撤退後、単独での事業継続の可能性を探ったため、終了決定までに時間を要し、「内部・

揉める」類型となった。ここでも大きな紛争や対立が起きていない。 

  

表 5-3-9 佐梨川ダムの終了の経緯 

1994 年 事業採択 

1997 年 7月 国の「ダム事業総点検」の対象となる。県は「継続」とする。 

1998 年 4月 県の「公共事業再評価委員会」で審議対象となる 

1999 年 4月 「継続」との答申が出され、県は「継続」とする 

2001 年 9月 電源開発が事業から撤退 

2003 年 5月 県の「委員会」で「中止」と答申され、県は終了決定 

（新潟県提供資料等により筆者作成） 

 

４、常
とこ

浪川
なみがわ

ダム、晒
さらし

川
がわ

ダム 

 

最後に、常浪川ダムと晒川ダムの終了の経緯を叙述する。常浪川ダムは阿賀野川支流の

                                                   
688 「平成 15 年度第 1 回新潟県公共事業再評価委員会」６、質疑応答の概要 
689 県から提供を受けた資料（2014 年 4 月 25 日）では、終了決定までに費やされた費用は

44 億円とされていたが、委員会では「40 億円」で議論されていた。 
690 同上。 
691 県提供資料（2015 年 1 月） 
692 県担当者へのヒアリング（2015 年 1 月） 
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上川村
かみかわむら

693に計画が進んでいた多目的ダムで、1981 年に事業採択された694。事業は実施計画

調査が完了し建設工事の段階で、水没予定集落にあった 44 戸の移転も終わっていた695。総

事業費は 364 億円で、うち 119 億円がすでに費消されていた696。 

晒川ダムは 1990 年に事業採択された多目的ダム697で、治水・利水以外に雪害対策をも目

的とした。費用は約 86 億円で、27億円が費消されていた698。実施計画調査は完了していた

が、建設に伴う家屋移転が必要とはされておらず699、取付道路の工事が開始されていた。 

2010 年の国の「検証要請」で常浪川、晒川ダムを含めた県内の計 4 ダム事業が対象にな

った。県は通常の公共事業評価委員会とは別に、大学の教授 5名で構成される700この検証に

目的を特化した「新潟県ダム事業検証検討委員会」701を設置し、2010 年 9 月、議論を開始

した702。「委員会」は国から示された評価軸（安全、コスト、持続性、柔軟性、地域社会へ

の影響、環境への影響）などから事業の検証を行った703。 

2004 年 10 月、経済産業省出身の泉田裕彦氏が、自民、公明の推薦を受けて初当選し、平

山知事からの政権交代が起きた704。泉田知事は平山知事よりもさらに財政規律の引き締めを

行い、2006 年度予算では、土木部のシェアは 15％減額され705、1974 年以降最低となった706。

2010 年時点で、県のダム事業を含む河川事業費は 1996 年度をピークとして、その 4分の１

まで減額されていた707。泉田知事の政策選好は「特段ダム事業の中止に強い意欲はなかった。

ただ、専門家の意見を聞いて政策を主導するやり方で、具体的には専門委員会を設置して

意思決定するパターンが多い」708とされた。 

「検討委員会」の議論で県が強調したのは「コスト」であった。第１回目の「検討委員

会」冒頭で事務局の県担当者は「一定の安全度を確保することを基本としながら、コスト

                                                   
693 2002 年に２町１村と合併して阿賀町となった。 
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http://www.pref.niigata.lg.jp/shichouson/1203958856425.html（2017 年 4 月 30 日確認） 
694 「平成 16 年度公共事業再評価の概要と今後の実施方針」 
695 県担当者へのヒアリング（2014 年 4 月） 
696 県提供資料による（2014 年 4 月） 
697 「平成16年度公共事業再評価の概要と今後の実施方針」、小規模な生活貯水池であった。 
698 県提供資料による（2014 年 4 月） 
699 同上 
700 「新潟県ダム事業検証検討委員会委員名簿」 
701 「新潟県ダム事業検証検討委員会」は以下、本文中では「検討委員会」と記載する。 
702 新潟県「第１回新潟県ダム事業検証検討委員会議事録」 
703 「新潟県ダム事業検証検討報告書」（新潟県ダム事業検証検討委員会、平成 23 年 8 月

26 日）から。 
704 朝日新聞、2004 年 10 月 18 日 
705 2005 年度予算は中越地震からの復興のため予算は増額された。 
706 朝日新聞、2006 年 2 月 18 日（新潟県版） 
707 県担当者へのヒアリング（2014 年 4 月） 
708 同上 
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を最も重視することとしております」と話した709。2回目の「検討委員会」でも委員からは

「ダムが計画された時の予算のつき方と現在の予算のつき方は全然違うわけですね。です

からこういう予算状況の中で果たしてダムがいいのかどうか、地元のためを考えて、効果

を早く発現するには他に方法がないのかという視点を持たないといけない」710という発言が

出た。2回目の「検討委員会」では常浪川ダム周辺の現地調査が行われた711。また両事業と

もに、県は地域住民の意見の聴取、パブリックコメントも実施した。地域住民の意見聴取

については、県は国の「実施要領」に従って「流域懇談会」を設置し、そのメンバーを建

設予定地の市町と協議した上で選定した712。 

常浪川ダムの「流域懇談会」のメンバーは地元の首長や町議会議長、漁協の代表、地域

の住民代表ら計７名で構成された713。「流域懇談会」は 2010 年 10 月と 2011 年 2 月の２回開

催され、一般傍聴も許可された。ここでの議論では「地域の代表としてダム建設を切に望

む」「ダム計画の話が出てから約 40年が経過し、更にダム完成には 30～40 年かかるとのこ

とであるが、防災事業を期限を決めずに計画を立てることを心配し、不信に思う」「農業・

漁業関係者の大半はダムではなく、護岸や堤防かさ上げに重点を置いてもらいたい。漁協

は昭和 45 年ごろに組合の総代会でダム建設反対の決議をした714」とダム建設への賛否両論

が出た715。 

晒川ダムの「流域懇談会」は、利水関係者として「十日町市流雪溝運営協議会会長」、地

域代表として、それぞれの地区の会長、土地改良区の代表、漁協の組合長、地元の防災組

織の代表、十日町市長など計 12 名で構成された716。晒川ダムの「流域懇談会」は 2010 年

10 月と 2011 年 2 月の２回開催された。「ダム建設を進めてほしい」「用地等の協力をしてき

た過去の経緯を踏まえるとコストだけを見て議論を進めることには市民感情として納得で

きない」「今後 30年もかかるのであれば、ダムを止めて簡易な治水対策を行い、5年以内に

利水を活用できるよう勧めることが市民のため」といった賛否両方の意見が出された717。晒

川ダムについてはダム建設に向けての県の用地取得は難航していた718。 

「検討委員会」は 7回目の会合で、対象となった 4 事業のうち「2ダム中止、2ダム継続」

                                                   
709 「第 1 回新潟県ダム事業検証検討委員会議事録」（平成 22 年 9 月 30 日）p. 8 
710 「第 2 回新潟県ダム事業検証検討委員会議事録」（平成 22 年 10 月 17 日）p. 9 
711 同上、pp. 1-2 
712 県担当者へのヒアリング（2015 年 5 月） 
713 「新潟県常浪川流域懇談会委員名簿」 
714 地元漁協は、1970 年にダム建設反対の決議を行った。その後「40 年たっても漁協の意

見は変わっていない」という。「第 6 回新潟県ダム事業検証検討委員会議事録」（平成 23 年

5 月 20 日）p. 12 
715 「常浪川ダムに関する主な意見とその対応」、「第 6 回新潟県ダム事業検証検討委員会議

事録」（平成 23 年 5 月 20 日）資料 3-1 
716 「新潟県田川・晒川流域懇談会委員名簿」 
717 「晒川ダムに関する主な意見とその対応」、「第 6 回新潟県ダム事業検証検討委員会議事

録」（平成 23 年 5 月 20 日）資料 3-3 
718 「第 6 回新潟県ダム事業検証検討委員会議事録」（平成 23 年 5 月 20 日）、p. 17 
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とした719。しかし、7回目の会合前から降り続いた雨は記録的なものとなり、新潟県内の広

い範囲に大きな被害をもたらした720。そのため、検証が完了した 2事業の地元でも更に多く

の意見が出され、急遽、8 回目の会合が開催された721。ここではこの豪雨の検証もされた。

しかし、結果は覆らなかった722、これを受けて「平成 23 年度第１回新潟県公共事業再評価

委員会」が開催され、「検討委員会」の示した方針を了承した723。県は常浪川、晒川ダム事

業の終了を決定した724。 

常浪川ダムの終了決定後、県は地域振興策をめぐって 2017 年 4月現在、地元と協議中で

ある725。「検討委員会」の議論では、移転が完了した住民について「常浪川ダムについては

今まで長い歴史があって、集団移転されている方たちもたくさんいらっしゃる中で、簡単

に、はいそうですかというふうにご納得いただけないところもあろうかと存じますので、

その辺よく県の方から説明していただきたい。地域振興策とか、水没するということで橋

の改修などが全く進んでいなかったりしたところもありましたから、その辺今後どうする

のかということは地域の人と話していただいて」726と委員長から終了後の地域振興を県が対

応するよう要請があった。県も「地元は集落移転をしてまでダム建設に協力をしてくれた。

何らかの配慮が必要であった」としている727。県が考えた振興策の１つは橋の架け替えであ

った728。ダムの建設で橋が水没するため、当初橋の架け替え計画があったが、事業の終了に

伴い、橋の架け替え計画も消滅した。しかし、橋は老朽化していたため、住民らは引き続

き架け替えを県に要望し、県は 2017 年 4 月現在「予算の目処がついたため、架け替えに向

け協議を行っている」とする729。架け替え工事はまだ着手されていない。晒川ダムについて

は河川改修とともに、積もった雪を流すための水を導入する事業を実施した730。 

両ダムの進捗状況と終了の経緯を以下に整理した。 

表 5-3-10 常浪川、晒川ダムの進捗状況 

ダム名 事業の進捗状況 総事業費(億円) 費消額（億円） 

常浪川 集落移転完了 364 119 

晒川 取付道路建設中 86 27 

                                                   
719 「第 7 回新潟県ダム事業検証検討委員会議事録」（平成 23 年 7 月 28 日）p. 43, p. 45 
720 2011 年の新潟・福島豪雨が発生した。本節冒頭参照。 
721 「第 8 回新潟県ダム事業検証検討委員会議事録」（平成 23 年 8 月 19 日） 
722 同上、pp. 17-18 
723 「平成 23 年度第１回新潟県公共事業再評価委員会」（平成 23 年 9 月 26 日）の議事の

概要、p. 11 
724 「平成 23 年度第１回新潟県公共事業再評価の概要と今後の実施方針（土木部）」 
725 県担当者へのヒアリング、メールでの回答（2017 年 4 月） 
726 「第 6 回新潟県ダム事業検証検討委員会議事録」（平成 23 年 5 月 20 日）p. 14 
727 県担当者へのヒアリング（2015 年 5 月） 
728 同上、メールでの回答（2017 年 4 月） 
729 県担当者へのヒアリング、メールでの回答（2017 年 4 月） 
730 県提供資料（2014 年 4 月） 
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                       （新潟県提供資料等により筆者作成） 

常浪川ダム、晒川ダムともに地域住民の意見聴取が行われた。いずれの事業も終了検討

開始を「平成 22 年 9 月」731と県担当者は解答し、国の「検証要請」のタイミングとした。

終了決定は 2012 年 7 月であった。晒川ダムの終了のプロセスは１年 10 カ月であったが、

常浪川ダムについては橋の建設をめぐって県と地域との協議が続いていて、2017 年 4 月現

在で約 7 年を要している。いずれも「外部・揉める」類型となった。終了の経緯を以下に

整理した。 

 

表 5-3-11 常浪川、晒川ダムの終了の経緯 

1981 年 常浪川ダム事業採択 

1990 年 晒川ダム事業採択 

1997 年 両ダムは国のダム事業「総点検」の対象となる。いずれも県は「継

続」とした 

1998 年 4月 常浪川ダムが県の「公共事業再評価委員会」で審議対象となる 

1999 年 4月 常浪川ダムは「継続」と答申が出され、県は「継続」とした 

2004 年 4月 常浪川、晒川ダムは県の「公共事業再評価委員会」で審議される 

2004年10月 泉田知事就任、新潟中越地震 

2005 年 3月 常浪川・晒川ダムは「継続」との答申が出され、県は「継続」と

した 

2008年10月 泉田知事、再選 

2010 年 9月 国の「検証要請」に常浪川・晒川ダムを含む計 4 ダム事業が対

象となる。 

「ダム事業検証検討委員会」で審議対象となる 

2010年10月 常浪川および田川・晒川の１回目の「流域懇談会」がそれぞれ開

催される 

2011 年 2月 常浪川および田川・晒川の 2 回目の「流域懇談会」がそれぞれ

開催される 

2011 年 8月 常浪川・晒川ダムは「新潟県ダム事業検証検討委員会」で「中止」

と答申される。 

2012 年 7月 県は常浪川・晒川ダムの終了決定。 

2017 年 4月 県は常浪川の橋の架け替えで住民と協議中 

（新潟県提供資料等により筆者作成） 

 

ここまでが新潟県における終了事例全 9事業の経緯であった。 

                                                   
731 同上（2015 年 1 月） 
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新潟県における終了の類型を以下に整理した。終了した 9 事業のうち、前半の 4 事業は

「内部・揉めない」類型で、2002 年～2003 年に終了した 3事業は「内部・揉める」類型と

なった。後半の 2事業は「外部・揉める」類型となった。「内部・揉める」類型は仮説１で

は想定しておらず、仮説１は支持されないことが伺える。これら 3事業のうち 2事業は「見

直し」対象となっていないが、県が「見直し」を機に自律的に終了検討を開始したもので、

決定まで時間を要し、残り１事業は他の事業者撤退後、県単独での事業継続を探ったため

時間を要した。「内部・揉める」類型に属した 3事業は終了プロセスで大きな紛争は起きて

いない。終了プロセスに要した時間は、芋川ダムが１カ月、羽茂川、中野川、正善寺ダム

は４か月、入川ダムは２年３カ月、三用川ダムは３年９カ月、佐梨川ダムは１年８カ月、

常浪川ダムは 2017 年 4月現在で６年７カ月が経過していて現在も決着していない。晒川ダ

ムは１年 10 カ月であった。                              

表 5-3-12 新潟県における終了プロセスの類型 

 

                               （筆者作成） 

各事業の終了プロセスに影響を与えそうな要因の状況を以下に示した。終了した全事業

を官僚が主導していて、国からの影響があったことは共通しているが、その他の要因につ

いてはばらつきがあった。 

表 5-3-13 新潟県における終了プロセスに影響を与えそうな要因の状況 

 

  

新潟県は全事業の終了において、国からの影響をあったとしたが、青森県と同様に影響

の受け方にはヴァリエーションがあった。改革で名挙げされたことで県が検討を開始し終

了するという経緯をたどる事例以外に、芋川ダムは国の改革で名挙げされる以前から県は

自律的に終了を検討していて、国の改革はその県の検討をいわば後押しをしたような形に

なった。三用川、入川ダムは国の改革で名挙げされていなかったが、当時、別の３事業が

ダム名 揉めない 揉める 揉めない 揉める

新潟 芋川（いもかわ） ○

羽茂川（はもちがわ） ○
中野川（なかのがわ） ○
正善寺（しょうぜんじ） ○
入川（にゅうがわ） ○
三用川（みようがわ） ○
佐梨川（さなしがわ） ○
常浪川（とこなみがわ） ○
晒川（さらしがわ） ○

内部 外部

芋川 中野川 正善寺 羽茂川 入川 三用川 佐梨川 常浪川 晒川

主導者 官僚 官僚 官僚 官僚 官僚 官僚 官僚 官僚 官僚

国の影響 有 有 有 有 有 有 有 有 有
反対アクター 弱 弱 強 強 弱 弱 弱 強 強
進捗 調査 調査 調査 調査 調査 調査 調査 建設 建設
時期 前期 前期 前期 前期 前期 前期 前期 後期 後期
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名挙げされたことをきっかけに自律的に検討を開始し終了した。対象でない事業の終了検

討のきっかけを国の改革から得た形であった。国からの影響を以下に整理した。 

表 5-3-14 国の改革における対象の有無と地方政府の受け止め方 

 

                              （筆者作成） 

最後に相互参照について確認したが、県担当者は「どこの県の事例も参照していない」732

と解答した。 

 

小括 

 

新潟県が終了した全 9 ダム事業において、終了を主導したのはいずれも官僚であった。

終了は 1997 年から 2012 年にかけて起きていて、2004 年に知事は平山知事から泉田知事へ

政権交代が起きたものの、官僚主導であることに変わりはなかった。いずれの知事もダム

事業終了へ強い政策選好はなかった。新潟県の場合、1997 年が県政の転換期であった。こ

の年は政権交代はなかったものの、これまで公共投資に積極的であった平山知事が財政規

律の保持に大きく政策の舵を切り、県の予算はほぼ半世紀ぶりの減額予算となり、公共事

業も次々と縮小された。最初に県がダム事業を終了したのもこの年であった。県政の転換

に官僚たちは影響を受けたことが推測される。 

また終了の類型には散らばりがあり、前半は「内部・揉めない」、後半は「外部・揉める」

類型であったが、その間の 2002 年～2003 年に終了した 3事業は「内部・揉める」という仮

説１では想定していなかった類型が存在した。これら 3 事業では大きな紛争は起きておら

ず、そのうち１事業は共同事業者が事業から撤退したことによって、県が単独で事業継続

できないか検討を続けたため、時間を要した。残り 2 事業は国からの「見直し」対象にな

っていなかったものの、「見直し」を契機に県が自律的に終了検討を開始し、その後、まず

「見直し」対象となった事業の終了を決定し、その後、自律的に検討してきた 2 事業を終

了したため、時間を要した。こういった地方政府の対応は観察前には想定しておらず、６

つの要因では説明ができていない。そのため、仮説１に該当せず、例外事例となったと思

われる。  

                                                   
732 県担当者へのヒアリング（2014 年 4 月） 

対象 対象ではない 対象 対象ではない 対象 対象ではない 対象 対象ではない

ダム事業の総点検 ○ ○ ○ ○
与党３党の見直し ー ○ ○ ○
ダム事業の検証要請 ー ー ー ー

国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無

○ ○ ○ ○

対象 対象ではない 対象 対象ではない 対象 対象ではない 対象 対象ではない 対象 対象ではない

ダム事業の総点検 ○ ○ ○ ○ ○
与党３党の見直し ○ ○ ○ ○ ○
ダム事業の検証要請 ー ー ー ○ ○

国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無 国の影響有 国の影響無

○ ○ ○ ○ ○
地方政府の

受け止め方

晒川三用川

芋川 羽茂川 中野川

地方政府の

受け止め方

正善寺

入川 佐梨川 常浪川



169 

 

 

第４節 官僚主導の終了事例で明らかになかったこと 

 

ここまで、岩手、青森、新潟県における事例を観察してきた。本節ではこれらの観察で

明らかになったこと述べる。岩手、青森、新潟ではいくつか共通する特徴があった。いず

れの県のいずれの事業においても官僚が終了を主導してきた。いずれの県でも知事はダム

事業終了に強い政策選好はなく、終了を官僚に直接指示をした形跡は観察されなかった。

しかし、官僚たちは終了検討を開始する上で、特に最初の事業終了事例の過程において、

知事の政治選好が浸透した「庁内の雰囲気」に影響を受けていたことがわかった。「庁内の

雰囲気」とは知事の政策選好を受けて財政規律の保持を目標に大型公共事業の削減に取り

組む地方政府全体の姿であった。 

３県においてそれぞれ財政政策の転換期があり、それらは知事からの指示や方針、予算

などで官僚たちに明確に示された。この転換期とは財政状況の悪化に伴い、地方政府がこ

れまで行ってきた政策選択を変更するタイミングで、いずれの県でもダム事業の最初の終

了タイミングとほぼ合致していた。岩手県で最初に終了が決定されたのは 1997 年で、この

年は岩手県政にとって積極財政から転換するタイミングで、この年の 10 月に予算編成に向

けて財政規律確保を目指す方針が出され、1998 年は半世紀ぶりの減額予算となった。青森

県の場合は最初に終了が決定されたのは 2003 年で、予算はこの 2年前から減額予算であっ

たものの、2004 年度予算以降、公共事業は前年度に比べて更に 13％削減された。新潟県で

最初に終了が決定したのは 1997 年で、新潟県もこの年に半世紀ぶりに減額予算となった。

３県の特徴を観察すると、ダム事業が終了したのは財政状況の悪化に伴う地方政府の政策

転換と関連があると考えられる。 

また、岩手県と青森県ではこの転換期が知事の交代とほぼ合致していた。岩手県で増田

知事が就任したのが 1995 年で転換期の 2年前であり、青森県で三村知事が就任し、河川砂

防課が「ダム計画見直しの基本方針」を示したのが転換期と同じ年の 2003 年であった。新

潟県で平山知事が就任したのは 1992 年で、新潟県のみ転換期まで 5年の開きがある。岩手、

青森のいずれの知事も前政権との政策選択の転換を打ち出し、財政規律の保持を目標とす

ることをアピールした。岩手と青森では、最初のダム事業終了、県政の転換、知事の交代、

の３点が同時期に起こっていた。新潟では、最初のダム事業終了、県政の転換の２点が同

時期に起きていた。 

1990 年代後半以降は、「知事が歳入と歳出の選択に関与を強めた」[曽我・待鳥, 2007]

ことが指摘されているが、これは歳出面においてダム事業終了でも確認されたと言える。

知事からダム事業に特化した政策選好が示されなくても、官僚たちは知事の財政規律の保

持という選好を反映させようとしたものと考えられる。それは自分たちの部署の事業に削

減の指示がある前に対応するいわば「予測的対応」 [Friedrich., 1963]に近い。また省庁

では政策提案をする際のいわゆる「玉出し」が現場から提示される形で行われている[城山, 

鈴木, 細野, 1999]ことが先行研究で指摘されているが、それは地方政府における官僚主導
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の終了の場合でも観察された。 

官僚たちの終了に向けての合意調達は比較的ボトムアップの形で行われていた。知事は

具体的な終了のプロセスについて直接主導するような指示は出しておらず、多くの終了事

例において官僚たちは予定地の市町や住民などからの可能な限りの合意調達を行った上で、

再評価委員会での審議に入ろうとしていた。知事らが終了主導した滋賀、鳥取県で見られ

たような再評価委員会で起きた議論の錯綜は官僚主導事例ではほとんど確認されなかった。 

終了そのものについて「国からの影響があった」と地方政府が認識する場合が多かった

が、国との関係においてもヴァリエーションがあることがわかった。最も多かったのは、

国の改革で事業名が名挙げされることで、地方政府が検討を開始したケースである。また

国の改革で名挙げされる前から自律的に地方政府が検討を進めていて、国の名挙げを地方

政府が終了促進要因に転換していたケースもあった。また国の改革で名挙げされていなく

ても改革が起きたことで、自律的に終了の検討を始めるケースなどがあり、多様性に富ん

でいた。 

 以下に終了に向けた本格的な検討開始から終了決定或いは地域振興策が実施された場合、

地元と合意調達が完了した時点までに要した時間を 3 県の事例を整理して示す。類型には

かなり散らばりがあった。いずれの県でも「揉めない」類型から「揉める」類型」に移行

してきているように見える。また、当初想定していた「内部・揉めない」「外部・揉める」

類型以外に「内部・揉める」「外部・揉めない」という仮説では想定していなかった類型に

属する事例も青森県と新潟県で計 5 事例あった。これら 5 事例のほとんどは、本研究で検

討した６つの要因で説明ができない状況が起きていて、仮説に該当しない例外事例となっ

たと考えられる。 

 また、「内部・揉める」となった事例でも大きな紛争が起きていない事例もあった。 

表 5-4-1 岩手、青森、新潟の終了事例において検討開始から地域の合意調達までに要した

時間 

 

                                （筆者作成） 

終了検討開始から終了決定までに要した期間 終了決定から地元と振興計画をめぐって合意するまでに要した期間

明戸

日野沢
黒沢
北本内
津付

青森県 磯崎
中村
大和沢
奥戸
芋川
羽茂川
中野川
正善寺
入川
三用川
佐梨川
常浪川
晒川

7年目

新潟県

1年目 ２年目

岩手県

３年目 ４年目 ５年目 ６年目

揉めた揉めない
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 事例の観察はここまでで、次章ではこれまで叙述した各事例を事例間、都道府県間、時

系列などを比較し、説明を試みる。 
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第６章 22 事例の比較分析による仮説の検証 

 

 本章では、これまでの 22 事例の観察の結果、事実はどうなっているのかという問いに対

して明らかになってきたことを整理して示し、次に事実はなぜこうなっているのかという

説明を比較分析で行う。第３章の図 3-１で示した本研究の比較の構図を再掲する。比較は

事例間、都道府県間、時期間、主導者間、そして地方政府群間でそれぞれ行う。 

図 3-1 本研究における比較の構図（p.85 の再掲） 

 

本研究の３つの問いの順番に明らかになったことを論じる。改めて確認すると本研究の問

いは以下の３つであった。 

 

【問い１】終了を主導したのは誰か 

【問い２】終了のプロセスはどのようなものか 

【問い３】終了のプロセスに影響を与えたものは何か 

 

第１節 終了を主導したのは誰か 

 

本節ではまず、問いの１番目「終了を主導したのは誰か」に答えることを目的とする。

まず全般的なことを概観すると、主導したアクターは知事あるいは官僚、であった。鳥取、

滋賀では知事が主導し、岩手、青森、新潟では官僚が主導した。観察した全終了事例の中

では、知事主導事例より官僚主導事例の方が多かったことも明らかになった。先行研究で

は終了促進要因として「政治的要因」が多く指摘されてきたが [Bardach, 1976][Deleon, 

Aダム

Bダム 比較

比較

比較

滋賀

鳥取

知事主導型の
地方政府群

官僚主導型の
地方政府群

新潟

青森

岩手

Cダム

Dダム

比較

比較

比較

参照？

参照？
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1978][砂原, 2011]、終了事例は知事主導が全てではなく、官僚主導事例が多くあることが

わかった。 

知事が主導した場合は、いずれも知事の政策選好の中の１つにダム事業の終了があった

が、その位置づけは異なった。鳥取の片山知事の場合は財政再建が大きな政策選好として

あり、その中の１つとしてダム事業の終了は位置づけられていた。滋賀の嘉田知事の場合

は、「流域治水」というアイディアを実現するための方法がダム事業の終了であった。知事

が終了を主導する際の政治手法も県によって異なった。鳥取の場合は議論の過程を全て公

開する「情報公開」であり、滋賀の場合は、知事発信の「流域治水」とそれに応える形で

官僚から提示された「2段階整備」のアイディアの相互作用であった。 

官僚が主導した場合は、知事はいずれもダム事業に強い政策選好を有していなかったが、

財政再建を政策選好として有していたのは共通していた。ダム事業の終了が開始されたの

は主に 1990 年代後半以降で、背景には曽我・待鳥が指摘した「政府規模に関する選択が日

本の地方政治にも現実的な課題として登場するようになった」[曽我・待鳥, 2007] 1990 年

代以降の地方政治の特徴とも符合し、事業終了の事例でも裏付けられているいることが明

らかになった。 

官僚が終了を主導した場合、官僚に影響を与えたのは 3 県に共通して見られた「庁内の

雰囲気」というやや漠然としたものであった。この「庁内の雰囲気」とは例えば、財政資

源の厳しい制約への対応を目的とした公共事業費の削減など県全体が指向する政策の方向

性を指す。この方向性は知事の政策選好などが生み出すものであった。この「庁内の雰囲

気」をダム事業所管部署が敏感に察知し、政策選択した結果が終了であった。自分たちの

部署の事業が縮減などの対象になる前に終了に向けて動くといういわば「予測的対応」

(anticipated reaction)[Friedrich, 1963]に近い。ただ、それは Friedrich が指摘した官

僚の議会対応のみならず、官僚は庁内全体と首長、中央政府など多方面の動きを注意深く

観察していた。こういった官僚の動きは官僚主導の県では全て共通して観察された特徴で

あった。官僚は自分たちの部署の予算を増やしたり、事業の継続を図ったりすること 

[Niskanen, 1971]だけを目標にしてはいなかった。本研究における終了に関してはむしろ

自らの仕事の効用を最大化するために事業を終了させて組織が「スリム」になること 

[Dunleavy, 1991]を目指していたことが推測される。 

「庁内の雰囲気」という漠然としたものを、もう少し具体化することはできないだろう

か。官僚主導のケースをさらによく観察してみると、各地方政府における最初の終了事例

はいずれも地方政府の目指す方向性の転換を機に起きていることもわかった。この方向性

の転換とは具体的には地方政府は財政状況の悪化に伴い、これまでとは異なる政策選択を

行うようになったことを指し、歳出面では投資的経費を縮減し、大型の公共事業を見直す

というものであった。この政策転換のタイミングは地方政府況によって異なるが、これま

で毎年、漸増傾向にあった一般会計予算が縮減される時期を指す。そしてこの時期はおお

むねトップである知事の交代時期と一致していた。官僚たちは新しくトップとなった知事
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の政策選好が庁内に十分浸透すると政策選択の変容に応じる形で事業の終了を主導した。

これがヒアリングで明らかになった官僚を終了へと主導した「庁内の雰囲気」というもの

であった。 

また、官僚主導の場合は、詳細は後述するが、終了のきっかけは中央政府の影響を受け

た事例が多かったこともヒアリングでも確認された。 

次に、同一県内における終了主導者間の比較を行う。同一県内で複数のダム事業を終了

した場合、終了主導者が途中で変容した事例はなかった。例えば滋賀のように、3事業を終

了した場合でもいずれの事業も主導したのは知事であった。また、岩手や新潟のように途

中で知事が交代していても、終了した全事業において主導者は変わることなく官僚であっ

た。ヒアリングでも確認されたが、官僚は最初の終了事例を終了した後、２番目の事例を

終了する際には、最初の終了事例を参照し、終了のプロセスを学習していた。 

知事と官僚以外、例えば地方議会や住民が終了を主導した事例はなかった。なぜ彼ら・

彼女らは終了を主導しえなかったのだろうか。まず、地方議会が主導した事例が観察され

なかった理由を検討する。まず制度による説明が可能であると考える。地方議員は中選挙

区制度から選出されていて、個別利益を指向するとされる[曽我・待鳥, 2007]。終了の検

討対象となるダム事業は治水利水双方において、ある特定地域の利益を追求するもので個

別利益指向の特徴を持つと言える。個別利益を指向する地方議員にとって、自らの利益と

は相反する政策選択を主導するインセンティブは働きにくいだろう。次に都道府県ダム事

業の決定過程の特徴から考えれば、地方議員は河川整備基本方針と河川整備計画を策定す

る際に河川法上で定められたアクターではない。決定過程に参画していないため、終了の

際も主導権を取りにくいことも推察される。地方議員は個別利益指向であるにもかかわら

ず、決定過程に十分関与していないため、そもそもダム事業への関心が高くはないのでは

ないか。本研究の観察では地方議員は終了主導者になっていない上に、強い終了反対アク

ターにもなっていなかった。これまで指摘されてきた公共事業が持つ利益誘導の側面から

考えるとやや意外なようではあるが、地方議員にとってダム事業はどちらかというと「ロ

ーセイリアンス」の分野に属している可能性もある[京, 2012]。 

次に住民が終了主導者であった事例が観察されなかった理由についても検討する。住民

が事業推進反対アクターになった事例はあったが、終了の主導権を取るには至っていなか

った。住民は終了のプロセスにおいて「流域懇談会」や「再評価委員会」などに参加し「終

了賛成」の意見を述べ、それらは参考意見として考慮はされたが、終了の理由の１つにさ

れたにとどまった。それはなぜだろうか。１つには前述の地方議員の場合と同様に、政策

決定過程への参画が十分でないことが考えられる。先行研究では、例えば帯谷は宮城県ダ

ム事業の終了に際し、住民の建設反対運動に着目し、運動のネットワーク形成とその変容

を検討している[帯谷, 2014]。帯谷は住民が他のアクターに比べてどれだけ強く終了を主

導しえたかについては明確に言及していないが、当初、河川の上流と下流で対立していた

建設反対運動に、途中から「よそもの」が参画し、流域が連携した運動へと変容した過程
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を明らかにした。帯谷の分析から検討すると、住民が終了主導者になるためには、建設予

定地のみにとどまらず、流域全体の広範囲に渡るネットワークが必要なのではないか。本

研究が観察した事例では建設予定地（帯谷の指摘では「上流」）での反対運動はあったもの

の、流域全体にまでネットワークが拡大した事例はなかった。ダム事業は個別利益を指向

する特徴を持っているため、流域の住民や帯谷のいう「よそ者」にまで反対運動を拡大さ

せるのはかなり難しいことが想定される。そのため、住民はこれまでは終了の主導者にな

りにくかったのであろう。しかし、今後、政策過程への参加の形や終了への意思表示の仕

方が変容した場合、主導者になりうる事例も出てくる可能性もあると考えている。 

終了主導者を以下に整理した。ダム名の記載順は終了決定順になる。（以下、本章での全

ての表でダム名の記載順は終了決定順とした） 

 

表 6-1 終了を主導したのは誰か 

 

                         （筆者作成） 

 

第２節 終了のプロセスはどのようなものか 

  

本節では、２番目の問いである「終了のプロセスはどのようなものか」への解答を試み

る。本研究では、終了のプロセスを観察するに際し、２本の軸に沿って検討を進めた。１

ダム名 知事 官僚

鳥取 中部（ちゅうぶ） ○

滋賀 芹谷（せりたに） ○
北川第一（きたがわ） ○
北川第二（きたがわ） ○

岩手 明戸（あけど） ○
日野沢（ひのさわ） ○
黒沢（くろさわ） ○
北本内（きたほんない） ○
津付（つづき） ○

青森 磯崎（いそざき） ○
中村（なかむら） ○
大和沢（おおわさわ） ○
奥戸（おこっぺ） ○

新潟 芋川（いもかわ） ○
羽茂川（はもちがわ） ○
中野川（なかのがわ） ○
正善寺（しょうぜんじ） ○
入川（にゅうがわ） ○
三用川（みようがわ） ○
佐梨川（さなしがわ） ○
常浪川（とこなみがわ） ○
晒川（さらしがわ） ○
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本目の軸は、終了のプロセスに参加する「アクターの広がり」であり、２本目の軸は、終

了のプロセスに要した「時間」と考えた。 

「アクターの広がり」は、先行研究で指摘された「政策共同体」と「政策ネットワーク」

の考え方を援用した[Waarden, 1992] [Rhodes, 1992][伊藤 田中 真渕, 2000]。「政策共同

体」を知事、官僚、建設予定地の首長、再評価委員会、の限定されたミニマムアクターの

みが参加する閉じられたものとし「内部型」とした。一方、「政策ネットワーク」を、「内

部型」のアクターに加えて、建設予定地の住民や議会、団体なども参加する開放されたも

のとし「外部型」とした。 

「時間」は１年を区切りとした。終了検討開始を始点とし、終点を地方政府が建設予定

地の住民との合意合意を完了した時点と考え、これが１年以内であれば「揉めない」とし、

１年以上かかった場合は「揉めた」とした。 

結論を先に述べると、仮説１では「終了のプロセスに関与するアクターが増えるほど、

合意調達に時間を要することが想定されるため、終了の類型は「内部・揉めない」と「外

部・揉める」の２類型である」としていたが、観察の結果、「内部・揉めない」と「外部・

揉める」の２類型以外に「内部・揉める」「外部・揉めない」の類型が存在し、終了は全４

類型全てが存在し、仮説１は支持されなかったように伺える。次に詳細を確認していく。 

 

１、内部型・外部型 

 

まず、「内部」「外部」で見てみると、全 22 事例のうち、「内部型」は 12 事例、「外部型」

は 10 事例でほぼ同数であった。時系列で見ると「外部型」は 2000 年代中盤以降に終了が

決定した事業が多い。「内部型」は 1997 年から 2000 年代前半まで集中していて、1997 年か

ら 2016 年という観察期間から考えると、前半に起きている。全体の傾向では「内部型」か

ら「外部型」へ移行してきている。この移行は同一県内でも起きていて、新潟や岩手では

初期に終了が決定した事業は「内部型」で、その後「外部型」に移行している。その逆の

「外部型」から「内部型」への移行はなかった。 

 

２、揉める・揉めない 

 

 次に「揉める」「揉めない」を見てみる。「揉める」事例は 11 事例、「揉めない」事例は

11 事例と同数であった。観察前は事業を終了しようとすると、事業の対象者や利害関係者

の合意調達が必要となるので、「揉める」事例が多いだろうという予測していたが、観察の

結果はかなり異なった。終了が検討されたダム事業は大きな紛争が起きた場合、報道され

るなどして社会に周知されるが、それが全てではなかった。 

時系列で見ると、2000 年代前半までに終了した事業は「揉めない」事例が多いが、後半

になると「揉める」事例が増えている。同一県内の中で見ても同様の傾向がある。その逆
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の「揉める」から「揉めない」に類型が移行した県はなかった。 

 

３、内部型・外部型と揉める・揉めないの組み合わせ 

 

「内部・外部」、「揉めない・揉める」の２つの軸で考えると、次のようなことが明らか

になった。全体的な傾向で見ると、「内部」で終了検討を進めた場合、「揉めない」事例が

多い。ここまでは仮説通りに見える。しかし、「内部・揉める」類型に属する事業が 3事業

ある。 

また、「外部」で進めた場合、「揉める」事例は 8事例で、「揉めない」事例は 2 事例あっ

た。「外部」で進めると「揉める」事例が多かったのはここまでは仮説が支持されたように

見えるが、「外部・揉めない」に属する事例が２事業ある。「内部・揉める」とあわせると

例外事例は計５事例であった。例外事例についての検討は追って行う。 

「内部」で進めると「揉めない」事例が多かったことについては、これまでの先行研究

で「政策共同体」が、「官僚の関与の程度」が「強い」ものと捉えられ[伊藤 田中 真渕, 

2000][Waarden, 1992] [Rhodes, 1992]、「参加者の数は少なく、構成も安定している」「望

ましい政策について、コンセンサスもあり、頻繁に情報交換をしながら政策決定を行い、

いったん決められたことには全員が従うものと期待されている」と説明されていた[伊藤 

田中 真渕, 2000][Waarden, 1992] [Rhodes, 1992]ことと本研究の観察結果は合致する。

こういった「政策共同体」の特徴が、本研究において終了プロセスが「内部・揉めない」

結果になったと推測される。 

一方、「外部」を「イシューネットワーク」と捉えると、「参加者の数は多く、構成は常

に変化している」「政策に対する見方にもばらつきがある」[伊藤 田中 真渕, 2000][Waarden, 

1992] [Rhodes, 1992]とされているため、合意調達に時間がかかることは容易に推測でき

る。「イシューネットワーク」の特徴が、本研究において終了プロセスが「外部・揉める」

結果になったと推測される。 

2000 年代前半までの終了事例は「内部・揉めない」が多く、それ以降は「外部・揉める」

に類型が移行している。逆の「外部・揉める」から「内部・揉めない」に移行した例は観

察されなかった。 

一方、「内部・揉める」「外部・揉めない」事例が複数存在することから政策終了過程は

十分に合理的とは言えないことが伺える。事業ごとの終了の類型を以下に整理した。 
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表 6-2 終了のプロセスはどのようなものか 

 

                              （筆者作成） 

 

第３節 終了のプロセスに影響を与えたものは何か 

 

 本節では、３番目の問いである終了のプロセスに影響を与えた要因について検討する。

本研究では影響を与えることが想定される要因として、先行研究などから、終了主導者、

国からの影響、反対アクター、進捗状況、時期、相互参照、の計６つを候補としていた。

順に検証結果を示す。 

 

１、終了主導者 

 

官僚が主導した場合、「内部・揉めない」類型に属したのは 9事例で、類型の中では最も

多かった。しかし、官僚が主導した場合、全てが「内部・揉めない」類型に属するわけで

はなく、「外部」になる事例が 6 事例あり、うち「揉める」が 4 事例、「揉めない」のは 2

事例であった。一方、知事が主導した場合、全事例で「外部・揉める」類型に属し、他の

類型に属することはなかった。 

また「内部・揉めない」類型は全て官僚が主導したものであった。「内部・揉めない」類

型に属するには官僚主導以外にはなかった。 

ダム名 終了決定時期 揉めない 揉める 揉めない 揉める

鳥取 中部（ちゅうぶ） 2000/04 ○

滋賀 芹谷（せりたに） 2009/01 ○
北川第一（きたがわ） 2012/01 ○
北川第二（きたがわ） 2012/01 ○

岩手 明戸（あけど） 1997/08 ○

日野沢（ひのさわ） 1997/08 ○
黒沢（くろさわ） 2000/11 ○
北本内（きたほんない） 2000/11 ○
津付（つづき） 2014/07 ○

青森 磯崎（いそざき） 2003/10 ○
中村（なかむら） 2005/09 ○
大和沢（おおわさわ） 2011/05 ○
奥戸（おこっぺ） 2011/08 ○

新潟 芋川（いもかわ） 1997/08 ○
羽茂川（はもちがわ） 2000/12 ○
中野川（なかのがわ） 2000/12 ○
正善寺（しょうぜんじ） 2000/12 ○
入川（にゅうがわ） 2002/12 ○
三用川（みようがわ） 2002/12 ○
佐梨川（さなしがわ） 2003/05 ○
常浪川（とこなみがわ） 2012/07 ○
晒川（さらしがわ） 2012/07 ○

内部 外部
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本研究では以下の仮説を想定していた。 

 

【仮説２－１】 

知事主導の場合は、「外部・揉める」類型となり、官僚主導の場合は、「内部・揉めない」

類型となる。 

 

結果を整理すると、官僚が主導すると「内部・揉めない」類型に半数の事例が属し、一

方、知事が主導すると必ず「外部・揉める」類型に属し、それ以外の類型に属することは

なかった。終了主導者によって、終了のプロセスはおおむね影響を受けると思われる。仮

説から逸脱していた例外事例は計 9 事例あるが、空白のセルが計３つあるため、おおむね

主導者に影響を受けるだろう。仮説 2-1 はおおむね支持されたように見える。例外事例に

ついては追って要因の交互作用の検討を行う。 

次に終了主導者が終了のプロセスに影響を与えていた理由を検討する。知事主導の場合、

「外部・揉める」類型に属したのは、事例観察の結果、知事の合意調達のための政治手法

と関連があることが推測される。「外部」になったのは、当初知事が「閉じたい」と考えて

いた終了のプロセスに、外部アクターが次々と参画してきて、やむなくプロセスが開いて

いったわけではなく、知事が能動的にプロセスを外部に開いた可能性が高い。鳥取県は再

評価委員会での議論をきっかけに住民の意見を聴取し、片山知事は地元の首長と協議して

地域振興策の策定過程で積極的に住民が参加できるような場を設けていた。知事もこの場

に参加した。滋賀県でも知事が主導し、「川づくり会議」、「検討の場」、「川づくり検討委員

会」といった住民が参加できる場を設定し、そこでの議論を喚起している。知事はなぜ能

動的に開いたのか。それは自らの政策選好に賛同するアクターを拡大したかったからでは

ないかと推察する。知事らは終了の困難さをあらかじめ認識していて、味方につけるのは

庁内の官僚たちだけではなく、更に外へ外へと賛成アクターと求めたのではないか。また

小選挙区制で選出された知事は一般利益を指向する[曽我・待鳥, 2007]とされるため、県

内の世論全体を味方につける形で直接信託を取り、終了を主導したいところではあるが、

ダム事業は個別利益を追求する特徴を持つ。この矛盾を解消するために知事らは世論とま

でいかないまでもなるべく広範囲の支持を取り付けるため、プロセスを外へと開いたので

はないか。また個別利益を指向する議員の集団である地方議会は容易に知事らの味方には

ならないことも想定され、知事は自らの政策選択の正統性を高めるために地方議会以外の

別のところから支持を調達しなくてはならなかったのではないか。知事主導の事例が必ず

「外部型」になったのは知事の戦略の結果であったと考えられる。 

ヒジノは一般的に首長が自らの政策プログラムに反発する議会に直面した時、首長は有

権者に政策を直接訴え、彼らからその政策の正統性を得て、議会を「迂回する」手法があ

るとしているが[ヒジノ, 2015]、この議論は本研究の終了事例の観察から裏付けられたこと

がわかった。 
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一方で参加アクターが増えると、その分、合意調達に時間を要し、「揉める」ことになる。

「揉める」プロセスを辿った後にのみ、知事は自らの政策選好の実現が可能となったので

ある。官僚が主導した場合でも「外部型」の類型に属した事例があるが、理由はこの結果

からのみではわからず、のちの検討にまわす。 

ここまでの観察で終了主導者は終了のプロセスにおおむね影響すると考えられる。終了

主導者と終了のプロセスの類型の関係を以下に整理した。 

 

表 6-3 終了主導者と終了プロセスとの関係 

 

             （筆者作成） 

 

２、国からの影響 

 

 次に国からの影響の有無が終了のプロセスに影響を与えたかどうかを検証する。ここで

改めて、国からの影響の有無の定義を改めて確認する。国の公共事業改革で地方政府の事

業が名挙げされ、地方政府がそれに影響を受けて終了した場合を「影響を受けた」と考え

た。国の改革で名挙げされ、地方政府は検討し「継続」と判断したものの、その後時間を

経て状況が変化し、自律的に終了した事例は「影響を受けていない」とした（「国と無関係

に意思決定したケース」例えば鳥取県中部ダム）。また、国の改革で名挙げされたが、それ

以前から地方政府が自律的にその事業終了を検討していて、国にダメ押しされたような場

官僚 知事

揉めない

芋川（新潟）
羽茂川（新潟）
中野川（新潟）
正善寺（新潟）
明戸（岩手）
日野沢（岩手）

黒沢（岩手）
北本内（岩手）
中村（青森）

揉める
入川（新潟）
三用川（新潟）
佐梨川（新潟）

揉めない
磯崎（青森）
奥戸（青森）

揉める

常浪川（新潟）
晒川（新潟）
津付（岩手）

大和沢（青森）

中部（鳥取）
芹谷（滋賀）

北川第一（滋賀）

北川第二（滋賀）

終了主導者

内部

外部

例外事例



181 

 

 

合、「影響を受けた」とした（「終了を国から後押しされたケース」例えば岩手県明戸ダム、

青森県大和沢ダム）。また、国等の事業撤退に伴い終了した事業は「影響を受けた」と考え

た（「国の事情に巻き込まれたケース」例えば青森県中村ダム、新潟県佐梨川ダム）。いず

れにしても、観察した全事例で、終了に際し「国からの影響を受けたかどうか」を尋ね、

その解答内容で「影響を受けた」「受けていない」を分類した。 

 まず、終了に際し、国からの影響が「あった」と地方政府が解答した事例は全 22事例の

うち、18 事例で、「なかった」事例は 4事例であった。終了検討開始のきっかけの多くは国

で、終わるか終わらないかの選択には国は影響を与えていた可能性が高い。 

全体的な傾向を見ると、国から影響を受けた場合、「内部・揉めない」類型に属した事例

が全 22 事例のうち 9事例と類型の中では最も多かった。しかし、国からの影響があった場

合でも、「外部・揉める」類型に属したのが 5事例あり、「内部・揉める」、「外部・揉める」、

「外部・揉めない」類型に属した事例が計 9事例あった。 

国から影響がなかった 4 事例のうち 3 事例は「外部・揉める」類型に該当し、揉めなか

ったのは 1事例であった。国からの影響がなかった場合、「内部」に属した事例はなかった。

ここまでの観察結果では、終了に際し、国からの影響があった場合は、「内部・揉めない」

類型に属する事例が多く、影響がなかった場合は「外部・揉める」類型に属する事例が多

いが、例外事例も計 10事例もあり、必ずしも国からの影響がプロセスに影響しているとは

この結果からは言えない。類型に事例が存在しない空白のセルは２つあり、類型には散ら

ばりがある。 

「国からの影響」については以下の仮説を導出していた。 

 

【仮説２－２】 

 国からの影響があると「内部・揉めない」類型になり、国からの影響がないと「外部・

揉める」類型になる。 

 

 観察結果からは仮説２－２は支持されていないように見える。 

国からの影響は地方政府の事業の終了検討のきっかけは与えたものの、終了のプロセス

には強い影響を及ぼさない。終了のプロセスについて地方政府は中央政府からの自律性733が

高いことになる。曽我・待鳥らが指摘した「90 年代以降の地方政府は財政構造や権限関係

について自律性を拡大しているだけではなく、政治的特徴についても独自性を強めている」

[曽我・待鳥, 2007]という分析とも合致している。国からの影響と終了プロセスの類型の

関係を以下に整理した。 

 

                                                   
733 ここでの自律性は曽我の「官僚の意思決定」を捉えるとする定義[曽我, 2016, p. 18]に依

拠し、中央政府からの自律性が高いということは、官僚制の意思決定や行動が官僚制自身

の手で決められていることを指す。以降も同様の定義とする。 
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表 6-4 国からの影響と終了プロセスとの関係 

 

             （筆者作成） 

 

３、反対アクター 

 

 次に終了反対アクターの強弱が終了のプロセスに影響を与えたかどうかを検証する。反

対アクターの強弱は都道府県へのヒアリングの際、県の担当者が「強かった」と解答した

場合は「強い」事例とし、「弱かった」と解答した事例は「弱い」に分類した。終了した事

例のうち、反対アクターが弱かった事業が 15 事例で反対アクターが強かった事業は 7事例

ある。先行研究で終了阻害要因として反対アクターの存在が指摘されていたが [Bardach, 

1976][Deleon, 1978]、本研究ではそもそも強い反対アクターが存在していても終了は起こ

りうることが明らかになった。加えて反対アクターが強くても「内部・揉めない」類型で

終了している事例もあり、反対アクターが終了に与える影響を指摘した先行研究とは異な

る結果が出ている。 

全体的な傾向を見ると、反対アクターが弱い事例は、「内部・揉めない」類型に属するの

が 7 事例あって最も多い。しかし、「内部・揉める」類型に属する事例が 3 事例、「外部・

揉めない」類型に属する事例が 2事例、「外部・揉める」類型に属する事例が 3事例あった。

反対アクターが弱い事例は類型に散らばりがある。また、逆に反対アクターが強い事例は

「内部・揉める」「外部・揉めない」類型に属する事例はなかった。類型に事例が存在しな

い空白のセルは２つで、全体的に類型には散らばりがある。 

有 無

揉めない

芋川（新潟）

中野川（新潟）
正善寺（新潟）
羽茂川（新潟）
明戸（岩手）
日野沢（岩手）

黒沢（岩手）
北本内（岩手）
中村（青森）

揉める
入川（新潟）
三用川（新潟）

佐梨川（新潟）

揉めない
奥戸（青森）

磯崎（青森）

揉める

北川第一（滋賀）
北川第二（滋賀）

常浪川（新潟）
晒川（新潟）
大和沢（青森）

中部（鳥取）

芹谷（滋賀）
津付（岩手）

国からの影響

内部

外部

例外事例
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仮説は以下のものであった。 

 

【仮説２－３】 

 反対アクターが強いと「外部・揉める」類型になり、反対アクターが弱いと「内部・揉

めない」類型になる。 

 

 観察結果を見ると、仮説２－３は支持されたとは言えない。 

整理すると、反対アクターが弱い事例の場合では類型に散らばりがあるが、強い場合は

例外の２事例を除いて、5事例が「外部・揉める」事例に属した。終了のプロセスには反対

アクターの強弱は必ずしも強い影響を与えていないようである。反対アクターの強弱と終

了のプロセスの類型の関係を以下に整理した。 

 

表 6-5 反対アクターと終了プロセスとの関係 

 

                 （筆者作成） 

４、進捗状況 

 

次に、進捗状況が終了のプロセスに影響を与えたかどうかを検証する。「予備調査」「実

施計画調査」の段階にあった事例は「調査中」とし、取付道路の工事や集落移転が行われ

ていた事例は「建設段階」とした。調査中の事業が 15 事業で建設段階の事業が 7 事業と、

終了したのは調査中の事業が多かった。ここからは進捗していないことが終了を促進する

要因であることが推測される。砂原の進捗状況が終了に影響するとした指摘[砂原, 2011]

は本研究でも裏付けられている。 

弱 強

揉めない

芋川（新潟）

羽茂川（新潟）
明戸（岩手）
日野沢（岩手）

黒沢（岩手）
北本内（岩手）

中村（青森）

中野川（新潟）
正善寺（新潟）

揉める
入川（新潟）
三用川（新潟）

佐梨川（新潟）

揉めない
磯崎（青森）

奥戸（青森）

揉める
北川第一（滋賀）

北川第二（滋賀）
大和沢（青森）

中部（鳥取）

芹谷（滋賀）
常浪川（新潟）
晒川（新潟）

津付（岩手）

反対アクター

内部

外部

例外事例

例外事例
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調査中の事例は「内部・揉めない」類型に属したものが最も多く 8 事例あった。建設段

階の事例は「外部・揉める」類型に属したものが 4 事例あった。しかし、調査中の事業で

あっても、「内部・揉める」類型に 3 事例、「外部・揉める」類型に 4 事例が該当した。建

設段階であっても、「内部・揉めない」類型に１事例、「外部・揉めない」類型に 2 事例が

該当した。 

進捗状況から検討すると、調査中の場合は「内部・揉めない」類型に該当しやすく、建

設段階の場合は「外部・揉める」類型に該当しやすいように見えるが、例外事例が 10 事例

もある。空のセルが２つで、類型には散らばりがある。進捗状況が終了のプロセスに与え

る影響は小さいように見える。 

仮説は以下を導出していた。 

 

【仮説２－４】 

進捗が進んでいると「外部・揉める」類型となり、進捗が進んでいないと「内部・揉め

ない」類型になる。 

 

 仮説は２－４も支持されていないようである。 

進捗状況と終了のプロセスの類型の関係を以下に整理した。 

表 6-6 進捗状況と終了プロセスとの関係 

 

                 （筆者作成） 

 

 

 

調査中 建設段階

揉めない

芋川（新潟）
中野川（新潟）

正善寺（新潟）
羽茂川（新潟）
明戸（岩手）

日野沢（岩手）
黒沢（岩手）

中村（青森）

北本内（岩手）

揉める
入川（新潟）
三用川（新潟）

佐梨川（新潟）

揉めない
奥戸（青森）
磯崎（青森）

揉める

中部（鳥取）

芹谷（滋賀）
北川第二（滋賀）

大和沢（青森）

北川第一（滋賀）

晒川（新潟）
常浪川（新潟）

津付（岩手）

進捗状況

内部

外部

例外事例

例外事例

例外事例

例外事例



185 

 

 

５、時期 

 

 最後に「時期」が終了のプロセスに影響を与えたかどうかを検証する。「時期」とは終了

検討が開始されたタイミングを指し、2001 年 4 月以前と以後で「前期」と「後期」に分類

した。2001 年 4 月というタイミングは、地方分権推進法が施行され１年が経過したタイミ

ングで、その前後で地方政府の事業終了のプロセスに変化が起きたかどうかを観察するた

めである。これは分権を目的にした法の施行が実際の地方政府の政策選択に与えた影響を

観察しようとする目的である。 

全体的な傾向を見ると「前期」は「内部・揉めない」類型に属する事例が最も多く、「後

期」は「外部・揉める」類型に属する最も事例が多かった。「前期」に分類された 12 事業

のうち 8 事業は「内部・揉めない」類型に該当した。「後期」に分類された 10 事業は「外

部・揉める」類型に属した事業が 7事業あり最も多かった。残り 3事業は、「内部・揉めな

い」が 1 事業、「外部・揉めない」が 2 事業であった。「後期」に終了して「内部型」だっ

たのは１事例のみであった。 

整理すると、「前期」に終了した事例は「内部・揉めない」類型に属するものが最も多く、

「後期」に終了した事例は「外部・揉める」類型に属するものが最も多かった。例外事例

が 7 事例あるが、例外事例が属する類型に散らばりがある。分権を目的とした法制度の施

行が地方政府に与えた影響は多様であったことが推測される。事例が存在しない空白のセ

ルが２つで、全体的には傾向があるように見える。 

仮説は以下のものであった。 

 

【仮説２－５】 

「前期」に終了検討が開始されると、「内部・揉めない」類型となり、「後期」に終了検

討が開始されると「外部・揉める」類型となる。 

 

 仮説２－５はおおむね支持されているように見えるが、仮説から逸脱した例外事例が 7

事例あった。これらは追って交互作用を検討する。 

また、終了のプロセスにおおむね影響があることが確認された「終了主導者」要因と組

み合わせて検討すると、「後期」に終了した 10 事例のうち１事例を除いて「外部型」で、

そのうち官僚主導事例が 6 事例あった。「内部型」が多かった官僚主導の事例でも「後期」

になると「外部型」が多くなったことがわかる。「前期」に終了した場合、官僚主導の事例

のが全て「内部型」であったにもかかわらず、「後期」になると「外部型」になったのはな

ぜか。ここからは、知事が戦略として「外部型」に開いたのとは異なる「外部・揉める」

類型が伺える。それは終了主導者である官僚たちが自らの戦略として能動的に外部に開い

た可能性である。官僚主導の場合、外部に開くのはどのような状況であろうか。想定され

るのは分権化が進む中、地方政府の裁量の余地が増し、政策選択の幅が広がってきた[砂原, 
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2011]こととの関連である。「後期」になると、地方政府はより広い領域での政策選択を行

うようになってきたため、政策選択の過程に住民を加えることで、選択結果に代表性と正

統性を与える必要がこれまでより強くなってきたのではないか。そのため官僚たちは能動

的に終了のプロセスを外へと開き、住民からの合意調達を行う形で終了を進めたことが推

測される。 

整理すると、「外部型」になる理由は大きくは２つのパターンがあり、それは終了主導者

によって分けられる。知事主導の場合は、住民から直接信託を受けようと能動的に外部に

開き、官僚主導の場合は、分権の進展で地方政府に裁量の余地が広がったため、政策選択

の結果に代表性と正統性を与えるために、能動的に外部に開いたことが推察される。 

終了検討開始時期が類型に与える影響を以下に整理した。 

表 6-7 時期と終了プロセスとの関係 

 

※官僚主導の事例は文字の色を緑にしている。 

               （筆者作成） 

６、相互参照 

 

 最後に相互参照について検証する。まず相互参照が確認されたのは、鳥取―滋賀間、の

みであった。岩手―青森間では、岩手は「青森は岩手の事例を参照していた」としたが、

前期 後期

揉めない

芋川（新潟）
中野川（新潟）
正善寺（新潟）
羽茂川（新潟）
明戸（岩手）
日野沢（岩手）
黒沢（岩手）
北本内（岩手）

中村（青森）

揉める
入川（新潟）
三用川（新潟）
佐梨川（新潟）

揉めない
磯崎（青森）
奥戸（青森）

揉める
中部（鳥取）

芹谷（滋賀）
北川第一（滋賀）
北川第二（滋賀）
常浪川（新潟）
晒川（新潟）
津付（岩手）
大和沢（青森）

時期

内部

外部

例外事例

例外事例

例外事例

例外事例
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青森は「確認できない」としたため、相互参照があったとは言えない。新潟県は「どこの

事例も参照しなかった」とした。 

鳥取―滋賀間では、終了の時期が先行した鳥取県の終了事例を滋賀県の担当者らは参照

していて、滋賀県の職員は鳥取県に問い合わせや資料の請求等を行っていた。 

 本研究の観察範囲では確認されたのはわずか１事例ではあったが、相互参照は政策が立

案される時のみならず、終了のプロセスでも起きることが明らかになり、これは１つの発

見であった。鳥取県の中部ダム事業は、「外部・揉める」類型に属し、滋賀県の３事業もい

ずれも「外部・揉める」の類型に属した。わずか１例であるため一般化は難しいが、相互

参照は終了のプロセスにも影響を与えていた可能性が高い。 

 仮説は以下を導出していた。 

 

【仮説２－６】 

相互参照があれば、参照した地方政府の終了プロセスは参照された地方政府の終了プロ

セスと同じものになる。 

 

仮説２－６は支持されたと言える。 

以下に整理した。 

 

表 6-8 相互参照と終了プロセスとの関係 

 

                 （筆者作成） 

 また、本研究の観察の射程外ではあるが、大阪府は府営槇尾川ダム事業を終了する際、

有 無

揉めない

芋川（新潟）
中野川（新潟）
正善寺（新潟）

羽茂川（新潟）
入川（新潟）
三用川（新潟）

明戸（岩手）
日野沢（岩手）
黒沢（岩手）

北本内（岩手）
中村（青森）

揉める 佐梨川（新潟）

揉めない
奥戸（青森）

磯崎（青森）

揉める

中部（鳥取）
芹谷（滋賀）

北川第一（滋賀）

北川第二（滋賀）

晒川（新潟）

常浪川（新潟）
津付（岩手）
大和沢（青森）

相互参照

内部

外部
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終了の過程において橋下知事の携帯電話に終了の時期が先行していた滋賀県の嘉田知事が

自分の携帯電話で終了の作業手順などを伝えているのを大阪府滋賀県の双方の職員が目の

前で見ていたと解答した。ここでは同じ参照でも職員同士の参照ではなく、知事同士の参

照があったことも付け加えておく。 

以上、終了主導者、国からの影響、反対アクター、進捗状況、時期、相互参照、の計６

つの要因について、終了のプロセスへの影響を観察した。終了のプロセスにおおむね影響

がありそうな要因は、終了主導者、時期、相互参照、の３つであった。以下に整理した。 

 

表 6-9 ６つの要因候補と終了プロセスとの関係 

 

                               （筆者作成） 

ここまで【仮説２－１】から【仮説２－６】を検討してきた。仮説導出時に出た疑問で

ある「６つの仮説は排他的ではないため、仮に仮説が２つ同時に成立した場合、どちらの

仮説が優先されるべきか」という問いにはいかなる答えが導きだされるのだろうか。ここ

までの検討の結果からは、「終了主導者」、「時期」、「相互参照」の３つが要因として終了プ

ロセスにおおむね効いていそうである。これら３つのうちどれが最も強い要因であるか、

或いはある要因が効いた場合、他の要因は排斥されるのかが疑問として残るが、ここまで

の検討ではこれらの疑問の答えは得られていない。引き続き交互作用を検討したのちに、

改めてこの課題については検討することにする。 

 

７、プロセスへ影響を与える要因間の交互作用 

 

 ここまでの検証で、終了のプロセスにおおむね影響を与えそうな要因とそうではない要

因が明らかになった。終了のプロセスにおおむね影響を与えそうなのは、候補として検討

してきた「終了主導者」、「国からの影響」、「反対アクター」、「進捗」、「時期」、「相互参照」

の計６つの要因のうち、「終了主導者」、「時期」、「相互参照」、の計３つであった。「国から

の影響」、「反対アクター」、「進捗」、については、例外事例が多く、更に検証を進める必要

がある。 

 次の検証の課題はこれまでの検証では要因間の関係が定かではなく、従属変数である「終

了のプロセス」に独立変数のどれが効いているのか、或いは複数が効いているのかわかり

にくいところである。また、ここまでの検証で効いていないと考えられたこれら３つの独

立変数でも、組み合わせると従属変数に影響を与えている可能性もある。 

まずここまでの検証で効いていないと考えられた「国からの影響」、「反対アクター」、「進

捗状況」の３つの要因の関係性を検証する。３つの要因検討の際に出てきた例外事例を中

心に検証し、それらが別の独立変数が効いていた可能性が高い場合は例外事例から除外す

終了主導者 国 反対アクター 進捗 時期 相互参照
終了決定過程への影響 ○ × × × ○ ○
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る。次に、単独では効かなかった３つの要因が組み合わさった際にいかなる結果が出たの

かも検証する。尚、交互作用検討の際は、効いていたと考えられるが地方政府間で１例し

か存在が確認できなかった「相互参照」については、要因からはずした。 

 

１）「国からの影響」の交互作用の検討 

 

 まず、「国からの影響」について検討する。「国からの影響」がプロセスに影響を与え、【仮

説２－２】が支持されているとすれば、例外事例は計 10 事例あった。うち国からの影響が

あったにもかかわらず、「外部・揉める」類型に属した事例が 5事例ある。そのうち知事主

導だった事例が２事例ある（滋賀の北川第１・第２ダム）。これら２事例は、知事主導でか

つ時期が「後期」であったため、「外部・揉める」類型に属したのではないか。新潟の常浪

川、晒川、青森の大和沢ダムも「後期」に終了したため、「外部・揉める」類型に属したの

ではないか。つまりこれら 5事例はおおむね効いていると考えられる「主導者」と「時期」

の要因が効いていたため「外部・揉める」類型に属した可能性がある。しかし、それ以外

の青森の奥戸、磯崎、新潟の入川、三用川、佐梨川の計 5 事例は十分説明ができない。国

からの影響の有無はやはりプロセスに影響があるかどうかは十分に確かめられなかった。

国からの影響が類型に与える影響を修正して以下に整理した。 

表 6-10【交互作用１】国からの影響と終了プロセスとの関係 

 

（筆者作成） 

 

有 無

揉めない

芋川（新潟）

中野川（新潟）
正善寺（新潟）
羽茂川（新潟）
明戸（岩手）
日野沢（岩手）

黒沢（岩手）
北本内（岩手）
中村（青森）

揉める
入川（新潟）
三用川（新潟）

佐梨川（新潟）

揉めない
奥戸（青森）

磯崎（青森）

揉める

北川第一（滋賀）
北川第二（滋賀）
常浪川（新潟）
晒川（新潟）

大和沢（青森）

中部（鳥取）

芹谷（滋賀）
津付（岩手）

国からの影響

内部

外部

例外事例
主導者・時期要因

時期要因
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２）「反対アクター」の交互作用の検討 

 

 次に、反対アクターの強弱について検討する。反対アクターが終了のプロセスに影響を

与え、【仮説２－３】が支持されているとすれば、例外事例は計 10 事例である。例外事例

のうち、滋賀の北川第１・第２ダムは、ここでも「主導者」や「時期」要因が効いて「外

部・揉める」類型に属した可能性がある。青森の大和沢ダムも「時期」要因が効いて「外

部・揉める」類型に属した可能性があり、新潟の中野川、正善寺、は「前期」に終了して

いるため、時期が効いて「内部・揉めない」類型に属した可能性もある。しかし、残りの

青森の磯崎、奥戸、新潟の入川、三用川、佐梨川、の計５事例は、これをもってしても十

分な説明ができない。反対アクターの強弱が終了のプロセスに影響を与えているかどうか

は確かめられなかった。反対アクターが類型に与える影響を修正して以下に整理した。 

 

表 6-11【交互作用２】反対アクターと終了プロセスとの関係 

 

 

（筆者作成） 

 

３）「進捗状況」の交互作用の検討 

 

 次に進捗状況について検討する。進捗状況がプロセスに影響を与えているとすれば、【仮

説２－４】が支持され、例外事例は計 10 事例である。そのうち、まず、鳥取の中部ダム、

滋賀の芹谷ダム、北川第２ダムは「知事」要因が効いていて「外部・揉める」類型に属し

た可能性が高い。青森の大和沢ダムは「後期」に終了したため、「時期」要因が効いて「外

弱 強

揉めない

芋川（新潟）
羽茂川（新潟）
明戸（岩手）

日野沢（岩手）
黒沢（岩手）

北本内（岩手）
中村（青森）

中野川（新潟）
正善寺（新潟）

揉める
入川（新潟）
三用川（新潟）

佐梨川（新潟）

揉めない
磯崎（青森）

奥戸（青森）

揉める
北川第一（滋賀）

北川第二（滋賀）
大和沢（青森）

中部（鳥取）

芹谷（滋賀）
常浪川（新潟）
晒川（新潟）

津付（岩手）

反対アクター

内部

外部

時期要因

主導者・時期要因

例外事例
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部・揉める」類型に属した可能性が高い。北本内ダムは「前期」に終了しているため、時

期が効いて「内部・揉めない」類型に属した可能性がある。例外は新潟の入川、三用川、

佐梨川ダムと青森の奥戸、磯崎ダムの計 5 事例である。これら例外 5 事例は交互作用の検

討をもっても十分に説明できない。「進捗状況」が類型に与える影響を修正して以下に整理

した。 

 

表 6-12【交互作用３】進捗状況と終了プロセスとの関係 

 

（筆者作成） 

 

４）「国からの影響」、「反対アクター」、「進捗状況」の組み合わせによる交互作用の

検討 

 

 ここでは単独では終了のプロセスに影響がなさそうだった３つの要因の組み合わせを検

証してみる。３つの要因が組み合わさった時に仮説が成立した場合があるかどうかを見る。

具体的には「国からの影響がなく、反対アクターが弱く、進捗状況が調査段階」という要

因の組み合わせであった事例が「内部・揉めない」類型に属したのかどうか、これに対し

て正反対の「国からの影響があり、反対アクターが強く、進捗状況が建設段階」という要

因の組み合わせであった事例が「外部・揉める」類型に属したのかどうか、を見てみる。

仮説１で想定していた「内部・揉める」「外部・揉めない」という以外の類型はここでは省

いて検討した。 

 本研究の観察対象であった全 22 事例のうち「国からの影響があり、反対アクターが弱く、

進捗状況が調査段階」という組み合わせであった事例は 11事例で半数であった。うち仮説

調査中 建設段階

揉めない

芋川（新潟）
中野川（新潟）

正善寺（新潟）
羽茂川（新潟）
明戸（岩手）

日野沢（岩手）
黒沢（岩手）

中村（青森）

北本内（岩手）

揉める
入川（新潟）
三用川（新潟）

佐梨川（新潟）

揉めない
奥戸（青森）
磯崎（青森）

揉める

中部（鳥取）

芹谷（滋賀）
北川第二（滋賀）

大和沢（青森）

北川第一（滋賀）

晒川（新潟）
常浪川（新潟）

津付（岩手）

進捗状況

内部

外部

例外事例

主導者・時期要因

時期要因

例外事例
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で想定していた「内部・揉めない」に該当した事例は 6事例で半数であった。一方、「国か

らの影響があり、反対アクターが強く、進捗状況が建設段階」という組み合わせであった

事例は１事例しかなく、これは仮説で想定していた「外部・揉める」類型に該当した。こ

こからは単独では効かなさそうな３つの要因の組み合わせても、終了のプロセスに強い影

響があったとは言い切れない。以下、表に整理した。（検討する要因が３つになったため、

表の形式を変更した）  

表 6-13【交互作用４】国からの影響、反対アクター、進捗、の組み合わせと終了プロセス

との関係 

 

                            （筆者作成） 

 尚、ここで、いずれも弱い影響しか持たないことが明らかになった３つの要因のうち、

弱い中でも、優先される要因があるのかを検討してみる。まず、「内部・揉めない」の類型

に属した 9事例を見てみる。うち「国からの影響」があった事例は 9事例で全てであった。

次に「反対アクター」が弱かった事例は 7 事例であった。最後に「進捗」が調査段階であ

った事例は 8 事例であった。ここからは、はっきりとは言えないものの、「国からの影響」

要因が最も優先され、次に「進捗」、最後に「反対アクター」の順で終了プロセスに影響を

与えている可能性があることが伺える。 

一方、「外部・揉める」類型に属した 8 事例を見てみると、国の影響がなかった事例は 3

事例、反対アクターが強かった事例は 5事例、建設段階であったものが 4事例、であった。

国の影響 反対アクター 進捗 終了の類型

鳥取 中部（ちゅうぶ） 無 強 調査 外部・揉める

芹谷（せりたに） 無 強 調査 外部・揉める

北川第一（きたがわ） 有 弱 建設 外部・揉める

北川第二（きたがわ） 有 弱 調査 外部・揉める

明戸（あけど） 有 弱 調査 内部・揉めない

日野沢（ひのさわ） 有 弱 調査 内部・揉めない

黒沢（くろさわ） 有 弱 調査 内部・揉めない

北本内（きたほんない） 有 弱 建設 内部・揉めない

津付（つづき） 無 強 建設 外部・揉める

磯崎（いそざき） 無 弱 建設 外部・揉めない

中村（なかむら） 有 弱 調査 内部・揉めない

奥戸（おこっぺ） 有 弱 建設 外部・揉めない

大和沢（おおわさわ） 有 弱 調査 外部・揉める

芋川（いもかわ） 有 弱 調査 内部・揉めない

羽茂川（はもちがわ） 有 弱 調査 内部・揉めない

中野川（なかのがわ） 有 強 調査 内部・揉めない

正善寺（しょうぜんじ） 有 強 調査 内部・揉めない

入川（にゅうがわ） 有 弱 調査 内部・揉める

三用川（みようがわ） 有 弱 調査 内部・揉める

佐梨川（さなしがわ） 有 弱 調査 内部・揉める

常浪川（とこなみがわ） 有 強 建設 外部・揉める

晒川（さらしがわ） 有 強 建設 外部・揉める

岩手

青森

新潟

滋賀
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ここからは「反対アクター」「進捗」「国からの影響」という「内部・揉めない」のとは逆

の順に終了プロセスに影響を与えている可能性はある。しかし、事例数が少ないこともあ

り、確かなことは言えない。 

 

５）「終了主導者」の交互作用の検討 

 

次に検討の結果、プロセスにおおむね影響を与えているとされた「終了主導者」の要因

についても、交互作用を検証する。例外事例であった計 9 事例に、おおむね効いていたと

想定されるもう片一方の要因である「時期」が効いていないか再検証する。見てみると、

例外事例のうち４事例（新潟の常浪川、晒川、岩手の津付、青森の大和沢ダム）はいずれ

も官僚主導ではあるが、「後期」に終了していて、時期要因が効いている可能性がある。残

り 5事例（新潟の三用川、入川、佐梨川、青森の磯崎、奥戸）は十分説明がつかないため、

例外事例と思われる。しかし空のセルが３つあり、全体的に傾向が見られるため、交互作

用の検討を行った結果、やはり「主導者」要因は終了のプロセスに影響を与えている可能

性が高いと考える。終了主導者が類型に与える影響を加筆して以下に整理した。 

 

表 6-14 【交互作用５】終了主導者と終了プロセスとの関係 

 

（筆者作成） 

 

官僚 知事

揉めない

芋川（新潟）
羽茂川（新潟）
中野川（新潟）
正善寺（新潟）
明戸（岩手）
日野沢（岩手）

黒沢（岩手）
北本内（岩手）
中村（青森）

揉める
入川（新潟）
三用川（新潟）
佐梨川（新潟）

揉めない
磯崎（青森）
奥戸（青森）

揉める

常浪川（新潟）
晒川（新潟）

津付（岩手）
大和沢（青森）

中部（鳥取）
芹谷（滋賀）

北川第一（滋賀）
北川第二（滋賀）

終了主導者

内部

外部

時期要因

例外事例
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６）「時期」の交互作用の検討 

 

最後にプロセスに影響を与えていると検証された「時期」の要因についても、交互作用

を検証する。例外事例は青森の中村、磯崎、奥戸、新潟の入川、三用川、佐梨川、鳥取の

中部ダムの計 7事例であった。鳥取の中部ダムと青森の中村ダムは、「主導者」要因が効い

ていて、それぞれ「外部・揉める」「内部・揉めない」類型に属したことが推測される。残

り 5 事例については十分な説明がつかないため、例外事例と思われる。ただし全体的な傾

向は見られるため、交互作用の検証を行った結果、やはり「時期」要因は終了のプロセス

に影響を与えている可能性が高い。「時期」がプロセスの類型に与える影響を加筆して以下

に整理した。 

 

表 6-15【交互作用６】時期と終了プロセスとの関係 

 

※官僚が主導した事例は文字を緑色にしている。 

                  （筆者作成） 

 終了のプロセスは交互作用の検証を行った結果、やはり、「主導者」と「時期」がおおむ

ね影響を与えていた。そのほかの３つの要因については確かめられなかった。国、反対ア

クター、進捗、のいずれも例外事例は減ったものの、やはり十分確からしいとは言えなか

前期 後期

揉めない

芋川（新潟）
中野川（新潟）
正善寺（新潟）
羽茂川（新潟）
明戸（岩手）
日野沢（岩手）
黒沢（岩手）
北本内（岩手）

中村（青森）

揉める
入川（新潟）
三用川（新潟）
佐梨川（新潟）

揉めない
磯崎（青森）
奥戸（青森）

揉める
中部（鳥取）

芹谷（滋賀）
北川第一（滋賀）
北川第二（滋賀）
常浪川（新潟）
晒川（新潟）
津付（岩手）
大和沢（青森）

内部

外部

時期

例外事例

主導者要因

主導者要因
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った。以下に６つの要因候補が終了プロセスに与える影響について交互作用の検討を経た

上で修正したものを再掲示した。 

  

表 6-16（表 6-9 の修正）６つの要因候補と終了プロセスとの関係 

 

                                 （筆者作成） 

 ここで改めて仮説導出時の疑問であった「６つの仮説は排他的ではないため、仮に仮説

が２つ同時に成立した場合、どちらの仮説が優先されるべきか」という問いを検討する。

この疑問への解答を求めることは交互作用検討の結果、終了主導者、時期、相互参照、の

いずれが優先されるべきかを検討することにつながる。表 6-14 と表 6-15 を比較してみる

と、やはり「時期」要因の方が「主導者」要因より強く効いていると思われる。全 22 事例

のうち、表 6-14 を見ると、終了のプロセスに終了主導者が影響していたと思われる事例は

13 事例で、例外事例が 5 事例、終了主導者よりも時期が影響していたと思われる事例は 4

事例である。一方、表 6-15 を見ると、終了プロセスに時期が影響していたと思われる事例

は 15事例で、例外事例は 5事例、時期よりも終了主導者が影響していたと思われる事例は

2 事例である。この結果を比較すると、「主導者」要因よりも「時期」要因の方が強いこと

が伺える。【仮説２－１】より【仮説２－５】が優先されていると考える。 

 仮説の優先順位の検討結果を要約すると、おおむね支持された仮説のうち終了主導者と

時期という終了プロセスに影響を与えていた 2つの要因についての仮説は、「時期」の方が

「主導者」に比べて優先されている。効いていないことが明らかになった残り 3 つの要因

を検証する仮説のうちどれが優先されるかは明らかにはならなかった。 

 

７）5つの要因の組み合わせから見るプロセスの類型 

 

 ここまでは、6つの要因が個別に終了プロセスに影響を与えているかどうか、および 2つ

の要因の交互作用を見ながら終了プロセスに影響を与えているかどうか、の２点を検討し

てきた。ここからは、5つの要因を組み合わせてパッケージにして、いかなる終了のプロセ

スの類型に帰結したかを検討する。要因の組み合わせが同じで異なる終了プロセスになっ

ている事例があれば、それらの事例はこれまで検討した要因の組み合わせでは説明できな

いものであり、そういった事例があぶりだせないかを検証するためである。繰り返しにな

るが、本研究は地方政府の政策選択の理由を複数の要因の組み合わせから説明できないか

を目指していて、ここからは終了プロセスを本研究が取り上げた複数の要因から説明でき

ないかを検証する。これまで検証してきた要因は 6 つあったが、検証可能な終了事例が 4

事例しかなかった「相互参照」の要因を省き、「終了主導者」、「国からの影響」、「反対アク

ター」、「進捗状況」、「時期」、の計 5つの要因で検証する。 

終了主導者 国 反対アクター 進捗 時期 相互参照
終了決定過程への影響 ○ △ △ △ ○ ○
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 検証したところ、同じ要因の組みあわせで、プロセスの類型が分かれたものは２つあっ

た。１つめは「終了主導者が官僚で」「国からの影響があり」「反対アクターが弱く」「進捗

は調査段階で」「終了検討開始時期が前期」という要因の組み合わせで起きていて、この組

み合わせで終了した場合が「内部・揉めない」類型に属する事例が最も多く 6 事例があっ

た。しかし、「内部・揉める」に属した事例も 3 事例あった。２つめは、「終了主導者が官

僚で」「国からの影響があり」「反対アクターが弱く」「進捗は調査段階で」「終了検討開始

時期が後期」という要因の組み合わせで起きていて、この組み合わせで終了した場合が「内

部・揉めない」類型に属する事例が１事例あり、「外部・揉める」に属した事例が 1事例あ

った。これら２つの組み合わせのうち、前者については、「内部・揉める」に属した 3事例

が例外事例であろうが、後者については、各１事例のうちどちらかが例外事例である考え

ると、これは５つの要因のうち「内部・揉めない」類型に属してもおかしくない要因が４

つもあるため、「外部・揉める」に属した大和沢ダムが例外事例と考えるのが妥当であろう。 

 検証の結果、５つの要因の組み合わせで説明できなかった事例がここでは計４事例ある

ことがわかった。ここまでの例外事例とはいかなるものかは次節で検討する。 

 さらにここでは、結果をもたらした原因の「非対称」[Goertz and Mahoney, 2012]が見

られることもわかった。「内部・揉めない」類型に属するには、「終了主導者が官僚で」「国

からの影響があり」「反対アクターが弱く」「進捗は調査段階で」「終了検討開始時期が前期」

という要因の組み合わせで起きる可能性が高いが、「内部・揉めない」類型の正反対の類型

である「外部・揉める」類型に属するには 7種類の要因の組み合わせがあった。「内部・揉

めない」という結果に至る因果的経路はほぼ１つであるのに対し、「外部・揉める」という

結果に至る因果的経路は複数存在することが示されている。 

 要因５つをパッケージにした場合でわかるのは、終了のプロセスの存在しない、つまり

該当する事例が存在しない空白のセルがいずれも 21 ある。５つの要因を組み合わせた全 32

のパッケージのうち、21のパッケージでは終了がそもそも起こらなかったことになる。 
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表 6-17 ５つの要因候補の組み合わせと終了プロセスとの関係 

 

                                 （筆者作成） 

第４節 例外事例が意味するもの 

 

 これまでの検証で、例外事例は複数あった。本節ではこれらの例外事例を検討する。ま

ず、例外事例は４つのグループに分類される。１つめのグループは、第２節で終了のプロ

セスの類型を検討した際、明らかになった例外事例（表 6-2）、２つめは、第３節の１～６

で、プロセスの類型に与える要因を１つずつ検討した際、明らかになった例外事例（表 6-3

～表 6-8）、３つめは、第３節の７の１）～６）で、プロセスの類型に与える可能性がある

２つの要因の交互作用を検討してみても説明することができなかったという意味での例外

事例（表 6-10～表 6-15）、４つめは、第３節の７の７）で６つの要因の交互作用を検討し

た際、明らかになった例外事例（表 6-17）、の４つがあった。 

 次にこれら４つのグループに分類された例外事例を改めてグループごとに順に検討して

みる。まず１つめのグループの例外事例は、第２節で終了のプロセスの類型を検討した際、

明らかになった例外事例で、新潟県の入川、三用川、佐梨川、青森県の磯崎、奥戸ダム、

の計５事例であった。次に２つのグループの例外事例は、第３節の１～６で、要因を１つ

主導者 国の影響 反対アクター 進捗 時期 該当する事業 終了決定過程の類型

知事 国の影響有 反対　強 調査 前期

知事 国の影響有 反対　強 調査 後期
知事 国の影響有 反対　強 建設 前期
知事 国の影響有 反対　強 建設 後期
知事 国の影響有 反対　弱 調査 前期

知事 国の影響有 反対　弱 調査 後期 北川第二 外部・揉める

知事 国の影響有 反対　弱 建設 前期

知事 国の影響有 反対　弱 建設 後期 北川第一 外部・揉める

知事 国の影響無 反対　強 調査 前期 中部 外部・揉める

知事 国の影響無 反対　強 調査 後期 芹谷 外部・揉める

知事 国の影響無 反対　強 建設 前期
知事 国の影響無 反対　強 建設 後期
知事 国の影響無 反対　弱 調査 前期
知事 国の影響無 反対　弱 調査 後期
知事 国の影響無 反対　弱 建設 前期
知事 国の影響無 反対　弱 建設 後期
官僚 国の影響有 反対　強 調査 前期
官僚 国の影響有 反対　強 調査 後期
官僚 国の影響有 反対　強 建設 前期
官僚 国の影響有 反対　強 建設 後期 常浪川、晒川 外部・揉める

官僚 国の影響有 反対　弱 調査 前期 明戸、日野沢、黒沢、北本内、芋川、羽茂川 内部・揉めない

官僚 国の影響有 反対　弱 調査 前期 入川、三用川、佐梨川 内部・揉める

官僚 国の影響有 反対　弱 調査 後期 中村 内部・揉めない

官僚 国の影響有 反対　弱 調査 後期 大和沢 外部・揉める

官僚 国の影響有 反対　弱 建設 前期
官僚 国の影響有 反対　弱 建設 後期 奥戸 外部・揉めない

官僚 国の影響無 反対　強 調査 前期 中野川、正善寺 内部・揉めない

官僚 国の影響無 反対　強 調査 後期
官僚 国の影響無 反対　強 建設 前期

官僚 国の影響無 反対　強 建設 後期 津付 外部・揉める

官僚 国の影響無 反対　弱 調査 前期
官僚 国の影響無 反対　弱 調査 後期
官僚 国の影響無 反対　弱 建設 前期
官僚 国の影響無 反対　弱 建設 後期 磯崎 外部・揉めない
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ずつ検討した際、明らかになった例外事例で、これは多数あったが、３つめのグループで

ある第３節の７の１）～６）で、２つの要因の交互作用を検討した時に説明が可能だった

事例、つまり例外事例が省かれたため、２つめのグループの例外事例は除外して考える。

次に３つめのグループでも説明することができなかった例外事例を考えると、新潟県の入

川、三用川、佐梨川、青森県の磯崎、奥戸ダム、であった。１つめと３つめの例外事例は

同じであった。次に最後の４つめのグループである第３節の７の７）で５つの要因の交互

作用を検討した際、明らかになった例外事例についてみてみると、新潟県の入川、三用川、

佐梨川、青森県の大和沢ダムの計４事例であった。以下に整理した。 

 

｛１つめのグループの例外事例｝表 6-2   

新潟県の入川、三用川、佐梨川、青森県の磯崎、奥戸ダム<第２節においての例外事例> 

｛２つめのグループの例外事例｝表 6-3 ~ 6-8   

多数<第３節の１～６における例外事例、ただし第３節７の交互作用の検討で多くは例外事

例ではなくなった> 

｛３つめのグループの例外事例｝表 6-10 ~ 6-16  

新潟県の入川、三用川、佐梨川、青森県の磯崎、奥戸ダム<第３節７の交互作用の検討で説

明できなかった事例> 

｛４つめのグループの例外事例｝表 6-17 

新潟県の入川、三用川、佐梨川、青森県の大和沢ダム<第３節７、７）の５つの要因で説明

できなかった事例> 

 

 まず、最後の４つめのグループの例外事例を確認する。なぜなら本研究が明らかにしよ

うとしてきた複数の要因の組み合わせによる終了プロセスの説明という点から考えると、4

つめのグループの例外事例にもっとも着目するべきであるためである。 

まず、新潟県の入川、三用川、佐梨川、青森県の大和沢ダムの計４事例についてをは、

当初仮説で想定していた５つの要因では説明できず、例外事例になったのかを検討してみ

る。新潟県の入川、三用川、佐梨川ダムについては、「内部・揉めない」類型に属してもお

かしくはないにもかかわらず、「内部・揉める」類型になっている。「前期」「内部」で終了

検討が進んだにもかかわらず、終了の合意調達までに時間を要していた。 

ここで４つめのグループの例外事例の終了の経緯を改めて順に確認する。新潟県の入川

と三用川ダムは、2000 年の「与党 3 党による見直し」を機に、国に名挙げはされなかった

ものの、県が自律的に検討を始めたものである。新潟県は「与党 3 党による見直し」で対

象となった別の 3 事業の終了をまずは完了させ、その後、これら 2 事業の検討を本格的に

進め、入川を 2002 年、三用川ダムを 2003 年に終了した。佐梨川ダムは電源開発が事業か

ら撤退し、新潟県だけが事業主体に取り残される形となった。その後、新潟県は単独で事

業継続できないか検討したため、時間を要した。青森県の大和沢ダムは、もともと県が自
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律的に終了を検討していた事業でその後、国の「検証要請」の対象となった。同時に対象

となった奥戸ダムは「検証要請」に対応するために特別に設置された委員会で審議が進ん

だが、大和沢ダムは自律的に終了を検討していたため、この委員会での審議は行われず、

既存の委員会で審議を進めた。大和沢ダムと奥戸ダムは終了の経緯は異なっていた。しか

し、県は大和沢ダムの終了時期を同時に「ダム事業の検証要請」の対象となった奥戸ダム

と検討の歩調をあわせ、決定時期を揃えたことが推測される。大和沢ダムはそのために時

間を要したのではないか。 

ここからは例外の 4 事例には共通する点がある。それは中央政府からの影響に対する地

方政府の多様な対応である。新潟県の入川、三用川ダムにおいては、新潟県は「国からの

影響」をこれら 2 事業の終了促進要因に転換した。佐梨川ダムは電源開発という国の関与

が強い事業者の撤退という影響を受けたにもかかわらず、県単独での継続を検討した。大

和沢ダムは青森県が自律的に終了検討していた事業がのちに国からの影響を受けることに

なったため、検討の歩調を同時に「国からの影響」を受けた別の事業と揃えた可能性が高

い。 

本研究では、先述の 6 つの要因をもとに事例調査と比較分析を行ってきたが、地方政府

の多様な対応も要因の一つとして終了のプロセスに影響を与えていることがわかった。地

方政府の多様な対応は、当初の 7 つの仮説では想定しておらず、要因にも加えていなかっ

た。そのため５つの要因では説明できず例外事例になったことが考察される。 

 また青森県のケースを再度、確認すると、青森県は 4 事業のうち 3 事業で住民の意見を

聴取しながら終了の検討を進めていた。「外部型」という「揉める」要素を含んだプロセス

を歩んだにもかかわらず、揉めた事例は大和沢ダム１事例のみである。青森県は県独自の

特徴としてそもそも住民からの合意調達を容易に行うことが可能ではないかと推測される。

住民からの合意調達においては、本研究では検討しなかった何か別の要因があり、それを

もってすれば、青森県と他の地方政府の合意調達において相違があった理由が説明できた

のかもしれない。 

 ここまで 4 つめのグループの例外事例を個別に確認してきたが、要約すると新潟と青森

県の例外事例に集約され、さらにこれらは大きくは地方政府の多様性という共通項がある

ことがわかった。 

 次に１つめのグループの例外事例と３つめのグループの例外事例についてである。これ

らは全て同一事例であった。新潟県の入川、三用川、佐梨川、青森県の磯崎、奥戸ダムで

ある。ここには４つめのグループの例外事例では登場しなかった磯崎、奥戸ダムの２事例

が存在した。これら２事例はどう考えればよいのだろうか。これは繰り返しになるが、青

森県の個別事情で説明できると考える。青森県は終了した 4 事例のうち、県が住民の意見

聴取の必要はないと判断した中村ダム以外は全て「外部型」で住民の意見を聴取しながら

終了の検討を進めていた。中村ダムも県は本来であれば住民の意見を聴取するべきところ

だったが、国の事業撤退に伴い住民は当然、終了を認識しているだろうと考えたため、例
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外的に聴取しなかった。「外部型」という揉める要素を含んだプロセスを歩んだにもかかわ

らず、揉めた事例は大和沢ダム１事例であった。 

 ここまで例外事例の検討から 2 点が確認された。まず１点目は地方政府の多様性という

特徴であった。当初の仮説の設定では、プロセスを規定する要因としていた地方政府の多

様性を検討に入れていなかったため、２類型では十分説明ができなかった。 

２点目は当初関係を想定していた「アクターの広がり」と「時間」は全ての事例におい

て本当に関係していたのか、という点である。本研究ではプロセスに参加するアクターが

多くなればなるほど、終了に向けての合意調達に時間を要するであろうという想定で仮説

構築を行ったが、終了のプロセスにおいて両者の関係はそれほど強くなかった事例が存在

した。強くなかったがために「内部・揉める」「外部・揉めない」事例が確認されたのだろ

う。これはつまり、終了プロセスを観察する際に「時間」という軸では「揉める」「揉めな

い」というプロセスで起きたであろう現象全てを説明しえていないということになる。事

例観察からも明らかになったように、終了までの時間を要した事例でも必ず対立や紛争が

関係者の中で起きているわけではない。時間を観察することで、終了プロセスの実態をつ

まびらかにしようと考えたが、そのための１本の軸である「時間」は十分なものではなか

った可能性がある。 

さらに検討を進めて、終了のプロセスは合理的なものであったかどうかという点になる

が、これはやはり政策形成過程と同様に十分に合理的なものではなかったと言えるだろう。 

最後に各事例において要因ごとに仮説が支持されたものと支持されなかったものを一覧

にして整理した。  

 



201 

 

 

表 6-18 仮説 2 の該当一覧（該当したものは○、該当しなかったものは× 青は仮説がお

おむね支持された事例、赤は支持されなかった事例） 

 

                                 （筆者作成） 

尚、最後に「内部・揉めない」類型に属している中村ダムについて追記しておく。中村

ダムは「内部・揉める」類型であった可能性を完全には否定できないことは前章で記載し

た。念のため、仮に中村ダムが「内部・揉める」類型にあった場合はどのような結果にな

るのかを可能性は低いものの検討しておく。 

 中村ダムについては、もともと例外事例には属していない。仮に「内部・揉める」類型

であれば｛４つめのグループの例外事例｝に新たに属する。そのため、中村ダムの終了プ

ロセスを説明するには、５つの要因とは異なる要因による説明が必要になる。改めて中村

ダムの終了経緯を確認して考えられる説明としては、2004 年 1 月に「審議委員会」で「継

続」と判断されたが、「地質と自然環境の調査が明らかになり次第再度、委員会に諮る」と

する附帯意見がついているため、この調査に時間を要し、調査と並行する形で終了検討を

進めたため、検討期間が１年を超え「揉める」ことになったか、あるいは調査そのものは

早く結果が出て終了の方向性は出たものの、2004 年度の年度途中で「審議委員会」の議題

に乗せることが難しいという手続き上の問題で 2005 年度に持ち越した可能性がある。あと

「官僚が主導し、国の影響があり、反対アクターが弱く、調査段階で、後期に検討が開始

された」という要因のパッケージからは「内部・揉める」「外部・揉める」と異なる２種類

の帰結が生まれていて、ここからは大和沢ダムと中村ダムのどちらが例外事例かはわかり

にくい状況にある。ここまでの検証では 中村ダムが仮に「内部・揉める」類型であっても、

本研究から導出された結果全体には大きな影響を与えていない。 

  

主導者 国の影響 反対アクター 進捗 時期 相互参照

鳥取 中部（ちゅうぶ） ○ ○ ○ × × ○ 外部・揉める

芹谷（せりたに） ○ ○ ○ × ○ ○ 外部・揉める
北川第一（きたがわ） ○ × × ○ ○ ○ 外部・揉める
北川第二（きたがわ） ○ × × × ○ ○ 外部・揉める
明戸（あけど） ○ ○ ○ ○ ○ ー 内部・揉めない

日野沢（ひのさわ） ○ ○ ○ ○ ○ ー 内部・揉めない

黒沢（くろさわ） ○ ○ ○ ○ ○ ー 内部・揉めない

北本内（きたほんない） ○ ○ ○ × ○ ー 内部・揉めない

津付（つづき） × ○ × ○ ○ ー 外部・揉める
磯崎（いそざき） × × × × × ー 外部・揉めない

中村（なかむら） ○ ○ × ○ × ー 内部・揉めない

奥戸（おこっぺ） × × × × ○ ー 外部・揉めない

大和沢（おおわさわ） × × × × ○ ー 外部・揉める

芋川（いもかわ） ○ ○ ○ ○ ○ ー 内部・揉めない

羽茂川（はもちがわ） ○ ○ ○ ○ ○ ー 内部・揉めない

中野川（なかのがわ） ○ ○ × ○ ○ ー 内部・揉めない

正善寺（しょうぜんじ） ○ ○ × ○ ○ ー 内部・揉めない

入川（にゅうがわ） × × × × × ー 内部・揉める

三用川（みようがわ） × × × × × ー 内部・揉める

佐梨川（さなしがわ） × × × × × ー 内部・揉める

常浪川（とこなみがわ） × × ○ ○ ○ ー 外部・揉める
晒川（さらしがわ） × × ○ ○ ○ ー 外部・揉める

滋賀

新潟

岩手

青森
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終章 

 

 本章では、本研究の３つの問いへの解答を試み、最後に冒頭の疑問である地方政府が撤

退戦を引き受ける理由はいかなるものかと撤退戦の民主主義とは何かという疑問に対する

本研究の解答を示す。 

 

第１節 本研究の３つの問いへの答えと含意 

 

  １、本研究の３つの問いへの答え 

 

 本節では、調査の結果、明らかになったことを改めて確認する。本研究の問いは次の３

つであった。 

 

【問い１】終了を主導したのは誰か 

【問い２】終了のプロセスはどのようなものか 

【問い３】終了のプロセスに影響を与えたものは何か 

 

問いごとに解答する形で示すと次のようになった。 

 

１）「終了を主導したのは誰か」への答え 

 

まず、「終了を主導したのは誰か」という問いに対しては、知事と官僚が該当した。地方

政府ごとに知事か官僚かは異なり、同一県内で終了主導者が変容した例は見られなかった。

知事が終了を主導した理由は政策選好によるものであった。一方、官僚が主導した事例が

多かったことは想定外であった。先行研究では、終了促進要因として政治的要因を指摘し

たものが多く、本研究で官僚が終了を主導した事例が多く観察されたことは新たな発見で

あった。また官僚が主導した事例は、いずれも知事はダム事業終了に強い政策選好を持っ

ていたわけではなかったが、財政再建を指向していたことに相違はなかった。その政策選

好が官僚たちに十分浸透したことによる「庁内の雰囲気」が終了促進要因になった。官僚

主導の場合、各地方政府における最初の終了事例はいずれも地方政府の財政状況の悪化に

伴う政策転換を機に起きていることがわかった。この政策転換の時期は地方政府によって

異なるが、おおむね政権交代の時期と一致していた。官僚たちは新しいトップの政策選好

と政策選択の変容に応じる形で事業の終了を主導した。ヒアリングで明らかになった官僚

を終了へと主導した「庁内の雰囲気」という要因は、財政状況の悪化と結びついていた。 

官僚主導の事例は、終了に際し国からの影響を受けた事例も多く、困難が想定される終

了という営為を、官僚たちは国からの影響があったことを終了促進要因に位置づけ、終了
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へと進んだ。また自らが所管するダム事業が国の改革の対象になっていない段階でも、い

ずれ縮減の白羽の矢がたつことを恐れ、それを見据えて行動する「予測的対応」に近い現

象が特に「前期」に終了した複数の事例で起きていた。 

これに対して、地方議員が終了主導者となったケースは存在しなかった。地方議員は中

選挙区で選出され、個別利益を指向するとされる[曽我・待鳥, 2007]ため、限定された地

域での個別利益を指向するダム事業の特徴と合致しやすい。終了主導者にはなりにくいと

考えられる。また、河川政策の決定過程に十分参画できない現状があることも理由と考え

られる。一方、住民も終了主導者ではなかった。住民による事業反対運動があった事例で

も、終了促進要因にはなるものの、運動が建設予定地以外の流域全体に浸透させることが

難しく、主導者たりえなかったと推察された。 

 

２）「終了のプロセスはどのようなものか」への答え 

 

 次は 2 番目の「終了のプロセスはどのようなものか」という問いへの解答を示す。プロ

セスの類型を参加する「アクターの広がり」と合意調達に要した「時間」の２本の軸で検

討した。想定される終了のプロセスは「内部・揉めない」と「外部・揉める」の２類型の

いずれかに属すると考えたが、観察の結果はそうではなかった。実際は「内部・揉めない」

「外部・揉める」以外に「内部・揉める」「外部・揉めない」の類型も存在し、計４類型が

あることがわかった。仮説２は支持されなかったように見える。 

しかし、22 事例のうち 17 事例がこれら 2 類型のどちらかに該当し、「外部・揉めない」

「内部・揉める」となった事例は計 5 事例であった。前章第４節でこれら例外事例を検討

した結果、国からの影響に対する地方政府の対応の多様性と青森県の個別事情でおおむね

説明が可能であった。地方政府ごとの検討ではわからず、例外事例を検討してきて初めて

確認されたが、ここでは仮説１はおおむね支持されていると考える。終了のプロセスはや

はり「内部・揉めない」「外部・揉める」の２類型で多くの事例がどちらかに属し、おおむ

ね説明可能ではないかと考える。 

また、「内部・揉めない」類型で終了する事業が多く、多くの事業において閉じられた環

境で粛々と終了検討が進む様子が浮かび上がった。政策が終了する際は、利害関係者らの

反発もあり「揉める」だろう、という想定は、終了というメカニズムの一部に過ぎず、全

体の姿を映したものではなかった。 

 全体の傾向として、「内部・揉めない」から「外部・揉める」に類型が移行していること

もわかった。住民やそのほかのアクターが終了のプロセスに参加をしはじめるようになり、

終了に要する時間も増えてきていることも明らかになった。 

 

３）「終了のプロセスに影響を与えたものは何か」への答え 
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最後に 3 番目の「終了のプロセスに影響を与えたものは何か」への解答を示す。この問

いへの答えは、「終了主導者」、「国からの影響」、「反対アクター」、「進捗」、「時期」、「相互

参照」、の計６つの要因を検証した。うち、「終了主導者」、「時期」、の２つの要因が終了の

プロセスにおおむね影響を与えていることがわかった。 

終了主導者が知事であった場合、知事は合意調達を住民などの外部アクターにも求める

ため、戦略的に外部型を選択したと推測された。知事は小選挙区制で選出されているため、

一般利益を指向し[曽我・待鳥, 2007]、住民からの支持を調達した方が有利であると知事

自身が判断したためであろう。加えてダム事業が個別利益を追求するものであるため、地

方議会の支持を得るのは容易ではないと知事らが考えたことも推測される。しかし参加ア

クターが広がって増えていくと合意調達には時間を要し、「外部・揉める」類型に属したと

考えられる。「終了主導者」は先行研究でも「政治的要因」として位置づけられ、終了を促

進すると指摘されていたが、終了のプロセスにも影響を与えることが明らかになった。 

「時期」も終了のプロセスに影響を与えていた。地方分権推進法施行以降に終了した事

例は、官僚主導でも「外部・揉める」類型になっていた。これは分権の進展で、地方政府

の裁量の余地が増し、政策選択の幅が広がってきたことと関連があることが推測される。

地方政府はより広い領域での政策選択を行えるようになったため、その政策選択の過程に

住民を加えることによって、選択結果に代表性と正統性を与えたのではないか。 

また、相互参照も１例だけではあったが、滋賀県と鳥取県の間で起きていたことがわか

った。相互参照は政策形成過程で起きることは明らかになっていたが [伊藤, 2002]、終了

過程でも起きていたことは新たな発見であった。鳥取県が終了した事例と滋賀県が終了し

た３事例はいずれも「外部・揉める」で同一の類型に属し、相互参照は終了プロセスに影

響を与えることが明らかになったが、相互参照が確認されたのはこの１例のみであったた

め、一般化は難しかった。 

６つの要因のうち、「国からの影響」、「反対アクター」、「進捗」、の３つについては一部

影響を与えている状況は伺えたものの、例外事例も複数あり、強い影響を与えているとは

いいがたかった。先行研究で終了促進要因と指摘されていた「進捗」「反対アクター」は、

終了のプロセスには強い影響を与えてはいなかった。「国からの影響」についても、中央政

府は地方政府に対して個別事業の名挙げなどして、終了検討のきっかけを与えた事例は多

数確認されたものの、終了のプロセスには大きな影響を与えていなかった。終了のプロセ

スは地方政府が自律的734に選択していた。 

各要因の交互作用も検証した。特に「内部・揉めない」と「外部・揉める」の２つの類

型に着目すると、ある類型になる要因の組み合わせは、「非対称」であることもわかった。

つまり「内部・揉めない」を説明する理由とその正反対の類型である「外部・揉める」を

説明する理由は正反対ではなかった。 

                                                   
734 組織の意思決定において中央政府の影響を受けず、地方政府自らの手で決めている[曽我, 

2016, p. 18]とする。 
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また、弱い影響しか与えていなかった３つの要因の組み合わせも含めて検証したが、そ

れでも終了のプロセスに強い影響を与えている状況は確認できなかった。 

一方、「内部・揉める」「外部・揉めない」類型に属した複数の事例はいずれも５つの要

因では説明できないものであった。各事例の状況を確認すると、国からの影響に対する地

方政府の対応の多様性や青森県の個別事情が原因で例外事例となったものであった。青森

県の個別事情とは、住民が終了プロセスに参画した場合でも、地方政府が住民からの合意

調達を容易に行うことが可能であったことで、青森県ではこれまで本研究で検討してきた

要因では説明できない別の理由がある可能性がある。 

そして例外事例の検討からは次の２点が確認された。１点目は地方政府の多様性で、当

初検討していた６つの要因には含まれておらず、説明が十分できなかった事例があった。2

点目は、プロセスを明らかにする上で「アクターの広がり」と「時間」は当初関係がある

ものとしていたが、検討の結果、この両者は仮説１が成立したことで、全くの無関係とは

言えないものの、当初想定していたほど関係性は強くはなかったのではないかということ

である。アクターが増えれば増えるほど合意調達に時間を要するとは限らなかった。「時間」

を要しても紛争や対立が起きていない事例は複数あった。終了のプロセスで起きるであろ

うと想定した紛争や対立を見るには「時間」という軸はやや不十分であったことが推測さ

れる。 

本研究の観察結果を踏まえての、問い１から問い３に対する解答は以上の通りである。 

 

２、含意 

 

 ここでは４点の含意を述べる。 

 

 １）「内部・揉めない」事業を終了した？ 

 

官僚が主導した場合、特に「前期」において「内部・揉めない」類型に属した事例が多

い。改めて検討すると、官僚は終了を検討する初期の段階で、終了しやすい、つまり「内

部・揉めない」類型で終了のプロセスが進みそうな事例を選択して、検討を開始した可能

性がある。終了のプロセスで多くの困難があらかじめ予想されそうな事例には手をつけな

かったことも推測される。具体的には関連アクターが多く、合意調達に時間を要しそうな、

つまり「外部・揉める」類型に属しそうな事業を官僚たちは検討の前段階で対象から排除

していたのではないか。これは Blau が指摘した、資源が限定されている場合、効果がより

よくあがりそうな或いは困難が想定されなさそう事例から優先的に扱うという官僚制の特

徴 [Blau , 1955]が表れていると考えられる。 

しかし、「後期」になると状況は異なる。主導者が誰であれ、どの事業を検討対象に選択

しようと「外部・揉める」類型になることを官僚たちはあらかじめ予想可能だったはずで
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ある。しかし、終了の検討に値する事業としかるべき理由があれば、官僚たちは終了の検

討を開始しなければならなかったのである。 

 

２）地方政府の政策選択の多様性 

   

次に地方政府の終了プロセスにおける選択について２点を述べる。１点目は官僚たちか

ら見た「外部型」の選択理由についてである。官僚は閉鎖的であり、政策過程を開放する

ことには抵抗するという一般的な見解からすると、これは意外である。官僚自身が「外部

型」を選んだのではなく、否応なしにこうしたプロセスをたどらざるを得なくなってしま

ったのだと理解されるだろう。しかし、終了のプロセスは地方政府の政策選択の結果であ

るというのが筆者の見方である。この見方から考えると、１）とも関連するが、なぜ「外

部型」を選んだかは官僚たちにも理由があるはずである。 

２点目は国から地方政府へは３度の改革を通じてさまざまな検討要請があり、それに対

して地方政府が選択した国への応答方法についてである。応答結果はシンプルで「継続」

か「終了」かのどちらかであったが、応答方法は地方政府に任されていた。この応答方法

は多様であることが本研究では明らかになったが、これがいかなるものであったのかは、

終了のプロセスでつまり撤退戦の戦略にもつながるものであるが、これが検討することで、

地方政府の戦略を説明できると考えた。 

 

（１）地方官僚が認識する「外部型」を選択した理由 

 

本研究では個々の事例調査を行った際、全ての地方政府で官僚たちには、個々の終了事

例が「外部型」に属した場合、「外部型」を選んだ理由のヒアリングを行った。「外部型」

へは受動的になったものではなく、知事や官僚たちが能動的に「外部型」を選択した結果

であると考えたためである。官僚たちが住民をはじめとする外部アクターらが終了のプロ

セスに参画するプロセスを選んだ理由については、官僚たちからはいずれも明確な解答が

返ってきた。ここではこれらの解答内容について叙述する。 

 まず、鳥取県について述べると、鳥取県で外部型に属したのは中部ダム事業でその理由

は県が事業終了に伴い設置した専門部会の委員らから建設予定地の住民の意見を聴取した

いという要望があったためである。委員らは予定地の住民らにアンケートと聞き取り調査

を行った。また県と地元市は終了決定後、地域振興計画策定のための協議会を共同で設置

し、知事が出席する中、水没予定集落に居住する住民らから要望を聴取し、計画内容が合

意に至るまで約 40 回の会合が住民との間で行われた。これに加えて鳥取県は「知事の意向」

も理由にあげている。 

 次に、滋賀県が終了した 3 事業は全て外部型であった。最初の終了事例である芹谷ダム

事業の時には、水没予定集落に居住する住民らや終了に反対していた下流の市の首長や住
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民らとも繰り返し協議している。また、河川法改正に基づいて設置された「芹谷川づくり

会議」でも 10回以上、地域住民との会合を開いている。この「芹谷川づくり会議」は河川

整備計画の策定に伴い、地方政府が必要と認識すれば、設置が認められたもので、この会

議のテーマはダム事業の終了であった。滋賀県の担当者は「外部型」になった理由を「河

川法改正」と答えている。 

 滋賀県はその後、北川第１第２ダムを終了したが、この時の終了のプロセスは、芹谷ダ

ムの時よりさらに「外部」に開いたものであった。参画する住民の数ものべ 100 人近くに

増え、協議の回数も芹谷ダム事業終了時と比べて増加した。この理由について、滋賀県の

担当者は「１回目の終了の際に終了反対アクターとの合意調達に困難を極めたため、北川

ダムの際は時期も回数も人数も増やしてさらに広く、地域住民らの意見を聴取するように

した」として１回目からの「学習効果」と「参照」を理由にあげている。また滋賀県もい

ずれも「知事の意向」も理由にあげている。 

 岩手県は、全 5 事業を終了したが、うち最後の津付ダム事業の終了プロセスのみが「外

部型」であった。その理由について、岩手県の担当者は「再評価委員会と地元の予定地双

方からの要望があったため」と解答している。事業終了に際し、建設予定地の首長が反対

し、地域住民の間にも強い終了反対アクターがいたことが岩手県の認識する「外部型」に

なった理由である。岩手県は河川法改正を「理由ではなかった」とした。 

青森県は、理由に「河川法改正」をあげた。滋賀県の終了第１事例の場合と同様である。

青森県の担当者らはダム事業終了検討の前に、それぞれの河川で河川法改正に基づき、河

川整備計画の策定作業をしており、その際にダム事業推進前提で住民と協議をしていて、

その前提が変更されるのであれば、再度、住民への説明が必要と考えたことによるという。

行政の継続性が特徴として見られる。 

新潟県は終了した全 9 事業のうち最後に終了した 2 事業が「外部型」であった。新潟県

の担当者は「外部型」になった理由を「国からの検証実施要領による」と解答した。これ

は国の「検証要請」の際、国交省から検証の内容や作業フロー、手順などが具体的に記さ

れた文書が各地方政府に配布されたためである。ここには意見聴取先として「地域住民」

が記載されていて、新潟県はこれに従ったとしている。新潟県の担当者らは、「外部型」に

なった理由について、鳥取県や滋賀県が解答した事業評価委員会からの要請や河川法改正

については否定した。 

整理すると、各地方政府の官僚たちが認識する外部型を選択した理由は同一ではなく、

かなりヴァリエーションがあった。まず、本研究が観察した全終了事例は 1997 年の河川法

改正以降に起きているが、終了に際し、改正に際し、追加された「住民参加」という概念

を念頭において終了検討を進めたかどうかは地方政府によって分かれた。「住民参加」を認

識し終了のプロセスに反映させたのは、滋賀県と新潟県のみで、他の地方政府はそれとは

異なった理由で「外部型」を選択している。次に「検証要請」の際、国は地方政府に対し、

一律の内容で検討の手順を示し、そこには「住民からの意見聴取」が盛り込まれていたが、
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それをもってして明確に終了のプロセスに反映させていたのは新潟県のみであった。滋賀

県はこの手順を認識していたもののすでに承知事項としていて、１回目の終了の際の「学

習効果」を理由にあげ、１回目の時よりさらに幅広く住民の意見聴取の機会を設けた。観

察の結果、各地方政府は終了プロセスにおいて住民参画を行った場合、その政策選択の理

由にはヴァリエーションがあることがわかった。 

一方、「内部」になった理由についても同様のヒアリングを行ったものの、詳細を把握す

ることはできなかった。各地方政府での官僚たちへの問いは「建設予定地の住民や議会、

地域団体などを終了のプロセスに参画させなかった理由は何か」という内容としたが、担

当者からは「よくわからない」「それが当然だった」という解答しか得られなかった。官僚

たちにとって、「内部型」で終了の検討を進めた場合は、受動的なものであったことが推測

される。「外部型」を選んだ理由を地方政府ごとに整理した。 

表 8-1 地方官僚たちが考える「外部型」を選択した理由 

 

                         （筆者作成） 

 

（２）地方政府が選択した国からの要請への応答方法 

 

次に地方政府が選択した国からの要請への応答方法について叙述する。国からの要請は

鳥取 中部（ちゅうぶ） ･再評価委員会

芹谷（せりたに） ・河川法改正
北川第一（きたがわ）
北川第二（きたがわ）
明戸（あけど）
日野沢（ひのさわ）
黒沢（くろさわ）
北本内（きたほんない）

津付（つづき）
・再評価委員会
・地元からの要望

磯崎（いそざき） ・河川法改正
中村（なかむら）
奥戸（おこっぺ）
大和沢（おおわさわ）
芋川（いもかわ）
羽茂川（はもちがわ）
中野川（なかのがわ）
正善寺（しょうぜんじ）
入川（にゅうがわ）
三用川（みようがわ）
佐梨川（さなしがわ）
常浪川（とこなみがわ）
晒川（さらしがわ）

滋賀

岩手

新潟

青森

・１回目からの学習

・国の「検証実施要領」

・河川法改正
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３度あった。要請への応答結果は「継続」か「終了」の２種類であった。これら一連の要

請が地方政府の終了という政策選択に影響したかどうかについては「影響があった」「影響

がなかった」の２種類の解答があったのは先述の通りである。このうち「影響があった」

とした場合を検討すると、国からの要請への地方政府の応答方法は事例ごとに多様である

ことがわかった。応答方法は大きくは３つに分かれていた。１、国の改革での名挙げをき

っかけに終了検討を開始した場合 ２、国の改革での名挙げ以前から自律的に地方政府で

終了の検討を進めていて、検討途中で名挙げがあったため、名挙げを終了促進要因にして

利用し、終了を進めた場合 ３、国の改革が起きたことをきっかけに名挙げされていない

事業も終了した場合、であった。１から浮かび上がるのは受動的な政策選択をする地方政

府の姿であり、２、３は国からの影響を能動的に利用して終了を進めようとする地方政府

の姿であった。これは先述の「外部型」を選択した理由とも共通する特徴があり、地方政

府は国からの要請に応答する場合、全ての場合において受動的に応答するのではなく、能

動的にそれを地方政府の政策選択に利用しようとしていることが観察された。ここからは

戦略的に国の力を利用しようとする地方政府の姿も伺える。またどの地方政府においても、

事例ごとにかなりヴァリエーションがあった。本研究では明らかにできなかったが、それ

は事例の持つ特徴と改革の持つ特徴に関連があった可能性もある。上記３つの場合を以下

に整理した。 

 

表 8-2 地方政府の応答方法のパターン 

地方政府の応答方法パターン 事例 

国の改革での名挙げをきっかけに終了検討を開始

した事例【受動的】 

黒沢（岩手）、奥戸（青森）、中野川、

正善寺、羽茂川、常浪川、晒川（新潟）

など 

国の改革での名挙げより前に検討を行っていて、

名挙げを積極的に終了推進に利用しようとした事

例【能動的】 

明戸、日野沢、北本内（岩手）、大和

沢（青森）、芋川（新潟） 

北川第１、第２（滋賀） 

国の改革をきっかけに名挙げされていない事業の

終了検討を開始した事例【能動的】 

入川、三用川（新潟） 

                             （筆者作成） 

 

３）地方政府から見た「非難回避の政治」と中央政府から見た「手柄争いの政治」 

 

今回観察した 5 つの地方政府には共通した特徴があることがわかった。終了主導者は知

事であろうが官僚であろうが、程度の差こそあれ共通して「非難回避の政治」 [Weaver, 

1986]を行っていたことである。非難回避戦略が最も顕著に現れたのは複数ダムの同時終了

という決定が与えるインパクトを回避した滋賀県であったが、他の県も積極的に国の力を
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利用するなどして終了を最後まで導こうとしていた735。 

一方、国にとって 3 度に渡る公共事業改革では、中央政府地方政府問わず、ダム事業の

終了は改革の進展であり、「手柄争いの政治」 [Weaver, 1986]であった。終了した事業名

を国交省はメディアに公表し、自らの公式サイトにも掲載し、改革実績として社会にアピ

ールした736。しかし、実際の終了を実施した地方政府の方は、終了の経緯などを十分公表し

ていない事例も多くあった。この差異はなぜ起きたのか。それは制度の相違から説明でき

ると考えている。いずれの改革も政治主導で進んだ中央政府の場合は、小選挙区制で選出

された国会議員は一般利益、当時の一般利益であったダム事業終了を含む公共事業改革を

指向した。しかし地方政府は異なる。中選挙区で選出された地方議会の議員らは個別利益

を指向し、ダム事業の終了には反対する可能性が高い。これは先に述べた地方議員らが個

別利益を指向するため終了主導者になりえなかった状況をもたらしたのと同じ理由である。

地方政治において一般利益を追求するのは知事である。地方政府の二元代表性において知

事と議員がそれぞれ指向する利益は相違していて、ダム事業はその相違点を顕在化させる

特徴を持つ。中央政府と中央の政治家、知事と地方の政治家らのダム事業をめぐるそれぞ

れの利益が一致しないため、地方政府はなるべく終了を軟着陸されようと「非難回避の政

治」を行ったことが推測される737。都道府県ダム事業の終了は地方政府から見れば「非難回

                                                   
735 滋賀県が複数ダム同時終了というインパクトを避けたのは、Weaver が指摘した「非難

回避戦略」の特徴のうち「政策効果の分散」であると考えられる。他の地方政府が終了に

際し、積極的に利用した「国の改革」は「政策決定者の可視化の低下」、代替策の実施は「争

点の再定式化」[Weaver, 1986]が該当すると考えられる。 
736 「与党 3 党の見直し」については国交省のオフィシャルウェブサイトでは終了した個別

事業名まで掲載されている。 

国交省、「平成 12 年度河川局関係事業における事業評価について」、「Ⅱ. 再評価について」、

「1. 公共事業の抜本的見直し」 

https://www.mlit.go.jp/river/press_blog/past_press/press/200101_06/010328/010328_21.

html（2017 年 4 月 30 日確認） 

「平成 13 年度河川局関係予算決定概要」、「V. 公共事業見直し等の概要」 

https://www.mlit.go.jp/river/basic_info/yosan/gaiyou/yosan/h13budget/001224p16.html

（2017 年 4 月 30 日確認） 

「中止事業等一覧」 

http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/h12kekka/2-3.pdf（2017 年 4 月 30 日確認） 

「中止事業について」 

http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha03/13/130401/03.pdf（2017 年 4 月 30 日確認）他多数 

「検証要請」についても終了した個別事業名は掲載されている。 

国交省、「個別ダム検証の状況」（平成 28 年 8 月 25 日） 

https://www.mlit.go.jp/river/dam/kensyo/kensyo01_1608.pdf 他多数 

「ダム事業の総点検」については、終了した個別事業名は国からの公表としては国会会議

録にしかなかったが、これは1997年という比較的古い時期のものであるからと推測される。 
737 新川・ボノーリは、Pierson と Weaver の「非難回避戦略リスト」を用いながら、日本

の年金制度をめぐる政治を観察した。年金政治を「拡充の時代」（1970 年代まで）「縮減の

時代」（1980 年代以降）に二分し、前者において起きた「制度乱立」を「手柄争いの政治」

というダイナミズムが働いたことで、後者において起きた「給付削減・保険料引き上げ」
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避の政治」、中央政府から見れば「手柄争いの政治」になったのはこのような理由からと考

えられる。 

地方政府が終了した事例のうち、「内部・揉めない」類型に属する事例が多かったのは、

非難回避戦略が一定成功したのと、それに加えてダム事業の持つ特徴によるものであった

と考えられる。ダム事業がもたらす利益の範囲が地方政府から見て限定的でかつ把握しや

すく明確であったことがある。そのため、知事や官僚たちは限られたリソースを限定され

た関連アクターの合意調達に集中して投下することが可能であったからである。仮に終了

する事業がダム事業ではなく、利益がもっと広範囲にわたる事業であれば、例えば、税や

社会保障の問題であれば、終了のプロセスは更に「外部・揉める」に広がり、合意調達に

も更に時間を要し、終了への難易度があがっていく可能性がある。 

 

４）今後の終了事例は「外部・揉める」へ 

 

 終了プロセスの類型は「内部・揉めない」から「外部・揉める」に移行している。今後、

何かの事業を終了する際、終了のプロセスの類型が「内部・揉めない」に戻っていくこと

はあるだろうか。戻っていくことはまずないように思われる。終了主導者が官僚で、国か

らの影響を受け、進捗は調査段階で、反対アクターが弱い、という事業があれば、「内部・

揉めない」類型になる可能性もないとは言えないが、そうではない限り、参加アクターは

広がり、その分、合意調達に時間を要していくと考えられる。となると、2017 年以降に終

了する事業は「外部・揉める」過程を経ることが想定される。地方政府にとって、今後は

事業終了のハードルがあがっていく。 

 縮小社会を背景に、地方政府の財政規律が厳しくなる中、今後、政策の終了という営為

への社会的要請は高まることが予想される。しかし、実際の終了を担う地方政府にとって

は、プロセスに関わるアクターも増え、合意調達にも更に時間を要するとなると、困難さ

が増していく。終了の社会的要請と終了のプロセスはパラドックスの関係に陥る可能性が

ある。このパラドックスをどう越えていくのかが今後の課題になるだろう。 

  

                                                                                                                                                     

という現象を「非難回避の政治」をいう戦略を駆使したことで説明している [新川 ボノー

リ, 2010]。 
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第２節 

地方政府が撤退戦を引き受けるのはなぜか、また、撤退戦の民主主義とは何か 

 

本節では、地方政府が撤退戦を引き受ける理由と、そこにおける民主主義とは何かとい

う本稿冒頭の疑問への解答を示す。地方政府が撤退戦を引き受ける理由、撤退戦の戦略や

手法、地方政府が撤退戦を通じて守りたいものは何か、撤退戦における民主主義とは何か、

の順に述べる。 

本研究で明らかになったことの１つは、中央政府が改革を主導した場合、制度変更にお

いても改革においても、地方政府に対して一律の基準と考え方を示す段階でとどまり、そ

こからのバトンは地方政府に任されたということであった。河川法や再評価委員会の実際

の運用およびダム事業終了のための検討内容などの具体的な方法は地方政府が担った。決

して「手柄争いの政治」にはならない過程を知事や官僚たちが引き受けたことになる。積

極的に取り組むインセンティブが働かない撤退戦を地方政府が引き受ける場合、いかなる

戦略を選択し、どのように行動するのかを本研究はここまで明らかにしようとしてきた。 

本研究の答えは、撤退戦を引き受ける理由は主導者によって異なるというものであった。

知事が主導した場合は自らの政策選好の実現のためであり、官僚が主導した場合は、財政

規律の確保が知事の政策課題であると浸透した庁内の雰囲気が撤退戦を引き受けさせた。 

撤退戦を担う際の戦略は多様であった。知事主導の場合は積極的に外部からの合意調達

を求め、それに伴い生じる膨大な時間を要する状況を進んで引き受けていた。手法は情報

公開やアイディアで知事によって異なった。一方、官僚主導の場合は、2000 年代前半ごろ

までは限定されたアクターの間で粛々と終了に向けて検討を進めていたが、分権の進展を

背景に、終了への抵抗も予想される外部アクターを参画させる戦略に変更した。官僚が取

った手法は「予測的対応」や「学習」であった。 

地方政府が撤退戦を通じて守りたかったものは何か。それは主導者が誰であれ、中央政

府からの意思決定の自律性であり、地方政府への住民や地域社会からの信頼であったと考

える。中央政府から示された一律基準に従うままで能動的に行動を起こさないならば、中

央政府から財源や人材での介入が行われる可能性があることを地方政府は恐れたのではな

いか。特に河川政策は繰り返し述べたように中央政府からの補助金や出向官僚の問題があ

り、中央政府との関係が密接で、地方政府の独立性738が低い政策領域に属する。独立性の

低い政策で地方政府はいかにして自律性を保つのか。どの地方政府でのヒアリングにおい

ても、中央政府との関係や距離に細心の注意を払う官僚たちの姿が例外なく伺えた。それ

は中央政府との関係に苦慮するばかりではなく、時には中央政府の力を利用するなどとし

てその関係を能動的かつ戦略的にコントロールしようとする地方官僚たちの姿であった。 

                                                   
738 ここでの独立性は行政組織の資源である権限、財源、人員や情報を自分たちの判断で調

達できるとする[曽我, 2016, p. 18]。つまり、河川政策は地方政府にとって自力で全て調達

することが難しい特徴を持つ。 
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ここで改めて、地方政府における撤退戦の民主主義とは何かという冒頭の疑問への本研

究の解答は、撤退戦のプロセスに住民をはじめとする外部アクターを参画させることであ

ったと考える。新規に政策を形成する場合においても住民参画は進んでいる。しかし、と

りわけ撤退戦に住民が参画することの意義は、非難回避の政治を行わざるえない地方政府

の政策選択の代表性と正統性をより高めるために地方政府にとって必要な戦略だったとい

うのが本研究の結論である。主導者によって外部型を選択した理由は異なったが、それぞ

れにおける民主主義のありようは一つの方向へ向かっていると考える。 

ここから言えることは、新規政策の形成以上に地方政府にとって合意調達が難しい、つ

まり、揉める状況に陥りやすい、終了という撤退戦においても、本研究があきらかにした

ように地方政府が住民参加を受け入れ、そこで必要とされる合意調達から逃げないように

なってきているのであれば、そしてそれによって中央政府からの自律性を保とうと努力し

ているのであれば、地方自治は現実のものとなってきているのかもしれない。その意味で

はこれまで地方政府が行ってきた撤退戦は「地方自治の試金石」であったと言えよう。今

後、終了の社会的要請と終了のプロセスがパラドックスの関係に陥り、終了の難易度があ

がっていく可能性が高くなることを考えると、地方政府が撤退戦をいかにして戦うのかが

一層問われることになる。 

本研究はここまで政策終了のプロセスを解明することを試み、終了主導者、プロセスの

類型、プロセスを規定する要因を明らかにするという意味においては一定程度の目標を達

成できたと考えている。しかし説明できなかった部分も多く、それは本稿で例外事例とし

て処理した部分が該当する。例外事例の理由を地方政府の多様性としておおくくりの説明

を試みたが、いかなる場合に地方政府の多様性が発現するのかはわからないままであった。

終了プロセスを明らかにするには本研究が採用した「時間」という軸は一定有用であった

ものの十分ではなかったことが推測される。一方、終了プロセスは十分合理的ではないこ

とが明らかになったものの、いかなる点が合理的でなかったのかもつまびらかにすること

もできなかった。こういった点は今後の課題としたい。  
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５県へのヒアリング日時と応接した県担当者 

 

※応接した県担当者の肩書はいずれもヒアリング当時のものとした。 

※県 OB へのヒアリング日時はここでの記載は省略し、本文脚注への記載のみとした。 

※県庁に赴いてのヒアリング以外に、いずれの県ともに担当者への電話・メールでの追

加質問を複数回行い、メールでの解答や文書の送付を受けたがここでの記載は省略した。 

※各ヒアリング時に応接した担当者が同一ではない場合がある。 

 

【鳥取県】 

＜ヒアリング日時＞ 

・2014 年 06 月 14 日 

・2015 年 03 月 13 日 

 

＜ヒアリング応接担当者＞※肩書はいずれもヒアリング当時（以下、同様） 

県土整備部河川課課長補佐 

同部   同課係長（水防担当） 

同部   同課土木技師 

 

【滋賀県】 

＜ヒアリング日時＞ 

・2013 年 10 月 03 日 

・2014 年 04 月 09 日 

・2014 年 11 月 13 日 

・2015 年 01 月 06 日 

・2015 年 03 月 20 日 

 

＜ヒアリング応接担当者＞ 

・土木交通部流域治水局流域治水政策室主査 

 

【岩手県】 

＜ヒアリング日時＞ 

・2013 年 11 月 23 日 

・2014 年 10 月 24 日 

・ 

＜ヒアリング応接担当者＞ 

・県土整備部技監（河川港湾担当） 
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・同部 河川課総括課長 

・同部 同課 河川開発課長 

・同部 同課 （河川開発担当）主任主査 

・同部 同課 （同）     主査 

 

【青森県】 

＜ヒアリング日時＞ 

・2014 年 01 月 31 日 

・2015 年 06 月 17 日 

・ 

＜ヒアリング応接担当者＞ 

・県土整備部河川砂防課ダムグループマネジャー総括主幹 

・同部     同課     同グループ 主幹 

 

【新潟県】 

＜ヒアリング日時＞ 

・2014 年 04 月 25 日 

・2015 年 06 月 17 日 

・ 

＜ヒアリング応接担当者＞ 

・土木部 河川管理課 企画調査係 副参事（企画調査係長） 

・同部  同課    同係    主査 

・同部  同課    同係    主任 

・同部  河川整備課 事業計画係 事業計画係長 

・同部  同課    ダム海岸整備係 ダム海岸整備係長 
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５県へのヒアリング依頼書と質問項目（例） 

 

※「ヒアリング依頼書」はいずれの県へもほぼ同じ内容のものを送付した。ここでは代表

的なものを添付した。 

※また、各県ごとにオフィシャルウェブサイトなどで公開されている内容、終了した事業

数や状況が異なるため、別紙とした「質問項目」は各県ごとに異なる内容となった。同一

県へのヒアリングにおいても回ごとに質問項目は異なったが、ここでは鳥取県の第１回目

のヒアリングの際の質問項目を代表例として添付した。 

※尚、これ以外にいずれの県ともに担当者への電話・メールでの追加質問を複数回行った

がその際の文言等についてはここでの記載は省略した。 
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○○県△△課 

××××様 

      神戸大学大学院法学研究科（政治学） 

                                      博士後期過程  

                                                        戸田 香 

＜ヒアリングのお願い＞ 

拝啓 

 皆さまにおかれましては、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

さて、私は地方政府の政治過程をテーマに研究を進めています。人口減少社会を迎え、社会的環境変

化を踏まえて、県営ダム事業を対象に「政策終了」「事業中止」の調査を行っております。貴県におか

れましても、県営ダム事業を中止されたことを、貴県の HP、国交省、新聞記事などで知りました。 

つきましては、貴県において、事業の中止をめぐってどのようなプロセスを経られたのかヒアリングさ

せていただきたく存じます。 

 大変お忙しいところ、誠に恐縮ではございますが、ぜひ、お話をお伺いさせていただきたく、ご検討く

ださいますようお願い申し上げます。 

                                                            敬具 

＜○○県庁への訪問希望日時＞ 

※※月※※日（※）、☆☆月☆☆日（☆）、◇◇月◇◇日（◇）、のいずれかはいかがでしょうか   

（お時間はご相談させていただければと存じます。頂戴するお時間は 1時間半程度です） 

 

＜お聞かせいただきたい主な内容＞ 

県営▽▽、▲▲ダム事業の中止をめぐる行政及び政治過程について。    

※質問項目は、別紙にまとめてあります。 

 

＜これまでに上記テーマでヒアリングをさせていただいた都道府県＞ 

●県、◎県、□県、◆県、■県、 

 

 

 

 

  

｛お問い合わせ先｝ 

戸田 香  TEL090-abcd-efgh／e-mail  ×××××@stu.kobe-u.ac.jp    

（ご不明の点がありましたら、遠慮なくお問い合わせ下さい） 
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鳥取県県土整備部河川課長 

○○○○様 

                        神戸大学大学院法学研究科（政治学） 

                                             博士後期過程  戸田 香 

                                                                                                                       

＜お聞かせいただきたい主な内容＞ 

※対象は中部ダム事業です。（90 年代以降、この事業以外に県営ダムで中止されたものがありました

ら、そのダムも対象にさせて下さい） 

 

① 中部ダム事業の実施計画調査の開始年（事業採択年）と、「中止」が検討され出した時期、中止

が決定した時期を、それぞれ教えて下さい。 

② 「中止」が検討されたきっかけは何だったのでしょうか。 

③ 事業の開始理由と中止理由を教えて下さい。 

④ 鳥取県では、ダム中止に際し、県の例えば「大型公共投資見直し計画」のような公共事業全体を

見直したり、治水計画全体を見直したりする指針のようなものがありましたか。 

⑤ 事業中止に際し、国との事前の情報交換や国からのアドバイス、コメントなどありましたか。 

⑥ 2000 年の「与党３党による公共事業の抜本的見直し」は、県の中止判断に影響を与えましたか。

（例：「与えていない。「与党３党の見直し」以前から県独自で中止は検討していた」等） 

⑦ 中部ダムは、中止判断以前に、県の再評価委員会等で「継続」と判断されたことがありました

か。 

⑧ 中部ダムの中止反対者（ダム推進派）はどのような人たちでしたか（例：地元市町村、地元県議・

市議等）。また、主に中止を推進した部署・人たちはどのような人たちでしたか。 

⑨ ⑧でのそれぞれの立場でのご意見と、中止に伴い発生した庁内外での動きについても教えて下

さい。 

⑩ 中止への合意の取り付け方（庁内・庁外ともに）はどのようなものでしたか。（例：予算編成過程

の可視化等） 

⑪ 中止の際、地域住民へはどのような説明をなされましたか。 

⑫ 中部ダム事業の中止時点での事業の建設上の進捗状況と、河川整備計画策定の進捗状況を

教えて下さい。 

⑬ 中部ダム事業の中止時点で計画があった県営ダム事業全てと、それぞれの事業の建設上の進

捗状況を教えて下さい。 

⑭ 現在、計画が進行している県営のダム事業にどのようなものがあるか教えて下さい。 

⑮ 中部ダム事業が中止された時点での「総事業費」と「その時点までに投入された費用」及び「当

初の事業費」を教えて下さい。 

⑯ ダム中止をめぐって、片山知事の姿勢はどのようなものでしたか。 

⑰ 中部ダムの中止と並行して、鳥取県内では、国所管のダム計画が進行していたものがありまし
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たか。あれば、これらは県営ダム中止に何らかの影響を与えましたか。 

⑱ 中止が決定されるまでのプロセスにおいて、何が最も高いハードルでしたか。 

⑲ 中止を決定した場所はどこでしたか。（例：評価委員会、住民集会、知事直轄の審議会等） 

⑳ 中部ダム中止が政治争点化したことがありますか。 

21 ダム中止に伴い、河川改修や地元振興策等「代替策」に該当する政策は実施されましたか。 

22 ダム中止に際し、「河川の安全度」（確率）を変更されましたか。変更されたのであれば、理由を

教えて下さい。変更に際し、住民や議員から反対はありましたか。 

23 中止後、県内の他の政策領域で中止になった事業はありますか。 

24 鳥取県でのダム中止に際し、他の都道府県との情報交換等はありましたか。（例：知事レベルで

の情報交換、人事交流の職員レベルでの情報交換、課長レベルでの情報交換等） 

25 鳥取県のダム中止が、国に与えた影響はありますか。 

26 鳥取県のダム中止が、庁内の官僚組織、政治家、首長、地域社会との関係に与えた影響はあり

ますか。（その帰結も含めて教えて下さい） 

27 片山知事初当選以降、公共事業にかかわる庁内の組織改編がありましたか。あれば、どう改編

したのか教えて下さい。 

28 県土整備部という組織ができたのはいつですか。 

29 中部ダム事業は「１件審査」の対象だったのでしょうか。 

30 鳥取県のここ 20 年の河川事業予算・公共投資に関する予算の金額（推移）を教えて下さい。 

31 鳥取県で、ここ 20 年で一般会計予算の規模が最も大きかったのはいつでしたか。 

32 鳥取県に国交省（旧建設省）から出向してきた技術系職員は、ここ 20 年でおられましたか。 

33 鳥取県から技術系の職員が近隣自治体へ出向することはありますか。 

 

                                              以上です。 

 

多数の質問がありまして、お手数おかけしますが、どうぞ、よろしくお願いします。 

ご解答が難しいものについては飛ばしてもらって結構です。 

あと、中部ダムの位置を鳥取県内の地図に落としてもらったものを１枚、 

ヒアリングの際に頂戴出来ますか。イラストレベルで結構ですので、よろしくお願いします。 
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